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はじめに

　本稿では、開所以来１５年間、全学レベルで創
価大学の学習支援を進めてきた教育・学習支援
センター（英 語 名 称 Center of Excellence in 
Teaching and Learning、以下 CETL と略す）
が、20１3年度後期から学習支援機能を総合学習
支援センターに分化・独立させたことを受け、
今までの取り組みを振り返る。本学における、
主体的学びを促す学習支援の一つの在り方を確
認できれば幸いである。
　2000年 ５ 月24日、文 系 A 棟 2 階 にあった 法
人事務局の跡に、CETL がオープンした。当
時、大学基準協会による本学初の認証評価を受
けるにあたり、全学的な授業アンケート導入が
喫緊の課題とされていた。そして、授業アン
ケートによって改善すべき点が浮かび上がって
きたとき、教員はどうすれば良いのか。改善の
必要を感じてもどうすればいいのか分からず、
結局、現状維持となってしまう場合はないの
か、こうした懸念も関係者の一部で共有されて
いた。これに対し、授業アンケート導入・普及
が進んでいたアメリカでは、各アンケート項目
に対して改善のヒントや参考資料などをまとめ
た冊子が用意されている、と報告した記憶が当
時在学研究から戻ったばかりだった筆者にはあ
る。いずれにしろ、本学にも教員の授業改善を
組織的に支援する部署が必要ではないのか、と

いう認識が学内にあったことは確かである。
　一方、授業内容も十分に理解できない学生に
授業を評価するようなことができるのか、ある
いはただの人気投票になるのではないかと、授
業アンケートに対して懐疑的な教員もいた。こ
のような状況に対して、授業アンケートで改善
が指摘された教員に対する改善支援サービス
と、授業アンケートの妥当性を高めるために学
生の基礎学力向上に向けた学習支援サービス
と、その両方を担う全学的な組織として教育・
学 習 活 動 支 援 センターは 構 想 された（馬 場
20１0，20１2）。以下、CETL が行ってきた学習
支援サービスについて時期を分けて簡単に振り
返り、本学の学習支援に対する組織的な取組の
現状と展望について解説する。

1 ．草創期（2000年～2006年ごろ）

　CETL の学習支援サービスは大きく 2 つに
分かれる。センターを訪れる学生の学業上の相
談にのることと、不特定多数の学生に向けた学
習セミナーの提供である。CETL の学習相談は
開所時から今日に至るまで一貫して、学習者の
主体性を尊重するコーチング型の対応を基本に
している。相談内容をしっかり聴き、学生とと
もに課題を整理し、学生自身に解決案や対応策
を選択・自己決定させるアプローチを大切にし
てきた。換言すると、相談スタッフが自分の限
られた知識や経験から答えを出し、それを押し
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付けるような相談姿勢ではなく、学内にある他
の学習支援部局との連携を意識し、そうした部
局の担当者を紹介し、学生が当該サービスを自
主的に利用することを励ましてきた。CETL は
学生にとってファーストストップであり、CETL
を起点にして自分に必要な学習支援を求めてい
く、そうした主体的な学習者の育成を願ってき
た。
　学習セミナーについては、CETL 開設に合わ
せ、学生のニーズ調査が行われた。他大学の先
行事例などからも予想されたが、最も多いニー
ズはレポートの書き方に関する講習であった。
そこで当初は放課後に、レポートや書評の書き
方について文学部の先生方を中心に、単発的に
講座を開いていった。最初の CETL レポート
講習会の講師は、その後、教務部長・文学部長
など要職を歴任された故山﨑純一先生である。
レポート講習会は学期ごとに数回実施され、そ
の宣伝は学内各所にチラシやポスターを掲示す
る程度であったが、少ないときでも40～５0名、
多いときは200名以上の学生が集まった。こう
した盛況は、レポートや論文の書き方指導に対
する学生ニーズの高さを伺わせ、2003年度のカ
リキュラム改訂に際し、共通科目に「文章表現
法」という授業が開講される大きな契機になっ
た。（学生のニーズに対し、課外のサービスか
ら正課のサービスへ発展させる仕組みが評価さ
れ、平成１５年度特色 GP 採択の要因の一つと
なった）。
　レポート講習会のような集客力はなかった
が、学習相談の一環として個別にレポート作成
の相談に乗るサービスは開所時から提供されて
いた。200１年のアメリカ視察では、San Fran-
cisco State 大 学 や North Eastern 大 学 のライ
ティングセンターを視察し、レポート診断サー
ビスの 着 想 を 得 た。従 来 のレポート 相 談 は
CETL に 持 ち 込 まれたものを １ 対 １ でアドバ
イスする 形 であった。これに、Web を 介 して
点検依頼ができるシステムを追加したが、実際
はあまり利用されていない。課題提出期限の １

週間以上前に診断依頼しないと対応しない、と
いうルールが敷居を高くしたのかもしれない。
持ち込みでの診断依頼に比べ、受理から返却ま
での時間がかかる Web 診断の制約は大きい。
　CETL としては、成績に直結するような書き
直しや添削は行わず、必要な修正アドバイスを
行い、本人が自覚的に推敲することを期待して
いた。ただ、アドバイスの内容は担当者によっ
て 様々であり、必 ずしも 均 一 なサービスとは
なっていなかった。そこで、2003年ごろから院
生や学部生スタッフが知恵を出し、チェックリ
ストの開発を進めた。このリストに則って点検
指導することで、アドバイスの質を一定以上に
保つ努力がなされた。このリストは、自己点検
にも用いることができ、複数の教員が基礎ゼミ
などで配布することもあった。
　レポートの書き方のような圧倒的ニーズはな
いものの、教員の側からも要望があったのが基
礎数学の補習講座である。CETL では開所以
来、レポートの書き方と共に、数学関係の質問
については工学系大学院生による個別学習相談
を行っていたが、それを複数回の連続講義とい
う形で定型化し、放課後の課外講座を開設する
ことになった。当初、近隣に住む元高校の数学
教員の方に講師をお願いし、放課後に週 １ 回、
8 週をひとまとまりとする高校数学の復習授業
を開講した。これは、漠然と学内に講習会の案
内を掲示しても多くの参加者を見込むことは難
しいことが予見された。そこで、経済学部の １
年生のうち、高校数学の補習を必要とする学生
に教員から呼び掛けてもらい、参加者の確保を
策した（これが後の ASTAC の原型である）。
結果的には、開講時の申し込みは５0名を超えて
も、最後まで講座に来る学生は１0名前後とな
り、数学に苦手意識を持つ学生にとって、なか
なか自主的な補習が難しいことが確認された。
それでも、受講者の中には数学の苦手意識を克
服し、経済学部の特待生に選ばれる者もおり、
やる気のある学生を支援しようという企画の趣
旨はある程度達成されたのかもしれない。
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　CETL のこうした学習支援の取り組みに関
しては、リクルート社の高校進路指導担当向け
雑 誌「キャリアガイダンス」の200１ 年 6 月 号

（pp. 88-90）に、成功例として紹介されている。

2 ．転換期（2007～2009年）

　数学講習会については、 2 年ほど元数学教員
の方に講師をお願いしたが、その間に教材の蓄
積などが進み、工学部の大学院生が代わって講
師を務めるようになった。この体制は数年続い
たが2008年度に転換期を迎えた。2007年度から
経済学部の経済数学基礎がレベル分けを行い、
補習対象の学生に対する正課内での対応が進ん
だことで、CETL の補習講座に対する大口の
ニーズは減っていった。時を同じくして、数学
系教員の退職に伴い工学部大学院から研究室が
消え、数学講座を担当できる大学院生の確保が
難しくなってきた。
　一方、2009年度からのカリキュラム改訂に際
し、共通科目に数学基礎など、数学関連の科目
が大幅に拡充されることになった。この動きの
中で数学関連の共通科目改善を企画・立案する
ワーキンググループから2007年暮れに相談があ
り、過渡的な数学補習プログラムの開発・提供
を打診された。そこで CETL は、2008年度か
ら従来の数学講習会を止め、主に新入生を対象
にする全学的な数学補習運動（通称、マスマス
キャンペーン）を試みることにした。
　このキャンペーンは、e-learning 教材を利用
した数学補習の取組である（詳細は、安野・関
田、2009；金 子・望 月・関 田、20１0）。2008年
前期から2009年後期まで 2 年間、 4 期にわたり
試行錯誤しながら新入生向けの課外学習活動と
して展開した。プレースメントテストで数学の
基礎力が低いと判定された学生たちが基礎力の
高い学友とチームをつくり、補習教材を使って
勉強するというのが基本形である。一人で苦手
克服に取り組むのは難しくても、仲間と励まし
合いながらなら続けることもできるだろう、と

いうのが CETL 側の願いであった。
　もう一つ、この時期に進展した取り組みとし
て図書館との協働事業がある。本学の中央図書
館では2004年度から Soka Book Wave（以下、
SBW と略す）と呼ばれる全学読書運動を展開
している（前述のマスマス・キャンペーンも、
そこからヒントを得ている）。SBW は、エント
リーレベルでは感想文が求められるが、上級レ
ベルである読書力検定では書評が課せられる。
感想文の応募は多いものの、書評を書いて読書
力検定に挑戦する学生は僅かである。さらに応
募された書評のレベルも芳しくないものが散見
される。これに対し、図書館から書評の書き方
を講習して欲しいという依頼が CETL に寄せ
られたのを受け、2008年度後期から 3 期にわた
り、CETL 助教の力を借りて書評講習会を試み
た。さらに2009年度前期には、図書館を利用し
た読解演習のクラスを経営学部と共同企画した
が、履修者が少なく、成果を出すところまでの
発 展 はなかった。それでも、図 書 館 と CETL
という正課外の学習支援部局が協働し、学部と
連携したプログラムを試行した意義は大きく、
これが後述する学習支援事業に通じていく。
　こうした交流の過程で、採択は逃したもの
の、2008年度には、図書館と CETL が共同で
「質の高い教育 GP」への申請も行った。その
後も図書館との協働は継続し、20１１年度から図
書館カウンターの一角に CETL ブース（大学
院生による学習相談コーナー）が設置された。
また、図書館職員と国内外の図書館視察を行
い、ラーニングコモンズの構想を共有していっ
た。

3 ．拡充期（2009年～2012年）

　2009年度前期、創立５0周年に向けたグランド
デザイン 策 定 の 一 環 としてライティングセン
ターの設置を検討するワーキングループ（座長
は寺西副学長補（当時））に筆者も参加する機
会を得た。そこで、ライティングに限らず、多
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様化する学生の学習ニーズに応える総合的な学
習支援センターの構想をまとめ、ワーキンググ
ループの 提 言 とした。折 しも CETL として、
学生支援 GP 事業【タイプ A】に学習支援セン
ターで展開するサービスの基本形を試行する企
画で応募し、採択された。これにより、総合学
習支援センターの完成に向けた準備が急速に進
むことになった。その取組概要を簡単に示して
おく。

学生支援 GP 事業
　学生支援 GP 事業【タイプ A】の申請書には、
教育・学習活動支援センター（CETL）が共通
科目運営センターおよび各学部と共同して、学
習支援に関して主に 2 つの取組を行うことが記
載されている。
① カリキュラム連携型学習スキル訓練（以下、

ASTAC と略す）
ASTAC とは、正課（共通科目や学部の導

入専門科目）の中から、特定の学習スキルを
訓練するための科目を毎期設定し、授業課題
を通じた実地訓練を行うものである。その際、
ASTAC で扱う学習スキルを網羅する課外講
座を設け、実地訓練を補完する。また、課外
講座のポイントをまとめた放送教材（ミニ ･
レッスン）を用意し、エリアワンセグ放送で
配信し学生のスキル活用を促す。

② 学業不振学生への特別な支援プログラム（オ
アシス・プログラム）

オアシス・プログラムでは、アカデミック・
アドバイザー教員と連携し、慢性的な学業不
振者のうち、経済的および精神・健康面の理
由ではなく、学力面での問題が大きい学生を
対象にしたリメディアル的な学習スキル訓練
の機会提供を行う。

　実際は、以下のスケジュールで取り組んだ。
【2009年度】　ASTAC 用課外講座担当者養成
を 目 指 し、ICC（International Coaching 
Community）コーチ養成講座に 2 名の教員を
派遣した。また、アカデミック・アドバイザー

研修プログラムとして、外部講師を招聘し、マ
インドマップおよびコーチングの １ 日研修を試
行し、１4名の教員が参加した。全教員対象に、
大学生に必要な学習スキルに関するアンケート
調査を行い、課外講座の内容を検討した。
【20１0年 度】　 2 名 の 教 員 と 2 名 の 特 別 セン
ター員を中心に ASTAC（特に文章力講座）向
け課外講座の試行的に開講した。前期は１7講座
26セッションに延１１7名の学生が、後期は2１講
座3５セッショに延１１4名の学生が参加した。オ
アシスプログラム利用学生は 7 名であった。ま
た、夏期および春期休業期間を利用して、マイ
ンドマップおよびコーチングの研修を行い、延
１00名ほどの教職員が参加した。
【20１１年度】　新たに 2 名の助教、 4 名の特別
センター員を採用し、ASTAC 向け課外講座の
拡充を試みた。前期は28講座7５セッショに延
１2１名の学生が、後期は26講座8５セッショに延
247名の学生が参加した。また、ASTAC の一
環として、前後期合わせて 9 科目62クラスの受
講生延１１78名を対象にレポート診断を行った。
オアシス・プログラム 利 用 学 生 は１0名 であっ
た。前年度同様、夏期および春期休業期間を利
用して、マインドマップおよびコーチングの研
修を行い、延５0名ほどの教職員が参加した。
　最終報告書では、以下の 3 点を成果として記
載している。
① 平成１9年度末の退学勧告対象者数に対し、平

成23年度前期終了時の対象者数は27% 減少
した。

② 平成20年度 GPA 平均、前期2.60、後期2.6５に
対し、平成23年度 GPA 平均、前期3.１2、後
期3.１4 となり、それぞれ0.５2、0.49 ポイント
上昇した。

③ 平成 23 年度前期の授業アンケート結果を
ASTAC 対象科目とそれ以外の科目で比較す
ると、質問などの学習意欲で0.7１ポイント、
授業の理解度で0.36ポイントの開きが認めら
れた。
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文章力向上ワーキンググループの結成と CETL
助教の採用
　CETL は GP 事業を通じて、正課と連携した
学習支援サービスを課外講座として種々充実す
るための体制整備を目指した。中でも、文章力
強化は共通科目全体の課題としても重視されて
きた。そこで、学士課程教育機構の設置に際し、
共通科目「文章表現法」の全学必修化に向けた
準備を検討・推進するワーキンググループが組
織され、CETL センター長である筆者が座長と
なった。
　これに伴い、必修化の準備と併せて20１１年度
からCETLでは文章表現法を担当する助教の採
用を始めた。CETLの助教は、その勤務時間の
およそ半分を文章表現法の授業担当として、残
りをCETLが展開する種々の教育・学習支援活
動の推進スタッフとして活動することになっ
た。CETL学習セミナーのラインナップが充実
できたのは、助教の採用が大きかった。ここで
留意すべきは、正課外の学習支援を担ってきた
CETLが、助教という専任教員を得て、正課で
ある「文章表現法」の整備・拡充に関わり、本
学における初年次教育カリキュラムに直接的な
影響を持ったという点である。このアプローチ
はCETLの設計思想からはズレたものであり、

軌道修正を必要とするものでもあった１。

4 ．発展期（2013年～）

　GP 申請書には、GP 事業終了後、その取り
組みを引き継ぎ発展させる組織として、総合学
習支援センターの開設が明記されている。そし
て記載通り、CETL から学習支援部門が独立し
た形で、20１3年 9 月１2日、総合学習支援セン
ター（通称 SPACe）が正式にオープンした。
CETL が前期まで行ってきた学習支援サービ
スとスタッフの大半を継承し、西浦昭雄学士課
程教育機構副機構長をセンター長に、山﨑めぐ
み学士課程機構准教授を副センター長としての
始動である。これにより、本学の学習支援体制
は SPACe と CETL が協働して進める重層構造
になる。それぞれセンターの 役 割2 は、CETL

1 　助教の採用は、学部専任教員の主体的な授業改善を促すことで間接的に学生の学習を支援する、という従来の
アプローチとは異なり、CETLの考える授業方法をそのまま実践する教師集団が生まれ、この集団によって直
接的に学生の学習力向上に取り組めるということを意味した。しかし、CETLは各教員の専門性を尊重し、彼
ら・彼女らの自主的な授業改善の意思に応える形で、様々な教員支援を行うことをFD活動の基本方針として
きた。文章表現法という科目は、日本語や国語の指導に関する専門性を有する教員が担当する。にもかかわら
ずCETLの助教は、授業内容の標準化（統一シラバス・共通教材・共通評価基準の採用）を進める中で、担当
者の専門性から自主的に採用されたわけではない指導法や小道具（たとえばマインドマップ、LTD、コーチン
グ型学習指導、ルーブリック評価法、レポート診断コード表）を、CETLの方針として授業に用いることが半
ば当然のこととして期待された。このため、様々な指導法の長所を活かしけれず、木に竹を接ぐ授業実践が散
見されることになった。

　　　この問題に対処するためにも、共通科目の担当教員としての自覚をもって「学術文章作法」を担当できるよ
う、SPACeの設置を機にCETLからSPACeへとその所属を移すことにした。この経験からCETLは、教員の授
業改善には個々の技法やツールの紹介にとどまらず、彼ら・彼女らの授業観や授業の設計構想に働きかける必
要性を再認識した。

2 　両センターの規程を比べると、その役割が分かる。SPACeの規定では「本学学生の学習能力の開発・向上を図
り、学習活動の一層の充実・活性化を進めるために総合学習支援センターを置く。」とある。一方、CETL規程
第 1 条 2 項には「センターは、教育活動のより一層の向上と発展のために、教育と学習の往還を重視し、学生
中心の大学教育の促進を図るものとする。」と目的を謳っている。

CETL

教員向け
サービス

FDセミナー
コンサルテーション
学生・教員調査

SPACe

学生向け
サービス

学習セミナー
ピアサポート

（スタディ・リーダー養成）

教育と学習の往還

教師が変われば学生が変わる
授業が良くなれば学びが深まる

学生が変われば学授業も変わる
教師との協働・学習共同体の創出

図 1 　CETL と SPACe の協働
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は教員向けサービス、SPACe は学生向けサー
ビスを担当するということで簡単に分けられ
る。両者の関係を図 １ にまとめておく。

ピアサポートの組織化
　創価大学の最大の教育資産は、学生が大学建
設の一端を担うという気概がよき伝統として息
づいている点であろう（池ヶ谷・小林・関田、
20１3）。学生同士が励まし合い、高まり合って
成長しようとする傾向性・志向性、あるいは価
値観が大学の構成員の間で共有されている。先
輩が後輩のために尽くす、という姿勢がキャン
パスの随所に見られる。実際、マスマス・キャ
ンペーンやシュリーマンリーグに見られるよう
に、学生同士が励まし合って学習を進める姿は
ピア（学習）サポートの典型といえるものであ
る。
　こうした、学生による学生のための学習支援
の取り組みに対して、SPACe が支援・推進役
を担うことは先述した。始動間もない SPACe
ではあるが、すでにボランティアスタッフによ
る様々なピアサポートが計画されている。たと
えば、放送大学や MOOCS の教材を共に視聴
し、学び合うことで、単位取得を可能にする試
みがある。あるいはまた、読書会や勉強会の自
主開催も奨励されている。さらに、後輩たちの
学びを支援するために、学生たちが自らの学習
支 援 スキルを 磨 き 高 めるためのスタディー・
リーダー養成講座も CETL から引き継がれ、
拡充されている。では、CETL は今後どのよう
に学習支援に取り組むのか。最後に、CETL の
ついて解説を加えて本稿の結びに代える。

５ ．結び

　そもそも学生の成長を促すのが大学の教育的
使命ならば、そのための最も顕著な支援は授業
であろう。授業は学ぶべき内容や体験が教員に
よって計画・用意される、学生にとっての学び
の場である。ならば、学生の学びと成長を促進

するための授業改善こそ、最大の学習支援とい
えるかもしれない。そして、授業の目的は学生
の学びの促進である、という自覚を持って教員
が授業に取り組むように促すことが、CETL の
役目であり、より効果的な授業づくりに教員が
取り組むのを支援するのが仕事である。
　CETL 設立当時、授業の本義を忘れ、授業ア
ンケートを介して学生が授業改善のパートナー
であろうとすることに懐疑的な教員が跋扈して
いた。そうした状態を転換する役割を負って
CETL は誕生したともいえよう。以来１５年、全
ての授業が原則公開となり、授業アンケートに
至っては形骸化も指摘されるほどに定着してい
る。そして近年、共通科目から始まったラーニ
ングアウトカムズの設定は、専門科目を含め、
すべての授業において、そのシラバスに明示さ
れるようとしている。ラーニングアウトカムズ
とは、当該授業で学生をどのように成長させよ
うとするのか、との教員の意思表明でもある。
時代は漸く学習支援（≒学びを通じての学生の
成長）のための授業づくりを大学教員の仕事と
認識し始めている。そして、そのための授業づ
くりのポイント（の一つ）がアクティブラーニ
ングなのである。
　この視点から注目されるのが「学生 FD」と
呼ばれる、学生と教員が協働で授業改善を進め
る取り組みである。教育的観点からは、授業改
善などを教員と共に考えていくこと自体が、自
覚的な学習者に育つ契機となる。学生の成長の
ための取り組みは SPACe の仕事ともいえそう
だが、働きかけの直接的な対象は教員である限
りは、主管は CETL となる。帝京大学の土持
氏が紹介し、普及に努めているブラハム・ヤ
ン グ 大 学 の SCOT （Student Consultation on 
Teaching）など学生 FD の典型ともいえるが、
CETL では今、創価大学版 SCOT の試行を計
画している（PASS: Peer Assessment Support 
Service）。CETL で訓練を受けた学生が、担当
教員に代わって受講生のニーズや受講状況を調
査し、CETL の授業コンサルテーションの資料
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を収集するのである。あるいは、直接に教員の
補助として学生インタビューを行い、教員の授
業改善を支援するのである。このように、学生
が自分たちの学習を向上させるために教員と協
働して授業改善を進める、という流れを作り、
良 き 伝 統 にしていくのが SPACe 分 離 後 の
CETL の大きな役割と考えている。
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特集論文 ｢主体的学びを促す学習支援」

創価大学の学習支援
ワールドランゲージセンターの取り組み

田中　亮平

創価大学　ワールドランゲージセンター　センター長

1 ．WLC の設置構想から開設まで

　創価大学ワールドランゲージセンター（以下
WLC）は１999年 9 月、本部棟の落成と時を同
じくして、その 7 階に開設された。創立30周年
記念事業の一環である本部棟建設構想に合わせ
て、本センターの構想が具体化したのは、１99５
年初頭のことで、同年 4 月には学長を委員長と
する準備委員会が発足し、検討が開始された。
同時にセンター主催の最初のパイロットプログ
ラムとして、海外留学を目指す学生の為に「学
術目的の英語」、通称 EAP がスタートした。
　この準備委員会には当時文学部英文学科に所
属していた教員が中心的な役割を果たしたが、
なかでもネイティブの教員は熱心に準備委員会
での議論を主導した。彼らは当時「英会話」と
名付けられたコミュニケーション科目を担当し
ていたが、教員数は少なく、開講コマ数も限ら
れていた。しかしコミュニケーションに重点を
置いた英語科目に対するニーズは大きく、コマ
数の拡大が必須の課題であった。
　そのため準備委員会ではこの点に対する早急
な解決策が議論され、英語コミュニケーション
科目の増設が決定された。当時は同時期に開設
されたアメリカ創価大学大学院から英語教育法
（TESOL）修士課程の修了者が出始める時に
あたっていて、その中から毎年 3 名ずつ、最大

8 名まで創価大学に受け入れることになった。
こうして担当者の供給先が安定的に確保され、
それによって科目増設が可能になったので、 １
年 生 を 対 象 とした 週 2 回 の 集 中 科 目 である
Freshman English （FEP）Ⅰ・Ⅱ が 開 講 され
た。１996年度は担当者数の関係から先行的に経
済学部に限定して開講されたが、翌年度は全学
部の学生に提供されることになった。
　準備委員会で決議された三点目の計画は、英
語イマージョンセンターの設置である。イマー
ジョン教育はカナダで試みられた教育法で、英
語を母語とする児童に教科の多くをフランス語
で教授するバイリンガル教育のことあるが（伊
藤2007）、これを本学にあてはめれば、日本人
学生にとっての第二言語である英語で、授業の
多くを提供するということになる。当時これは
あまり現実的ではないと考えられたが、その代
わりに少なくとも英語以外は使わない空間を作
り、学生に口頭コミュニケーションの練習をし
てもらうという形で実施することになったもの
である。
　教員が学生対応を全面的に担当するか、ある
いは担当は一部に限り、スタッフの監督を主た
る任務とする教員を配置するか、他大学の事例
の視察結果なども踏まえて種々の形態が検討さ
れたが、本学の人的資源としては英語圏からの
留学生が恒常的に一定数確保できる見込みがあ
り、これを利用する形態をとることになった。
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つまり教員はコーディネーターとしてプログラ
ムの開発や留学生スタッフのトレーニングにあ
たり、留学生スタッフはアルバイト雇用の形態
で学生対応を担当し、日常の管理・運営事務の
ためには専従の職員を置いた。とはいえ学生が
実際にこのセンターを活用するためには、英語
だけを使ってコミュニケーションをはかるとい
うことへの抵抗感が大きな障害になることが予
測された。これを克服させるための方策とし
て、一つにはより親しみやすいイメージを持っ
てもらうため、この施設を Chit Chat Club（お
しゃべりクラブ）と名付けた。これに加えて、
放課後や空きコマなど授業外の時間を利用する
ことになるので、参加者の自発的モチベーショ
ンだけを頼りにするのではなく、一定の外的モ
チベーションを加えたほうがよいという判断に
なった。こうしていくつかの 形 態 が 試 された
後、最終的に授業科目と連動させる方法が取ら
れることになった。つまり FEP を 中 心 とする
英語コミュニケーション科目を履修した学生に
は、一定回数このクラブを利用することを義務
付け、担当者間で成績評価の基準の一つとする
よう申し合わせたのである。
　以 上 の EAP、FEP、Chit Chat Club という
三つのプログラム以外に準備委員会で検討・実
施されたこととして、英語プレースメントテス
トの実施、基礎レベルの学生のための英語リメ
ディアル科目の開設、英語以外の諸言語学習者
のための授業外の会話ラウンジである Global 
Village の開設などがあった。
　このうちプレースメントテストについては、
各種のテストを検討した上で、TOEFL-ITP テ
ストを採用することになった。これは TOEFL
の過去問題を教育機関等の団体受験用にアレン
ジしたテストであり、英語圏の大学で学ぶのに
必要な英語力を測定するのに適している。また
たとえ留学までは考えていない学生でも、アカ
デミックな領域で必要な英語力をはかるテスト
なので、TOEIC と比べて大学教育によりふさ
わしいと判断されたのである。１996年１2月に試

験的に実施し、１997年の新入生から 4 月と１2月
の 2 回実施され、プレースメントだけでなく、
学習効果の測定も可能となった。
　次に英語を授業言語とするネイティブ教員に
よる Freshman English の開講とその拡大にと
もない、こうした授業形態に困難を感じる学生
の存在がクローズアップされてきた。そのため
こうした学生を対象に日本語を授業言語に使
い、ラーニングストラテジーを教授するための
科目として How to study English を開設した。
　このほか Global Village は Chit Chat Club の
他言語版というコンセプトで開設された。共通
科目として設置されている英語以外の外国語の
なかで、97年度は特に履修者の多い中国語、フ
ランス語などの 4 ヶ国語、翌年にはロシア語な
どの 4 ヶ国語を、それぞれの言語のネイティブ
の留学生とともに学ぶことができる会話ラウン
ジをめざした。
　こうした 3 年間の準備委員会の段階を経て、
１998年 4 月、WLC は正式に発足し、翌年 9 月
の本部棟での開所を迎えることになったのであ
る。運営面ではこのセンターは既存学部からは
独立した機関として学長の監督下に置かれ、担
当副学長のもとセンター長が運営の任に当たる
形となった。しかし学内諸部局との連携の必要
性から、センターの議決機関として運営委員会
が設置された。当初実際の科目設計や運営、授
業外プログラムの企画・運営にあたったのは、
準備委員会から引き続いて文学部英文学科所属
教員が中心で、アメリカ創価大学大学院出身教
員は、これとは別にセンター所属の教員として
位置づけられた。

2 ． FEP を中心としたコミュニケーション
科目の増強

　１999年度の本部棟 WLC の開設と同時に行わ
れた 全 学 的 カリキュラム 改 革 に 合 わせて、
WLC が提供する英語コミュニケーション科目
も体系的に再編・増強された。週 2 回の集中英
語科目 FEP は全学部対象に32クラスが編成さ
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れ、定員は １ クラス20名を想定し、総計640名
が履修可能となった。これは全学 １ 年生の 3 割
強にあたった。さらに 2 年次の学生のためにも
週 2 回集中の Sophomore English Program（以
下 SEP）を各学部に １ コマ、計 6 コマ提供し
た。これとは別に週 １ 回の English Communi-
cation 科目を基礎・初級・中級・上級のレベル
別に提供することになった。基礎レベルはそれ
までの How to study English を引き継いだリ
メディアル的性格の科目で、ITP スコアで3５0
点未満の学生を対象としていた。初級レベルは
ITP400未満、中級レベルは ITP480未満、上級
レベルは480以上という区分であった。こうし
てかねてから要望の多かったネイティブ教員が
担当する英語科目の履修機会は、WLC 発足前
と比べて飛躍的に増加することになったのであ
る。
　授業外プログラムも本部棟 WLC オープン以
降、順 次 整 備 されていった。Chit Chat Club 
はそれまで 文 系 A 棟 の 最 も 奥 まった 場 所 に
あったが、文系 A 棟の正面エントランスの 2
階に移動した。文系 A 棟は最も利用者数の多
い建物であり、その意味では学生にとって利用　
しやすい場所に位置することとなり、利用者の
増加につながった。開設当初１997年の年間利用
者数は５,１7５名、一日平均で40名であったが、
2000年には年間１4,682名、一日平均１03名まで
増加した。
　本部棟の WLC にはトピックを設定して英語
で 意 見 交 換 をすることをめざした、 いわば
Chit Chat Club の 上 級 編 プログラムを、En-
glish Forum と名付けて開設した。留学などを
視野に入れ、目的意識が明確な学生が、英語に
よる意見表明やディスカッションを実践的に訓
練するためのプログラムであった。これに加え
て本部棟 WLC にはライティングセンターも開
設し、授業におけるライティング課題を支援す
る体制が整った。本部棟の WLC にはこのほか
にもリーディングルーム、カウンセリングルー
ム、セミナールーム、コンピュータールーム、

教材作成用のスタジオなども備えられていた。
　順調に発展してきた WLC であったが、次第
に問題点も明らかとなってきた。英語カリキュ
ラムの面では、コミュニケーションを重視した
科目が増加し、ネイティブ教員が担当する授業
を履修する機会が増加したこととは裏腹に、 １
年生の 4 月と１2月、つまり入学直後と後期終了
直前の時点の比較において、ITP スコアの伸び
があまり顕著に出ないということがわかってき
たのである。学習目標の設定がもともとテスト
スコアをあげることにはない科目だったので、
やむを得ないことではあったが、何らかの対策
を取る必要があることが確認された。その結
果、留学等を想定して TOEFL スコアを伸ばし
たい学生を対象とした科目、TOEFL Prepara-
tion を開設した。さらに夏期と春季の休暇期間
を利用して、希望者に有料で TOEFL 対策講座
を実施した。しかし英語コミュニケーション科
目の履修者全体のスコアの底上げは依然として
課題として残ることになった。
　課 外 プログラムの 面 では、Chit Chat Club 
は授業科目の課題としてリンクさせることに
よって、利用者数はその後も安定していたが、
新たに開設した English Forum も同様の取り
組みによって充実を図ることが課題であった。

3 ．ESP 科目群の展開

　こうした中で、この時期に次の大きなステッ
プとして 検 討 が 始 まったのが、English for 
Specific Purposes （ESP）と総称される科目群
の展開である。
　ESP の概念は第二次大戦後の世界における
英語の重要性の増加と、世界的な経済交流の進
展、および科学技術の発展の結果生み出されて
きたものであるとされる。この両分野の学習者
は、商品の売り買い、技術マニュアルの解読、
最新の研究論文の調査など、それぞれ明確な目
的意識を持って英語を学ぶのであり、語学学習
が教養の一角として自己目的をもっているとさ
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れていた以前の時代の学習者とは異なるジェネ
レーションとして 登 場 してきた（Hutchinson, 
Waters, １987）。今日では「特別な社会グルー
プに特徴的なコミュニケーションのニーズと実
践に焦点をあてた言語研究ならびに言語教育」
（Hyland, 2007） とされ、 学 術 目 的 の 英 語
（EAP）も大きくは ESP の一部門をなすと考
えられている。なお堀口（2003）によれば、ビ
ジネス英語の分野に TOEIC 対策的な授業内容
も含まれる場合が考えられているが、本学の場
合は慣習的に経済学、経営学など各学部の専門
科目において、英語を授業言語として学ぶ科目
をESP科目群と称している。英語のアカデミッ
ク・スキルを学ぶ科目である EAP も、本学で
は ESP と区別して置いている。
　本学におけるこうした意味での ESP 科目群
の皮切りとなったのは、200１年度に開始された
経 済 学 部 の International Program （IP）であ
る。これは「経済学を英語で学ぶ」ということ
をメインコンセプトとして、体系的なプログラ
ムとして構想されたものであった。 １ 年次から
レベル別に集中的な英語教育を施し、 2 年次以
降の上級年次では英語によって経済学を学ぶこ
とになっていた。このうち WLC 教員は前半の
英語教育の部分を担当し、上級年次の科目は経
済学部の専任教員が担当する仕組みであった。
　専門科目の講義を理解しうるためには、リス
ニングやリーディングの力は非常に重要である
が、こうした受容的能力を測るのに適した ITP
テストのスコアは、IP の 成 否 をはかるのに 重
要な指標となると考えられた。こうして WLC
英語科目において懸案であった ITP テストの
スコア改善が、学部単位の規模の大きなプログ
ラムで到達目標の一つに掲げられることになっ
たのである。
　経 済 学 部 に 続 き、WLC とタイアップして
ESP 科目を提供するプログラムは順次他学部
にも波及していった。なかでも経営学部はヨー
ロッパ、アジアでの 現 地 研 修 を 組 み 込 んだ
Global Program （GP）を実施することになり、

ここでも WLC 所属のネイティブ教員が Study 
Skills for Global Business や Business English
といった科目を担当することになった。また歴
史的に見ても ESP の草分け的分野である科学
技術領域では学問上の共通言語が英語であり、
本学の工学部においても体系的な英語教育が必
要であるとの認識が高まった。その結果 WLC
教員が担当する専門科目が設置され、はじめは
一部科目のみであったが、2009年度からは共通
科目の必修英語単位を学部で独自に体系化し、
「工 学 部 英 語」としてスタートさせることに
なった。この他にも法学部、教育学部、文学部
にそれぞれ数科目の WLC 教員の担当する専門
科目が開講されることになり、2003年度のカリ
キュラム改革に合わせて本格実施された。
　これと並行して、共通科目英語の分野でも一
層の体系化がはかられた。それまでは週 2 回集
中の FEP と SEP、および週 １ 回の英語コミュ
ニケーションが中核科目であった。後者は習熟
度別に科目が分けられていたが、前者の FEP
は大まかに ITP400点でクラスを上下に分け、
SEP は420点以上を履修条件としていた。また
FEP は口頭コミュニケーション能力の向上を
学習目標としており、その他のスキルについて
はこれとは異なるアプローチが必要であった。
こうして2003年のカリキュラム改革に合わせ、
WLC 提供の英語共通科目も新編成が検討され
ることとなった。基本方針として考えられたの
は習熟度別科目編成の徹底と、スキル別到達目
標の明確化であった。
　まず週 2 回集中の Freshman English、Soph-
omore English は、それまでの年次指定をはず
して習熟度別とし、名称も WLC English Pro-
gram と 変 え て、Basic、Elementary、Inter-
mediate の 3 レベルに分けた。さらにそれより
も上級の集中科目として International Com-
munication を新設し、学習目標別に Academic 
と Business に分けた。
　週 １ 回 の English Communication はそれま
でにすでに習熟度別に開講されており、口頭コ
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ミュニケーションを中心にしつつも、科目のサ
ブテーマにはすでに Writing、Communication
などある程度のスキル別目標も示されていた。
これをあらためて科目名として明示することに
なったのである。こうして Academic Writing
と名付けた科目を Elementary、Intermediate、 
Advanced の各レベルに習熟度別に設置し、テ
スト 対 策 としては 従 来 の TOEFL に 加 えて
TOEIC 対策科目も追加して、同じく習熟度別
に提供した。あわせて TOEFL のライティング
セクションに対応するための科目も設置した。
このようにして WLC の提供する英語共通科目
は質量ともに飛躍的に拡充することとなった
が、そのねらいは明確な到達目標のもとに、学
生のレベルとニーズに合わせた科目をきめ細か
に 提 供 することにあったのである。この 結 果
2002年度と比較すると、クラス数が88から１１6
に、履修可能学生数は2,１80名から3,374名へと、
再び飛躍的に増加することになった。
　また2003 年 度 には 視 聴 覚 教 育 のための
CALL 教室を備えた AV ライブラリーの設備
が更新されたが、これに合わせてオンライン学
習 教 材 Native World および Net Academy を
導入し、CALL 教室を授業外時間に学生に開放
して、これらの教材を使って学習できるように
した。
　この時期には WLC 教員の FD 活動も活発に
行われるようになった。ITP などの受容的能力
を中心とした各種テストに比べ、発信型の能力
であるスピーキングやライティング力を客観的
に測定することは難しい。この点が課題として
意識されるようになった結果、200１年から年に
一 度 のペースでスピーキング・アセスメント 
を想定したワークショップを開催した。後述す
るように、これは2004年度から包括的に実施さ
れたが、このワークショップは IELTS の 実 施
母体である British Council から講師を呼んで
行った。この他にも教員のニーズに合わせた
テーマを設定し、Professional Development と
名付けて WLC の FD 活動を年 2 回のペースで

開催していくことになった。
　また教員相互の授業振り返りも FD 活動の柱
として実施した。この Peer Observation（相互
授業参観）は2002年度にスタートし、非常勤講
師も含めた WLC 科目担当教員が、 2 年に １ 回
のペースでもれなく 行 うことが 義 務 付 けられ
た。その際教員の心理的負担に配慮し、「評価
的側面」を極力排除して、「振り返り」的な側
面 に 焦 点 を 合 わせることにした。そのことに
よって教授技術の向上につながる有益な議論を
導き出すことをねらったのである。その手順は
以下の通りに申し合わせ、それに則ってパート
ナーとなった教員が相互に参観を行うことにし
た。
〈参観前〉　

初めに相互参観の申し入れをし、合意がで
きたらパートナーとなる。

事前ミーティングを行う。そこで授業内容
の目標と狙いをあらかじめ相互に了解する。

参観者はこのミーティングの時には自由に
質問することができる。

このミーティングの前後や途中で、参観者
側は参観の際の狙いをリスト化する。（例:「異
なった教授技術を観察する」、「教育哲学上の
違いが教室でどのような結果になって表れる
か」等々）

〈参観〉
授業参観を実施する。その際には、参観者

は授業活動には参加しない。
〈参観後〉

事後ミーティングを行う。そこでは、参観
者側は授業に関して質問をすることだけが許
される。これは相互参観における被参観者の
心理的負担の軽減のために必要な配慮である。

建設的であれそうでない場合であれ、一切
の批判は、参観後の時点では生産的ではない。
そのかわり参観者が被参観者に対し、授業の
どの点が成功したと考えるかを質問すること
は効果的である。このとき参観者は自分の見
解を述べないように注意する。ただし被参観
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者が意見を求めてきた場合はこの限りではな
い。このミーティングを通じて、参観者側も
つねに「自分だったらどうするか」を考えな
がら話し、自己の教授技術の改善に役立てる
ようつとめる。

　手順は以上であるが、この試みは教授者とし
ての専門的技量を向上させる機会として WLC
教員からは抵抗なく受け入れられ、現在に至る
まで１0数年にわたり、もれなく実施されている。

4 ．効果測定の標準化と自立学習支援

　2003年のカリキュラム改革を契機として、
WLC はいくつかの新しい試みを開始した。効
果測定の標準化、新たな教員採用枠、自立学習
支援体制の強化がそれである。
　新しいカリキュラムによる英語共通科目は、
スキル別に明確な学習目標を設定して提供する
形になっており、達成度を測る指標の厳密化に
取り組むことが必要であるとの認識に至った。
前述したように、 4 年間にわたる年一回のス
ピーキング評価法ワークショップを通じ、担当
教員の評価者としての技能をたかめてきたが、
コミュニケーション科目群を対象に、2004年度
後期から共通基準のスピーキング・アセスメン
トの実施に踏み切ったのである。そうした科目
を履修している全学生を対象に、学期の初めと
終わりにインタビュー形式の面接テストを行
い、能力の向上度を標準化された基準にもとづ
いて測定した。同様にライティング科目につい
ても、標準化された１0段階スケールの評価法を
策定した。基準が標準化されているとはいえ、
評価のばらつきをなくすことはやはり難しい。
いわゆる評定者間信頼性（interrator reliabili-
ty）の向上については、FD 活動のテーマとし
て取り上げるなどして検討が重ねられている。
　一方、スキルに特化した科目数の増加に伴
い、それらを担当する技量と経験を有した教員
を 増 員 する 必 要 が 生 じてきた。それに 加 え
WLC の提供する英語科目に対する学生のニー

ズは依然として高く、そのすべてに対応できな
い状態は続いていた。こうした状況への対応策
として2004年度から導入されたのが、契約教員
のカテゴリー内で出講日を週 3 日、担当コマを
学期 8 コマに限定して採用する英語嘱託教員制
度である。初年度はさしあたり 3 名を採用した。
　また自立学習支援体制の強化にも取り組ん
だ。本部棟 WLC に開設したライティングセン
ターの活性化のためにライティング授業科目と
の連動を図り、担当教員にライティング課題の
添削に活用してもらうようにした。
　これとは別に、おもに習熟度の低い学習者を
対象に、自立学習支援の試みとして200５年度か
ら本年に至るまで、セメスターに一回の頻度で
「英語学習法ワークショップ」を実施してきて
いる。また個別の学習相談に応じる体制は
WLC 開設以来の構想であったが、2006年度の
試験的実施を経て、翌年度から「英語学習相談
室」として常設化し、TESOL 専門家の専従の
教員を配置して、個別相談に応じる体制が整っ
た。
　きめ細かなメニューをそろえてスタートした
新カリキュラムであったが、学習目標をスキル
別に絞り込んだうえに、レベルを科目名に付し
て個別化したため、当然ながら科目の種類がか
なりの数に上ることになった。結果的に WLC
外から見ると学生にも教職員にも複雑でわかり
にくいという感想が寄せられるようになった。
加えてこれらの科目に対する学生の履修行動に
も問題が目立つようになった。彼らの WLC 科
目に対するニーズは高いものの、提供できるコ
マ数は限られており、必然的に希望者のなかか
ら選抜して履修させざるを得なかった。学期の
当初に選抜に漏れた学生は履修する科目が決ま
るまでの時間がかかり、次第に苦情が寄せられ
るようになってきた。加えてキャリア教育の充
実が進み、従来の ITP テストを TOEIC にでき
ないかという要望が次第に強く寄せられるよう
になってきた。これらの点が次のカリキュラム
改革の課題となったのである。
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5 ． 共通科目英語の再編成と世界市民意識
の涵養

　2009年度に全学的なカリキュラム改革が実施
されたが、このとき開設以来の WLC の機関と
しての位置付けが大きく変更されることになっ
た。あらたに共通科目の運営を中心に、学士課
程教育をトータルにサポートする体制が整備さ
れて学士課程教育機構が設置された。WLC も
この機構の一部門として位置づけられることに
なったのである。
　またこの改革時にあわせて名称を含めた共通
科目英語カリキュラムの簡略化がはかられた。
スキル別の科目名が細かすぎるという反省か
ら、全体をおおまかに学習目標別のトラックに
二分し、アカデミックな分野に特化した英語科
目群のトラックと、ビジネス分野での科目群の
トラックとした。前者は EAP、後者は Profes-
sonal English （PE）と 名 付 けてレベル 分 けを
して配置した。テスト対策科目もこれに対応す
る形で前者は TOEFL、後者は TOEIC に特化
した。ただしこうした分類は中級レベル以上の
学生に適用され、入学時の全体の 7 割を占める
初級レベルと基礎レベルの学生のためには、ト
ラック分けをしないで提供することになった。
これによって英語科目の体系は概観しやすく
なったが履修者を選抜しなければならない状況
は依然として続いていた。
　またこの時に共通科目の英語はすべて WLC
のもとに統一されることになった。開学以来、
創価大学の共通科目の英語は、文学部英文学科
が運営にあたっており、講師の大半は日本人で
授 業 言 語 も 日 本 語 であった。 メソッドも
TESOL に基づいてはおらず、教授法的な訓練
を受けた担当者は少なかった。WLC が設置さ
れてからは、授業言語を原則英語とする科目が
多数開講され、それらと従来の英文学科主管の
英語科目が併存する状況が続いていたのであ
る。しかし一方ではこうした伝統的な授業形態
を望ましいとする学生のニーズも無視すること

はできない。そこでこうした形態の授業も引き
続き存続させる形で、その運営の主管は文学部
英文学科から WLC に移されることになり、す
べての共通科目英語の統一的運営が実現したの
である。
　ITP から TOEIC への切り替えは20１0年度 4
月の新入生から実施された。大学である以上、
アカデミックな英語を中心に考えたいという教
員側の思いはあったが、大学を卒業する学生の
大半が企業就職をし、彼らと企業側のニーズが
圧倒的に TOEIC にあるという現実は無視でき
ない要素であった。その一方で、TOEFL はす
でに TWE を経てインターネットベースの iBT
に変わっていて、ITP との相関性が薄れてし
まっており、そのことも切り替えの理由となっ
た。
　この時期に WLC が焦点を当てて強化したの
は、世 界 市 民 意 識 の 涵 養 である。もともと
WLC は１999年度の本部棟での開設に際して、
以下のようなミッション・ステートメントを掲
げて出発していた。
　「ワールドランゲージセンターの 使 命 は、外
国語運用能力と多文化共生能力を磨くことを通
して、世界市民を育成していくことにある。
ワールドランゲージセンターは外国語運用能力
の養成のための各種プログラムを提供する。加
えて世界市民の役割は幸福と平和創出に貢献す
る行動をも含むものである。そのためセンター
のプログラムや施設は、国や文化の境界を超え
た社会的意識と責任感の醸成に役立つべく形作
られねばならない。」（抜粋）
　これによれば語学教育と並んで世界市民意識
の 涵 養 は、WLC のミッションの 二 つの 柱 で
あった。しかしこの方面の取り組みは進んでい
なかったのである。そこでこの点に重点を置い
て、Global Lecture Series と銘打った連続講演
会の開催をおこなった。この講演会では英語で
講演のできる日本人を講師に招くようにした。
さらに国際的な舞台で活動している講師に、国
際社会でアクチュアルに生じている問題につい
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て語ってもらうという点がもう一つの特徴で
あった。アフガニスタンやソマリアなど世界各
地の紛争地域で、武装解除と元兵士の社会復帰
支援の活動を行っている NPO 法人の事務局長
や、医師としてアフリカの紛争地域に赴いた経
験を持つ NPO 法人の代表など、多彩な講師を
招いて開催してきた。毎回多い時で200人ほど
の学生が、英語のスピーチに耳を傾け、質疑応
答も英語で行っている。日本人が講師であり、
良くも悪くも学習によって身に付けた英語を使
いこなして国際舞台で仕事をしている日本人の
実例を目の当たりにできることは、学生にとっ
てきわめて刺激的な経験であり、毎回そうした
感想が多数寄せられる。この他にも英文による
エッセイ・コンテストやポスター・コンテスト
を企画し、世界市民意識を深めて英語で発信す
る機会を提供するよう努めている。

6 ．WLC の現状と課題

　20１3年度は WLC には30人の専任教員が所属
しており、英語をはじめとする創価大学の語学
教育全般を担っている。このうち英語教員は助
教 6 名を含む24名であり、そのうち１５名は英語
ネイティブの教員である。共通科目で１５7クラ
ス、学部英語科目を含む専門科目で97クラス、
計2５4クラスを担当し、全体でのべ５,200名あま
りの学生が履修可能な体制となっている。本部
棟 に WLC が 開 設 され、大 幅 にコミュニケー
ション科目が拡大充実を見た2000年と比較して
みると、当時は共通科目のみで、その数は72ク
ラス、履修可能人数は１,800名程度であった。
実にこの１3年で 3 倍の拡大を見ていることにな
る。
　20１4年度は再び創価大学における ５ 年に一度
のカリキュラム改革の年にあたっており、多く
の学部の専門科目はもちろんのこと、共通科目
のカリキュラムもリニューアルされる。WLC
が提供する科目も新しいコンセプトのもとに再
編成されることになっている。まず共通科目の

英語は科目名を統一して English とし、 １ 年次
から 2 年次の 4 セメスターにかけてⅠからⅣま
でを履修することになった。またこれまでの習
熟度別編成は残しながらも、上級クラスの学習
目標を学術とビジネスに二分しないことになっ
た。これはビジネストラックの科目群の履修者
が過去数年間にわたって必ずしも多くないこと
を踏まえたものである。ただ TOEIC 対策につ
いては別建てで追加履修をできるようにして、
ビジネス英語の需要に応えることにしている。
その一方で、各学部独自の英語教育のコンセプ
トを出来る限り尊重することとし、経済、経営、
工学の 3 学部、それに新設の国際教養学部につ
いては、共通科目の必修 6 単位分も含んだ形
で、学部独自の英語教育カリキュラムを提供す
ることになっている。もちろんその中の多くの
科目を WLC 教員が担当するのは言うまでもな
い。
　セルフアクセスの面でも大きな変化があっ
た。20１3年 9 月に中央教育棟が落成し、これま
で分散していた WLC の機能がこの建物の 2 階
に統合されることになった。また語学以外の
様々な学習サポートや自学自習・グループ学習
の空間を提供するためのラーニング・コモンズ
とも統合され、その一角を占める形になった。
WLC は一新された環境のもとで、さらに語学
教育サポートのプログラムを展開していくこと
になる。Chit Chat Club、English Forum 等 の
基 幹 プログラムと 並 び、 ライティングセン
ター、Global Village、iBT トレーニング、　英
語学習相談室などの諸活動を行っている。
　このうち主要なプログラムについて20１2年度
の利用状況を見てみると、Chit Chat Club は年
間総利用者数が１4,6１6人、一日平均１0５名強で
あり、そのうち87% 以上が授業の課題で訪れ
ている。English Forum の年間利用者総数は
１3,１40名で一日平均90名強である。Global Vil-
lage の場合は年間94１名の利用があり、一日平
均では１0名弱である。ライティングセンターは
年間１,2１4名が利用し、一日平均では9.3名と
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なっている。いずれのプログラムも、それぞれ
の規模に応じて安定して活発な利用が行われて
いると言えよう。
　こうした現状を踏まえたうえで、WLC は新
しい時代に対応した課題にも直面していると言
える。なかでも重点を置いて進めているのは、
「グローバル人材育成推進事業」に掲げられた
外国語能力保持者の目標を達成することであ
る。申請時の構想調書によれば、補助金事業終
了時の20１6年度の卒業生の中で、本学の定める
「グローバル人材」の基準の語学力を満たした
学生数の目標は480名となっており、これはお
おむね卒業生の 4 分の １ に当たる。その基準は
TOEIC で730点、TOEFL-iBT で80点に相当す
る英語力、また他の外国語ではそれぞれの検定
試験 2 級程度となっている。非常にチャレンジ
ングな目標ではあるが、週 4 コマの英語特修プ
ログラムの新設、短期留学機会の増加、英語に
よる講義の増設、休暇期間を利用した特別講座
の実施、ポートフォリオの活用、各種試験の受
験サポートなど、様々な対策によって達成を目
指していくことになっている。WLC は共通科
目と専門科目の授業、ならびに各種課外プログ
ラムの一層の充実によって、その目標達成に中
核的役割を担っていくことになろう。
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1 ．はじめに

　ゆとりの教育の問題が指摘されて、教育改革
が 叫 ばれるようになって 久 しい。現 在 もなお
様々な試みがなされている。しかし、決定的な
成果があげられるところまでいっていないのが
現状であろう。そのような中で、キャリア教育
が義務化されて重要視されるようになってきて
いる。大学入学から卒業までの 4 年間のことだ
けではなく、社会に出てからのことも視野に入
れて自分の歩む針路を考えさすことになる。
　現状では、入学時に将来の自分のキャリアを
考えて大学ないし学部を選択している学生は少
数であろう。ほとんどの学生は、大学入学後に
自分の将来について考える。または就職活動が
始まるまで考えないかのどちらかである。この
ような最近の状況を放置することは、卒業後の
学生達の行動に大きな影響を与えることにな
る。 7 、 ５ 、 3 問題といわれるように、多数の
学生が就職後 3 年以内に転職することになる。
このような状況を生むことなく、学生が自分の
将来も見据えて自分のキャリアを考えるように
するのが大学におけるキャリア教育の目的であ
る。
　そのように考えればキャリア教育の根幹は主
体性の育成となるであろう。人から強制される
ことなく、自分自身で将来の進路を考えて 4 年
間の大学での学修に励むことが理想であろう。

しかしそれはなかなか難しいことである。高校
までの段階でキャリア教育がなされていない現
状では、大学入学時に主体的で自立的なキャリ
ア形成を望むことはできない。創価大学では
キャリアセンターを中心にしてキャリア教育を
積み重ねてきた。また、各学部においてもキャ
リア教育に関する関心が高まり、色々な取り組
みがなされてきた。この小論ではその内容に触
れるとともに、これからのキャリア教育のある
べき姿にも触れてみることにする。

2 ．就業力と進路の仮決め

　20１0年度に経済学部とキャリアセンターは共
同で「大学生の就業力育成支援事業（就業力
GP）」に採択された。そのテーマは「学問・世
界・仕事へのリンクが育む就業力」である。こ
の事業がそれまでのキャリア教育のレベルアッ
プにつながっており、創価大学のキャリア教育
も新たな段階に突入している。
　事業における取り組みの中心にあるのが「進
路仮決め制度」である。これは創価大学のグラ
ンドデザインにも組み込まれており、学生支援
強化戦略の柱の １ つになっている。入学 １ 年間
は新たな生活という緊張感もあり、それなりに
充実した大学生活を送っていく。しかし、 １ 年
間の大学生活を送っていく内に生活にも慣れて
だんだん惰性で毎日を過ごしていくようにな
る。 2 年になると、まだ先があるという安心感

特集論文 ｢主体的学びを促す学習支援」

キャリア教育と主体的学び

長谷部　秀孝

創価大学　キャリアセンター　センター長
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から、クラブ活動やアルバイトに力を入れるよ
うな学生が多くなって、授業に出なくなり単位
を落とすようなケースが多くなってくる。一度
そのような生活に陥ってしまうと、生活を立て
直すことはなかなか難しい。その結果、卒業で
きず留年するか充実した就職活動ができなくな
り、不本意就職することになる。そのような状
況を防ぐためにも、早期に進路を考えて、目標
を明確にすることを目指すことが、進路仮決め
制度の目指すところである。
　社会に出る前で社会経験がない新入生にとっ
て、将来の自分の針路を決めることは非常に難
しいことである。その上大学生活にも慣れてく
ると、そのような難しい自分のキャリアを考え
るよりも他の楽しい方に関心が行ってしまうこ
とはありうることである。つまり、入学当時の
緊張した状態から中だるみの状態になってしま
う。その中だるみの状態を防ぐためにも、自分
の夢を叶えるような将来の進路を考えてもらう
ことは重要である。自分の進路を考え将来なり
たいものが明確になってくれば、安易な生活に
流れることもなくなるであろう。また、自ずと
学修に向かう姿勢にも変化が出てくるものと考
えている。
　その進路仮決めをするにも、そのための材料
がなければならない。さらに、自分自身をきち

んと見るためにも自分が持っているものを理解
する必要が出てくる。自己を知るための手がか
りが必要になる。このように考えて、就業力
GP の取り組みの １ つとして、「創価大学の就
業力」を明確にして、それをはかる方法として
の「就業力テスト」を行うことにした。
　まず、「創価大学の就業力」であるが、それ
は表 １ のような１0の力である。これらは経済産
業省の社会人基礎力と文部科学省の学士力を元
にして、創価大学のオリジナルな要因も付け加
えながら考えられたものである。
　これらの１0の力を自分はどれだけ持っている
のだろうか。強みはどこなのか。弱みはどこな
のか。それをきちんと把握することでこれから
の自分の進路を決める際に大きな力となる。漠
然と自己分析するのではなく、結果が明確とな
り把握がしやすくなる。就活の際にも、自分を
きちんと解っていることは大きな力となってい
る。
　それを明確にした後に進路の仮決めに入るこ
とになる。 2 年の始めに一応自分はどの様な方
向に進みたいのかを考えてもらう。もし公務員
になりたいのであれば、それなりの準備が必要
となる。公務員試験の間際になって公務員にな
りたいと思っても準備ができず希望は叶わなく
なる。そのようなことを防ぐ意味合いも持って

表 1 　創価大学の「就業力」の定義

No. 就　業　力 定　　　　義

1 論理的思考力 複眼的な視点から、論理的に思考を展開する力

2 言語表現力 日本語および外国語を用いて、正確な文章を書き、話す力

3 数量的分析力 数量的・統計的データを正確に把握し、分析する力

4 対人基礎力 目標に向けて、他者と協力的に仕事を進める力

5 討議推進力 世界の多様性を理解し、建設的に議論を推進していく力

6 自己育成力 自らの行動を律し、理想とする自己に近づけていく力

7 課題設定力 客観的に情報を収集し、本質的な課題を設定する力

8 目標達成力 目標に沿った計画を立て、具体的に実現していく力

9 創造的思考力 既成概念にとらわれず、独創的に考える力

10 環境変革力 自己の成長を通して、環境を価値的に変革していく力
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いる。しかし大きいのは、中だるみをなくし学
生に勉強するモチベーションを持たすことであ
る。目的があればそれを実現しようと努力する
ことになる。将来のキャリアを考えると自分の
夢が明確となり、それがモチベーションにつな
がるはずである。そして、自発的に勉強に励む
ようになるはずである。

3 ．就業力テスト

　この「創価大学の就業力」とセットになって
いるのが、「就 業 力 テスト」である。このテス
トで自分の就業力を測ることになる。このテス
トの目的は、自分自身の能力を自分で自覚して
もらうことである。したがって、それ以外には
使用しないことを学生に約束している。結果に
ついては学生だけが保有しており、我々教員も
勝手に見ることはできない。これらは、学生の
自立性と主体性を促すための措置である。結果
については、図 １ のような形で学生の手に渡る
ことになる。これを見ると、環境変革力につい

ての 結 果 が 表 示 されていない。これについて
は、業者と共同でテストの開発する際に、テス
トでは計れない力であるということで、別に考
えることにした。この項目は創価大学のオリジ
ナルの部分であるが、これをどのように学生に
意識させるか、これからの課題であろう。
 　さらに大きな問題はこのテストをどの様に
利 用 するかである。やりっ放 しは 一 番 いけな
い。学生が自分自身のために自発的に利用して
くれないと意味がない。そのために開発したの
が、図 2 にある「就業力強化書」である。これ
も業者のオリジナルなものを「創価大学の就業
力」に合わせてカスタマイズしたものである。
できるだけ学生がなじみやすく、自分のものと
して利用してくれるような内容にしたものであ
る。イラストも交えて、取り上げている具体的
な方法も身近のものとするように工夫がされて
いる。実際に利用している学生の声を聞くと、
非常に使いやすくて便利であるとのことであ
る。経済学部では個別に面談を行いフィード
バックを行っているが、面談をする教員にとっ

図１「就業力テスト」の結果

2013年1月
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10M0000学籍番号：
管理番号：

言語表現力 日本語及び外国語を用いて、正確な文章を書き、話す力

数量的分析力 数量的・統計的データを正確に把握し、分析する力

対人基礎力 目標に向けて他者と協力的に仕事を進める力

討議推進力 世界の多様性を理解し、建設的に議論を推進していく力

自己育成力 自らの行動を律し、理想とする自己に近づけていく力

課題設定力 客観的に情報を収集し本質的な課題を設定する力

目標達成力 自らの計画や目標を、具体的に実現していく力

創造的思考力 既成概念にとらわれず、独創的に考える力

※【環境変革力】はガイドブックをご参照ください。
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図 1 　「就業力テスト」の結果
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ても強い味方となる。この「就業力強化書」を
元にして面談が行われるが、その前に学生自身
が自分なりの分析を行い結論を導き出してい
る。このように、主体的に物事を考える好まし
い傾向もこの事業が目指すところである。
　このテストの利用価値は大きい。しかし、使
い方を誤ると逆効果となる場合があることに注
意しなければならない。次のようなことがポイ
ントになると思われる。
　①個人の評価には使わない
　② 学生自身のジェネリックスキルを把握する

ことを目的に利用する
　③フィードバックに力を入れる
つまり、学生が自立的・主体的に考えて大学生
活を送るようになることが重要なのである。そ
のような傾向が現れ、将来にわたるキャリア形
成のための基礎を作るための資料とすることが
重要である。

4 ．重要な初年次教育

　次に初年次教育であるが、それはキャリア教

育についても重要である。普通はリメディアル
教育としての重要性が強調されているが、キャ
リア教育という側面からの重要性も捨て去れな
い。入学してすぐに意欲をなくして、無為に 4
年間を過ごすことはそれだけのキャリアの空白
を生むことになる。そこで、創価大学では、以
前から初年次教育の中にキャリア教育を取り入
れてきている。
　初年次で大きいのは、各学部で行っている基
礎ゼミである。大学に入学したばかりの学生
が、うまく大学の教育に適応できるように指導
をする科目がこのゼミである。ゼミの中では、
プレゼンテーションなどのアカデミックスキル
を養成するとともに、 4 年間計画を立てさせる
などのキャリア教育も併せて行っている。
　基礎ゼミの効果を上げるために、 １ ゼミに １
人ずつ（学部によって異なる）、ステューデン
ト・アシスタント（以下ＳＡ）をつけることに
している。SA は通常 3 年生がなることになっ
ており、ゼミ運営において大きな役割を果たし
ている。 3 年生という上級生は １ 年生にとって
は良い手本であり、また良い相談相手になる。

図 2 　「就業力強化書」の内容
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教員はかなり年も離れておりどちらかと言えば
近寄りがたい存在であろう。そのような中で、
SA が １ 年生と教員の間の橋渡しの役割を果た
してくれている。これは SA にとっても良い経
験となる。後輩とつきあう中でどの様にコミュ
ニケーションを取ったら良いか学んでいく。ま
た、色々なアカデミックスキルを教えなければ
ならないかもしれない。そのような状況に置か
れることで、自分自身も自立して大学生活を送
る習慣が身についてくる。
　それは １ 年生にとっても同様である。先輩の
背中を見ているうちに自分自身もああなろうと
いう気持ちが出てくる。人に頼らずに自分自身
の足で歩み出す努力がなされることになる。そ
のような自立心が湧いてくれば、 １ 年生の段階
で大学における生活になじめずに脱落するとい
うことも少なくなって行くであろう。
　また、基礎ゼミの中では、学生ポートフォリ
オの指導も行われている。その中にはキャリア
教育の要素が取り込まれている。タイムマネー
ジメントの重要性が講義され、自分で自分の 4
年間計画を作り上げる。また、それをもとにし
て毎日のタイムマネージメントの方法を考えて
実行に移す。その実現性に関しては SA が少な
からぬ協力をしていくことになる。教員も面談
などを通して、学生がいかに 4 年間のキャリア
を積んでいくかアドバイスを与える。
　また、主体的に自分のキャリアを考えてもら
うためのモチベーションを喚起するために、一
年生の後期に「キャリアデザイン基礎」、「ワー
ルドビジネスフォーラム」、「キャリア 開 発
フォーラム」などの科目が開講されている。後
の 2 つは、創価大学の OB・OG に来てもらい、
自分の体験からキャリアを考える重要性を １ 年

生に話してもらう科目である。 １ 年生にモチ
ベーションを持たせるために重要なことは夢を
持たせることである。夢・希望を持てばそれを
実現させるように行動するはずである。その過
程で様々な経験を積むことになり、自分の将来
をきちんと考えるようになる。現代の学生はあ
まり 夢 とか 希 望 とかを 持っていないようであ
る。ある意味で現実主義なのかもしれないが、
最初から実現しないものと考えさせてはいけな
い。追 いかけるべきものを 持 つことが 自 分 に
とって重要である。その夢や希望を作り上げる
ために重要なのは人の話を聞くこと、体験談を
聞くことになる。親の体験談を聞ければ良いの
であるが、最近ではなかなかそのような機会も
ない。地域社会が崩壊してしまった現在、なか
なか近所のおじさんが話してくれることもない
であろう。ということは、大学でそのような機
会を持つしかない。しかも、そのような機会は
早いほど良く、 １ 年生の時期が最適と考えられ
る。入学時すぐということではなく、少々大学
にも慣れて一息ついた頃がよい。そのタイミン
グで、自分がつきたい職業について考えてもら
う。そして、将来の夢を持つことができるよう
になれば、これから過ごす 4 年間が有意義にな
るように 考 えるはずである。そして、夢 に 向
かって努力するようになるはずである。

５ ．インターンシップ

　現在創価大学では、次の 4 つに分けてイン
ターンシップを行っている。
　さらに、その内容は大学紹介インターンシッ
プ、準公募インターンシップ、公募インターン
シップの 3 つに分かれている。しかし、現在大

表 2

コース名 内　　容
1 ．ビジネスインターンシップコース 民間企業を中心としたインターシップ

2 ．パブリックインターンシップコース
公務員（国家・地方）、NGO・NPO法人、議員事務
所を中心としたインターンシップ

3 ．グローバルインターンシップコース 海外でのインターンシップ
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学紹介インターンシップのビジネスインターン
シップが大半を占めている。創価大学では2000
年から本格的にインターンシップを実施し、単
位を認めることにしている。その当時まだ他大
学でインターンシップを行っているところは少
なかった。つまり、それだけ早くからインター
ンシップが持つ価値を認めていたことになる。
最初の頃は大学紹介インターンシップだけで、
研修生も５0名と数が少なかったが、事前研修を
きちんと行い他大学の模範となるような形で実
施されていた。海外でのインターンシップにつ
いても、他の 9 大学と共にドイツで行った経験
を持つ。現在、海外では 3 カ所でインターン
シップを行っており、大きな成果を上げている。
　わが国のインターンシップは、就職とは結び
つかない形で行われている。海外ではインター
ンシップと言えば、就職を前提とした就業前研
修 のような 意 味 合 いを 持っている。したがっ
て、期間も長期にわたっており、半年ぐらいの
ものも見受けられる。
　しかし、わが国ではインターンシップといえ
ば就業体験を指しており、その企業に就職する
ことを前提として行うわけではない。学生は大
学入学前まで社会経験はあまりない。アルバイ
トなどそれなりの経験がある学生もいるが、ほ
とんどの学生はわずかな経験しか持っていない
のが実状である。そのような中で、学生にとっ
てインターンシップの位置づけは大きいものが
ある。
　第 １ に、社会体験が少ない学生にとって、実
社会で働くことは社会を知るための良い機会に
なっている。昔は地域において隣近所の大人が
共に子どもを育てるという風潮があったが、最
近ではそのようなことはなくなっている。した
がって、自分の親以外の大人に接する機会は極
端に少なくなっている。インターンシップに行
けば、いやでも知らない大人と接する機会が生
まれることになり、実社会に出るための訓練と
なる。
　第 2 に、働くことを経験する良い機会になっ

ている。アルバイトとも違い利害関係を抜きに
して労働という機会が得られることになる。最
近では受験などのために高校時代にアルバイト
は極力控えるような指導がなされているようで
ある。また、高校時代のアルバイトは接客など
の限られた職種が多く、なかなか多様な労働機
会には恵まれないと思われる。その意味では、
様々な業種と職種が用意されているインターン
シップは、自分自身の将来の仕事を考える上で
良い経験となる。
　第 3 に、自分の能力を知る良い機会になる。
自分が属している学部で学んでいる専門知識は
テストを行うことで、身についたかどうかを確
かめることが可能である。しかし、社会に出る
ための基礎的な能力であるジェネリックスキル
については大学で確かめることはできない。イ
ンターンシップに行って、様々な状況に遭遇す
ることで、自分自身がどのようなジェネリック
スキルを 身 につけているかまた 欠 けているか
解ってくる。自分を知る良い機会となる。
　第 4 に、自分自身の将来のキャリアに対する
モチベーションとなる。社会を見る機会がなけ
れば、自分がどの様な将来のキャリアを望んで
いるのかも考えることができない。将来の夢は
あっても、それを実現するためにはどのような
キャリアが必要なのか考えることもできない。
そのような、将来のキャリアを考えようとする
モチベーションが湧いて来るであろう
　このようなメリット以上に、自立的な学修と
いう意味でも大きな効果がある。これらは、全
て自分自身が自分の手で主体的に行わなければ
ならない。研修先企業と連絡を取り研修日やい
ろいろな条件を取り決めなければならない。ま
ず、電話での応対が必要になり、自分自身が動
かなければ何も進まないという意味で、自立心
が養われることになる。また研修先の企業にお
いては、言われたことだけをしていれば良いわ
けではない。積極的に自分から仕事を求めない
と何もすることがないことにならないとも限ら
ない。要するに、自分自身で考えて自分自身の
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意思で行動するという、主体的な行動が身につ
くようになる。
　これは非常に重要なことで、もしこれが身に
ついていればこれからのキャリア形成において
大きな意味を持つことになる。しかし実態を見
ていくと全てのインターンシップが理想的な形
で行われているわけではない。期間は 2 週間が
主 流 になっているが、それよりも 短 い １ 週 間
や、極端なケースは １ 日インターンシップなど
も存在する。これでは上記のメリットは十分に
生かせなくなってしまう。やはり最低でも 2 週
間は必要である。できれば、 １ ヶ月ぐらいの期
間があれば、実際に行われているその企業の仕
事を経験することができる。これは、その企業
の顧客との真剣勝負である。この上なくすばら
しい体験となる。その意味では海外インターン
シップの期間は 4 週間となっており、これに近
い経験を積むことができる。
　最近ではこのようなことも鑑みて、国内にお
いても １ ヶ月のインターンシップを試みている
大学もある。しかも、テーマを与えてそれを解
決させる、課題解決型のインターンシップが行
われている。このようなインターンシップは望
ましいのであるが、特定の担当者と企業とのつ
ながりの中で行われており、汎用的にはならな
いところが残念である。
　このような点を考えて、経済学部では汎用的
な課題解決型のインターンシップを目指して、
東北復興インターンシップが行われている。こ
のインターンシップは、東日本大震災の被災地
である南三陸町のホテルにおいて、被災地の要
望に応えるために学生が働くという形を取って
いる。課題は復興である。労働者不足が著しい
被災地で働くことも復興に関与していることで
あるが、そのインターンシップ期間中に復興の
ために自分ができることを考えるというテーマ
が与えられている。働くこと、働きながら従業
員に話を聞くこと、地域を歩き回ることなどを
通して自分なりに課題に対する答えを出してい
くことになる。その成果はいくつかの点で出て

いる。
　しかし、このようなインターンシップも企業
の理解がなければできない。企業が若い人を育
てようとする意識が重要になる。海外での経験
からは、特にカナダでその意識が高かったよう
に思う。この点は、インターンシップを成功さ
せるために最低の条件であろう。

6 ．キャリア教育のこれから

　以上のように創価大学においては、学部毎に
多少の違いはあるものの様々な方面からキャリ
ア教育がなされている。しかし、わが国におけ
るキャリア教育も第一段階を終えて次の段階に
進もうとしている。創価大学としても色々考え
る必要が出てきているようである。
　これまでキャリア教育は、キャリア教育科目
として学部の専門科目からは独立して取り扱わ
れてきた。創価大学でも、「キャリアデザイン
基礎」、「ワールドビジネスフォーラム」、「キャ
リア開発フォーラム」、「キャリアビジョンⅠ、
Ⅱ」など、共通科目として独立して取り扱われ
てきた。この科目を作った時には画期的と考え
られ、それなりの役割を果たしてきたように思
われる。しかし現在のようにキャリア教育が定
着したような時期には再考する必要が出てきた
ように思われる。
　まず、キャリア教育の目的は、単に就職のた
めではない。生涯を通して適切なキャリアが積
めるような力をつけることが本来の目的であ
る。であるならば、その目指すところは学生の
基礎的な能力の育成になる。社会人基礎力をも
とにして作り上げた、創価大学の就業力こそが
本来持っているはずの力である。この創価大学
の就業力を身につけるようにしていくことが、
キャリア教育の中心となっていく。このジェネ
リックスキルは汎用的な能力であり、将来社会
に出てから主体的な活動をする際に非常に重要
である。
　これまでは、このようなジェネリックスキル
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をそのための授業で身につけさせようとしてき
た。キャリアデザイン基礎などがそうである。
しかし、そのような時代はもうそろそろ終わり
にしようという声が出はじめている。特別なそ
のような科目によって身につけさせるのではな
く、専門教育の中で身につけさせなければなら
ないという 考 えが 強 くなり 始 めている。まだ
キャリア科目なのですか、と問われるようでは
いけない。大学の目的はあくまでも学問を修め
ることである。勉強することである。就職のた
めではない。ということである。
　そのためには、今まで通りの講義では対応で
きなくなる。内容の検討も含めて、授業の方法
も考えなければならない。その方法として代表
的なものが、アクティブラーニングである。簡
単なものであれば、授業中に学生に対して質問
をすることでも 良 いであろう。質 問 されると
解っていれば、緊張感を持って授業を聞くであ
ろうし 何 も 考 えないこともないであろう。ま
た、隣の人と簡単な内容の確認でも良いであろ
う。とくかく学生が授業に参加するような工夫
が必要である。
　最近では、PBL （Project Based Learning）
が広く導入されている。何か課題を与えて、そ
れに答えを出す過程で様々な能力を養おうとす
るものである。これを １ 年生にやらせようとい
う試みが様々な大学で行われている。 １ 年生は
まだ専門教育を受けていないのだから無理であ
ると考えがちである。しかし、うまく動機付け
をしてやると驚くほど良い答えを考えてくるも
のである。また、併せてプレゼンテーションを
させても、未熟ながら工夫の跡が見えて驚くほ
どである。先ほどのインターンシップにおいて
もこの考え方が導入されている。
　一番の成果は、 2 年以降の大学生活の中に自
分 なりの 目 標 を 持 つことである。それをモチ
ベーションとして、自分なりに自立した大学生
活が送れるようになる。目標を持つことほど強
いことはない。少々辛いことでも、困難なこと
があってもそれを乗り越えようとする馬力が出

てくる。ゆとり世代はやる気がないと嘆く人が
多いが、機会が与えられれば率先して行動を起
こすようになる。
　しかし、このような形態の授業を行うために
は少人数の授業でなければならないと考えてい
る人もいるかもしれない。私もそう考えていた
が、様々な研修を受ける中でそうとも限らない
と考え方を変えるようになった。たとえば １ つ
の具体例として、World Café の方法がある。
これであれば大人数でかなり内容のあるディス
カッションができる。このように、工夫次第で
色々と授業に変化を持たすことができるように
なる。それによって、学生は様々なジェネリッ
クスキルを身につけることができるようになる。
　さらにもう一歩踏み込むことができるのであ
れば、学生自身が授業を作ることもできるであ
ろう。もちろん教員の適切なアドバイスが必要
であるが、自分が主体的に学問と向き合うこと
ができるようになり理解も深くなる。
　以上のように様々な工夫で、専門教育を通し
てキャリア教育ができるようになる。また、教
師と対話をすることで、自分の将来を考えよう
とする意欲も出てくる。現実を見る目が養われ
ることによって、間違いなく社会を判断する力
も付いてくる。それによって自分の進路も明確
になっていくはずである。

7 ．おわりに

　ここまで、主に正規の授業をもとにしながら
話をしてきた。１５年前にはキャリア科目に単位
を与えることは考えられなかった。今はそれが
当たり前である。本当に様変わりしている。そ
れだけ大学が追い詰められているのかもしれな
い。その正規の科目以外の課外においても自発
的に様々な活動が行われている。最近は早くに
内定を取った者がまだ取れていない人の就活の
サポートをしたり、キャリア教育のサポートを
したりすることは 普 通 に 見 られるようになっ
た。しかし、創価大学においては早期からその
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有効性に気がつき積極的に取り入れてきてい
る。RSS（Recruit Support Staff）、CSS（Career 
Support Staff）はその代表例である。正規の授
業でのサポートもしているが、この人達の主な
役割は課外でのサポートになっている。この組
織は結成以来１0年が経っておりすっかり定着し
ている。これは、学生と職員の協力の下自発的
にできあがった組織である。この例のような、
課外での活動も非常に重要になっている。
　キャリア教育はどの大学でも非常に重要視さ
れており、力が入れられている。それとともに、
今までのような画一化された教育ではなく、独
自の考え方のもとに独自の方向性を見いだそう
と努力している。そのような努力がなければ、
教育として進化していかないであろう。これか
らもその努力を惜しんではいけない。
　ここまで、創価大学におけるキャリア教育の
現状を述べた後に、将来展望まで進んだ。将来
展望についてはキャリアセンターの方針という
より、様々なシンポジウムに参加しての筆者が
感じた方向性である。しかし、これらのことは
様々な大学で取り組み始められており、間違い
なくこれから広まっていくであろう。このよう
な流れがわが国において主流になり、どこの大
学でも普通に行われるようになって初めて、本
当の意味でのキャリア教育が定着していくもの
と思われる。現在では学生の自立性や主体性が
問われているが、本当の意味でのキャリア教育
が定着すれば、学生の姿勢にも大きな変化が現
れるはずである。
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はじめに

　20１3年 9 月１2日、中央教育棟の 2 階にラーニ
ング・コモンズ（愛 称：SPACe）が 開 設 され
た。これに伴い、１５年近くにわたって創価大学
の学習支援の推進役となっていた教育・学習支
援センター（英語名称 Center of Excellence in 
Teaching and Learning、以下 CETL と略す）
から学習支援機能を分化・独立させる形で総合
学習支援センターが誕生した。ラーニング・コ
モンズ“SPACe”や総合学習支援センターは、
創価大学内ではアクティブ・ラーニングの推進
役として期待されている。SPACe には、私達
関係者の予想を上回る平日 １ 日あたり約2,000
名が来館しているが 2 、これは SPACe の多面
的な機能にとどまらず、創価大学が取り組んで
きたアクティブ・ラーニングという土台があっ
たからではないかと思われる。したがって本稿
では、「アクティブ・ラーニング」という 視 点
から創価大学のこれまでの取り組みを振り返り
ながら、新しく設置された SPACe の設立意義

について 考 察 していきたい。なお、アクティ
ブ・ラーニングは多義的な側面があるが、ここ
では暫定的に「一方通行の講義ではなく、学生
の能動的な学び、主体的な学びを促す教育方法
を指し、協同学習法などが含まれる」と定義す
る。
　SPACe という名称は、Student Performance 
Acceleration Center の 略 語 であるが、これに
は 2 つの 意 義 を 有 している。第 １ に「学 びの
場」としての「ラーニング・コモンズ」の愛称
としての意味を持っている。「学びの場」とし
ての SPACe では、約2000㎡という広い空間に、
協同学習・語学学習・自習・PC・学習相談エ
リア、日本語・英語ライティング支援・図書館
サービスなど多くの機能を凝縮している。第 2
に、「学びを支援する機関」としての「総合学
習支援センター」の英語名という意味がある。
総合学習支援センターは、CETL から学習支援
機能を分化・独立させる形で学士課程教育機構
（英語名：School for Excellence in Education-
al Development、略称 SEED）内に設置された。
学士課程教育機構は、学士課程教育の質的向上

特集論文 ｢主体的学びを促す学習支援」

アクティブ・ラーニングと SPACe の役割1

ⅰ西浦　昭雄　ⅱ山﨑　めぐみ
ⅰ創価大学　総合学習支援センター　センター長

ⅱ創価大学　総合学習支援センター　副センター長

1 　本稿は、2013年12月14日に開催された創価大学第11回FDフォーラム「アクティブ・ラーニングと大学教育」
の第 1 部「アクティブ・ラーニングを支援する本学の取り組み」において口頭発表された「SPACe設立経緯」
（発表者：西浦昭雄）と「具体的活動報告」（発表者：山﨑めぐみ）を加筆・修正したものである。

2 　2013年 9 月～12月の平日 1 日あたりの入場カウント数（SPACeに入る際には学生証、教職員証をかざした数で
カウントしているので、重複カウント者もこの数には含まれる一方、学生証忘れや来賓等で別紙に名前を記入
して入場した数は含まれていない）。
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に必要なプログラムの開発と授業展開、評価・
改善を図る機関として、それまで設置されてい
た共通科目運営センター、CETL（当時の名称
は教育・学習活動支援センター）、ワールド・
ランゲージ・センター（英 語 名 称 World Lan-
guage Center、以下 WLC と略す）を統合する
形で20１0年 4 月に設置されたもので、機構長に
は寺西宏友副学長が就任した。
　ところで、SPACe を運営する事務組織は総
合学習支援オフィスが担当している。同オフィ
スは20１3年 6 月にそれまで学事課内に設置され
ていた学士課程教育機構事務室と情報システム
部が統合したもので、学習支援課とシステム支
援課の 2 課体制となっている。
　本稿の構成は下記の通りである。第 １ 章では
創価大学のアクティブ・ラーニングの取り組み
について整理する。第 2 章では SPACe 設立の
背景と経緯について紹介する。第 3 章では設立
以降の SPACe の利用状況を分析しながら今後
の課題を浮き彫りにする。最後に結論として創
価大学がアクティブ・ラーニングを推進する上
での SPACe の役割について考察する。

1 ．創価大学のアクティブ・ラーニングの歩み

　本学がアクティブ・ラーニングに対して「組
織的」に取り組むことになったのは、2000年に
CETL（当初は教育・学習活動支援センター）
の設立に始まる。同年、ミネソタ大学への協同
学習研修に 2 名が派遣され、帰国後に学内で報
告会と協同学習に関するワークショップを開い
た。これを受け、本学では翌年から協同学習指
導法の導入を始めた。また、経済学部は200１年
よりインターナショナルプログラム（Interna-
tional Program: IP）を開始した 3 。これは英語

で経済学を学ぶもので、現在でも授業ではグ
ループで取り組む課題が多く出されている。
2002年と翌年には、CETL が久留米大学の安永
教授を迎え、経済学部／経営学部の教員を対象
に 話 し 合 いによる 学 習（Learning Through 
Discussion: LTD）に関するセミナーを実施し
た。その後、両学部では基礎演習や専門科目で
実践されていった。のちに法学部も LTD 研修
を実施し、活用されている授業もある。その後
も、協同学習法の分野で世界的に著名なジョン
ソン 博 士（2007年）やケーガン 博 士（2003・
20１１年）を招いて講演会等を実施するなど学内
での定着化を図ってきた。
　さらに PBL （project/ problem based learn-
ing）を活用した学びも、本学がアクティブ・
ラーニングの定着化を図る上で大きく寄与した
といえる。経済学部では１998年より毎年 １ 回ゼ
ミ対抗論文発表大会を開催している。ゼミ単位
で学び、公開発表する機会をもつことは学生に
よる主体的な学びを後押しすることになった 4 。
また、全 学 規 模 でも2008年 の 創 価 大 学 FD
フォーラムで PBL をテーマにした研修を実施
し、静岡県立大学の経験について紹介された。
これを受け、経営学部が2009年より PBL 型の
グループ演習（ １ ・ 2 年）を必修化した。また
20１１年には法学部で PBL に関する FD 研修会
を実施するなど着実に学内に定着しつつある ５ 。
　以上のようなアクティブ・ラーニングの方法
の研修の他にも、本学では「学生同士の学び」
をサポートする試みが各機関によって実施され
てきた経緯がある。たとえば、図書館では2004
年より全学読書運動（Soka Book Wave）が実
施 されている。また CETL は2008年 に ｅ ラー
ニング教材をチームで学び、それを数学チュー
ターがサポートすることで、数学の苦手意識克

3 　詳しくは、本号関田論文を参照のこと。
4 　この論文発表大会を土台に学外でのプレゼンテーション大会に挑戦し、連続して優勝するなど成果を示すゼミ

も登場してきている。
5 　河合塾のアクティブ・ラーニングに関する書籍で本学の経済学部・経営学部のことが取り上げられた（河合塾

[2011]）。
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服につなげようとした試みである「数学マスマ
ス・キャンペーン」を実施した。WLC は学生
チームをつくり TOEIC の点数アップにつなげ
るという「シュリーマン・リーグ」を20１3年よ
り実施している。これら以外にも　CETL が基
礎 ゼミ SA（スチューデント・アシスタント）
研修会を経済・経営・文学部を対象に実施した
り、残寮生研修会でのディスカッション・スキ
ル講座を実施してきた。
　表 １ は、本学の教育改善の取組み例で、一般
的に教育 GP と呼ばれる文部科学省から補助金
を受けてきた事業の一覧である。アクティブ・
ラーニングに直接的に関すると思われたものだ
けでも 6 事 業 ある。このうち、「平 成１５ 年 度　

特色ある大学教育支援プログラム」「平成１9年
度　現代的教育ニーズ取組支援プログラム」「平
成2１年度　大学教育・学生支援推進事業【テー
マＡ】」の 3 つは CETL が中心的な役割を担っ
ての取組みである。また、「平成１9年度　特色
ある大学教育支援プログラム」「平成22年度・
大学生の就業力育成支援事業」の 2 つの事業は
経済学部が取組みの中心となっていた。もう １
つの「平成2１年度　大学教育・学生支援推進事
業【テーマＡ】」は学士課程教育機構内に設置
されたグローバル教育推進センターが運営の中
心的役割を担っている。
　こうした本学の地道ともいえる教育改善やア
クティブ・ラーニングの取組みの土台の上に、

平成１５年度　特色ある大学教育支援プログラム
　「学生中心の大学」のための教育・学習支援　－教育・学習活動支援センターの取組－
平成１6年度　法科大学院等専門職大学院教育推進プログラム
　法科大学院における要件事実教育の充実と発展
平成１7年度　資質の高い教員養成推進プログラム　学校現場との連携による教職キャリア形成
平成１9年度　特色ある大学教育支援プログラム　 ※経済学部
　グローバル化時代の経済学教育　－英語で学ぶ経済学が未来を切り開く－
平成１9年度　現代的教育ニーズ取組支援プログラム
　学生が協調的に作問可能なＷＢＴシステム　－ＩＣＴを活用した自律的学習の推進－
平成20年度　戦略的大学連携支援事業
　八王子未来学の構築を目指した大学・市民・行政からなる大学連携と実践活動の高度化
平成2１年度　大学教育・学生支援推進事業【テーマＢ】
　ポートフォリオ等を活用した進路就職決定率と満足度向上の取組
平成2１年度　大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム
　北海道・関東・東海・近畿の大学連携による「知域」拡大プロジェクト
平成2１年度　大学教育・学生支援推進事業【テーマＡ】
　初年次・導入教育を支える学習支援体制整備
平成22年度・大学生の就業力育成支援事業　※経済学部

学問・世界・仕事へのリンクが育む就業力　専門教育と就業力をつなげるカリキュラムならび
に個別学習マップの構築

平成24年度　文部科学省「グローバル人材育成推進事業」（特色型）

表 １ 　創価大学の教育改善の取り組み（GP) 一覧

注） これまでの創価大学が獲得したいわゆる教育 GP のうち、アクティブ・ラーニングに直接的に関係すると思わ
れる事業にはアンダーラインを引いた。

出所）筆者作成。
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20１0 年 4 月 にはグローバル・シティズンシッ
プ・プログラム（GCP）が開設された。これは、
地球市民育成を目指し、各学部に所属したまま
参加できる学部横断型プログラムで希望者の中
から １ 学 年 約30名 が 選 抜 されるものである。
佐々木論文に詳しく記されているが、GCP は
集中徹底した英語教育、数理能力のトレーニン
グ、奨学金給付（返還不要）による海外研修、
協同学習を軸とする独自ゼミを特徴とし、あら
ゆるところでアクティブ・ラーニングの要素を
盛り込んでいる。たとえば、独自ゼミでは １ 年
次前期にはリーダーシップについて学び、 １ 年
次後期の独自ゼミでリサーチ法を学びながら、
海外研修先に関するテーマを学生が主体的に選
び、協同学習を行う。それを踏まえて １ 年次の
2 月に海外研修先でフィールド調査を実施し、
それを現地において英語で発表する。さらに 2
年次前期にはポリシースタディ、 2 年次後期に
はグローバルイシューと視野を広げながら 2 年
次１2月には成果報告会を学内外に公表する形で
開催し、報告書も作成している。例えば、筆者
の二人が引率した20１4年 2 月にはフィリピンの
ミンダナオ島カガヤン・デ・オロ市において、
本学の交流校であるキャピトル大学の協力のも
と次の 6 つのテーマでフィールド調査と発表を
行った。
　①文化：フィリピンの出席率低下
　②行政： フィリピンにおける医療保険の自己

負担率
　③医療：フィリピンにおける虚血性心疾患
　④経済：フィリピンの出稼ぎ労働者
　⑤教育：フィリピンにおける小学校教育
　⑥環境：フィリピンにおける持続可能な農業
　各グループには経験豊かな教授陣と学生補助
員がつき、統計局、厚生省、公立・私立小学校、
市教育委員会、社会保険局、農村、国立・私立
病院、地域訪問など幅広い機関で情報収集、ア
ンケート・インタビュー調査を行った。　
　先述したように GCP は １ 学年30名程度と相
対的な割合は学内では小さいものの、各学部に

所属しながら学ぶ学部横断的な要素を持ってい
たことから、学 内 に「ラーニング・コミュニ
ティ」が創出された波及効果は少なくなかった
と思われる。

2 ．SPACe 設立の背景と経緯

　前述のような取り組みに加え、本学では2020
年の開学５0周年を目指したグランドデザインを
2008年より策定し始めた。その中でグランドデ
ザイン検討委員会が2009年にライティング・セ
ンターの設置に関する諮問を行った。これは学
生の日本語文章能力の向上と、学生指導を専門
的に行う機関の設置が必要との認識からきてい
た。この案件に関するワーキング・グループは
審議を重ねた結果、ライティング・センターを
包含した「総合学習支援センター」構想を答申
し、20１0年 4 月に発表されたグランドデザイン
でも明記された。この構想は中央教育棟の設計
段 階 でも 反 映 され、「学 びの 場」 としての
SPACe につながっていった。
　さらに「総合学習支援センター」構想の追い
風となったのが、2009～20１１年度に獲得した教
育 GP である「大 学 教 育・学 生 支 援 推 進 事 業
【テーマＡ】」の獲得である。これは初年次・
導入教育を支える学習支援体制整備を目標とす
る事業であった。その結果、授業と連動した学
習支援サービスや成績不振者へのセフティネッ
トとなる「オアシス・プログラム」の 導 入 な
ど、20１3年 9 月に発足した総合学習支援セン
ターにおける学習支援活動の基盤をつくること
になった。
　また、学内での個別・協同学習スペースと
いった「学びの場」のニーズの高まりも SPACe
の環境整備に影響を与えた。たとえば、本学で
は比較的早くから授業アンケートを実施してい
る。その中で授業外学習時間の全科目平均は
2006年度前期が2.１５（ 2 が30分程度、 3 が １ 時
間程度）であったのが、20１3年前期には2.83ま
で増加した。さらに、授業課題としての協同学
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習の活用を行うことが増した。「学びの場」と
いう意味では大学として経済学部が2007年に独
自のラウンジ FEEL の設置し、学生スタッフ
が専門科目をフォローアップしたり、学生同士
が学びあえるようにした。GCP も独自のラウ
ンジを20１0年に設置し、20１3年 3 月には中央図
書館にコモンズを設置するなど環境面の整備を
してきた。にもかかわらず、教育棟のロビーや
廊下に設置している机や、授業で使われていな
い教室、食堂等において学び合う光景が日常的
にもられるようになっていった。さらに関係者
が国内のラーニング・コモンズを視察する中
で、本学のラーニング・コモンズでは協同学習
スペースを大幅に増やすことになった。
　20１3年 7 月頃になると、SPACe の運用に関
する重要事項が決定してきた。第 １ に、新しく
できるラーニング・コモンズの 通 称 が SPACe
に決定した。発案者は関田 CETL センター長
であり、学生の潜在力を存分に引き出そうとい
う本学のキャッチフレーズ（Discov-
er your potential）に基づいている。
第 2 に、SPACe のロゴについては
三津村正和 CETL 特別センター員
（当時）が原案をつくり、下記のよ
うに決定された。これには多様な考
え方をもった学生や情報が SPACe
に集い、学びの化学反応を起こすこ
とで創造性が培われるという意味が
込められている。第 3 に、学生の主
体性を重視する観点から SPACe 学
生ボランティアを募集することにし
た。 3 度の説明会を設け、募集した
結果、 2 ～ 4 年生の27名の学生が希

望し、代表者は金田佳子さん（経済学部 4 年）
に決まった。第 4 に、開館時間帯や利用可能者、
マナー、予約スペースなどの運用に関するルー
ルが決定した。
　図 2 は20１3年 9 月１2日 にオープンした SPACe
の見取り図である。まず WLC Self-Access Cen-
ter は、チット・チャット・クラブ（英語初級）、
イングリッシュ・フォーラム（英語中級以上）、
グローバル・ビレッジ（１0か 国 語 による 会 話
ゾーン）、英語相談室で構成される。その右に
ある C-Zone は約１00席ある個別学習スペース
で、ここでは静寂な環境を維持している。半円
形 のラーニング・アリーナではプレゼンテー
ションやセミナー、後述するようなシェア・タ
イムで活用されている。協同学習をするのに適
しているピアーラーニング・アリーナでは様々
な形態の机や椅子が設置されており、その用途
に応じて使い分けることができるようにしてい
る。また、入口付近には数学個別指導やオアシ

図 1 　SPACe のロゴ
図 2 　ラーニング・コモンズ SPACe の見取り図

 （出所）『SEED』第 ５ 号、 3 頁。
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ス・プログラムを行う SPACe den や英語と日
本のライティング・センター、英語のスピーキ
ング・センター、 3 つのセミナールーム、PC
自習室、DVD 教材のグループ鑑賞室等が設置
されている。このうち、セミナー室、和、ヴュー
イング・ルーム、ブースは利用予約が可能であ
る。
　なお、中央教育棟では１１6教室の半分以上が
可動式の机・椅子にし、アクティグ・ラーニン
グを存分に実施している環境を整えている。さ
らに、SPACe 以外にも地下 １ 階や 4 階に机や
ソファーを備えたラウンジが設けられ、廊下等
や研究室階の踊り場にも机等が並べられるなど
至る所で学生が個人やグループで主体的に学べ
る場が設けられている。

3 ．SPACe の利用状況

　表 2 は SPACe が開設された20１3年 9 月～１2
月までの平日 １ 日当たりの入場カウント数を月
別にまとめたものである。 9 月～１１月にかけ増
加し続け、１１月には平日 １ 日当たりの入場カウ
ント数は2１00人以上となった。 9 月の開設当初
は見学にくる学生・院生らが多くみられたが、
１0月以降は実際に個別・グループ学習で活用し
ている学生の姿が目立つようになった。１2月に
は少し減少はしているものの、それでも2000名
を超えている。
　次に、図 3 は学部別の利用者数（入場カウン
ト数）を表したものである。SPACe がある中
央教育棟では経済学部、経営学部、文学部の授

業が行われ、教員の研究室もあることから他の
棟にある他学部と比較しても利用者が多い。な
かでも経済学部は平日 １ 日あたりの平均入場カ
ウント数が660人と群を抜いている。これは 4
学年の定員が１000人であることからしてみても
非常に多くの学生が日常的に利用していること
が示されている。実際に筆者が観察したところ
でも、同学部の IP やゼミ等の課題を協同学習
エリアやセミナールームで 行ったり、イング
リッシュ・フォーラム、チット・チャット・ク
ラブ等の語学学習エリアを利用している光景が
よく見られた。
　次に学部・学年別で利用者を示したのが表 3
である。SPACe 開設から学生だけでも 4 か月
で１3.５万人、大学院生や教職員を合わせると述
べ１５万人が入館したことになる。学年別では、
学部利用者の 4 割を １ 年生が占めている。授業
の課題としてチット・チャット・クラブやイン
グリッシュ・フォーラムの利用を掲げている英

表 2 　月別利用者数の推移（2013年 9 月～12月）

学　部　生 院　　　生 教職員／その他 合　　　計

9 　月 1585 46 212 1843

10　月 1683 44 189 1916

11　月 1951 40 185 2176

12　月 1881 37 176 2094

9 月～12月平均 1792 41 189 2022

（注）平日 1 日当たりの入場カウント数。
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図３ 学部別利用者数（入場カウント数） 

（注）2013年9月～ 12月の平日1日当たりの入場カウント数（利用者が少ない看護学部を除く）。 図 3 　学部別利用者数（入場カウント数）
（注） 20１3年 9 月～１2月の平日 １ 日当たりの入場カウ

ント数（利用者が少ない看護学部を除く）。
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語科目もある。他方で 3 年生の割合が他学年と
比較しても低い。また、教育学部と工学部は中
央教育棟から離れているが、 9 月～１2月の月別
利用状況をみると増加傾向にあり、SPACe が
少しずつ浸透しているものと思われる。教育学
部では学生の発表を SPACe 内のラーニング・
アリーナで行っているゼミもある。
　総合学習支援センターは、CETL が推進して
きた学習部門を引き継ぎ、SPACe 内で各種の
学習支援サービスを実施している。表 4 はその
利用状況をまとめたものである。学習セミナー
は20１3年度後期に昼休み、 4 時限目、 ５ 時限目
に 7 カテゴリー（コミュニケーション能力、自
己管理能力、思考能力、プレゼンテーション能
力、読解力、文章能力、ノート・テーキング）
の24講座、延べ１５0回実施した。20１3年度前期
の学習セミナーの学部生参加者合計は１97人で
あったことを考えると、後期利用者が460人に
2 倍以上に増加しているといえるが、学生への
広報面で改善の余地があると考えられる。学習

セミナーでは、教育学部と法学部の利用者が入
場カウント数と比較して多かった。レポート診
断やレポートチューターは、学習ポータルサイ
トや SPACe のヘルプ・デスクで申し込み、日
本語レポートの添削指導を受けるサービスであ
る。授業のレポート課題を出す際に SPACe の
「レポート診断サービス」の活用している例も
見られる。数学チューターは数学教育の経験が
豊かな元高校教師のチューターが個別に数学を
教えるもので、文学部と経営学部の利用者が比
較的多い。また、表 4 には記載していないが、
ラーニング・アリーナを使い、学生・留学生・
教職員が「学び」をテーマに放課後に発表し
あっているシェア・タイムがある。20１3年 9 月
１6日～１2月１2日で１44件の発表があり、アリー
ナ内で話を聞いた参加者だけでも約１５00人に達
した。予約が可能なセミナールーム等の稼働率
も高く、関係者が当初想定していた以上の利用
者数、活用状況にある。
　SPACe の日常的な懸案事項を話し合う場と

表 3 　学部・学年別の割合　　単位　％（合計カウント数のみ実数）

学　年 経　済 経　営 法　学 文　学 教　育 工　学 学部生合計

1 年生 45.8 40.9 29.8 36.4 40.6 56.6 40.9

2 年生 23.5 23.0 27.3 25.1 20.1 21.9 23.8

3 年生 11.0 21.2 19.8 19.2 19.6 10.4 16.1

4 年生以上 19.7 14.9 23.0 19.2 19.8 11.2 18.7

合　　計 100 100 100 100 100 100 100

合計カウント数 49,752 22,879 18,387 26,724 10,062 7,303 135,782

（注）2013年 9 月12日～2014年 1 月12日までの累計入場カウント数。

表 4 　学部別・学習セミナー等の利用者数

学　　年 経　済 経　営 法　学 文　学 教　育 工　学 看　護 学部生合計

学 習 セ ミ ナ ー 100 62 80 90 99 25 4 460

レ ポ ー ト 診 断 14 18 12 40 8 3 0 95

レポートチューター 7 15 4 2 5 3 0 36

数 学 チ ュ ー タ ー 0 60 30 75 0 0 0 165

学 習 相 談 24 23 6 48 8 4 0 114

合　　計 145 178 132 255 120 35 4 869

（注）2013年 9 月12日～ 1 月 7 日における延べ人数。なお、学習相談にはオアシス・プログラム受講者も含んでいる。
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して週 １ 回の SPACe 定例会を設け、 9 月より
正副センター長、総合学習支援オフィス部長、
学習支援課長らが参加して一つひとつ議論を積
み重ねている。その中で一番頭を悩ましている
のが利用者のマナーに関する事であった。例え
ば、SPACe 内の飲食は蓋付きのペットボトル
やマイボトルのみ可能であるとしている。しか
し周知が不十分であることも影響して、うっか
りと飲食する学生が散見された。そこで１１月よ
り毎月 １ 回、教職員に学生ボランティアやヘル
プ・デスクアルバイトの 代 表 が 参 加 しての
「SPACe マナー向上委員会」を開催し、「いか
に SPACe の学びの環境が向上するか」をテー
マに一緒に考えてきた。その中で、年に 2 回ほ
どマナーキャンペーンを設けようということに
なり、第 １ 回目を20１3年１2月 9 日～１4日に行っ
た。その間、マナー川柳を募集したところ、77
作品が集まり、優秀作品を表彰して SPACe 内
で掲示した。優秀作品として表彰されたのはつ
ぎの ５ 点であった。「SPACe は　みんなの学び
と　マナー 美 場」「イエー（家）じゃない　周
りをきづかう　空 間（SPACe）だ」「消 しカス
は　学んだ証　君のもの」「ふた付きは　いく
ら 飲 んでも　怒 られない」「席 ひとつ　あけれ
ば新たな　学びあり」。

4 ．結論

　本稿を執筆している時点で SPACe オープン
から ５ カ月が経過した。SPACe の効果を総括
するには時期尚早であると思われる。その上で
いえることは、SPACe の多面的な機能にとど
まらず、創価大学が取り組んできたアクティ
ブ・ラーニングという土台があったことが予想
を上回る利用者数や活用状況につながっている
ということである。
　今後の SPACe や総合学習支援センターの課
題は多岐にわたるが、筆者は要約すれば学部の
ニーズに合わせた使い方を示すことにあると考
えている。想定される取り組みとしては、新入

生が SPACe の利用の仕方を知る機会を創出
（新入生ガイダンスでの紹介、基礎ゼミの １ 回
分を SPACe 見学と兼ねてセミナー室での開催
など）がある。また授業と連動して「レポート
診断」を活用したり、成績不振者になりうる学
生が早期に総合学習支援センターにつながった
りすることで、小さな「つまづき」の段階で対
応 できるようにすることも 考 えられる。また
SPACe には図書館のレファレンス・スタッフ
がカウンターにつくことから、一部のゼミで実
施した卒業論文に向けたレファレンス講座を拡
大 することも 考 えられる。SPACe が 一 種 の
ショーウインドーとして、多様な学び方を学生
や教員が学び、それが全学の授業や学生の活動
に拡大していくことを目指している。

参考文献

河合塾編 [20１１]『アクティブラーニングとなぜ
学生が成長するのか─経済系・工学系の全国
大学調査からみえてきたこと』東信堂。
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佐々木　諭

グローバル・シティズンシップ・プログラム　コーディネーター
創価大学　看護学部　准教授

1 ．はじめに

　創価大学は、20１0年よりオナーズ・プログラ
ムとして学内選抜プログラム「グローバル・シ
ティズンシップ・プログラム」（以下GCP）を導
入した。オナーズ・プログラムとは、大学にお
いて卓越性と多様性を有する教育を提供するた
めに、アメリカにおいて先駆的に導入された教
育プログラムである。大学教育の大衆化が進む
中において、大学は多様な学生を受け入れると
共に、最高学府としての卓越性を担保すること
が求められている。アメリカのオナーズ・プロ
グラムは、高い選抜基準のもとに選考された学
生に対し、厳格なかつ高度な教育カリキュラム
を提供することにより、大学教育をより多くの
人々に開くという多様性を維持しつつも、「大
学教育が伝統的に担ってきた優れた社会人材の
育成」という多様性と卓越性の共存を示してき
た （田中、 200５）。
　創価大学におけるオナーズ・プログラムは、
まさに、創価大学に入学する学生の多様な学
力、学修習慣、学習意欲に応じた教育課程を提
供するという責務と、卓越した教育環境におい

て社会に優位な人材を輩出するとの高等教育に
おける使命を果たすことを目指し導入された。
また、創 価 大 学 では 20１0 年 に、創立 ５0 周 年
（2020年）を目指したグランドデザインを発表
し、そこにおいて、「真の『教養』をそなえた地
球市民としての創造的人間」を輩出するとの
「ミッション・ステートメント」を元に、その
人材を養成するための具体的な教育・研究シス
テムと、その教育・研究をサポートする大学の
総合的な環境を整備するための中長期的な戦略
と取り組みを提示した。そして、グランドデザ
イン発表と同時に、20１0年 4 月に学士課程教育
機構を新たに設置し、その機構内に GCP を開
設した。これはグランドデザインの第一ステー
ジ（2009年－20１2年）における最優先かつ重要
政策のひとつであり、創価大学におけるオナー
ズ・プログラムとして位置付けられたⅰ。
　本年20１4年には、20１0年に入学した GCP １
期生が 4 年間の学士課程を修了し、GCP にお
ける完成年度を終えた。本稿は、 4 年間にわた
る GCP のプログラムを振り返り、その取り組
みと効果について考察することを目的とする。

グローバル・シティズンシップ・プログラム
における学びと成果

ⅰ　GCPの導入に際する背景と過程は、拙書「創価大学『グローバル・シティズンシップ・プログラム』の挑戦」
を参照のこと。
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2 ．GCP のプログラム概要

2 . 1 　プログラム選抜
　GCP は、定員30名の選抜プログラムであり、
１ 年生の入学時に選抜試験を実施する。選抜
は、国際教養学部と看護学部を除く法学部、経
済学部、経営学部、文学部、教育学部、工学部
（20１５年度より理工学部に改組予定）の 6 学部
の合格者に対して、 １ 次選抜と 2 次選抜の 2 回
の選抜試験結果に基づき行われている。GCP
希望者は、本学合格時にエントリーシートを提
出し、書類審査により １ 次選抜合格者が選考さ
れる。第 2 次選抜は、小論文、英語ライティン
グ試験と面接の総合評価、そして入学と当時に
全新入生に実施する TOEIC-IP、国語、数学の
プレイスメントテストの得点を加味しつつ、30
名を選抜している。20１0年より20１3年の 4 年間
の １ 次選抜応募者は平均230名であり、毎年70
名程度が合格し 2 次選抜に進んでいる。その中
から、 2 次選抜試験結果に応じて30名前後が
GCP に選抜されている。

2 . 2 　プログラム科目
　プログラムが提供する授業は、 １ 年次から 2
年次までの 2 年間に集中的に組まれており、そ
の期間に英語力とアカデミック・スキルを修得
し、 3 年次以降に所属学部に応じた専門分野に
重点をおいて学修できるように設計されてい
る。プログラムの修了は、プログラム科目の単
位取得が要件となっており、 4 年間で以下に述
べる36単位を履修し、単位を取得することが求
められる。
◦プログラムゼミ： 8 単位
　（ 2 単位× 4 セメスター）
◦社会システム・ソリューション： 4 単位
　（ 2 単位× 2 セメスター）
◦チュートリアル： 8 単位
　（ １ 単位× 8 セメスター）
◦ GCP 英語：１6単位

　（ 2 単位× 2 科目× 4 セメスター）
　「プログラムゼミⅠ」（ １ 年次第 １ セメスター）
では、リーダーシップ、キャリアデザインを学
び、「プログラムゼミ Ⅱ」（ １ 年 次 第 2 セメス
ター）において、論理的思考力、問題分析力、
文章力、プレゼンテーションスキルなどのベー
シックアカデミックスキルを修得することを目
指している。 2 年次第 3 セメスターと第 4 セメ
スターに開講する「プログラムゼミⅢ、Ⅳ」で
は、課題の制度的分析、問題解決能力を学び、
実際に課題を設定してその解決策を導き出すま
でを、PBL（Project-Based Learning）の手法を
用いて行っている。加えて、 2 年終了時にはそ
れらのリサーチ成果を発表する「成果報告会」
も開催している。
　「社会システム・ソリューション」（ １ 年次第
2 セメスター、 2 年次第 3 セメスター）は、文
系理系を問わず、社会で必要となる数的分析能
力の向上を目指して設置した。特に文系学生は
とても苦労する科目だが、教員の徹底した個別
指導でその能力を向上させている。　
　特に「プログラムゼミ」、「社会システム・ソ
リューション」では、授業到達目標を明確に定
め、セメスター授業の開始前後で到達目標の評
価に努めている。「プログラムゼミ」では学生
の 自 己 アセスメントを、「社 会 システム・ソ
リューション」では、SAT を評価テストと導
入し授業の効果を測定している。
　「チュートリアル」では個別指導に加えて、
創立者池田大作先生の海外諸大学での講演や、
発刊されている世界の識者との対談集などを教
材に学んでいる。
　「GCP 英語」は、週 4 回の主にネイティブ教員
による英語授業を提供している。週 4 回のう
ち、 2 回 は 英 語 によるリサーチ 力 とプレゼン
テーション力を鍛えることを目指し、他の 2 回
は欧米の大学院進学に必要な英語基礎力を養う
ことを目標としている。
　また、GCP は、プログラム修了要件対象の
プログラム科目とは別に、 １ 年終了時の春期休
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暇に 2 週間の海外短期研修を実施している。本
研修は、実践的な英語コミュニケーション力と
フィールド・リサーチによるアカデミック・ス
キルの応用力の向上を目的としており、GCP
生は、事前にリサーチテーマを設定し、日本に
おいて事前学習に取り組んだ後に研修に参加し
ている。また、本研修にかかる研修費、渡航費
は大学が奨学金として研修参加者に供与してい
る。

3 ．GCP の学びの特徴

　GCP は、オナーズ・プログラムとして 学 生
の高い学修意欲に応えるとともに学生の能力を
さらに高め学びのアウトカムズとして示すこと
が求められており、プログラム科目の設計と学
修環境の整備は、多くの時間と労力をかけて準
備された。その中でも、カリキュラムのシーケ
ンス、アクティブ・ラーニング、ラーニング・
コミュニティの 3 点は、本プログラムの特徴と
してあげられる。

3 . 1 　カリキュラム・シーケンス
　GCP のプログラム科目は、「GCP 英語」、「プ
ログラムゼミ」、「社会システム・ソリューショ
ン」、「チュートリアル」と 4 つの授業群を提供
しているが、それぞれの授業群において １ 年次
から 2 年次へと連携し発展的に高度な能力を修
得するよう設計されている。同時に、他の授業
群とも連携しつつ相乗的に学修効果を引き出せ
るように組まれている。
　例 えば、「プログラムゼミ」において、 １ 年
次第 １ セメスターに履修する「プログラムゼミ
Ⅰ」では、導入教育としての目的も含み、大学
教育における学びの目的、キャリア形成におけ
る学びの位置づけを理解することをとおし、自
律的学修者への促しを行う。あわせて、リー
ダーシップ論を学び、GCP が育成を目指す地
球市民としてのリーダーに関する考察を深め
る。リーダーシップの 理 解 は、「プログラムゼ

ミ Ⅱ」より 続 くグループワークにおけるリー
ダーとフォロワーの実践的な応用へと発展的に
生かされることが期待される。
　 １ 年次第 2 セメスターに履修する「プログラ
ムゼミⅡ」は、基礎的なアカデミック・スキル
の修得を目指し、論理的思考力、批判的考察力、
ベーシック・リサーチ力、プレゼンテーション
力を高めることを目的としている。授業内容
は、後述するアクティブ・ラーニングを用い、
グループワークによる海外の事例を対象に問題
設定から要因分析、仮説検証までを行う。
　続く 2 年次第 3 セメスターに履修する「プロ
グラムゼミ Ⅲ」においては、「プログラムゼミ
Ⅱ」で修得したアカデミック・スキルを応用し
ながら、問題を構造的に把握し、政策的枠組み
の理解を基に問題の解決のための方途を考察す
る。 2 年次第 4 セメスターの「プログラムゼミ
Ⅳ」は、地球的問題群の中から、グループワー
クにより問題設定、要因分析、解決案を提示す
る内容となっており、「プログラムゼミⅡ」か
ら「プログラムゼミⅢ」までに修得した問題発
見力、要因分析力、政策的考察力を応用的に活
用し、問題解決案を作成することを課してい
る。 2 年間のプログラムゼミにおいて、授業カ
リキュラムがシーケンスとして連動しながら、
問題分析から解決提示に至るまでに必要なアカ
デミック・スキルと考察力を養う授業となって
いる。
　次に、他授業群のカリキュラムとも連携し、
学修成果の相乗効果を引き出すことも GCP の
特徴と言える。「プログラムゼミⅡ」は、問題
の要因分析と仮説検証に際し、リサーチ手法と
して質的分析・量的分析の基礎を修得すること
を含んでいる。同時期に履修する「社会システ
ム・ソリューション」では、統計学の基礎的手
法としてχ二乗検定や回帰分析等を学び、その
学修内容は、「プログラムゼミⅡ」の仮説検証
にも応用することができるよう授業設計がなさ
れている。
　また、「GCP 英語」授業において修得した英
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業が組み立てられており、「プログラムゼミⅡ」
が問題発見と要因分析を軸に授業を構成し、海
外研修は、授業内で設定した仮説の検証を
フィールド・リサーチを通して実施している。
能動的な学修を引き出す工夫としては、第一
に、講義と演習の双方向授業を行うことによ
り、講義を通して学んだアカデミック・スキル
を演習課題の実施により確実に修得することを
目指している。演習は授業課題として学生に課
されており、それにより学生の授業外学修時間
を高める効果も含んでいる。
　第二に、「学びの見える化」である。セメス
ター開始時と終了時に学生は、授業到達目標の
修得度に関する自己分析を行い、「自己評価ア
ンケート」を提出する。これにより、学生は授
業の到達目標を理解するとともに、授業終了時
にどの程度まで修得したいか自己目標を設定す
ることが可能となる。また、アカデミック・ス
キルの 修 得 とグループリサーチの 過 程 におい
て、以下のワークシートの提出を課している。
ワークシートは個人の課題として提出するもの
とグループとして 提 出 するものに 分 かれてい
る。これらのワークシートは、授業毎に返却し
てフィードバックを行うことにより、学修の進
捗を可視化し、学生の能動的な学びを促すこと
につながる。
個人の課題として提出
① 「テキスト批評シート」：文献調査の基礎力

を養うために、リサーチテーマに関する論文
等の書評を行い提出する。

② 「問題設定レポート」（１200字程度）：リサー
チテーマに関し、テーマを設定した意義と、
問題の要因の仮説をまとめて提出する。

③ 「リサーチジャーナル」（計 3 回 提 出）」：リ
サーチテーマに関する文献調査についてまと
め提出する。

⑤ 「リサーチレポート」（4000字程度）：リサー
チテーマに関する問題について、文献調査を
通して、問題の要因を考察し、海外研修の
フィールドワークの際に検証する仮説として

語 リーディング 力 は、「プログラムゼミ」のリ
サーチに際しての英語参考文献の参照にも生か
されている。さらに、 １ 年終了時の春期休暇に
おいて実施される「海外研修」は、「プログラ
ムゼミⅡ」とも連動しており、研修に先立ち、
「プログラムゼミ」の授業課題として海外研修
国の社会的課題に関して、リサーチクエスチョ
ンの設定と要因分析、仮説の設定を行い、海外
研修において実際にフィールド調査をとおし、
仮説の検証を試みている。また、同様に「GCP
英語」、「社会システム・ソリューション」の学
びも海外研修に応用されている。
　以 上 のことより、GCP においては、授 業 群
の経時的なカリキュラム・シーケンスとあわせ
他の授業群の学修成果も活用し、プログラムの
学びが高まるようカリキュラム設計がなされて
いる。

3 . 2 　アクティブ・ラーニング
　次に、GCP の学びの特徴は、アクティブ・
ラーニングを導入しており、学生の主体的な学
びを促し、かつ修得の効果を高めることを目指
している。アクティブ・ラーニングとは、教員
が一方的に学生に知識伝達をする講義スタイル
ではなく、課 題 研 究 や PBL（Problem-Based 
Learning 又 は Project-Based Learning）、ディ
スカッション、プレゼンテーションなど、学生
の能動的な学修を取り込んだ授業を総称して指
している。アクティブ・ラーニングの授業検討
において重要な要素は、能動的な学びを引き出
す学修プロセスと学修の質を高める工夫に分け
ることができる（溝上、2007）。GCP 科 目 にお
いては、特に能動的な自律学修者の育成と高い
授業水準の維持を目指しており、いずれの科目
においてもそのための「学修プロセス」組み立
てと「学修の質を高める」取り組みを行ってい
るが、本稿においてはアクティブ・ラーニング
の事例として「プログラムゼミ」を紹介したい。
　前述した「プログラムゼミ」の授業の中でも、
「プログラムゼミⅡ」は海外研修と連動して授
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を定めることができる。
2 ． 論理的分析力と批判的考察力を養い、課題

テーマの分析を行うことができる。
3 ． グループ学修を通して他人と共同して課題

をやり遂げる力をつける。
4 ． 調査手法を理解し、課題テーマに応じた調

査をデザインできる。
５ ． 課題テーマ、分析結果を分かり易くプレゼ

ンテーションを行うことができる。
6 ． 学術的な論文作成のルール、手法を理解し、

4000字のリサーチペーパーを書くことがで
きる。

　例えば、成績評価の課題の一つは、個人のリ
サーチレポートを課しており、 １ 年次の時点で
は、問題設定から要因分析をまとめるリサーチ
レポートの作成が始めての学生も含まれてい
る。「プログラムゼミⅡ」では、問題設定レポー
トと 3 回のリサーチジャーナルの提出がレポー
ト作成能力を高めるよう設計されている。問題
設定レポートは、設定された問題の意義と状況
分析、要因の仮説の設定までを課題範囲として
おり、リサーチレポートの序論または導入部に
あたる。リサーチジャーナルは、問題の要因に
関して参照した文献の書評をまとめる課題であ

まとめる。
グループの課題として提出
① 「プロジェクト 企 画 書」：グループリサーチ

のテーマと内容、個人の役割と担当、リサー
チ進捗計画を記入し提出する。

② 「フィールドリサーチサマリー」：海 外 研 修
のフィールワークに関して、リサーチクエス
チョンとクエスチョンに対する仮説、仮説の
検証方法、インタビュー、アンケートの概要
について記入し提出する。

　第三に、課題発見と要因分析のグループワー
クのテーマは、海外研修先の課題を各グループ
が自由に設定することができ、与えられたテー
マではなく、学生が身から関心を持ち調べてい
く過程で、課題を発見すること促している。
　一方、「学修の質を高める」ために、課題の
発見から要因の分析まで、段階的にアカデミッ
ク・スキルを学べるよう授業計画を立てている
（表 １ ）。「プログラムゼミⅡ」の授業到達目標
は以下の ５ 項目を定めており、授業での学びと
あわせ、授業と連動している課題に取り組むこ
とにより、段階を経ながらより高次のスキルの
修得へと移行するようにしている。
１ ． 問題発見の手法を理解し、自分たちで問題

表 1 　プログラムゼミⅡ授業計画表

授業回数 授業内容 課題
1 回目 【講義】問題を発見するとは？
2 回目 【講義】資料収集力を身につける 自己評価アンケート
3 回目 【講義】論理的に考える力を身につける① テキスト批評課題
4 回目 【講義】論理的に考える力を身につける② 第 1 次問題設定レポート
5 回目 【講義】批判的考察力を身につける① リサーチジャーナル提出①
6 回目 【講義】批判的考察力を身につける②
7 回目 【講義】文章力を身につける プロジェクト企画書提出
8 回目 【講義】プレゼンテーション力を身につける リサーチジャーナル提出②
9 回目 【講義】調査手法を身につける① 最終問題設定レポート
10回目 【講義】調査手法を身につける② リサーチジャーナル提出③
11回目 【講義】調査手法を身につける③ 第 1 次リサーチレポート
12回目 【演習】リサーチプレゼンテーション プレゼンテーション準備
13回目 【演習】リサーチプレゼンテーション プレゼンテーション準備
14回目 【演習】フィールドリサーチデザインの発表 フィールドリサーチサマリー（英文）
15回目 【演習】授業総評・振り返り 最終リサーチレポート
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り、リサーチレポートの本論の要因分析にあた
る。 3 回のリサーチジャーナルを提出すること
により、複数の文献を調べ、複眼的に考察する
力を高めることを目指している。
　さらに、「学修の質を高める」工夫として、
レポートのフィードバックを個別に行っている
ことがあげられる。問題設定レポートとリサー
チレポートは、それぞれ成績評価の対象となる
最終レポートの提出前に、第 １ 次レポートを提
出し、レポート構成、リサーチの内容、文章表
現について添削をした後に学生に返却してい
る。問題設定レポートは担当教員が添削し、リ
サーチレポートは担当教員の添削とあわせ、本
学のラーニング・コモンズ SPACe が提供する
レポート診断サービスを活用している。学生
は、第 １ 次レポートのフィードバックを基に最
終レポートを仕上げ提出することにより、レ
ポート作成力のみならずリサーチ力も向上させ
ることが可能となる。
　また、「プログラムゼミⅡ」履修後の海外短
期研修は、フィールドワークをとおして、授業
で設定した仮説の検証と省察による質の高い授
業の提供を試みている。20１0年の GCP 開始以
来、海外短期研修はフィリピン共和国において
実施されており、ミンダナオ島カガヤンデオロ
市にある学術教育交流校のキャピトル大学が受
け入れ先となっている。キャピトル大学では、
各グループにリサーチテーマに応じた専門性を
持つ教員 １ 名がメンターとしてリサーチ指導を
担当し、あわせてリサーチ補助としてキャピト
ル大学の学生が SA（Student Aid）として研修
期間を通して行動を共にする。
　リサーチメンターは、学生より事前に提出さ
れたフィールドリサーチサマリーに 沿 い、リ
サーチのための調査地域または調査施設を選定
し、 またフィールドリサーチサマリーへの
フィードバックをとおし、研修参加前にリサー
チのフレームを定める。研修先では、調査手法
等に関する講義を受講し、メンター、SA によ
る指導とサポートを得ながら、インタビュー調

査やアンケートの準備を行う。学生は １ 週間に
わたり講義とフィールド調査を実施し、リサー
チの成果を英語によるプレゼンテーションとし
てまとめる。日本で事前学修に取り組み、文献
調査とレポート作成を行っているとは言え、一
週間の間にフィールドワークを行い、リサーチ
成果を発表することは、学生にとって相当の課
題量となっているが、研修後の達成感は大き
く、学生の自信を深める貴重な機会となってい
る。
　これまでの海外研修では、「なぜ、フィリピ
ン人は他国への海外労働者が多いのか」、「EPA
（経済連携協定）による受け入れ看護師の国家
資格合格率はなぜ低いのか」、「生活習慣病であ
る心疾患の罹患率が高いのはなぜか」、「初等教
育における学習到達度においてなぜ地域間格差
があるのか」等 のリサーチクエスチョンをた
て、各グループが事前学修を基に導いた仮説の
検証と要因の推論を行った。フィールドリサー
チを通して、文献調査では明らかにすることが
できなかった新たな視点を見出すことができ、
複眼的に物事を考察すること自らの目で見て、
直接声に耳を傾けることの重要性を学んでいる。
　例えば、リサーチテーマの一つである「EPA
の受け入れ看護師の看護師国家試験の合格率」
については、文献調査では日本語による試験は
難易度が高く、合格率が低いと論じられてい
る。一方、現地での看護師、看護学生に対する
インタビュー調査より、EPA により日本で仕
事をすることを希望している人たちの中には、
日本で長期滞在する意志は低く、 3 年程度日本
で仕事をした後に、母国へ帰国を望んでいると
の回答も多く見受けられた。国家試験が難しい
ことも要因の一つであると当然考えられるが、
フィリピン人の看護師の試験合格に対するモチ
ベーションが高くないことも考慮すべき要因の
一つであると推察された。学生にとっては、自
分たちが立てた仮説が必ずしも正しくないこと
に直面することは、新たな事実を発見する学び
の喜びにつながり、よりクリティカルにかつ複
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おいてもサポートを提供することを目的として
いる。
　上 記 の、学 びの 場 としてのラーニング・コ
ミュニティとあわせ、つながりとしてのラーニ
ング・コミュニティも GCP の重要な要素であ
る。オナーズ・プログラムとして選抜された学
生は、強い学習意欲を有しており、応じて学習
目標も高く設定している。そのため、同学年の
学生同士間においても励まし合い、支え合うと
共に、競争し合うつながりを持つことができ
る。GCP 開設 2 年後に行った調査において、
勉強について相談できる学生がいると答えた学
生が他学生との比較において多いことが示され
ている（佐々木、20１3、澤登、20１3）。
　以 上、カリキュラム・シークエンス、アク
ティブ・ラーニング、ラーニング・コミュニ
ティの視点より GCP の特徴を概説した。次に、
これらの取り組みが、どのようなプログラムの
成果を生み出したかについて述べてみたい。

4 ．GCP の成果

　GCP は 4 年間のプログラムとして設計され
ているが、入学後から 2 年次終了までの 2 年間
に授業が集中的に組まれている。GCP 開始時
の １ 年生（20１0年度入学 GCP １ 期生）は20１2
年度に 2 年間の GCP 集中授業を終了し、20１4
年には32名中１7名が卒業した。残りの１５名は １
年間留学を経たことにより ５ 年間在籍し、20１５
年に卒業する予定である。 ５ 年卒業予定の就職
希望者は概ね進路先は決定しており、 １ 期生の
卒業時における進路による評価も可能となっ
た。一方、「優秀な学生たちがより有効なキャ
リアに進むという『成果』に、オナーズ・プロ
グラムの教育機能がどれほど直接的に作用して
いるのかを判断するのは容易ではない」（近田、
20１0）と指摘されているとおり、進路先のみで、
オナーズ・プログラムを評価することは妥当で
はない。本稿では、「キャリア進路」とあわせ
「英語力の向上」、「自己評価分析」、「授業外学

数の視点から考察する力を高めたいとの学修意
欲の向上をもたらしている。

3 . 3 　ラーニング・コミュニティ
　GCP の学びの特徴の第三は、ラーニング・
コミュニティの創出である。ここ数年、能動的
な学修の促しのための学修環境の空間的整備の
一つとして、ラーニング・コモンズの導入が注
目されている。ラーニング・コモンズは、主に、
ⅰ）学修空間、ⅱ）コンテンツ、ⅲ）人的支援 
の三つの要素に分けることができ、それらの有
機的な連携が重要であると指摘されている。本
学においても20１3年 9 月よりラーニング・コモ
ンズ SAPCe を開設し、 １ 日あたり延べ2000人
以上が利用している。
　GCP のラーニング・コミュニティは、空 間
としてのラーニング・コモンズと 学 修 ネット
ワークとしてつながりの視点から考察すること
ができる。GCP は、20１0年の開始当初より、
自習スペース（授業教室兼用）として利用して
いる GCP ゼミ室（収容人数36人）とグループ
ワークや 懇 談 等 に 利 用 できる GCP ラウンジ
（収容人数2５人）を整え活用している。GCP ラ
ウンジには、学修コンテンツと機材として、貸
し出し可能な英語学修用教材、学生用コン
ピュータ 3 台、スタッフ用コンピュータ 2 台が
備わっている。
　GCP ラウンジには、GCP の 2 年間の集中科
目を終えた 3 年生以上が、SA として １ 名常駐
し、学修のピアサポートを行っている。SA は、
セメスター開始前に新規希望者（または継続希
望者）がエントリーシートを提出し、選考を経
て決定される。定期的に SA 定例会を開催し、
ピアサポートのオリエンテーションを行い、学
修サポートを適切に提供できるよう取り組んで
いる。GCP 授業は課題も多く、難易度も高い
ため、特に １ 年生前半には生活のリズムを保つ
ことが難しくなるケースも見受けられる。SA
は GCP 経験者として、後輩が勉強と生活のリ
ズムを保てるよう助言を与えると共に、学修に
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修時間」の視点より考察したい。

4 . 1  英語力
　GCP は、 2 年間週 4 回の英語授業を提供し
ている。 １ 期生32名の英語力の向上に関し、 2
年間で28名（88％）が TOEFL-ITP５５0点また
は TOEIC800点を超える点数を取得した。また
TOEFL-ITP600点に相当する点数（TOEIC920
点等）を超えた学生は 8 人（2５％）に至った。
入学時に実施している TOEIC テストの平均点
は５80点に対し、 2 年間の TOEIC 最高点数平
均は828点となり、248点上昇している。 2 期生
以 降 においても 入 学 時 と 比 較 した 2 年 間 の
TOEIC 最高平均点は概ね2５0点上昇しており、
2 年間の英語力の顕著な向上が示された。20１2
年に実施された GCP 生とコントロール学生群
との比較においても、GCP 生の英語スコアが
有 意 に 上 昇 していることが 推 察 されている
（佐々木、20１3）。

4 . 2 　学修到達度自己評価
　GCP では、入学時の GCP 開始時、 １ 年終了
時、 2 年終了時のそれぞれの時期に学生アン
ケートを行い、プログラムの到達目標に関する
学生による自己アセスメントを試みている。 １
年次から 2 年次までに提供するプログラム科目
を通して修得を目指しているリーダーシップ
力、論理的思考力、発想力、問題解決力、文章
力、数理処理能力の向上を測るために、「身に
ついている」、「やや身についている」、「ほとんど
身についてない」、「全く身についていない」の
4 段階のリッカート尺度を用いて評価している。
　 １ 期生のプログラム開始時と 2 年終了時の学
生の自己評価を比較すると、いずれの能力・ス
キルにおいても向上していることが示された。
論理的思考力については、GCP 開始時におい
て「身についている」、「やや身についている」
と評価した GCP 生は 8 人（2５％）であったの
に対し、 2 年終了時には23人（73％）に上昇し
た。数理処理能力は、文系学生が 7 割を占めて

いることもあり、「身 についている」、「やや 身
についている」学生は 3 人（ 9 ％）であったが、
2 年終了時には１５人（47％）に増加した。
　上記の自己評価の向上に寄与した要因として
は、もちろん本学の共通科目、専門科目の授業
を履修することにより向上したことも確かであ
るが、「プログラムゼミ Ⅱ～Ⅳ」における 課 題
テーマを設定した問題分析ならびに問題解決の
取り組みが、論理的分析力、問題解決力、発想
力の向上に寄与していると考えられる。また、
「社会システム・ソリューション」の授業によ
り数理力の向上につながったと推論される。

4 . 3  授業外学修時間
　GCP 科目担当教員との共通認識の一つとし
て、「授業外学修を想定した連動性のある授業
計画を作成する」ということがあり、授業と授
業外学修、教員と学生との活発な双方向性を生
むような教育を実施することを目指している。
　たとえば、「GCP 英語」の場合、リスニング
とそのノートの作成、教材の音読・速読、文章
やサマリの作成などを課し、それらは毎日 4 時
間程度の授業外学修時間が必要となる難度の高
い課題である。「プログラムゼミ」では、授業
以外に、グループリサーチの文献調査、グルー
プによる討議と分析のまとめ等に、グループ員
同士の空いている時間を調整して取り組んでい
る。GCP 科目においてそれぞれが高い水準の
課題を提示することにより、継続的な授業外学
修を促し、20１2年の調査によると、GCP 生の
１ 日あたりの平均授業外学修時間は6.6時間で
あった（澤登、20１１）。
　国公私立大学生2,000名を対象とした「大学
生のキャリア意識調査」によれば、 １ 週間の授
業外学修時間は、20１0年度調査では約80％の学
生が ５ 時間以下という結果が出ている（溝上、
20１0）。GCP 生の １ 週間の授業外学修時間の積
算は40時間を越える計算となり、GCP 科目が
明らかに授業外学修時間の確保に寄与している
ことが推察される。
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が増加しており、大学の独自のリソースと強み
を生かし多様な教育機会を提供している。オ
ナーズ・プログラムの目的を再度確認するなら
ば、大学教育の多様性を維持し、卓越した教育
プログラムをすることにより、優れた社会人材
を育成することにある。その意味においては、
オナーズ・プログラムの肝要は、いかに学生の
能動的な学修を促し、高い水準の授業と授業外
学修の課題を提供することにより、学生の能
力、スキルを 向 上 させることができるかにあ
る。それはまさに、日本の大学が課せられてい
る「教育の質の保証」と世界で通用する「グ
ローバル人材」の育成が目指す方向と同じであ
ろう。
　オナーズ・プログラムにおいて開発された教
育 カリキュラムと 創 出 されたラーニング・コ
ミュニティは、オナーズ・プログラムだけに留
まるものではなく、その知見は、広く「教育改
善」に 資 することができると 期 待 している。
GCP においては １ 期生がプログラムを修了し、
4 年間の完成年度を終えた。今後は、プログラ
ムの到達目標の達成度に関する評価を一層体系
的に整備すると共に、更なる卓越した教育プロ
グラムを提供することを目指し、オナーズ・プ
ログラムの「教育改善」を進めていくことが課
題であると認識している。

引用・参考文献
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4 . 4 　キャリア進路
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学院進学 4 名、難関公務員試験合格 3 名、国内
大学院進学１0名となった。海外大学院合格者 4
名のうち 2 名は、海外留学の経験を経ずに大学
院合格を果たした。 １ 年間の留学を経験した １
期生は来春に卒業を控え、就職においても、外
資系コンサルタントをはじめ外資系投資銀行、
IT 企業、都市銀行、自動車メーカー等の顕著
な成果を示している。
　上記のキャリア進路に寄与した要因として、
第一には、専門性と学際性の統合があげられ
る。GCP は、学部横断型であり全学生がそれ
ぞれの学部に所属し、学部の専門分野の修得に
努めている。大学院進学や就職においても、研
鑽した専門性を十分に生かしたことが、各自の
目標を達成することにつながったと考えられ
る。また、GCP が提供するアカデミック・スキ
ルと数理能力を磨くための独自の授業は、論理
的思考力、批判的考察力、問題解決能力、統計
処理能力など基礎から高度な応用スキルまで修
得することを目指しており、学生同士がそれぞ
れの専門性に根ざした意見を出し合い、議論す
ることにより、広い学際的な思考や考察力を養
うことができる。
　第二には、キャリアサポートと学外経験の推
奨である。 １ 年次よりキャリア授業を提供し、
単に進路のためのキャリアプランにとどまるの
ではなく、何のために学ぶのか、どのように地
球市民として社会に貢献するのかを省察する機
会を与えている。大学卒業後も見据えた長期的
なキャリアプランに基づき、そのための力を磨
く学外活動を積極的に推奨し、GCP 生は、高
いレベルで競い合い、学びあうことを目指して
いる。

５ ．おわりに

　アメリカにおいて導入されたオナーズ・プロ
グラムは、近年、日本においても開設する大学
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溝上慎一「アクティブ・ラーニング導入の実践
的課題」，『名古屋高等教育研究』 第 7 号，
2007年

溝上慎一「大学生の授業外学習の実態と成長指
標としての授業外学習」，『京都大学高等教育
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アクティブ・ラーニングに関する
中央教育審議会答申と学士課程教育

及び単位制度に関する課題

創価大学　国際教養学部　教授

　平成24年 8 月中央教育審議会答申におけるア
クティブ・ラーニングに関する言及を分析する
とともに、これに至るまでの中央教育審議会
の、「学士課程教育」や単位制度に関する審議
や提言の動向と、提言内容の実施や運用上の課
題を考える。

はじめに

　本稿では、平成24年 8 月の中央教育審議会
（中教審）答申「新たな未来を築くための大学
教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体
的に考える力を育成する大学へ～」におけるア
クティブ・ラーニングに関する言及と、これに
至るまでの中教審答申や、その背景となる文部
科学省による大学行政との動向を考える。
　なお、中教審はこの答申を出したのと同じ日
に「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の
総合的な向上方策について」という、教員養成
制度等に関する答申を出し、さらにその後も各
種の答申を出しているが、冒頭の答申「新たな
未来を築くための大学教育の質的転換に向けて
～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する
大学へ～」については、特に定まった略称が無
いことから、本 稿 においてはこれを「今 次 答
申」と称することとする。

１ ． 今次答申におけるアクティブ・ラーニ
ングに関する言及

1 － 1 　アクティブ・ラーニングに関する言及
　今次答申の中核とも言える「 4 ．求められる
学士課程教育の質的転換」の章では、「（学士課
程教育の質的転換）」として、アクティブ・ラー
ニングの導入が必要と考えられる理由や効用等
について述べている。
　アクティブ・ラーニングの導入が必要と考え
られる理由として、

　このような時代に生き、社会に貢献して
いくには、想定外の事態に遭遇したとき
に、そこに存在する問題を発見し、それを
解決するための道筋を見定める能力が求め
られる。生涯にわたって学び続ける力、主
体的に考える力を持った人材は、学生から
みて受動的な教育の場では育成することが
できない。従来のような知識の伝達・注入
を中心とした授業から、教員と学生が意思
疎通を図りつつ、一緒になって切磋琢磨
し、相互に刺激を与えながら知的に成長す
る場を創り、学生が主体的に問題を発見し
解を見いだしていく能動的学修（アクティ
ブ・ラーニング）への転換が必要である。
（下線は筆者）

とし、「問題解決能力」や「生涯学び続け、主

小山内　優
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体的に考える力」を持った人材を育てるには
「能動的学修（アクティブ・ラーニング）」が
必要だとしている。
　続いて、アクティブ・ラーニングの効果として、

　個々の学生の認知的、倫理的、社会的能
力を引き出し、それを鍛えるディスカッ
ションやディベートといった 双 方 向 の 講
義、演習、実験、実習や実技等を中心とし
た授業への転換によって、学生の主体的な
学修を促す質の高い学士課程教育を進める
ことが求められる。学生は主体的な学修の
体験を重ねてこそ、生涯学び続ける力を修
得できるのである。（下線は筆者）

と述べ、学士課程教育においてアクティブ・
ラーニングを導入する効果に大いに期待し、ア
クティブ・ラーニング導入を学士課程教育の質
的転換の中核として考えていることがわかる。
　アクティブ・ラーニングの内容については、
「それぞれの大学の機能や特色、学生の状況等
に応じて様々であり得る。」としながらも、

　従来の教育とは質の異なるこのような学
修のためには、学生に授業のための事前の
準備（資料の下調べや読書、思考、学生同
士のディスカッション、他の専門家等との
コミュニケーション等）、授業の受講（教
員の直接指導、その中での教員と学生、学
生同士の対話や意思疎通）や事後の展開
（授業内容の確認や理解の深化のための探
究等）を促す教育上の工夫、インターン
シップやサービス・ラーニング、留学体験
といった教室外学修プログラム等の提供が
必要である。（下線は筆者）

としている。但し、さらに具体的な例を示すこ
とはしていない。これは、アクティブ・ラーニ
ングの内容や具体例について答申の本文で事細
かく紹介することにより、文科省又は中教審が
大学関係者に対して授業方法に関する「箸の上
げ下ろし」を指示しているかのような印象を与
えることを避けたものとみられる。
　但し、今次答申の参考資料においては、学修

成果の把握や図書館の機能強化等、アクティ
ブ・ラーニングに関する取組例を紹介してい
る。また、同じく答申に付された用語集におい
ては、「アクティブ・ラーニング」について、

　教員による一方向的な講義形式の教育と
は異なり、学修者の能動的な学修への参加
を取り入れた教授・学習法の総称。学修者
が能動的に学修することによって、認知
的、倫理的、社会的能力、教養、知識、経
験を含めた汎用的能力の育成を図る。発見
学習、問題解決学習、体験学習、調査学習
等 が 含 まれるが、教 室 内 でのグループ・
ディスカッション、 ディベート、 グルー
プ・ワーク等も有効なアクティブ・ラーニ
ングの方法である。（下線は筆者）

と解説している。

1 － 2 　 どのような学士課程教育にアクティ
ブ・ラーニングを期待しているか？

　今次答申の同じ「 4 ．求められる学士課程教
育の質的転換」の章においては、学士課程教育
の改善について

　大学関係者等は、学士課程教育の質的転
換が「待ったなし」の課題であり、若者や
学生、地域社会や産業界を含め、社会全体
にとって極めて切実な問題であることを改
めて認識する必要がある。我が国の未来、
また我が国に対する国際的な評価や信頼
は、将来にわたる知的な潜在力に大いに依
存する。（下線は筆者）

と述べるとともに、学士課程教育の改善の目的
について、

　全国の若者や学生がいかにしっかりと主
体的な学修をしているか、各大学が教育方
法の質的転換を通して学生の主体的な学修
の場をいかに支えているかが、知的な潜在
力の指標となるものである。（下線は筆者）

と述べ、各大学に対し、学生が主体的な学修を
行うようになることを求めている。さらに、

　何らかの具体的な行動に着手することに
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よって、まず学士課程教育の質的転換への
好循環を生み出し、それが確かな成果をあ
げることによって、学生や保護者、地域社
会、地方公共団体、企業、非営利法人など、
広く社会がその実感を共有し、その結果、
大学における学修への信頼が高まるという
大きな社会的好循環を形成することが求め
られる。

と述べて、学生が主体的な学修を行うようにな
ることを通じて、大学教育に対する社会の信頼
が高まることを期待している。これらを見る
と、事実上全ての大学にアクティブ・ラーニン
グの導入を期待しているということができよう。

2 .  今次答申の打ち出した具体的方策：アク
ティブ・ラーニングの 前 提 となる「学
士課程教育の体系化」

2 － 1 　教育課程の体系化
　今次答申「 6 . 学士課程教育の質的転換への
方策」では、「質を伴った学修時間の増加・確
保が不可欠」としながらも、たんに学修時間の
増加を呼びかけるのではなく、「主体的な学修
の仕方を身に付けさせ、それを促す方向で教育
内容と方法の改善を行うこと、またそのような
教員の取組を大学が組織的に保証することが必
要である。」とした上で、以下の 4 点を打ち出
している。
　・ 教育内容の体系化（教育課程全体としての

目的や構造、各科目の関連を明確にするこ
と）

　・ 組織的な教育の実施（教員間の連携・協力
による、授業等に関する組織的な取組）

　・授業計画（シラバス）の充実
　・ 全学的な教学マネジメントの確立（学長の

リーダーシップと改革サイクルの展開）
　これらの方策は、「学士課程教育を各教員の
属人的な取組から大学が組織的に提供する体系
立ったものへと進化させ、学生の能力をどう伸
ばすかという学生本位の視点に立った学士課程
教育へと質的な転換を図るため」、「教員中心の

授業科目の編成から学位プログラム中心の授業
科目の編成への転換」を行うものであるとして
いる。
　しかし、これらは、アクティブ・ラーニング
の具体例を挙げるなどしてアクティブ・ラーニ
ング自体を促すものではなく、どちらかといえ
ばそれ以前の問題である教育課程の体系化に関
する方策と言えるものである。1 － 1 の後半で
も言及したように、授業方法に関する「箸の上
げ下ろし」を指示するかのような印象を与える
記述を避けたこともあるかも知れないが、そも
そも、ここでは、アクティブ・ラーニングを推
進する前段階として、まだ教員の都合で科目を
提供するなど、体系的な科目編成等ができてい
ない大学や学部に対し、「学士課程教育」とし
てまとまった教育プログラムを提供するように
求めている。

2 － 2 　教育課程の体系化に関する推進体制
　今次答申の最終章「 8 . 今後の具体的な改革
方策」では、「① 大学や文部科学省、企業等に
おいて速やかに取り組むことが求められる事
項」と「②本審議会として制度や枠組みの見直
しを含めて多面的に審議を深める必要があり速
やかに議論を開始する事項」の 2 つに分け、教
育課程の体系化に関する推進体制について、具
体的な実施事項と、今後検討すべき事項のそれ
ぞれに関し、提言を行っている。
　提言された実施事項を見ると、「①速やかに
取り組むことが求められる事項」のうち、大学
に対しては、

　学長を中心として、副学長・学長補佐、
学部長及び専門的な支援スタッフ等がチー
ムを構成し、（中略）一連の改革サイクル
が機能する全学的な教学マネジメントの確
立を図る。学長を中心とするチームは、学
位授与の方針、教育課程の編成・実施の方
針、学修の成果に係る評価等の基準につい
て、改革サイクルの確立という観点から相
互に関連付けた情報発信に努める。（下線
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は筆者）
として、教学マネジメントの確立のほか、ディ
プロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシー及
び評価基準に関する情報発信を求めている。さ
らに

　特に、成果の評価に当たっては、学修時
間の把握といった学修行動調査やアセスメ
ント・テスト（学修到達度調査）、ルーブ
リック、学修ポートフォリオ等、どのよう
な具体的な測定手法を用いたかを併せて明
確にする。

と、測定手法について詳細な情報発信を求めて
いることが、アクティブ・ラーニングとの関連
で注目される。なお、これに続いて、

　教 育 プログラムの 策 定 においては、
CAP 制やナンバリング等を実際に機能さ
せながら、教員が個々の授業科目の充実に
エネルギーを投入することを可能とするよ
うに授業科目の整理・統合と連携を図る。

と、ここでも教育内容の体系化を求めている。
　同じく「①速やかに取り組むことが求められ
る事項」のうち、文部科学省に対しては、

　基盤的経費や国公私立大学を通じた補助
金等の配分に当たっては、例えば、組織
的・体系的な教育プログラムの確立など、
十分な質を伴った学修時間の実質的な増
加・確保をはじめ教学上の改革サイクルの
確立への取組状況を参考資料の一つとす
る。（下線は筆者）

　と、改革への取組を重視するよう提言してい
るが、「十分な質を伴った学修時間の実質的な
増加・確保をはじめ教学上の改革サイクルの確
立」の例として「組織的・体系的な教育プログ
ラムの確立」を真っ先に挙げており、教育課程
の体系化が進んでいない現状と、まず教育課程
の体系化を推進することが議論の前提となって
いる。
　他方で、

　その際、TA 等の教育サポートスタッフ
の充実、学生の主体的な学修のべースとな

る図書館の機能強化、ICT を活用した双
方向型の授業・自修支援や教学システムの
整備など、学修環境整備への支援も連動さ
せながら充実する。（下線は筆者）

　として、アクティブ・ラーニングのための環
境整備の取組を文科省として支援すべきことに
ついても具体的に言及していることが注目され
る。

3 .  アクティブ・ラーニングを 目 指 しなが
らも、依然として教育課程の体系化を
重視している理由

3 － 1 　「学士課程教育」がプログラムとして
未成熟であるという現状認識

　ここでアクティブ・ラーニングに関する方策
ではなく、改めて学士課程教育全体に関わる基
本的な方策を打ち出さざるを得なかった事情に
ついて、「 7 ．質的転換に向けた更なる課題」
の章に「（「プログラムとしての学士課程教育」
という概念の未定着）」として、「学士課程答申
が期待した学位を与える課程（プログラム）と
しての『学士課程教育』という概念の定着がい
まだ途上であるという現状である。」と述べて
いる。具体的には、

　学長・学部長アンケートにおいても、「科
目の内容が各教員の裁量に依存し、教員間
の連携が十分でない」、「授業科目が細分化
され、開設科目が多い」、「教育課程の編成
が学科など細分化された組織を中心として
行われている」ことに問題があるという課
題意識が強いことがうかがえる。また、教
学マネジメントの確立については、「明確
な教育目標の設定とこれに基づく体系的な
教育課程の構築」、「学内／学部内の教員間
での教育改善に関する認識の共有」が重要
であるとの認識が高かった。

　とあるとおり、教員の都合で科目を編成する
ことが多く、教育課程全体としての目的や構造
が必ずしも明確になっていない状況がうかがえ
る。
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　このように、「学士課程教育」の概念と全体
構造が未だにはっきりしないまま、学士課程答
申に加え、今次答申で改めて「プログラムとし
ての学士課程教育」の重要性を打ち出さざるを
得 なかった 背 景 として、学 士 レベルにおける
「専門教育」と、同じく学士レベルにおいて戦
後形成された「一般教育」が遊離していたとい
う経緯があるので、これを 4 . に詳述すること
とする。

3 － 2 　大学組織を教育課程中心に見直す可能性
　今次答申の「 8 . 今後の具体的な改革方策」
では、「①速やかに取り組むことが求められる
事項」のほか、「② 本審議会において速やかに
審議を開始する事項」として、大学入試の問題
等に加え、改めて「プログラムとしての学士課
程教育」という概念を定着させる必要性を述べ
ている。そこでは、

　我が国の大学において、「プログラムと
しての学士課程教育」という概念が定着し
ていない理由の一つには、平成１7年 １ 月の
本審議会答申「我が国の高等教育の将来
像」において、「現在、大学は学部・学科
や研究科といった組織に着目した整理がな
されている。今後は、教育の充実の観点か
ら、学部・大学院を通じて、学士・修士・
博士・専門職学位といった学位を与える課
程（プログラム）中心の考え方に再整理し
ていく必要がある」と指摘されているとお
り、現行の学校教育法第 9 章に定める大学
制度が大学や学部・学科、研究科といった
組織に着目して構成されていることがある。

　と、現在の学部や研究科といった教育段階別
の組織の見直しについて議論する可能性がある
ことにも言及している。

４ ． 一般教育、教養教育の戦後史と「プログ
ラムとしての学士課程教育」の体系化

4 － 1 　背景 1 ：戦後一般教育の形成と課題
　ここで、「プログラムとしての学士課程教育」
の重要性を、文科省や中教審がいまなお議論し
ている事情について、歴史的背景から考察して
みたい。
　まず、中教審の整理によれば、「昭和22（１947）
年に制定された学校教育法では、様々な旧制高
等教育機関を 6 ・ 3 ・ 3 ・ 4 制の学校体系の下
で『大学』に一元化した。大学の目的について
は、『大学は、学術の中心として、広く知識を
授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究
し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させる
ことを目的とする』と規定し、一般教育の理念
が取り入れられた」（中教審）１。
　ここで、戦前の旧制高校における教養教育と
戦後の大学における一般教育とを比較すると、
旧制高校は厳しいセレクションを経て、大学受
験を免除されるという特権と時間とを享受し
た、極めて少数の男子青年だけを対象としたも
のであった。かつ、旧制高校のエリート文化と
しての教養主義は、外国語教育を除けば「制度
として存在する教育ではなく、あえて教育と結
びつけるならばエクストラ（教科外）カリキュ
ラムあるいはヒドゥン（潜在）カリキュラム領
域に属するものだった」（舘）2。
　他方、戦後の一般教育は、米国の大学、特に
当 時 のハーバード・モデルに 倣ったものであ
り、一部に旧制高校の教養教育の遺産も存在し
ていた（寺崎）3が、戦後は財閥解体と農地改
革、その後の高度経済成長や産業構造の変化に
より、極端な富裕層や貧困層が減ったことなど
により、子女の教育へ投資しようとする動きに
拍車がかかり、高等教育の大衆化が進んでいっ
た。また、戦後の多くの大学・学部では、比較

1 　中央教育審議会、2008年、「学士課程教育の構築に向けて」答申参考資料
2 　舘昭、1997年、「大学改革 日本とアメリカ」、玉川大学出版部、30頁
3 　寺崎昌男、1999年、「大学教育の創造 歴史・システム・カリキュラム」、東信堂、31-33頁
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的少数の教員が開講する一般教育科目の中から
全学生が必要単位の履修を義務づけられていた
関係上、大人数講義が多く、少人数授業を中心
とすることは不可能であった。
　したがって、「旧制高校の教養教育は、観念
的にはともかく、新制大学の一般教育・教養教
育の実態的なモデルにはなりえなかった」（寺
崎）3と考えられる。
　昭和2５年に大学基準協会が定めた基準では、
一般教育課程36単位、外国語 8 単位、保健体育
4 単位、専門教育課程76単位、計１24単位とさ
れた。学士課程の前半の 2 年間が一般教育課
程、後半の 2 年間が専門教育課程と固定化し、
前半の 2 年間は専門課程の学習があまり進まな
かったことから、一般教育の理念に関する理解
は深まらないまま、専門教育を重視する人々か
らは歓迎されなかった。
　また、近年の中教審の資料によれば、「昭和
3１（１9５6）年に制定された大学設置基準では、
一般教育科目が必修と規定されたが、現実には
様々な課題があり、一般教育の理念（大学の教
育が専門的な知識の修得だけにとどまることの
ないように、学生に学問を通じ、広い知識を身
に付けさせるとともに、ものを見る目や自主
的・総合的に考える力を養うこと）を十分に実
現するには至らなかった。」（中教審）１

4 － 2 　背景 2 ：一般教育の解体と教養教育の
見直し

　その後中教審が昭和46年に出した、いわゆる
46答申は、一般教育と専門教育が遊離している
現状を指摘、一般教育科目の目標は専門教育の
中に含めて総合的にその実現を図り、基礎科目
は専門科目に統合することを提言した。
　さらに臨時教育審議会の提言によって発足し
た大学審議会が昭和62年から１0年余にわたって
活動し、平成 3（１99１）年の答申では、大学設

置基準の大綱化と自己点検、自己評価の導入を
提言し、一般教育と専門教育の科目区分や区分
ごとの必要専任教員数の廃止を打ち出し、各大
学における学士課程教育の改革を期待した。
　「これを受けて、規制は大幅に緩和され（一
般教育、専門教育、外国語、保健体育の科目区
分の廃止等）、各大学による多様で特色あるカ
リキュラムの編成が一層可能となった。これ
は、一般教育の理念を学士課程教育全体の中で
効果的に実現することを目指すものであった」
（中教審）１。
　しかし、この答申を受けた同年の大学設置基
準改正により、「一般教育」という語が法令か
ら消滅し、これを受け、多くの大学、学部では、
大学審議会が期待したような学士課程教育の根
本的な見直しを行うことなく、教養部の廃止や
教養科目の削減が性急に進められた。大学評
価・学位授与機構の調査（200１年）では、工学
部、農学部や医学部医学科を除く各学部で、大
綱化以後、教養教育科目が学士課程全体に占め
る比率は平均して約 8 ポイント低下した（杉谷
200５：40-4１）4。
　その反省に立って、90年代後半以降の各審議
会答申等の中で、教養教育の重要性が再確認さ
れたものの、既に多くの大学が教養科目の削減
を決め、又は実施済みであった。
　今世紀に入り、平成１4（2002）年の中教審答
申「新しい時代における教養教育の在り方につ
いて」でも大学における教養教育の重視が謳わ
れた。教養教育の重視あるいは再評価は、直ち
に大学教育における大きな流れにはならなかっ
たものの、平成１6（2004）年に早稲田大学が国
際教養学部を開設し、これと同時にミネソタ州
立大学機構秋田校の廃校を受けて秋田県が設立
団体（母体）となって全国初の公立大学法人で
ある国際教養大学が開学したのを機に、これ以
降「国際教養」については徐々に注目されて

4 　杉谷祐美子、2005年、 『日本における学士学位プログラムの現況』「学士学位プログラム」日本高等教育学会編、
玉川大学出版部、29-51頁
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いった。

4 － 3 　背景 3 ：「学士課程教育」への着目
　平成１7（200５）年には「我が国の高等教育の
将来像」（いわゆる「将来像答申」）がまとめら
れ、学士課程教育の基本的な在り方について
は、従来の答申の考え方を大きく転換するもの
ではなかったが、将来像答申では、

　学士課程教育では教養教育と専門教育の
基礎・基本を重視し専門的素養のある人材
として活躍できる基礎的能力等を培うこ
と、修士・博士・専門職学位課程では専門
性の一層の向上を目指した教育を行うこと
を基本として考える」という立場が示され
ている。すなわち、学士課程教育は、教養
教育と専門基礎教育とを中心とするという
考え方である（下線は筆者）

として、「プログラムとしての学士課程教育」
への着目と発想の転換を求めた。
　さらに、平成20（2008）年１2月の中教審答申
「『学士課程教育の構築に向けて』（以下「学士
課程答申」という。）では、「30万人計画」まで
打ち出していながら国際的競争力に欠ける日本
の学士課程教育について、大綱化後の状況と、
中教審や大学審議会の先行の答申や、安倍、福
田両内閣の「教育再生会議」報告における各種
の提言等を踏まえ、学士課程教育の基本に立ち
返って議論をまとめたものである。この答申で
は、学士課程教育の質的転換を提言している
が、その内容と今次答申における提言内容との
関係については次章に述べる。

5 .  4 年前の「学士課程答申」における言
及と今次答申との関係

５ － 1 　今次答申の位置付けに関する基本的認識
　今次答申の位置付けに関して、同答申の
冒頭「 １ ．大学の役割と今回の答申の趣旨」
では、「学士課程答申」などにおいて詳細
に示されている学士課程教育の質的転換の
ための方策を、各大学が大学支援組織や文

部科学省、地域社会、企業等と連携しなが
ら、改革サイクルの中で、着実に実行する
ための具体的な手立てを明確にしたもので
ある。

とし、今次答申における提言は、基本的に 4 年
前の「学士課程答申」で提言された方針、方策
を継続し、さらに具体的な方向性を打ち出した
ものであると述べている。

５ － 2 　 学士課程答申における「学士力」と今
次答申における人材育成の認識

　今次答申の同じ冒頭の章で、「【参考】学士課
程教育の改善の経緯」として、

　学士課程教育については、累次の本審議
会や大学審議会答申を踏まえ、種々の改善
が行われてきた。（中略）特に、平成20年
１2月の学士課程答申は、我が国の大学が授
与する学位としての学士が保証する能力の
内容として『知識・理解』、『汎用的能力』、
『態度・志向性』及び『総合的な学修経験
と創造的思考力』を挙げ、各大学が学位授
与の方針を明確化すること促した（ママ）。
また、各大学において学生の学修時間の実
態を把握した上で単位制度を実質化するこ
とを求めた。

としている。
　このとおり、学 士 課 程 答 申（第 2 章 第 １ 節 
学位授与の方針について）は「学士力」の内容
について、「参 考 指 針」としてではあるが、 4
分野にわたる１3種類の資質能力を提示し、各大
学に学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）
の明確化を求めるとともに、単位の実質化を求
めた（「単 位 の 実 質 化」については 6 . におい
て後述する）。
　これに関連して、今次答申の「 2 . 検討の基
本的な視点」では、求められる人材と「学士力」
との関係について、以下のように述べており、
学士課程答申の提言した「学士力」の視点と変
わらないことがわかる。

　国民一人一人の主体性と協調性が要請さ
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れる成熟社会たるべき我が国の社会におい
ては、単なる知識再生型に偏った学力、自
立した主体的思考力を伴わない協調性、他
者の痛みを感知しない人間性は通用性に乏
しい。
　学士課程答申は「各専攻分野を通じて培
う学士力」を「参考指針」として提示した。

　　　今、重要なのは、
　・ 知識や技能を活用して複雑な事柄を問題と

して理解し、答えのない問題に解を見出し
ていくための批判的、合理的な思考力をは
じめとする認知的能力

　・ 人間としての自らの責務を果たし、他者に
配慮しながらチームワークやリーダーシッ
プを発揮して社会的責任を担いうる、倫理
的、社会的能力

　・ 総合的かつ持続的な学修経験に基づく創造
力と構想力

　・  想定外の困難に際して的確な判断をする
ための基盤となる教養、知識、経験

を育むことである。これらは予測困難な時代
において高等教育段階で培うことが求められ
る「学士力」の重要な要素であり、その育成
は先進国や成熟社会の共通の課題となってい
る。

５ － 3 　アクティブ・ラーニングに関する記述
　学士課程答申（第 2 章第 2 節 3 　教育方法の
改善）においても、「アクティブ・ラーニング」
という用語こそ用いていないものの、「具体的
な改善方策」のうち「大学に期待される取組」
として、

　学習の動機付けを図りつつ、双方向型の
学習を展開するため、講義そのものを魅力
あるものにするとともに、体験活動を含む
多様な教育方法を積極的に取り入れる。」
という提言に「学生の主体的・能動的な学
びを引き出す教授法を重視し、例えば、学
生参加型授業、協調・協同学習、課題解
決・探求学習などを取り入れる。大学の実

情に応じ、社会奉仕体験活動、フィールド
ワーク、インターンシップ、海外体験学習
や短期留学等の体験活動を効果的に実施す
る。学外の体験活動についても、教育の質
を確保するよう、大学の責任の下で実施す
る。（下線は筆者）

との解説を加え、「双方向型の学習」の重要性
を強調し、各大学にアクティブ・ラーニングの
導入を期待していた。
　さらに、ＴＡ（ティーチング・アシスタント）
と情報通信技術の重要性にも着目し、「ＴＡ
（ティーチング・アシスタント）等を積極的に
活用して、双方向型の学習や少人数指導を推進
する。」及び「教育研究上の目的等に即して情
報通信技術を積極的に取り入れ、教育方法の改
善を図る。」という提言を付け加えている。

５ － 4 　教育課程の体系化に関する方策
　学士課程答申（第 2 章第 2 節 １ 　教育課程の
体系化）においても、今次答申と同様、教育課
程の体系的な編成を重要としながらも、大学設
置基準の大綱化以降、「現実には、個々の教員
には、研究活動や専門教育を重視する一方、基
礎教育や共通教育を軽んじる傾向も否めないと
いう課題も残っている」とし、大学に期待され
る取組として以下の 7 項目を列挙している。
（下線は筆者）
　① 学習成果や教育研究上の目的を明確化した

上で、その達成に向け、順次性のある体系
的な教育課程を編成する（教育課程の体系
化・構造化）。
〈教養教育や専門教育などの科目区分にこ
だわるのでなく、一貫した学士課程教育と
して組織的に取り組む。〉

　② 幅広い学修を保証するための、意図的・組
織的な取組を行う。
〈例えば、多様な学問分野の俯瞰を可能と
する教育課程の工夫や、主専攻・副専攻制
の導入等を積極的に推進する。また、入学
時から学生が学科に配置され、専ら細分化
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された専門教育を受ける仕組みについて
は、当該大学の実情に応じて見直しを検討
する。〉

　③ 英語等の外国語教育において、バランスの
とれたコミュニケーション能力の育成を重
視するとともに、専門教育との関連付けに
留意する。
〈「読む・書く・聞く・話す」の 4 技能の
バランスに 留 意 し、例 えば、学 内 のライ
ティングセンターなどにより、学習支援を
行う。専門分野を学ぶために必要な語学力
の修得を目指した教育活動を展開する。〉

　④ キャリア教育を、生涯を通じた持続的な就
業力の育成を目指すものとして、教育課程
の中に適切に位置付ける。

　⑤ 一方的に知識・技能を教え込むのではな
く、豊かな人間性や課題探求能力等の育成
に配慮した教育課程を編成・実施する。

　⑥ 共通教育や基礎教育の重要性について教員
間の共通理解を確立し、教育活動への積極
的な参画を促す。また、これらの教育にお
ける努力や業績を適切に評価する。

　⑦ 個別大学の枠を超えて、地域の実情に応じ
て、大学間や地域の諸団体との連携・協同
を強化し、学生に対する教育内容を豊富化
する。

これらの事項のうち、教育課程の体系化・構造
化や、「教員間の共通理解を確立し、教育活動
への積極的な参画を促す」こと（組織的な取
組）に関しては、 2 － 1 で前述したように、今
次答申の提言にそのまま引き継がれている。
　他方、国に対しても、国によって行われるべ
き支援・取組として、以下の事項を挙げてい
る。（下線は筆者）
　・ 個性や特色のある教育課程に関する優れた

実践に対し、積極的に支援するとともに、
そのための体制を整備する。（文部科学省
のＧＰ事業）

　・ 大学間の連携、学協会を含む大学団体等を
支援し、国際的な通用性に留意しつつ、分

野別のコア・カリキュラムを作成する等の
取組を促進する。

　・ 大学間の連携強化に向けた取組を支援し、
共同プログラムの開発、単位互換等を促進
する。

　・ 国公私の設置形態の枠組みを超えて、複数
の大学が、共同で教育課程を編成・実施
し、修了者に対して連名で学位授与を行う
ことができる教育課程の共同実施制度を創
設し、その普及を図る。

　・ 産学間の対話の機会を設け、インターン
シップの推進に向けた理解の増進などの環
境整備を進める。

これらのうち、優れた実践に対する国の支援
（文部科学省のＧＰ事業）については、学士課
程答申の別の章（第 ５ 章 2  学士課程教育の優
れた実践に対する重点的な財政支援の拡充）に
おいても詳細に要望しているが、残念ながら、
学士課程答申後の GP 事業については、特に充
実が図られることなく、平成22年度「大学教育
推進プログラム」の新規採択分を最後に、形の
上では終了した。二点目の分野別コア・カリ
キュラムについては、その後日本学術会議にお
いて、「分野別の教育課程編成上の参照基準」
として、言語・文学や経営学、法学等の分野で
審議が進んでいる。今次答申においては、これ
らを「各大学における改革サイクルの確立に際
して重要な参考になるものと考えられる」と評
価し、その状況を踏まえ、「日本学術会議には
引き続き他の分野についての審議の促進を期待
したい。」としている。

6 ． 今次答申に至る議論における最大の問
題点：学修「成果」のために学修「時
間」を重視するという単位制度の問題

6 － 1 　学修成果（アウトカム）の重視
　今次答申の「 2 . 検討の基本的な視点」では、
上記 ５ － 2 末尾で引用した、求められる人材と
「学士力」との関係について学士課程答申の内
容に触れた部分に引き続き、教育方法を質的に
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転換することの必要性について述べている中で、
　次代を担う若者にこのような能力を身に
付けさせるためには、学校制度全体を、従
来からの組織や形式の観点からではなく、
プログラム中心・具体的な成果中心の観点
から見直すことが必要である。（下線は筆
者）

と述べている。また、今次答申の「 4 ．求めら
れる学士課程教育の質的転換」の章において
は、「（認識の共有の必要性）」として、

　かつての高度成長期には、「企業は大学
教育に多くを期待しておらず、入社後の社
内教育と実務上の経験や実践で人材を伸ば
せばよい」、「昔から大学生は勉強しておら
ず、それでも卒業後社会で十分に活躍して
きた」という認識が比較的広く存在してい
た。今日、多くの企業等が、大学に対して、
入学者選抜によるふるい分け機能ではな
く、教育の丁寧な過程を通してどのような
能力を育成し、「何を身に付け、何ができ
るようになったか」を問うようになってい
る。

とし、企業が学士課程教育に求めるものが大き
くなっていること、その成果（アウトカム）と
しての能力、いわば「学士力」が求められてい
ることを述べている。

6 － 2 　日本の単位制度の特徴
　しかしながら、日本の大学における単位は、
国レベルで、学修の成果ではなく、学修時間数
を基準として定められている。単位の基準は
「大学設置基準」で定められており、「大学設
置基準」は、「学校教育法」の下に制定された
文部科学省令の一つであり、各大学はこれを遵
守することになっている。
　その第2１条は下記のように定められており、
講義及び演習については １ 単位当たり最短でも
１５時間、実験、実習及び実技については １ 単位
当たり最短30時間を必要と定めている。それら
の前提として、「授業時間外に必要な学修等を

考慮して、」「 １ 単位の授業科目を4５時間の学修
を必要とする内容をもって構成すること」とい
う考え方がある。

　第2１条　各授業科目の単位数は、大学におい
て定めるものとする。

2 　前項の単位数を定めるに当たつては、
１ 単位の授業科目を4５時間の学修を必要と
する内容をもつて構成することを標準と
し、授業の方法に応じ、当該授業による教
育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮
して、次の基準により単位数を計算するも
のとする。
一 　講義及び演習については、１５時間から

30時間までの範囲で大学が定める時間の
授業

をもつて １ 単位とする。
二 　実験、実習及び実技については、30時

間から4５時間までの範囲で大学が定める
時間　の授業をもつて １ 単位とする。た
だし、芸術等の分野における個人指導に
よる実技の授業については、大学が定め
る時間の授業をもつて １ 単位とすること
ができる。

　単位制度については広く各国あるいは各大学
で定められ、単位制度を導入すること自体は国
際的な常識となっている。但し、米国などの多
くの 大 学 では５0 分 ×１５ 回（１５ 時 間：Credit 
Hours）の授業をもって １ 単位とするなどとし
ており、日本の大学設置基準のように「学修時
間」を単位数の基礎とする考え方は決して国際
標準とは言えない状況にある。

【参考：上記大学設置基準第21条の解釈に関す
る小考察】
① 　上記の条文には「4５分をもって １ 時間とみ

なすことができる」という規定は無いが、慣
行上、多くの日本の大学では90分で 2 時間と
みなして時間割を作ってきた。米国の大学で
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は、大学院も含めて、通常、上記のように５0
分 を １  Credit Hour としているため、「90 分
授業で 2 単位」とする日本の有名私立大学で
単位を取得した米国からの交換留学生が、帰
国後、米国の大学で単位認定を申請した際に
問題となった例がある。また、予習復習の時
間数についても、 １ 時間は60分なのか、ある
いは4５分又は５0分と解して良いのか、必ずし
も明らかになっていない。

② 　また、上記の大学設置基準第2１条第 2 項の
解釈上、「英語Ⅰ」などといった語学科目に
関しては、１５時間（但しこの場合の １ 時間は
4５分又は５0分のコマ）で １ 単位の「講義」形
式はありえず、通常は30時間（コマ）で １ 単
位とされており、大学設置審査においても認
証評価においてもそれが当然と考えられてい
る。その背景には、語学の授業は、講読や文
法学習などを想定した上で、予習復習には授
業時間の半分ほどの時間しか必要ないという
前提が存在しているようであるが、日本の大
学で語学科目の授業30時間（コマ）当たりの
単位数が他の科目の半分しかないことも、諸
外国の大学との単位互換がスムーズさを欠く
一因となっている。

③ 　しかし、外国語で授業を行うプログラムな
どで、語学以外の分野の学修に活用できる内
容を中心に、宿題をこなしたうえで個人又は
集団プレゼンテーションの準備をするなどの
形式を採用する場合、準備や復習に要する時
間が授業時間数の 2 倍以上かかることも多く
なる。また、近年ではメディア教材の種類も
飛躍的に増え、「知らない単語を辞書で引い
て調べておく」以上の準備が期待される科目
も増えており、「語学だから全て30時間（コ
マ）で １ 単位」という大学設置基準の「伝統
的」な解釈は現実にそぐわなくなってきてい
る。本当に「単位の実質化」を求めるのであ
れば、どの程度の学修を伴う科目なのかにつ
いて実質的に考慮すべきであり、大学設置審
査や認証評価等においても、「語学科目なら

何が何でも30時間で １ 単位」といった杓子定
規な解釈から、早々に脱却すべきであると言
えよう。

6 － 3 　単位数と学修時間の乖離、「単位の実
質化」

　日本の単位制度には、「 １ 単位の授業科目を
4５時間の学修を必要とする内容をもって構成す
ること」という考え方があるのに対し、これま
で、日本の大学生の平均勉強時間は、大学にお
ける受講時間を合わせても、 １ 単位当たり4５時
間には遠く及ばないというデータが示されてき
た。
　例えば、学士課程答申では、「第 2 章第 2 節
2 　単位制度の実質化」において、

　内閣府の調査（平成１2年度）では、学外
の勉強を『ほとんどしていない』者が約半
数に達しており、最近の研究者の調査で
も、学習時間の少ない学生が相当の割合に
上ることが確認されている。総務省の調査
（平成１8年度）では、学内外を通じた学習
時間（土日を含む一日平均）は、 3 時間30
分である。国際的な比較からも、我が国の
大学生の学習時間は短い。こうした実態
は、単位制度の趣旨を踏まえて運用されて
いるとは言い難い。

と述べている。学士課程答申において、「単位
の実質化」は、大学設置基準において標準とし
て定められている、 １ 単位当たり4５時間相当の
学修時間を確保できているかどうかという観点
から述べられているもので、上記の「こうした
実態は、単位制度の趣旨を踏まえて運用されて
いるとは言い難い。」という指摘に続き、「学生
の学習時間は、学習成果の達成にも密接に関連
すると思われる。」として、「学習時間」と「学
習成果の達成」を直ちに結びつけており、下記
6 － 4 に述べる問題には答えていない。
　また、今次答申においても、「 ５ ．学士課程
教育の現状と学修時間」の章で、「（学士課程教
育の課題）」として、
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　卒業の要件は原則として 4 年以上の在学
と１24単位以上の単位修得であることを踏
まえると、学期中の一日当たりの総学修時
間は 8 時間程度であることが前提とされて
いる。しかし、実際には、我が国の学生の
学修時間はその約半分の一日4.6時間にと
どまるという調査結果がある。これは例え
ばアメリカの大学生と比較して極めて短い。

と、（この数年間で日本の学生の学修時間は相
対的に増えてはいるものの）ほぼ同様の観点か
ら、学習時間の少ない現状について述べている。

6 － 4 　学修「成果」と学修「時間」の関係性
　今次答申においても、「 4 ．求められる学士
課程教育の質的転換」の章で、「（質的転換を目
的とした学修時間の実質的な増加・確保）」に
おいて、「学生の主体的な学びを確立し、学士
課程教育の質を飛躍的に充実させる諸方策の始
点として、学生の十分な質を伴った主体的な学
修時間の実質的増加・確保が必要であると考え
た。」と述べ、学士課程答申における「単位の
実質化」に関する提言で打ち出した路線を維持
し、学修時間の確保を打ち出している。
　しかし、今次答申を出す前に、答申案である

「審議まとめ」を公表し、それに対するパブリッ
ク・コメントを募った際にも、
　・ 学習時間の確保は重要だが、時間量の多さ

が必ずしも学修の質を保証するものではな
い。

　・ 学修時間を把握することや、増やすための
取組を求めるのは、手段と結果が逆転した
本末転倒の議論である。

　・ ポイントは、思考力・判断力や、いわゆる
汎用的能力のアップを目指した学び（教
育）への質的転換であり、同時に主体的な
学びの確立である。それができれば「質を
伴った学修時間の実質的な増加」は結果と
して実現される。

　といった意見が多数寄せられたように、（学
士課程答申が「学習時間」と「学習成果の達

成」を直ちに結びつけていたのに対し、）今次
答申に至る議論では、「どのような能力を育成
し、『何を身に付け、何ができるようになった
か』」といった社会のニーズ、それに応える学
士課程教育の質的転換や「主体的な学び」と、
学修時間の増加とが必然的に結びつくのかとい
う疑問がおおいに提起されている。

6 － ５ 　それでも「学修時間」にこだわる理由
　今次答申では「 ５ ．学士課程教育の現状と学
修時間」の章を設け、なぜ学修時間に着目する
のかについて、「（学修時間に着目する理由）」
として、「このような学士課程教育の課題を踏
まえれば、学生が、予測困難な時代にあって生
涯学び続け、主体的に考える力を修得するに
は、事前の準備、授業の受講、事後の展開と
いった能動的な学修過程に要する十分な学修時
間が不可欠である。学修時間が短いという現状
に加えて、学生の学修時間に着目して学士課程
教育の改善を図る理由は以下のとおりである。」
として、以下の 3 つの理由を挙げている。

　第一に、教育課程の基準が法令で定めら
れ、授業時数を中心に教育課程が編成され
ている初等中等教育とは異なり、学生が主
体的に事前の準備、授業の受講、事後の展
開という学修の過程に一定時間をかけて取
り組むことをもって単位を授与し、また、
このような学修経験を組織的、体系的に深
めることをもって学位を授与するというの
が大学制度である。学修の量と質の両立の
ためには、質を伴った学修時間であること
が必要である。したがって、各大学の学士
課程教育の基本的な目標の達成状況は、学
修時間について、①学士課程教育に求めら
れる学修の質が伴うように確保されている
か、②その大学が重視する教育に関する営
為と活動に照らして適切な設定となってい
るか、③大学や教員の組織的な責任体制が
その確保に対応しているか、といった点に
よって示されるものと言えよう。
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　第二に、学士課程教育の改善については
様々な手法や着眼点が考えられるが、学修
時間は、大学ごとの学士課程教育の内容・
方法の自律性や多様性を確保しつつ、大学
間の制度的な共通性を維持し、学士課程教
育の質的転換に向けた好循環の始点となる
指標として活用できる基本的な条件である。
　第三に、学士課程教育における質を伴っ
た学修時間の確保は、世界的にも学士課程
教育の質の保証が課題になる中で、国際的
な信頼の指標として不可欠である。

　要すれば、第一の理由は、「学士教育課程に
おいて重要な科目に対しては、その重要度に応
じた単位数が設定されるべきで、かつ、学生に
は、その単位数に見合った学修をしっかりやっ
てもらうべきであり、そのためには質の伴った
学修時間が確保されるべきである。」というこ
とであり、第二、第三は、「大学や学問分野を
超えた、共通の評価軸は学修時間しかない。学
修時間が現状のままでは教育の質の向上も望め
ない。学修時間の増加こそが学士課程教育改善
の出発点である。」という理由付けである。
　結果的に、「以上のような観点から、本審議
会としては、学士課程教育の質を飛躍的に向上
させるために、十分な質的充実を前提としつつ
学生の学修時間の増加・確保を始点として、学
生の主体的な学びを確立することが必要だと考
える。」として、学 修「時 間」にこだわること
を正当化している。特に、「審議まとめ」を公
表 し、それに 対 するパブリック・コメントを
募ってから、今次答申を出すまでに、以下の弁
明を追加している（下線は筆者）。

　以上のように、質を伴った学修時間の実
質的な増加・確保はあくまでも好循環の始
点であり、手段である。教員や学生が個々
の授業科目の充実や学修にエネルギーを投
入し、学修意欲を高めて主体的な学修を確
立するために、各授業科目の内容・方法の
改善、授業科目の整理・統合や相互連携、
履修科目の登録の上限の適切な設定等に取

り組むことが必要なのであって、ただ授業
時数を増加させたり、教員・科目間の連携
や調整なく事前の課題を過大に課したりす
ることは、学修意欲を低下させることは
あっても、学士課程教育の質的転換に資す
ることにはならない。また、授業科目の整
理・統合は、教育課程における個々の学生
の学修量を減少させるために行うものでは
なく、教育課程の体系性を高め、教員が
個々の授業科目の充実に注ぐ時間とエネル
ギーを増やし、学生の主体的な学修を確立
するために行われるべき方策であることは
言うまでもない。

6 － 6 　「学修時間」を基準とする制度から脱
却することは可能か？

　上記 6 － ５ のような今次答申の学修時間への
こだわりは、大学設置基準で規定された、学生
の学修時間を基準とする日本の単位制を前提に
して「単位の実質化」を図ろうとするアプロー
チと軌を一にするものである。
　しかしながら、 6 － 4 で述べたように、社会
のニーズは「どのような能力を育成し、『何を
身に付け、何ができるようになったか』」といっ
た、学修時間よりも資質能力である。また、そ
のようなニーズに応えるための学士課程教育の
質的転換や「主体的な学び」と、学修時間の増
加とが必然的に結びつくのかという疑問がある
以上、学修時間を基準とせず、より直接的に能
力を測定し、それを基準とするようなアプロー
チがありうるか否かを考える必要があろう。
　したがって、仮に大学設置基準第2１条には拘
束力がないものとして考えた場合、学修時間に
こだわらずに学士教育課程を改革するアプロー
チがありうるのかを考えてみたい。
　ひとつは、授業時間を基本に単位数を決めて
いく方法が考えられる。しかし、これを杓子定
規に適用していくと、例えば体育実技30時間の
単位数と、各学部のカリキュラムにおける主要
科目の講義30時間の単位数が全く同じで良いか
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という問題が発生する。
　もうひとつの 方 法 は、“Competency Based 
Learning”あるいは“Ability Based Education”
などといった方向を徹底し、能力や達成度に応
じて単位を付与しようという考え方である。日
本の大学においても、学業に関係の深い資格を
保持する学生に関連科目の単位を付与すると
いった形で、一部分ではあるが、この考え方は
政府や審議会からも支持され、実際に取り入れ
られてきた。
　しかし、この考え方を全面的に採用するとな
ると、まず、基礎的な科目などでは、科目ごと
の学修によって得た能力を測定することとなろ
うが、それは本当に可能なのかという問題があ
る。また、技能の測定が比較的容易な科目につ
いても、入学前に既に知識や技量を獲得してい
る学生や、もともと適性に優れた学生が著しく
有利かつ楽になり、そうでない学生との間で、
求められる学修量や努力の差が大きくなってし
まうという問題がある。
　このため（米 国 では“Competency Based 
Learning”の 考 え 方 をリベラル・エデュケー
ションにまで取り入れている大学はあるもの
の）、少なくとも「全人教育」を標榜している
多くの大学で、この考え方を直ちに単位制度に
まで拡大することは困難であると考えられる。
　こうして見ると、「学修時間」を基準とする
制度を変えることはなかなか容易でないことが
わかる。しかしながら、今次答申が「 １ 単位当
たり4５時間の学修」という、あまり実現されて
こなかった基準に固執し続けたことに関して
は、「勉強しない学生、予習復習を要求しない
大学教員を批判するのはたやすい。しかし、戦
後の新制度導入から60年近くたっても依然とし
て定着しない、わが国の『単位制』とは何なの
か、なぜいつまでも『タテマエ』にとどまって
いるのか。この半世紀、アメリカ的な『正しい
単位制』の施行という『大仕事』に、豊かに

なったはずの日本の私たちはどれだけの努力と
資源を投入してきたのか。」（天野）５といった批
判も出ている。また、現行制度の運用において
も、筆者が 6 － 2 の【参考】で指摘したような
問題が生じており、規制の緩和や柔軟な解釈が
求められるところである。

5 　天野郁夫、2012年、『「単位制」という謎』「IDE現代の高等教育」IDE大学協会、 2 - 3 頁 
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なぜ河合塾はアクティブラーニング
にこだわるのか

谷口　哲也

河合塾　教育研究部長

司会）今年度第四回の学士課程教育 FD セミ
ナーを開催いたします。
　今回は「なぜ河合塾はアクティブラーニング
にこだわるのか」というテーマで河合塾教育研
究部長の谷口哲也さんにお話を頂きます。皆さ
ん河合塾はご存じですね。では、河合塾がアク
ティブラーニングと関係していることを知って
いましたか？知らないですよね。実は偏差値で
大学を選ぶ時代は終わっているだろうと大手の
予備校は考えています。本当に生徒その人その
人の成長、興味、関心など様々なことに上手く
合った大学を選び、勧めるといったサービスが
とても大事になります。それでは一体、実際に
偏差値ではないところで大学をどんな風に見分
けたらいいだろう、という話です。
　そこで河合塾は、所謂アクティブラーニング
といわれる、実際に学生が本当に成長していけ
るような取組をしている、あるいは取り組もう
としている大学を探すための調査を数年来行っ
てきました。既に『初年次教育でなぜ学生が成
長するのか。全国大学調査から見えてきたこ
と』あるいは『アクティブラーニングでなぜ学
生が成長するのか。経済系、工学系の全国学生
調査から見えてきたこと』という形で、毎年そ
の調査に基づいた研究の成果を刊行していま
す。実は一昨年になってしまいましたが、アク
ティブラーニングでなぜ学生が成長するのかと
いうことで、経済系の大学、本学の場合は経済

学部・経営学部でしたが、を対象に調査を行い
ました。そして、創価大学の経済学部や経営学
部では間違いなく、学生が主体的に学ぶことを
応援するプログラムや授業が展開されているよ
うだ。その意味では全国でもお手本になるかも
しれない、という評価を頂きました。それ以降
も様々にアクティブラーニングを中心にして調
査をして頂いています。その辺りのことも、後
で何かコメントがあるかもしれません。
　今日のポイントは多分 2 つあると思います。
１ つはもう入試の偏差値で大学を選ぶという時
代は終わった。そして、大学がどのような教育
を展開しているのかという中身で勝負する時代
になっている。これが １ つですね。そして、中
身で勝負するのはわかるけれども実際どんな風
に勝負しているのか具体的な事実に基づいて、
物事を考えて大学を評価していく時代になって
いく。多分この 2 つのことがわからないと、こ
れからの大学教員が様々な授業を展開していく
時に方向性を見誤るかもしれない。そういう意
味で、私たちの中には受験産業とはどちらかと
いうと少し距離を置きたい気持ちはあるかもし
れませんが、そういった第三者的なところから
どのように大学が見られていて、どんなことが
期待されているのか。この辺りのことを、今日
は谷口さんから学んでいきたいと思います。
　特に今回は初めてこのコモンズスペースで、
こういった形で FD セミナーを公開します。今
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高校の先生はどこを見ているのか
　入試偏差値というのは高校の先生にとっての
大学選びの基準になっているんです。大学に 8
割 9 割 が 行 くような 進 学 校 の 高 校１,86５校 に
「生徒の志望校選びを指導する際に重視した項
目」を 3 つ挙げてくださいと聞きますと、やっ
ぱり「入試難易度」がもっとも多いです。 2 番
目は「生徒の適性」ですが、 3 番目には「就職
状況」や「大学の知名度」ではなく、「教育内
容・教育力」が選ばれます。これは、高等学校
の先生が大学に期待されてるのは、それなりの
子をそれなりに出すのではなく、うんと伸ばし
て 出 してくれということだと 思 うんですね。
もっと言うと、高校であんまり勉強しなかった
奴を勉強させて出してよ、という風に多分思っ
てらっしゃるんです。高校の時にはじっと殻に
閉じこもっていた子が大学に入って化学変化を
起こす大学を選びたいと思ってらっしゃるんで
すね。
　そこで、200５年に教育研究部を立ち上げまし
た。ミッションは「偏差値に代わる大学選びの
指標」づくりです。あ、代わらなくてもいいん
です。入試偏差値はあっても良いのですが、そ
れとは別の、大学選びの指標を作れないかとい
うことで立ち上がりました。そして大学選びの
指標として教育内容・教育力にターゲットを絞
りました。しかし、どうやって見るんだという
問題ですね。それまでの多くの調査が、どんな
講座があるか、何が学べるかっていう「教員が
何を教えることができるか」という視点で評価
されがちだったのですが、それでは学生の成長
が見えないことがわかったんですね。例えば、
象徴的に言えば早稲田大学とか東京大学はすご
い数の講座があって色んな先生がいて色んなこ
とが学べる環境は揃っているんだけれども、多
くの学生は教室の外で活躍をしていて、授業中
は寝ている。しかし、いい就職をしていく。し
かし、それは学生が自らが授業内外で成長する
素地を持っていて、大学の教育のせいではない
ですね。大学の教育力調査というならば、「正

日の参加者の中に学生さんも何人かおられます
よね。実は創価大学は大体 １ 学期に少なくとも
3 回、場合によっては 4 回 ５ 回とこうやって先
生方が集まって大学の教育について創価大学の
未来について、教え方について様々に実は勉強
会をしているのです。そこで、どんなことを先
生方は勉強して、どんな風に皆さんの学生の皆
さんの教育に役立てようとしているか、そんな
舞台裏を学生に皆さんに知ってもらいたい。そ
んな思いもあって、今日はラーニングアリーナ
を使うことにしました。そうやって、創価大学
は学生と教員が一緒になって皆さんの学業を支
えていきたい。出会いと出発の場として、この
会合が機能したら嬉しいと思っています。それ
では、もう何年も長い付き合いですけれど、私
が大変尊敬している河合塾の谷口研究部長に、
これからお話して頂こうと思います。よろしく
お願いします。

講　演

　河合塾の谷口と申します。この様なコモンズ
スペースという素敵な部屋で最初の講演をさせ
て頂くということで光栄に思っております。私
共が取り組んでいることを今日は発表させて頂
きますが、どちらかというと、大学全体のカリ
キュラム設計とか、学生をどう伸ばしていく
か、という大学へのメッセージです。
　なぜ河合塾がこのようなことをやるのか。先
ほどお話があったように、入試の偏差値だと
か、ブランド、就職、あるいはキャンパスの立
地（場所）だとか、そういったことで大学を選
んでほしくないと我々は思っています。こうい
う風な気持ちを何とか具体的な指標として示し
たいと考えました。指標を示すためにはランキ
ング表のようなものを示せばいいんですけど、
今日は、グッドプラクティスの事例とその評価
指標を紹介します。足かけ 3 年間で大学の初年
次教育、アクティブラーニング調査をやってき
ましたのでその総括をしたいと思います。
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身につけたらそれは剥落することがないんだと
言ってるんですね。多くの大学の先生が知識の
伝授、多くの学生が知識の獲得が大学教育だと
思っていると思うんですね。法学部の学生はい
かに条文や法令を覚えたかっていうことが大学
で学んだ価値で、それをどれだけ与えたかって
いうのが教員の価値になっている気がするんで
す（間違ってたらすいません）が、そうではな
くて、条文や法令を覚えることを通じて思考の
方法やリーガルマインドを身に付けることが大
学教育の本質だろうということです。そして、
「深い理解、構造化された知識とは、学生が自
ら新たに得た知識を既に持っている知識と結び
つけて、新たな世界像、全体像を構築すること
である」と言っています。これは深いですよね。
知識に留まらず、そこから世界観まで行けって
言ってるんですよ。そういった一連の知識は試
験で役立つということではなく、忘れない活用
できる知識であると。逆に言うと、結びつきも
なく孤立した知識は試験で点数をとる以外なん
の意味もないということです。そして、こうい
う知を育むために、問題を発見するために調べ
たり、プレゼンしたり、他者と討論したりする
アクティブラーニングは、レポートだけで済ま
せる場合よりも数十倍、数百倍もの豊かさを持
つはずであると言っています。つまり、深い学
びと直結しやすいというのがアクティブラーニ
ングに注目する理由なんですね。
　それからもう一つが、知識が定着しやすいか
らです。

課のなかで学生が何を獲得したか」にメスを入
れるべきではないかという結論になりました。
そこで、正課の授業で学生がどのように学習
し、成長できる設計になっているかを調査し、
評価しようということになりました。

アクティブラーニングに着目して
　「学生が何ができるようになったか」という
学習者中心の教育設計は、学生が能動的、主体
的に学習するように大学がどのように関与して
いるかが重要です。そこで、アクティブラーニ
ングがキーワードだと考えました。当時、京都
大学の高等教育研究開発推進センターの溝上准
教授が大学のアクティブラーニングを研究され
ていたので、評価するためにはどういう調査や
どういう指標を持ち込めばいいのかを相談しま
した。アクティブラーニングを取り入れた授業
形態については学生参加型授業、共同学習、課
題 解 決 学 習、PBL などいろいろありますが、
溝上先生は「一方的な知識伝達型授業における
学習者の受動的学習を乗り越える能動的学習の
総称」と言っています。この「乗り越える」と
いうところがポイントで、学生の受動的学習習
慣からの転換を目指すための運動だということ
なんですね。
　しかし、多くの大学ではなぜアクティブラー
ニングが必要なの？と聞かれます。そこで 2 つ
だけアクティブラーニングに注目をする理由を
お話します。一つは「深い学び」を引き起こす
からです。大学教育にエジンバラ大学の名誉教
授（教育心理学）のエントウィスルさんが『学
生の理解を重視する大学授業（玉川大学出版）』
の中で、「大学教育の中心にあるのは知識の獲
得ではなく、学生たちから剥落することのない
思考の方法を身に付けること」と言っているよ
うに、大学は思考の方法を教えているんだとい
うことです。教育学部、工学部、経営学部、経
済学部、色々な学部があるけれども、知識は １
つの思考の方法を身に付けさせるためのツール
でしかすぎないんだと。しかも、思考の方法を
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るかを聞いたんですね。すべての学生に通年で
あらゆるアクティブラーニング形態を連続的に
導入している状態を１00% とすると、全体平均
で１8.4% ぐらいでした。学部系統ごとにみると、
医療系や農学系は高くて、法学系や理学系が低
いことがわかりました。

　その次の年から 4 年間を通じたアクティブ
ラーニングの導入度調査を行いました。初年次
ゼミ調査と同じように、グループ学習、ディ
ベート、フィールドワーク、プレゼンテーショ
ン、レポート、振り返りなどをすべての学生に
通年で連続的に導入している状態を１00点とす
ると、経済・経営・商学系は20点、工学系（機
械、電気・電子）は40点以上と差がつきました。
特に経済系と工学系で大きく差のついた形態
は、グループ学習、振り返り、授業時間外学習
でした。

　そこで、得点の高かったなかで、経済系を１6
学部、工学部の機械・電気系学科を１9学科、合
計3５を選出し、大学に赴き実地調査を行いまし

　これは、ラーニングピラミッドという有名な
アメリカの調査結果で、授業から半年後にその
内容を覚えているかどうかを学習形式によって
分類、比較したものです。講義でやったことを
半年後に試験したら ５ % しか覚えていないけ
れど、デモンストレーション（プレゼン）をさ
せたら30%、グループ討論させたら５0% くらい
が残っていたという結果です。ここら辺からが
アクティブラーニングになってくるんですけれ
ども、90% の知識が残っていた学習形式はさ
て、何でしょう？
　フロアからの回答）「人に教える」
　正解です、どうもありがとう。「人に教える」
ことで知識定着を高めるならば、大学や高校の
先生は毎年毎年、一生懸命教えますよね。そう
すると毎年毎年、知識が定着していって、先生
は確固たる知識人になっていくんですね。で、
長いこと教壇に立っていると先生の授業評価が
下がってくるんです。なぜかって言うと、先生
の知識がどんどん増えて生徒たちの何がわから
ないかわからなくなってくる。アクティブラー
ニングに話を戻しますと、グループワークでな
ぜ賢くなるかといえば、人に教えるからなんで
すね。

調査から見えてくるもの
　200５年度に我々のプロジェクトが立ち上がっ
たって言いましたけれども、大学の初年次教育
学会も2007年ごろ立ち上がり、全国の大学で １
年時の転換教育について考え、共有しあうこと
が始まりました。われわれは、初年次教育が
「学生の態度変容」にどれだけ寄与しているの
かを初年次における教育力であろうと仮説をた
て、「学生の態度変容」に関わる学習形態であ
るアクティブラーニングの導入度を調査しまし
た。具体的には、2009年度の初年次ゼミについ
てアンケート形式で全874大学（「初年次ゼミ設
定なし」を除く）にとりました。初年次ゼミの
中 で PBL、グループワーク、ディスカッショ
ン、プレゼンテーションがどの程度行われてい
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目」があります。一方で、主に 2 年次以上の
「専門知識を活用するアクティブラーニング科
目」がありますが、これはその目的によって 2
種類あると思います。専門知識の「定着」を目
的としたアクティブラーニング科目と、それか
ら卒論とかゼミとかあるいは PBL の様な「課
題解決」を目的としたアクティブラーニングで
す。後者を「高次のアクティブラーニング」と
しました。「一般的アクティブラーニング」は、
高校で多くやられている演習型科目をイメージ
してください。

　「高 次 のアクティブラーニング」にどれだけ
専門知を活かしていくかが我々の調査・評価の
視点です。知との関係を重視するようにしまし
た。これはディープラーニングという 視 点 で
す。アクティブラーニングは学習の「形態」を
強 調 しますが、ディープラーニングは 新 たに
知った知識を、既に知ってる知識や経験と関連
付けるという学習の「質」を強調した言い方で
す。つまり、従来から行われてきた様々な討論、
グループワーク、フィールドワーク、プレゼン
などが「深い学び」に繋がっているのか。今、
教育の質保証っていうのが盛んに叫ばれてます
ね。日本の大学教育は国際的な通用性を保つ質
を担保できているのかという「教育の質保証」
が問題になっています。我々は「教育の質保
証」をここで言っているのではないんですよ。
「学び」の質保証です。学生の視点なんです。
学生自身が自分で獲得していく最低限度の学び
を保証できているかということです。

た。実地調査では評価基準 3 つ（Ⅰアクティブ
ラーニングそのもの、Ⅱ学部・学科による質保
証、Ⅲ学生の自律・自立化）を設定し、ヒアリ
ングしながら項目ごとに評価しました。評価基
準は前もって設定し、プロジェクトメンバー最
低 3 人がヒアリングする方法です。対象大学・
学部・学科は以下のとおりです。評価が高かっ
た項目には a（網掛け）をつけました。

　経済系では、国公立大は １ つもありませんで
した。創価大学経済学部、経営学部も入ってい
ます。あんまり入試偏差値とは関係ないです。
20１１年度調査から、経済系や工学系だけではな
くて文・人文、法学、理学、農学、情報系など、
医療系や芸術・スポーツ系を除く学系を対象に
しました。その結果はあとで紹介します。

高次のアクティブラーニングが「深い学び」に
なるために
　先ほどの20１0年度アクティブラーニング調査
の評価基準に「高次 AL」が出てきます。知識
伝達型の講義科目に対応するアクティブラーニ
ング科目があると定義した時に、初年次教育の
様に専門知識はあんまり要らない、つまり「専
門知識を活用しないアクティブラーニング科
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　もうひとつは先輩学生（SA）や大学院生（TA）
の活用ですね、先輩学生を初年次ゼミの中に入
れて重層的な人間関係を作るっていうのが転換
教育では重要ですけれども、それを全講座で導
入している、あるいは一部の講座で導入してっ
ていうのが全体の 3 割しかいない。これも課題
です。

　課題解決を目的とした「高次のアクティブ
ラーニング」科目に「活用すべき専門知識を伝
達する科目」がアンケートに記入されているか
どうかも調べました。もちろん、その科目内で
知識を伝達する場合も OK ですけど、経済系の
学部はそこが弱い。

2011年度アクティブラーニング調査結果
　20１１年度のアクティブラーニング調査結果を
報告します。質問紙調査の結果です。まず、初
年次ゼミでのアクティブラーニングの形態的な
導入度です。一番多いのがグループ学習とプレ
ゼンテーションです。 3 点 満 点 で１.9とか１.7で
すから、 かなり 高 い。 一 方、 ディベートや
フィールドワークはそれほど多くない。

　あと、初年次ゼミでのレポート返却のルール
です。レポートを介した教員と学生の対話が転
換教育で重要な所です。レポートを返却を必ず
しますよというルールは 2 割しかない。あとは
教員に任せているか、回答なし。あるいは返却
を絶対しませんっていう。すごいですね、この
6 % の大学、しないって言い切るんですね。
私は信じられなくて。高校生から上がってきた
最初のゼミですよ。
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学部・学科による質保証、Ⅲ学生の自律・自立
化）です。Ⅰは先ほどから言っておりますよう
に、高 次 のアクティブラーニングと 一 般 アク
ティブラーニングがどのように設計して導入さ
れているか。Ⅱは質保証で、アクティブラーニ
ング科目が学科としての目標達成につながって
いて、科目同士も繋がっているか。学年を跨い
で連続されているか、というように重層的に科
目間同士が関連しているかということ。それか
ら、獲得させるべき能力が明示されているかと
いうこと。能力と知識獲得は違いますよ。マク
ロ経済学が理解できることではなくて、マクロ
経済学を通してどういう能力を身につけたか。
そしてその能力をシラバスなどに明示させてい
るのか、そういったことを聞きました。これは
非常に多くの大学が困り果てています。能力？
何それ？そういった感じです。Ⅲ学生の自律・
自立化については、学生の振り返りはさせるん
ですけど、教員がそこにコミットしているかと
いうシステムを聞きました。学部や学科全体で
は取組がまだされてないことが多かったです。

　評価の視点を観点別に紹介します。

評価の視点Ⅰ
　課題解決型の「高次のアクティブラーニン
グ」設計では、専門知識を活用する仕掛けを見
ました。シラバスを点検してエビデンスをとり
ます。専門知識の活用が無ければ、高次のアク
ティブラーニングは単なるお遊び化すると我々
は思っているからです。「お遊び」って言うと
怒る先生がいるんですけれど、実際、学生に

　そういう「高次のアクティブラーニング」科
目は、ほとんどの大学で専門ゼミや卒論、専門
研究に集約されているのですが、文系の場合
は、その専門ゼミは 2 年次に行われていないこ
ともわかりました。 4 年間で学生の変容見てい
く時に課題解決型の授業がポイントになるんで
すけど、 2 年次で学生は育っていない。

　また、「高 次 のアクティブラーニング」科 目
の集大成である卒論・卒研の学生履修率も理系
は 6 点満点のほとんど満点値ですけれど、法・
経済系は履修率が半分以下ですね。特に法学部
は 3 分の １ 、つまり法学部卒業生の 3 分の 2 の
学生が卒論を書いてない。経済系も半分くらい
しか書いてない。ほとんど私大ですね。法学部
では国公立大でも書いていない。そこが最大の
課題だというのが見えてきました。

　20１１年度実地調査では、アンケートで評価の
高かった理系 4 学科、文系１4学科を選定しヒア
リング評価を行いました。評価の視点は 3 つ
（Ⅰアクティブラーニングの設計と導入度、Ⅱ
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　一般的なアクティブラーニングでは、知識の
定着が目的ですが、全ての科目でやらないと駄
目ですよ。アクティブラーニングを推進しよう
としている立場から言いますと、一方的に講義
して終わり、じゃだめですよ。ちゃんと確認さ
せないとだめ。そのために別科目を立ててもい
いし、講義科目の中でやってもいいです。この
基本を実行しているのが金沢工業大学です。金
沢工業大学の科目は講義という言葉は使いませ
ん、授業という言葉を使います。すべての授業
の中に、例えば小テストを入れる、グループ
ワークを入れる、プレゼンを入れる、 ５ 分でい
いから入れる。で、必ず確認をさせてお互いに
ディスカッション、コミュニケーションをさせ
る。しかも、入門科目、基礎科目、応用科目の
3 種類の科目があって １ 学期で学んだことをも
う一回 2 学期で繰り返し学ぶ。 3 学期の応用科
目でもまたでてくるという、繰り返し学習が設
計されている。そういう点を評価しました。

評価の視点Ⅱ
　学科による質保証の評価です。簡単に言うと
⑴科目は「バラ」じゃだめだよ、⑵「なんとな
く」じゃだめだよ、ということです。人に科目
がついているわけではなく、科目に人がついて
いるということです。○ ○ 先 生 がいなくなっ
ちゃったから、その科目がなくなりました、と
いう場合があります。その科目が、学科には必
要不可欠だから配置されるわけで、その先生が
いなくなっちゃったら、代わりの人が担当しな
くちゃダメですよね。「なんとなく」でない 証
拠としては、高次のアクティブラーニング、ゼ
ミなどに、活用すべき「知識」が明示されては
ずです。「バラ」や「なんとなく」ではない 科
目設計がされている学科ほど、高次のアクティ
ブラーニングの設計と導入が進んでいるという
こともわかってきました。つまり、視点Ⅱの評
価が高い学科は、視点Ⅰの評価も高い傾向があ
るのです。
　20１0年度創価大学経済学部では「マクロ経済

「何学んだの？」って聞くと、「何学んだんで
しょう？面白かっただけです、単位とれたし」。
つまり専門知識レベルで学んでいない。マーケ
ティングのあの理論が本当に使われていること
がわかった、統計学で学んだことがこういう風
に 役 立 つと 言 わない。もちろんコミュニケー
ション力には役立ったかもしれませんが、大学
の学びではない。
　また、多くの大学がまずは専門知識を獲得さ
せて、そしてその専門知識を活用させようとい
う 設 計 になっている。しかし 獲 得 したらすぐ
使ってみる、使ってみてわからないことをもう
一回獲得するという繰り返しがないと活用知は
身につきません。獲得と活用は相互にやらない
とダメですね。英語のコミュニケーション教育
でも、相も変わらず文法を覚えて単語を覚えて
構文を覚えて、それから喋ってみましょうみた
いなことをやっている。数学で微積やってから
物理の力学をやりましょうみたいな。課題解決
の活用知を自分化するためには、知識の活用と
獲得を意識してリンクさせる工夫があるかを評
価しました。　
　20１0年度創価大学経済学部では、IP の「経
済学を英語で学びながら語学力を向上させる」
点を高く評価しました。普通の経済学部では英
語と経済学を別々に履修させます。しかし IP
では、 １ 年後期と 2 年次に60人に絞られます
が、グループ学習、PBL、ディベートによる課
題解決型のアクティブラーニングになっていま
す。そのためか、経済学部の学生は他の大学全
体より授業外の学習時間が多いという報告もあ
ります。
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いませんが、科目別の獲得すべき能力が示され
ています。
　ただ「能力」に関しては実際、評価が難しい。
いろんな評価のやり方があるんですけど、「態
度」や「意欲」に関して多いのは学生の自己評
価ですね。科目に落とされた「能力」について
身 についたかどうかを 自 己 評 価 させるわけで
す。これが一般的な評価のやり方のようです。
自己評価だけではダメじゃないかと大阪市立大
学経済学部が演習（アクティブラーニング）科
目に能力を配置することで、演習評価＝能力評
価としています。大阪市立大学経済学部はプラ
ティカル・エコノミストという 人 材 像 を 定 め
て、 6 つのスキル（情報収集スキル、プレゼン
テーションスキル、問題発見スキル、分析スキ
ル、論文執筆スキル、コミュニケーションスキ
ル）を獲得させようとしています。その指標は
PE（プラクティカル・エコノミスト）指 標っ
ていうんですけど、 １ 年前期のゼミ、イノベー
ションワークショップ、 2 年後期の論文演習、
3 年のゼミ、 4 年のゼミに 6 つのスキルを当て
はめ、機械的にこの配分で割り振るというわけ
です。つまり、問題解決をしていく、あるいは
調べたりプレゼンをしていくという高次のアク
ティブラーニング科目につきまして、特別に評
価していくような指標を GPA とは別に作りま
した。したがって、学 生 は 2 つのポイントを
持っているんです。PE ポイントと GPA ポイ
ント。たとえば奨学金を出す基準には PE ポイ
ントも加味しますとか、例えばそういう使い方
をします。

学」が積み上げ科目になっていて、 3 クラスあ
ります。 3 クラス別々の教員が担当しているん
ですけれども、進度、内容、テストまで統一さ
れていました。「ミクロ 経 済 学」ではテキスト
やシラバスが 一 緒 でした。「バラ」や「なんと
なく」ではない事例です。
　獲得させるべき「能力明示」についても評価
の視点Ⅱです。学生に獲得させるべき能力が明
確でなければアクティブラーニングは単なる面
白い授業で終わりかねない。これは金沢工大の
「修学基礎」科目のシラバスの一部なんですけ
れど、縦軸に「能力」、横軸に「評価方法」が
書いてあります。知識を獲得するだけでなく、
思考力、リーダーシップ、表現・発表する力、学
習に取り組む態度、意欲などの「能力」を試験
で何点、レポートで何点、作品で何点、ポート
フォリオで何点というように１00点満点を細か
く分けて能力を評価する、というシステムです。

　創価大学経済学部も「知識・理解」「汎用的
技能」「態度・志向性」の学士力の 3 つのカテ
ゴリーで「経済学史」という科目ではこういっ
た能力に◎や○が付きますと明示されていまし
た。金沢工大のように評価方法までにはなって
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　ただし、学生の自律・自立化は、学生の面倒
見がいいこととイコールではありません。毎週
毎週、振り返りをさせて、それについて毎週毎
週、教員が赤を入れて何回も何回もやり取りを
する。年間30回、それをやる金沢工大のような
例があります。確かに学生は振り返る癖と文章
能力がつきますが、少し教員の労力が多すぎる
場合にはいろんな工夫ができます。同志社大学
国文学科の初年次演習では個人の活動記録を書
かせているんですけど、200 字 とか400 字 とか
600字の自己やチームを振り返るような文章を
書かせています。金沢工大のようにその都度面
倒を見るというよりも、自分を長い文章で表現
させるというのは １ つ方法かも知れません。

深い学びの要件とは：二つの提言
　最後にまとめを致します。アクティブラーニ
ングを有効にするための提言のひとつは、深い
学びに繋げることです。そのためには、評価の
視点Ⅱで言った、科目がバラじゃだめだよね、
科目間が連携してないと知の再構造化に繋がり
ませんよね、ということ、これが １ つ。もう １
つがブラックボックス化したゼミ・研究を開く
ということです。多 くの 大 学 で「高 次 のアク
ティブラーニング」は何ですかと聞くと、専門
ゼミや 卒 論 になるといわれますが、その 中 身
は、本当に高次のアクティブラーニングやって
るかわかっていない場合も多い。専門分野の古
典を、学生が分担して輪読やって、感想をレ
ポートに書かせて終わりという楽勝ゼミもあり
ますね。外部からの検証は不可能なものは良く

　いずれにしろ、科目がバラバラでないこと、
何を育てているかということを見える化すると
いうことが評価の視点Ⅱの肝です。

評価の視点Ⅲ
　ここでは「学生の自律・自立化を促す」ため
に、学生が振り返る仕組みがあるか、それから
教員のコミットメントはあるか、を見ました。
先ほど言いましたように、教員のコミットメン
トが無ければ、学生の振り返りは「楽しかっ
た」「だめだった」「次は頑張る」で終わります。
ここに教員がどのくらい関わるか、学生の目標
設定にどれだけ関わるかということがポイント
の様な気がします。
　創価大学経営学部では、「グループ演習振り
返りシート」があり、教員が 3 点満点でチェッ
ク、評価する仕組みになっています。

　また、愛媛大学教育学部では、「リフレクショ
ン・デイ」という振り返りのための省察科目を
導入しています。高次のアクティブラーニング
をやって終わりじゃなくて必ずレポートを書か
せて、それについて教員がチェックをしてアド
バイス行うことを科目として単位化しています。
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報を共有したり、生徒同士が学びあう状況が １
つの科目の中で生まれていくのがネットワーク
型だと言っています。

　しかし、この「ネットワーク型」は、 １ つの
科目での学び方で、このような学び方をする科
目を繋ぐことでコアカリキュラム化することを
ここで提案します。 １ つの科目 A と １ つの科
目 B がそれぞれ 同 じようにネットワークされ
ていて、そのネットワーク同士が、まあ、これ
は教員同士でネットワークしなきゃいけないと
思いますけど、「ネットワーク型」がネットワー
クされたカリキュラムです。

　学部・学科として「ネットワーク型」の科目
を学期、学年進行でやっているのが立教大学の
経営学部のビジネスリーダーシッププログラム
（BLP）です。 １ 年次前期には、 １ クラス内に
教員 １ 名、ＳＡ １ 名、学生22名がいて、それが
１8クラス（火曜日 2 限だったかな）、横に一斉
に展開されます。 １ コマ90分が終わると、教員
１8名とＳＡ１8名が集まり、今週の授業はどう
だったか、次週はこんな進め方でやろうってこ
とを毎回毎回確認していきます。まさしく教員

ないんです。
　そのためには、学科の目標を共有化すること
が大事です。例えば、日本女子大学の英文学科
の場合は、英語で30枚の卒論を書くことが学科
の目標になっているんです。そのために目標を
共有化して、それぞれのゼミ教員がお互い情報
交換をしています。また、同志社大学の国文学
科でもかなり高い課題を与え、一人ではできな
い、グループで知恵を出し合う状況をあえて
作っています。易しい課題なら、単なる分担主
義になるわけです。もう １ つが成績評価をオー
プン化するということです。卒論を複数審査に
したり、組織的な認定をしたりして教員一人が
判断するのではなく、第三者も成績評価に関与
するシステムを作っていくわけです。内容にコ
ミットできない場合は表面的なチェックでも良
いから、必ず複数の人間が見ていくことが必要
です。それから、ゼミが連合していくというこ
とです。複数のゼミが共通のテーマに連合して
取り組む。北九州市の商店街のプロジェクトを
１ ゼミがやるのではなくて複数のゼミが異なる
視点からアプローチをして共同研究をしてい
く。ゼミを越えてプロジェクト研究に取り組む
ということがゼミを 開 くということになりま
す。やり易いのは学習成果コンテストです。ゼ
ミ大会など、ゼミ対抗のコンテストはゼミを開
くのに有効です。まとめますと、深い学びの要
件は、高い目標を共有化し、ゼミを開くことい
うのが １ つ目の提言です。
　アクティブラーニングを有効にしていくため
の 2 つ目の提言は、学びの質保証（ミニマムス
タンダード）としてコアカリキュラムに位置づ
けることです。2１世紀型スキルという未来を生
きてくために必要な力を育てるには、「科目の
下に先生がいて、先生には教科書などの情報源
があって、その情報を各生徒に伝える」という
伝達構造＝階層型では難しいのです。ハーバー
ド大学のデイビット・パーキンズ教授は、2１世
紀スキルを育成するためには、情報源は先生だ
けでなく生徒も持っており、先生同士でその情
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かを考え、他者を巻き込みながら行動すること
がリーダーシップを発揮するということです。
それから、教員が協働していること、 １ 年から
3 年に連続で配置されていることもポイントだ
ろうと思います。
　話が長くなりましたけれども、もう一回、最
初の問いに戻ります。なぜ河合塾はアクティブ
ラーニングにこだわるのか？河 合 塾 にも 塾 訓
「汝、自らを求めよ」というのがあります。で
すから、自らを求める大学を評価します。教職
員自らが学び、学生の学び方を研究し、学生の
成長のために組織として成長し続ける、そうい
う大学を評価します。ご清聴ありがとうござい
ました。

質疑

司会）ありがとうございました。なぜ河合塾が
アクティブラーニングに 拘っているのか。多
分、お一人お一人がご自身の中で答えを見つけ
られたと思います。
　私なりに感じたのは、河合塾は良い大学を励
まし、良い大学を作り、良い大学と共に繁栄し
ていきたい、というような願いを持っておられ
るということです。おそらく 予 備 校 というの
は、やはり社会の教育機関の １ つとして、私た
ち大学と共に、学生を育てる責任を共有してい
るのでしょう。そういった意味から、良い大学
をたくさん見つけて励まして、日本の教育全体
を 底 上 げしてく、そんな 大 きなミッションを
持っておられるのでしょう。
　今日は色々な角度でお話しいただきました。
特に、大学がいかに学生の学びを深めていくか
ところに焦点を当てて頂きました。どのように
私たちが教育改善に頑張れば、河合塾の評価が
上がるのかという観点からも沢山のことを教え
て頂きました。

質問）
　文学部の井上と申します。大変興味深いお話

同士、教員と SA が情報共有しながら学生の
リーダーシップを育成させることを目的にして
います。 １ 年前期、 2 年前期、 3 年前期は企業
の協力を得てプロジェクト実行しながら、リー
ダーシップというジェネリックスキルを育成す
ることが目標になっています。コアカリキュラ
ムになるためには、リーダーシップ育成がこの
学科の目標になっているってことがポイントな
んですね。更に言うと、このプロジェクト科目
は、前提となる専門科目と繋がっているという
ことなんです。似たようなことをプログラム化
している多くの大学では、専門科目と繋がって
いないことがよくあります。
　従って、学びの質保証の要件は、教員や学生
の「相互協働」が必要であるし、それが「コア」
化していることだろうと思います。「コア」化っ
ていうのは「科目を統合する」コア科目になっ
ているということです。そして「コア」には、
他の科目と連携が組み込まれているということ
が必要です。学びの質保証はまず、獲得目標を
ちゃんと設定しているかどうかが大きい様な気
がします。立教大学経営学部の場合はリーダー
シップが獲得目標になっていて、専門知識の獲
得だけではない、と設定していることがポイン
トなのです。

　この場合のリーダーシップっていうのは、カ
リスマ的なリーダーシップではなくて、権限の
ないリーダーシップで、フォロワーシップも場
面によってはリーダーシップの １ つだと言って
います。どうやったら組織として目的に近づけ
るかを共有し、それぞれどういう役割を果たす
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かを一般化するのは難しいなと思っています。
プロジェクトの中でも教育と研究のあるべき関
係を模索しているところで、大学にもそういう
質問をします。「研究」という定義や教育との
関係はなかなか一様には答えが出ないんですけ
ど、「教育」については大体皆、同じような概
念を持ってらっしゃる。だから、今の質問には
バシッとした答えは持っていません。
　「研究と教育」のことについては、例えば、
今は立命館に移られましたけど東海大の安岡先
生が授業アンケートを分析して評価の高い先生
と研究中心の先生の相関をとっているんです
ね。その結果、授業アンケートで評価の高い先
生というのは研究もしている。授業アンケート
の低い先生は、実は研究実績が少ない。研究が
大事だって言っていながら良い授業が出来な
いっていう先生は結構危ないよっておっしゃっ
ていました。良い授業もしていて研究をやって
る先生は沢山いるけど、研究ばかりが忙しくて
いい授業できませんって言ってる先生に限っ
て、あまりぱっとした成果が上がっていないこ
とが多いですよっていうような調査があります。

司会）私から １ つだけ。こういう風にして本を
出されて、既に河合塾はこういう角度で大学を
みてますよ、そして、良い大学は褒めて世の中
に知らせますよっていうことをアナウンスして
るじゃないですか。で、多分、目敏いというか
賢い大学は、なんだじゃあ、そこを努力して変
えようよという風にして、実際に河合塾が発信
するメッセージに対して積極的にそれを受け止
めて 変 わろうとしてる、あるいは 変 わった 大
学っていうのはあったんですか。

谷口）それがあるんですね、嬉しいことに。文
部科学省の就業力 GP が個別大学では廃止さ
れ、地域での産学連携 GP に切り替わりまし
た。その時に、河合塾の行っているアクティブ
ラーニングの視点を中部圏の産学連携大学で取
り上げています。例えば、インターンシップの

ありがとうございました。私の質問はですね、
例えば大学教育のそれまでの教育との違いとい
うのは、教員が専門的な研究を従事しているか
どうかというところがかなりの割合いを占める
と思うんですが、谷口さんがお考えなさる大学
教育の、高校までとは違った特異性というか特
に研究というものが、どのように教育の中で反
映されるべきかというのを、できたらこのアク
ティブラーニングという観点と絡めてご説明頂
ければありがたいです。

谷口）端的に言うと、研究と教育をどういう風
に繋げればいいかと考えているかということで
すね。我々は教育力調査をやっていく中で敢え
て意識的に研究と対峙した形で教育っていうも
のを捉えて調査をして参りました。その中で、
研究というものを河合塾は大学人が逃げ込みや
すい隠れ家みたいに言ってるけど、実は大学教
員にとって研究はものすごく重要で、研究をや
らないで教育ばっかりやってるやつは本当の教
育はできないという風な声も沢山聞きました。
　ところが、その研究がどういう風に教育に還
元されているのかということを一人一人聞いて
回ってもなかなか言語化して伝わってこないん
ですね。ある工学系の先生で、研究ばっかり
やってる先生じゃなかったですけど、大学の先
生っていうのは研究って言っても最先端のサー
ベイ（要約）だけを知っておけばいいんだと。
そしたら最先端の知はこうなってるよ、という
勉強だけをしておけば本人自身が研究をして追
求する必要はないんだという意見でした。それ
はかなり個人差がある、研究に対する個人差が
あるのかなということと、研究という言葉が文
学部の先生が使う研究と工学部の先生が使う時
の研究が違っていて、工学部の先生は未知なる
知の発見が研究で、文学部の先生や法学部の先
生が使ってる研究というのは、今までに無いも
のじゃなくて、自分の解釈はこうだみたいなこ
とをやるのが研究だと仰ってるような気がしま
す。それで、教育を研究にどう結び付けていく
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う風になるのか、なんでこういう結果なのかと
いうのを統計資料を使って分析していく作業を
していて、すごい楽しいなと思っています。自
分で学んでいくというのはすごい楽しいなと思
うので、やっぱりアクティブラーニングという
のは素晴らしいなと思います。

司会）もう一人、じゃあ女性に聞いてみましょ
う。

　経済学部 2 年生の B と申します。私も、確
かにその谷口先生が仰ったように、アクティブ
ラーニングっていうのは大切だと思うんですけ
ど、授業が終わった後に書かなきゃいけなかっ
たりして、ちょっと早く帰りたいなと思うこと
もあるんです。でも、振り返りシートを書いた
り、自分で自分の授業の内容を考えて書くこと
によって自分の中の考えが整理されたり、あと
友達と話すことで他の人の考え、他の人の勉強
の仕方っていうのを知ることができたりして、
授業を受けただけでは得ることのできないこと
をアクティブラーニングすることによって伸ば
すことができた。その時はちょっとめんどくさ
いなって思ってしまうんですけど将来的に、長
期的にみればすごい良いものだなと思います。

司会）ありがとうございます。たくさん学生さ
んはいるんだけど付け加えはありますか。これ
で十分？いいの？なんか言いたそうな顔してる
よ。どうぞ。

　経済学部 １ 年生の C と申します。確かに谷
口さんがおっしゃられたように大学に入って単
位をとれればいいというか、その選択型の授業
であれば負荷が軽いものを選んだりということ
はあると思うんです。自分から主体的に学ぶこ
との大切さっていうのは今まで学んできた中で
もすごく実感する部分もありましたし、その先
ほど、人に教えることにより90％自分の中で取
得できるといったことがあったのもすごく実感

取り組みを効果測定してみようとされました。
就業力の中のキャリアに向かう学生の態度を指
標化するにはアクティブラーニングの視点は重
要だし、キャリア教育だけじゃなくて学習意欲
の点でも重要だというのです。我々のアクティ
ブラーニング質問用紙に対する大学教員の対応
には 二 種 類 あって、これはちゃんと 答 えなく
ちゃいけないと思う先生と、こんな面倒くさい
ことは無視する先生です。時々、メールや電話
が入ります。最初は面倒くさいと思ってやって
たんだけど、これに答えてるうちに自分たちが
何 をやらなくちゃいけないことがわかりまし
たって。中には、この調査内容に共感して、
FD 講演の依頼もあります。具体的な大学名は
差し控えますけども。これは大変やりがいがあ
ることです。

司会）正に、この調査を通じて大学を育ててき
たということですね。ありがとうございます。
その他にありますでしょうか。はいどうぞ。

質問）
　谷口さんもお話の中で仰っておられましたけ
ど、アクティブラーニング型の授業って学生さ
んがすごくしんどいですよね。ちょうど今、学
生さんもらっしゃるので学生さんがこういった
アクティブラーニング型の授業って言うのをど
う思ってらっしゃるのか聞きたいんですけど。
一方的な授業の方が楽でいいのか、やっぱりア
クティブラーニングがいいのか、どう思われる
のか。

　経済学部 2 年生の A と申します。自分は、
やっぱ講義ばっかやるのはやっぱり、あまり面
白くないかなっていうのはちょっとあります。
例えば、自分はゼミに所属していて、米国の量
的金融緩和の分析っていうのをゼミ生の人と一
緒にやってるんですけれども、なんでこうやる
のかっていうことを、自分たちで問いつめてい
くっていうのがあって、その時になんでこうい
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手法などがあると聞いていています。異質なも
のたちが集まった方が学びが触発されるという
学習科学の知見もあります。そのための仕掛け
作りやファシリテーションする技術、これはま
だ僕らはそこまで踏み込めて調査はできてない
んですけれども、その手法も研究していきたい
と思っています。

司会）はい、ということで大体、時間になって
きましたが、もうこれで谷口さんを解放してさ
しあげてもよろしいですか？そうしましたら、
これで第四回の FD セミナーは終了させていた
だきます。本当に谷口さんありがとうございま
した。

がありました。アクティブラーニングの大切さ
を全ての部分で良いとするのかはわからないで
すけど、良いと感じることはあるっていうのは
自分の中で事実だと思います。以上です。

谷口）ありがとうございます。あるアンケート
によりますと、学生に講義型とアクティブラー
ニング型ではどっちがいいですかって聞くと、
講義型の方がいいという結果だったという報道
があります。ここにいる学生さんも、感想はい
ろいろだと思うんですよ。だからこそこういう
運動を僕らはやっていて、目の前にあるアク
ティブラーニング型授業はつらい。いっぱい予
習をしなきゃいけないし、部活やバイトに影響
するけれども、ちょっと先を考えれば自分のた
めにどっちが必要なのかと考えうる様な、長期
的視野を持てるかどうかっていうのが実は企業
の人が見てるところなんですね。短絡的に目の
前のことだけで動いていく様な若者が増えてい
けばいくほど、ここに今参加していただいてい
る学生さんこそ、企業の人が求める人材像と近
くなっていくだろうと思うんですね。確かに、
就職するために勉強するわけじゃないんです。
でも、結局、先を見て勉強する人材を企業は求
めているんだろうと思います。学生さんがその
ことの意味、意義みたいなことを自分として解
釈していく作業が必要で、今日の話を聞いて、
いや違うんじゃないかと批判的に考えていただ
いて、納得をして、しっかり受け止めて 4 年間
の学びに活かしていただきたいなと思います。

質問）すいません、文学部の井上です。もうひ
とつだけ 質 問 があります。例 えばアクティブ
ラーニングって言った場合、学ぶ側の主体性が
大変重要になると思うんですが、例えば、学習
意欲の格差というような状況に対して特別な配
慮みたいなものがあるかどうかみたいな。

谷口）それはですね、チームを作る時に意図的
に意欲がある学生と乏しい学生を混ぜるという
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基調講演「第11回 FD フォ－ラム」

主体的な学びのための
教学マネジメントの構築

濱名　篤

関西国際大学　学長

　皆様、こんにちは。ご紹介いただきました濱
名でございます。じつは今週も一昨日と昨日、
一昨日が高大接続特別部会と高校教育部会の合
同部会、昨日は大学教育部会がございました。
このように中教審の審議の速度が非常に早く
なってきています。皆様方もご関心のある高大
接続入試の問題は、来年の 3 月ぐらいを １ つの
目途にしながら方向性を決めて、夏ぐらいまで
にかなり前進することになるかと思います。た
だ、その構想通りになるのかが、むしろ心配に
なってきているような状況です。【写真】
　入試改革に象徴されますように、中教審の議
論が大学教育の現場に与える影響が大きくなっ
てきています。そうした流れの中で教学マネジ
メントが非常に重視され、その一環としてアク
ティブラーニング、すなわち、能動的学修の導
入が位置づけられているわけです。その中で大
学や教職員が何を期待されているのかというお
話をし、その上で私たちの事例をお話していき

たいと思います。

１ ．近年の中教審答申の流れ

「学士力答申」（2008年）
　それでは、まずこれが2008年に出された「学
士力答申」です【図 １ 】。私は200５年の「将来
像答申」には関与していませんが、この「学士
力答申」以降は大体、中教審に関係してきまし
た。大体を思い出していただきますと、このあ
たりから 3 つのポリシー、すなわち、「学 位 授
与の方針」「教育課程編成・実施の方針」「入学
者受入れの方針」の話が加速し、改善策として
「学士力答申」が出てきたわけです。社会人基
礎力と相俟って、現在の中教審の委員の間でコ
ンセンサスがあるのは、要するに専門知識を暗
記するタイプの大学教育では話にならないとい

日時：2013年12月14日
場所：創価大学 AB102教室

図 1
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学士課程教育の質的転換
　それを受けてこのポンチ絵です【図 2 】。実
は昨日も大学教育部会で出されたポンチ絵で
は、審議のまとめの内容の要約になっていない
と指摘され、昨日配られた資料とこの次に大学
分科会で配られるポンチ絵はきっと変わってい
ると 思 います。それくらいこういうものだけ
で、我々は最終的に出たものを論じることが多
いわけです。「主体的な学びの確立と学修時間
の実質的な増加・確保」やラーニングコモン
ズ、これは「東の創価大学、西の同志社大学」
という感じですが、こういう状態で予算もつき
やすくなりますと、ラーニングコモンズをどの
ように巧く活用していくかということになって
くると思います。いずれにしましても、競争的
な資金でラーニングコモンズを作りやすくなっ
た背景には、「主体的な学びの確立」や「学修
時間の実質的な増加・確保」の問題がスタート
としてあるわけです。
　大学は学位プログラムが実際には実現できて
いないという 話 が、もっぱら 出 てくるわけで
す。多くの場合、学位プログラムって何？学士
課程教育って何？というように、あまり意識さ
れていないという話になるのですが、私の理解
では簡単に言うと、１24単位を １ パッケージと
して学生たちは選択しているということです。
しかし、教員にディプロマポリシーを作らせる
と、専門教育の方にばかり関心がいって、共通
教養教育ですとか、それ以外の学修環境の問題

うことです。現在、高校教育との接続のなかで
議論になってきているのはむしろ、暗記型学力
を助長しているのは大学入試ではないかという
ことです。あるいは高校教育の学習指導要領が
コンテンツベースで設定されているものを、大
学教育はアウトカムで、こういうものを身に付
けさせることとのギャップの大きさを今後、ど
のように埋めていくのかという大きな問題がご
ざいます。
　さらにこういう「学位授与の方針」、すなわ
ち、ディプロマポリシーに基づいて体系的な教
育課程ですとか、学生の学修時間を把握して単
位制度を実質化する、あるいは GPA 等々の評
価基準の運用、このあたりの話は、昨今の教育
再生実行会議の中で出てくることが多くなって
います。それにも関わらず大学教育が、与えら
れた時間も数年しかなかったわけですが、前へ
進んでいないことに業を煮やして現在、批判さ
れている感じがします。
　次に「入学者受入れの方針」、すなわち、ア
ドミッションポリシーですが、初年次教育や高
大連携についても、仕組みから変えようという
話が現在、出てきているわけです。これが国の
役割としてありまして、各大学の中でどのよう
なことが問題になってきたのかと言いますと、
これがディプロマポリシーを明確にすること、
シラバスの公表、成績評価基準の問題、あるい
は教員の教育面での業績評価とか、このような
ことを受けながら、情報環境整備による成績評
価の厳格化でありますとか、e-learning と対面
授業によるブレンディド学習などにつながって
きているわけです。
　創価大学の SPACe は、そういう意味では非
常に素晴らしいですし、こういうものを使える
環境であると思います。今日はボランティアス
タッフの皆さんの話も聞かせていただきました
が、きめ細かい学生スタッフの充実であります
とか、こういうものがアジェンダとして挙げら
れてきたわけです。

図 2
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中教審の問題意識
　「学 修 時 間」はスタートラインであって、到
達目標ではないということ、あくまで到達目標
は「学修成果の質向上」ですね。昨日の大学教
育部会で私が文句を言いましたのは、ガバナン
スの問題や学長への権限集中が目的になってい
るので、これはおかしいということでした。要
するに、教育研究やその地域と関わる能力の最
大化は、実は大学教育部会の目標でした。もと
もと大学教育部会でそのようなガバナンスを考
えなければいけないという具合でやったわけで
すが、産業界からいろいろなプレッシャーがか
かってきました。学長に権限を集中させれば問
題が解決するというのはちょっと違う話で、本
当は学修成果の質向上が目標です。
　中教審の議論では、グローバル化、少子高齢
化、成熟社会化によって個人にとっても社会に
とっても「予測困難な時代」であるという認識
がスタートラインなのです。こういう議論をし
ている時に、「予測困難な時代」と言いながら、
何とかやれというのは無理な話でしょうという
ことを言ったのですが、時代の意識はそうだと
いうことになりました。
　さらに、安西祐一郎大学分科会長は「答えの
ない課題を発見し、解決できる主体的な学び」
ができる学士課程教育の質的転換が急務という
ことで、答申の俗称が「質的転換答申」と呼ば
れています。内容としては認知的能力と汎用的
能力なのですが、それでは学士力はどこに行っ
たのだということになりました。最後のまとめ
の段階で、「現代の学士力」という形で繋ぐこ
とになりました。そのために必要なことは仕組
みづくりだということです。教員の反省や覚醒
を待つような時間的余裕はないということがマ
クロな認識としてありました。学部教授会任せ
では間に合わないということです。そういう状
況の中で個々の先生方や執行部の疲労感という
のが、仕組みをつくらないとだめだという話に
なり、それが現在のガバナンスの議論に転嫁し
ているということです。

には、それは他の部局の話というようなことが
起こりやすいのです。
　それに対してディプロマポリシー、カリキュ
ラムポリシー、そしてアドミッションポリシー
をきちんと作って、社会に対して情報発信をし
て、信頼して支援してもらえるということが一
つあるわけです。
　その中で学位プログラムを作ったものの、今
日の私の話の中で大きなパートを占めますの
は、この学修成果の把握の問題です。さらに、
これについては到達度を図る方法が具体的に出
てきまして、ルーブリックもかなり公民権を得
るような形になってきたと思います。それと学
修行動調査を使って把握していく。そして、そ
ういう結果を見ながら、教員の教育力を向上さ
せ、向上させた結果が教育方法とか、成績評価
に現れて、それがカリキュラムの体系化に繋が
り、更なる改善を図っていく。こちらは海外と
の関係でいえば、国際通用性や信頼をきちっと
作っていかなければならない。そして、それら
の下支えをするのが教学マネジメントであると
いう位置づけで議論をしたわけです。
　私もアクティブラーニングを主唱してきまし
たので、以上のようなことがどの程度、浸透し
ているのか、皆様方にお尋ねをしてみたいと思
います。この中教審の「質的転換答申」の報告
書を一通り読まれたことのある方は、手を挙げ
ていただけるでしょうか？ 3 分の １ ぐらいです
ね。これは稀有の比率でして、普通はもっと低
いです。皆さんは断片的に言われるからわかっ
たような顔をしているのですが、実際はそれが
どう繋がっているのか、なぜそのようなことを
しなければならないのか、現状はどうなのか、
ということに対する理解は足りない場合が多い
ようです。私の話も、おそらく皆様方はいろい
ろな形で聞かれていると思うのですが、それが
繋がったイメージとして、他の話と連動して理
解されているかどうかというのは大変怪しいと
ころだと思っています。
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状況に甘えて、改革を怠ってきたツケが現在、
来ていると言わざるを得ないわけです。
　そうした中で、初等中等教育で言うところの
「学びのイノベーション」を高等教育でもやら
ないといけないということ、これが「質 的 転
換」と言われていることです。そのような方向
性は、幸いなことにアクティブラーニングや経
験学習重視という形で、世界中が認めるように
なっています。
　例えば、OECD がやっています「アヘロ※」、
すなわち「高等教育における学修成果アセスメ
ント」です。先週のことですが、文科省の中で
国立教育政策研究所がフィジビリティー・スタ
ディーの結果を出していました。それを見ます
と、日本のフィジビリティーの場合、上位校は
アクティブラーニングをやらなくてもいい結果
が出ているようです。ところが中位校以下で
は、やはりアクティブラーニングや経験学習が
学修成果を挙げるのに効果的であると指摘され
ています。
※「アヘロ」とは、経済協力開発機構（OECD）が取

り組んでいる「Assessment of Higher Education 
Learning Outcomes AHELO」を指す。これは大学
教育の成果を世界共通テストで測定しようとする
取り組みで、2008 年から 12 年にかけて日本を含む
17 ヵ国でその実施可能性を検証するための試行調査

（feasibility study）が行なわれた。現在、本調査の
実施可能性が検討されており、国立教育政策研究所
が日本側の事務局を担当している。

HIP（High Impact Practice）型の教育方法
　アメリカではハイインパクト・プラクティス
という用語がほぼ定着しています。学生にとっ
てインパクトの強い、経験的な学習をさせると
いうことです。スタートラインはアメリカでは
初年次教育、あるいはキャリア教育ですが、私
たちが国内の大学を調査しますと、導入状況は
専門分野とか、大学規模とか、学生の学力に
よって非常に違いがあると言えます。
　実は、偏差値の高い大学ほど改革が進んでい
ません。改革をやらなくても学生が来てくれる
からです。ただ、初年次教育は例外的に88％の

２ ．教学マネジメントで期待されること

先送りしてきた大学教育の質
　そのようなことを考える時代状況の中で、教
学マネジメントの中で期待される要素はどのよ
うなものなのかを、私 なりに 整 理 をしてみま
す。その前に、実はいつ頃から、大学改革は批
判 されているのか、大 学 は 批 判 されているの
か、ということです。私が色々と調べていきま
すと、こんな資料にぶち当たりました。それは
１970年 にロナルド・ドーアさんが 参 画 された
OECD 教育調査団の報告書です。彼はたいへ
ん有名なイギリスの社会学者です。当時「日本
の教育政策」という有名な報告書が出されてい
ます。これは朝日選書で出版され、現在は文庫
本にもなっています。その中で彼は「国立大学
を頂点とするピラミッド構造の一番下に、さら
にピラミッド構造を持つ日本の私立大学の、そ
の下の方の大学ならば、金さえ払えば、静かな、
暴れないチンパンジーさえも入れる」という酷
評を１970年当時にしています。要するに、最近
になって１8歳期人口が減少して、大学に入学し
やすくなったから起きている問題ではなくて、
当初から問題があったのです。それにも関わら
ず、我々の先輩の大学関係者は、この問題を解
決してこなかったということです。
　 2 点目は、私の恩師で上智大学の名学長と呼
ばれたヨゼフ・ピタウ先生が１980年に、私が大
学院にいる頃ですが、「頭の良い学生でばかり
でなく、平凡な学生も大学に入れるのは、少し
も悪いことではない。むしろ、相当数の学生が、
頭が良かろうと悪かろうと、大した努力もな
く、成長もなく、目標もなしに漠然と大学を通
り抜けることの方が悪い。これこそ、多くの大
学の本当の恥と、また犯罪とすべきことであ
る」という名言を残しておられます。要するに、
そのような時代にすでに問題に気づいていた有
識者が多くおられたにも関わらず、学生が入学
してくれる、あるいは大学の数が少ないという
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態です。また、教育目標ができると、これで安
心する大学が多いわけです。教育目標を作って
も達成度の検証はしない。実践していく中で
チェックもしない。
　その一方で、量的に把握できるものだけは把
握する。履修者の数、学生たちの GPA の上が
り下がり、取得単位数の増減などです。残念な
がら、これはアウトプットであっても、アウト
カムとは言えないわけですので、本当は科目ご
との目標が分担できているかどうか、どの科目
がどの目標を分担しているかが重要です。
　私たちの関西国際大学の KUIS 学修ベンチ
マークというのは、ホームページを見ていただ
くと理解していただけると思うのですが、 ５ つ
の大項目があり、１3の中項目があります。 ５ つ
の大目標を １ つの科目で達成することは出来ま
せんので、当 然 のことながら 学 位 プログラム
１24単位の中で分担していかなければいけない
わけです。分担して、私の科目は何を担当する
のか、分担できているだろうかと考えなければ
いけないわけです。
　そこでカリキュラムマップが重要になってき
ます。日本人はこういう資料ができるとうれし
くなるようです。必ず大学のパンフレットに掲
載 されたりするのですが、多 くの 大 学 はカリ
キュラムマップに、専門教育科目のことしか書
いていません。共通教養科目のことは書いてい
ません。学生の立場からすると、これはとんで
もない話です。共通教養科目は別の部局に行っ
て相談してくれと言われても困ります。本当は
１ つのパッケージであるはずです。それができ
ていないマップを作って、マップが出来たと喜
んでパンフレットに載せてありますが、それで
は使いようがないというケースが多いわけです。
　他方、シラバスの中にも科目の目標や科目の
専門知に関することはたくさん書いてあります
が、汎用的なジェネリックスキルやコンピテン
シーなどは書いてありません。後で見ていただ
きますが、残念なことに専門知そのものに対し
ては、一般社会はほとんど評価してくれていな

大学が導入しているという結果が出ています。
うれしいことではありますが、そんなところか
とも思います。
　さてハイインパクト・プラクティスですが、
これは「インパクトのある、現実社会とのレリ
バンス（繋がり）を感じさせる教育方法」と私
は位置づけしています。特徴としては、第 １ に
能動的に学生が参加すること、第 2 に体験させ
ること、第 3 に集団的な学びであること。創価
大学の SPACe の中には、こういう要素が大体
入っています。それともう １ つは調査型です。
学生たちに既存の知識を転移するのではなく、
転移可能な形で使いこなすには、やはり自分の
手で情報を集める経験をさせていくことが重要
になってきます。

大学・教職員が達成すべきこと
　そうしたことをベースに考えますと、大学の
教職員が達成すべきことの第 １ は、学位プログ
ラム単位で教育目標を共有して、科目ごとの目
標 が 分 担 できているかということです。アク
ティブラーニングやラーニングコモンズもそう
ですが、そのことに対して熱心にやっておられ
る教職員が必ずおられるのですが、他方、知ら
ん顔をする教員も必ず出てくるわけです。私は
関係ない、あれは大学がやっていること、他の
部 局 の 話 だというわけです。このようなこと
は、常に新しいチャレンジをするときに担当部
局が直面する課題です。
　そのような場合、最初に必要となるのが教育
目標です。これも実は 3 つのポリシーの中で、
学部学科で定めることを設置基準で求めていま
す。「質的転換答申」では、全学ディプロマポ
リシーのことが書いてあるのですが、設置基準
の改正の中には入っていません。これは私の力
が及ばなかった所です。
　創価大学の場合、全学の教育目標を非常にク
リアに作っておられますが、多くの大学では学
部学科がまちまちに目標をつくっており、全学
の目標がない。つまり全学の傘がないという状
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秘匿している専用スペースだという考え方があ
るわけで、これではなかなか分担もできません。
　課題マップ、これはあとで現物を見てもらい
ます。それからラーニング・コミュニティは創
価大学でも始めておられますが、教員間で連携
共同する、学生たちも連携共同して、科目を履
修していく仕組みが関係してきます。

学位プログラムなどの共有・分担
　第 3 は、学位プログラムと学年単位で活用す
るハイインパクト・プラクティス（教室外プロ
グラム）やアクティブラーニングの 手 法 が 共
有・分担されていることが必要になってくると
いうことです。なぜかというと、後ほど見てい
ただきますが、一人の先生が一生懸命にやった
としても大学教育は変わらないからです。
　創価大学の学生の皆さんは現在、 １ 週間に何
コマの科目を履修していますか？週に20科目も
履修している⁉１7科目も履修している⁉学生の
皆さん、大丈夫ですか。創価大学は少し緩そう
な気がします。１7科目を履修しているとする
と、 １ 科目に対するエフォート率、つまり １ 科
目に何パーセントのエネルギーを使っているの
かことですが、１7科目も履修していますと、 １
科目あたりの平均エフォート率は 6 ％程度しか
ないことになります。その場合、先生方が少し
教育熱心だと多くの課題を出し、中間評価をや
りますから、学生の方はたいへんです。かつて
悪評高かった日本の大学教育は定期試験前の年
に 2 回しか学習させないと言われましたが、週
に１7科目も履修していますと、各科目とも中間
試験を含めても年に 4 回しか学習しない、学修
できないということになりかねません。グルー
プワークや協同学習をやるにしても、先生方が
ばらばらにやると学生もたいへんです。
　話を戻しますが、それではどのようにしてハ
イインパクト・プラクティスを 使 うのかです
が、PBL、すなわち、問題発見 ･ 解決型学習を
やるにしても、同じ学期にいくつもの違う課題
を PBL でやられると 学 生 はたいへんです。そ

いのです。以上が第 １ です。

教育内容のタテ・ヨコの構造化と分担化
　第 2 は、教育内容のタテ・ヨコの構造化と分
担化ができているかどうかです。皆様方の大学
で科目ナンバリングが完了済みの大学の方は手
を挙げていただけますか。まだ少ないですね。
　ナンバリングは、中 教 審 において ICU 前 学
長で、現在の国際教養大学長の鈴木典比古先生
がこれを主唱されてきたわけですが、現在も大
学教育部会で毎回、ナンバリングの話が出ると
いってよい状況です。私のルーブリックも同じ
ですが、毎回言い続けたからではなく、皆さん
が評価して賛同してくださるから答申に残るわ
けです。
　私の関西国際大学は、実は答申が出る段階で
はナンバリングをやっていませんでした。やり
始めてみますとこれは大変な作業でしたが、
やってみてこれは必要だと気が付きました。
　創価大学では、教授会や個々の大学の教員の
授業内容についてどの程度、関与できるように
なっているでしょうか。他の先生が書かれたシ
ラバスチェックをやっている大学は、どれくら
いあるでしょうか。これも少ないですね。なぜ
かというと、その科目の専門家はその先生だか
ら、専門家でない人間がどうしてチェックでき
るのかというわけです。もちろん、専門知の何
かを教えるかはできませんが、先ほど言いまし
たように、そのことは関係ありません。全学の
分担を決めるものの中でどこをカバーしている
のか、この点はナンバリングをやってみてよく
分かったのですが、授業科目は教員の持ち物で
も学科の持ち物でもないということです。つま
り科目全体が、大学の共有物だということで
す。それをどう使っていくのかということが、
カリキュラムマップの意義なのです。
　ところが東京の有名な大規模大学でも、同じ
学部の隣接学科の同じ科目名をとってはいけな
いということがあります。他学部の科目履修は
とんでもない。授業科目はほとんど自分たちが
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が、検証できていないのであれば、非常に危う
いことになります。
　第 7 は、学 生 に 対 するフィードバックや 助
言・指導・支援が継続的に行われているかどう
かです。アメリカでは、アクティブラーニング
の 一 番 のポイントはこれの 点 にあるといいま
す。私も自分の大学で、教養原論のような輪講
形式の授業を担当しています。小さい大学とは
いえ、受講者は再履修者を入れると５00人近く
になります。前期と後期でやるのですが、ルー
ブリック評価をして返却するのですが、これは
難行苦行です。学長業をやりながら、これをや
ると大変つらいです。何がつらいといって、審
議会委員の仕事や、論文を書くよりもそれが一
番たいへんです。たいへんではありますが、そ
れをきちんとやれるかどうかが大きなポイント
になってきます。
　第 8 は、「躓いた、躓きかけた学生」に対し
て、大学・学科・教員がもつ支援に誘導できて
いるかどうかということです。このような学生
は放置しておいたら、なかなか来てくれません。
　第 9 は、学生の背景・特徴にあった効果的な
支援策ができているかどうかです。同じ一つの
やり方が、すべての学生に効果的であるという
ことはあり得ません。そうだとすると、何種類
かのバリエーションが必要になります。創価大
学の取り組みを先ほどうかがいましたが、非常
に多様な、多元的な、重層的なプログラムを用
意されているわけですが、そのようなことが必
要なのだと思います。

３ ．関西国際大学の事例

　それでは次に、私たちの関西国際大学を事例
に具体的に見ていきたいと思います。学生数は
2000人もいません。看護学科が設置されて １ 年
目ですので、学生数に比べて教員数が少し多い
状態です。そのような小規模の大学です。私た
ちの建学の精神は、１9５0年に幼稚園からスター
トしましたので「以愛為園」、「愛をもって園と

れとアクティブラーニングのやり方にしても、
同じような手法をいくつかの科目でやると慣れ
てくるのですが、週に １ 回だけやると１7分の １
の経験しかしないことになります。
　第 4 は、各科目の到達目標に即した教育内容
や教育方法を取っているのかどうかということ
です。金沢工大が有名ですが、この大学ではす
べての科目でアクティブラーニングを導入する
ことがカリキュラムポリシーに 書 いてありま
す。これは非常にクリアです。学生たちが大学
をどのように考え、経験しているのかというこ
とは授業評価や、私の大学では適応度調査と
言っていますが、そのようなデータの中でも確
認していくことができます。
　第 ５ は、教育目標の達成度を測るために適し
た評価プランになっているかどうかです。これ
は非常に重要です。日本の学校教育にほぼ共通
する問題です。中教審で現在、私が問題にして
いる点は、高校と大学が接続されていないこと
や、大学と社会が接続されていないことです。
　私たちは高校の調査書をどれだけ信用してい
るでしょうか。創価大学はどうでしょうか。創
価高校から提出される調査書をどの程度、信頼
しておられるでしょうか。付属高校をもってお
られる大学の関係者とよく話をするのですが、
そのような相互信頼関係を確立できているよう
には思えません。
　そうしますとどれくらいの頻度と方法で成績
評価をやるのか、 １ 種類ではなく複数のものを
組み合わせてやるのかということが課題になり
ます。
　第 6 は、公正で偏りのない評価方法が必要に
なってくるということです。例えば、中教審は
GPA を導入するように提言していますが、先
生ごとに行っている成績評価の分布はバラバラ
で、どのような観点で成績評価をしているのか
もわからない。私たちが内部調査をやりまして
も、点数が甘い先生と辛い先生がいます。それ
なりの絶対尺度で成績評価をされているにせ
よ、そのことを 検 証 できていればいいのです
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　テーマの １ つは、アクティブラーニングと教
室外プログラムなど学生が主体的に学ぶ教育方
法の充実です。大学教育学会の評価助言を得な
がらやっています。学修成果の可視化をするた
めにルーブリックと到達度テストを開発してい
ます。ルーブリックの開発は、後ほど詳しくお
話させていただきますが、先生方の胸の中、頭
の中にある定性的な評価を可視化していこうと
いうものです。それと到達度テストです。これ
は大学入試センターがステークホルダーに入っ
ていますので現在、高大接続のあり方を考える
ものとして、実現できるかはわかりませんが、
サンプルとして開発中です。それを私の大学の
学生に、新入生から適応して使っています。
　もう一つのテーマは、学生支援型 IR です。
学生一人ひとりの状況を成績、活動、意識、態
度などの観点から学修行動調査をやっていま
す。それを全部入れて、プログラム改善に使う
という方向で、アンビシャスなことを考えてい
ます。それを学生のタイプに応じて、こういう
学生にはこういうプログラムが効果的であると
いうような予見的な利用ができないかを考えて
います。実はアメリカでも同じ構想を考えてい
るコンソーシアムがあるのですが、まだ実現し
ていません。それくらいチャレンジングなこと
を、私たちはやっています。それができるよう
になれば、初期症状で学生たちにどういうもの
が効果的であるのか、これは医薬品の知見と同
じで、一定のデータが蓄積されていないとでき

なす」ということです。「子供に対する愛情あ
ふれる学園」、親の子供に対する愛情にはかな
わないにしても「教育愛にあふれた学園」とい
う使命・目的を幼稚園がスタートしたときに掲
げました。これを１998年に短大から 4 年生大学
を作るときに、「以愛為園」のままではという
ことで、一悶着しました。その時に作ったのが
国際大学でしたので、「世界的視野に立ち、人
間愛にあふれ、創造性豊かで行動力のある人間
の育成をめざす」という教育理念を掲げまし
た。大学は「知性あふれる学問の場である」と
しましたので、「自律できる人間」、「社会に貢
献できる人間」、「心豊かな世界市民」という形
に置き換ました。

大学間連携共同教育推進事業の取り組み
　ところがしばらくしますと、このままではお
題 目 で 終 わってしまうということになりまし
た。当時の私は中教審に呼ばれる前でしたが、
「社会人基礎力」あるいは「ジェネリックスキ
ル」を自分の研究テーマとして、そのようなア
ウトカムの話をしていました。
　「学士力答申」が2008年に出される 2 年前、
2006年のことですが、KUIS 学修ベンチマーク
というものを作りました。この 3 つプラス「問
題発見・解決能力」、「コミュニケーション能力」
の ５ 本柱の、現在の KUIS 学修ベンチマークの
原型を作りました。20１2年に「習」を「習う」
から「修める」に変えて、項目を少し見直しま
した。現在、セカンドバージョンが進行してい
るところです。当時、実は創価大学に対しても
大学関連事業のお誘いをしたのですが、時間不
足で合意に至らず、今日、出席されている淑徳
大学のほか、北陸学院大学、くらしき作陽大学
と 4 大学連合を組みました。文科省のヒアリン
グでは、なぜこのような申請書でそんな成果が
出るのだという実現可能性を確認されるという
憂き目に遭いましたが、問題なく助成金をいた
だくことができました。これが現在、取り組ん
でいる大学間連携共同教育推進事業です【図 3 】。

図 3
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ト・プラクティスを提唱しています。ハイイン
パクト・プラクティスというのは、アクティブ
ラーニングの手法を用いた授業や教室外プログ
ラムを構造化し、学生に強いインパクトを与え
るように工夫した教育プログラムの総称です。
すでにかなり定着していまして、ハイインパク
ト・プラクティスで Google 検 索 していただき
ますと、ものすごい数が出てきます。
　入学後の早期の段階で、強い経験を与えるこ
とによって学生の大学生活への適応を早めると
いう効果を期待して作られています。言い出し
たのはジョージ・クーという高等教育研究者
で、2008年のことです。どのようなプログラム
が 含 まれているのかといいますと 初 年 次 セミ
ナーとか、コモン・インテレクチュアル・エク
スペリエンス、すなわち共通の学修経験です
が、例としてはコモン・リーディングがありま
す。これはセミナー形式で教員と学生が本を読
む、つまり最初の共通体験がアクティビティー
ではなく、知的な活動から始まるというコンセ
プトで作られています。それからラーニング・
コミュニティ、すなわち協同履修です。これは
１ 年生のためのプログラムと言われています。
アメリカの大学はご存知の方も多いと思います
けれど、 １ セメスターに履修する科目は 3 科目
から ５ 科目くらいまでです。なおかつ、複数の
科目をチームで教えます。そしてコンセプトや
教材を複数の教員が連絡を取りながら決めてい
きます。
　学生たちもセットで履修し、コミュニティー
を作ってやっていくわけです。といっても、全
ての学生がラーニング・コミュニティに入る必
要はありません。希望する学生たちが入りま
す。個人主義が強いアメリカですが、逆にコラ
ボレートに学ぶ方が教育上、効果があるという
ことで始まっている手法です。初年次教育の普
及に一役も二役も買ったというプログラムで
す。 それとライティング・ インテンシブコー
ス、これは書く力がない学生にインテンシブな
コースを作るとか、コラボレーティブ・アサイ

ません。連携共同教育推進事業の取り組みは、
このように答えのない問題の発見、それと質的
転換を図るということです。私たちは質の高い
学士課程教育というものをこのように整理した
ということです。

大学の現状から見た取組の背景
　連携共同教育の取り組みの背景を大学の現状
からみますと、まず学生の多様化という問題で
す。多様化は学修目的や学修意欲、学修習慣、
学力などすべての面で進行しています。成績上
位の大学でもこの影響が出ていますが、私たち
のような中小弱小の大学にとってこの問題は
年々、深刻さを増していくだろうと思います。
小規模大学の立場からすると、創価大学のよう
に百何種類のプログラムを作ることができない
わけです。これは大きな問題です。限られた資
源の中で主体的な学びの質保証を実現する仕組
みをどう作るのかが課題になります。小さい大
学でやれることを考えないといけないというこ
とで、パートナー大学である淑徳大学は少し大
きめの大学ですが、あとはみんな小さい大学で
す。
　それともう一つは、個々の教員任せでやらな
いという方針で、 4 大学の中で教育目標やマネ
ジメントの 手 法 を 共 有 していこうとしていま
す。組織的な教育を作り上げていこうという意
欲と問題意識を持っている大学でやろうという
ことで始めたわけです。
　先ほどお話しました 3 つの点は省略します
が、 ハイインパクト・ プラクティスについて
は、皆さんの理解の度合いに開きがあると思い
ますので、少しフォローさせていただきます。
AAC ＆ U は、全米大学協会と訳されたりしま
す。学会ではなく、大学教育団体です。アメリ
カの大学のジェネラルエデュケーション、リベ
ラルエデュケーションにフォーカスを当ててい
ます。認証評価もやりますし、プログラム開発
もやります。かなり大きな団体で、アメリカの
典型的な大学団体です。ここがハイインパク
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制の大学院を作る場合、校地面積の緩和が特区
でしかできないものですから、将来的には全国
で緩和するという議論をしていました。その中
で出てきたことは、遠隔型の要素を入れると、
インストラクション・デザインというものが絶
対に必要になってくるということでした。しか
し、これは通常の講義でも必要なのでしょう。
こういうものも習得していかなければなりませ
ん。
　さらに学生たちが授業外に自主的にグループ
ワークを行える機会や場を充実することが必要
になってきます。創価大学の場合、「場」はで
きましたね。それでは「機会」はどうでしょう
か。先ほどの話ですが、週に１7科目を履修して
いると、受講者同士が集まれません。創価大学
の学生はどれくらいアルバイトをしているのか
分かりませんが、アルバイトやクラブ活動など
があると時間が合いません。
　以前、私が東京で実地調査に行ったとき、こ
れはいいアイデアだと思ったのは産能短大の例
でした。時間割にグループワーク・アワーとい
う時間割が入っているのです。学科や学年毎に
学生はここでグループワークをしなさいという
時間を設定して、そこは基本的に授業を入れな
いことになっているのです。そのようにしない
と、グループワークを計画的に進めることが難
しいのです。真 面 目 な 学 生 はやるけれど、さ
ぼった学生は参加しないで済むということにな
りかねません。タダ乗り、フリーライダーが出
ないようにすることが課題なのです。いずれに
せよ学生が習得すべき知識、技能、態度、指向
性を理解して実際に活用できるような仕組みを
作っていかないといけないわけです。

教室外体験プログラム
　次に教室外プログラムについてです。このプ
ログラムによって教室内の学修では得られな
い、学びの体験ができることは言うまでもあり
ません。学修目標の設定から活動内容、振り返
りの方法、評価方法までの目標を達成できるプ

ンメント・アンド・プロジェクト、これはグ
ループ単位で課題を出したり、グループプロ
ジェクト学修をやるというプログラムです。
　最後のプログラムは、日本の大学でもやって
います。現在、先生方の中でグループ課題を出
されている方はおられますか。どれくらいの期
間で課題を仕上げるように設計されています
か。いかがですか？毎週？たいへんですね。後
ろの方は？なるほど。課題の大きさにもよるの
だろうと思いますが、これも難しいところです
ね。先 ほども 言 いましたように、１7科 目 でグ
ループ課題を別々に出されると厳しいです。
　それとアンダーグラジュエート・リサーチ、
すなわちフィールド調査です。ただ、アメリカ
の大学では学部段階であまり質問紙を使ったよ
うな調査はやらないようです。そしてダイバシ
ティー・グローバルラーニング、すなわち、海
外プログラム、さらにサービス・ラーニングで
す。これは地域社会にある現実の課題に取り組
ませるというプログラムです。それほど知的な
研究でなくても、汗を掻くような研究でも構わ
ないというものです。それからインターンシッ
プ。それからキャップストンコース・アンド・
プロジェクト。これは卒論や卒研にあたり日本
では普通にやっていますが、アメリカでは優秀
な学生だけが取ることを許されていました。そ
れを幅広く取らせるという方向性になっている
ようです。

HIP 型教育方法の達成目標
　このようなハイインパクト・プラクティスの
プログラムを導入するときには、各教員が手法
を取得しなければなりません。当然、FD に多
くの先生が出てきてやらないといけません。去
年、私は八王子でやらせていただいて、大変結
構なことだと思いました。あのようなことをや
らないと、先生方は出て来ないでしょう。授業
デザイン力が非常に必要になってきます。
　昨日の中教審の大学教育部会では、通信によ
る大学院、要するにインターネットだけで通信
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が、やっていこうということです。

科目間・教員間連携による教育の構造化
　次は教員間・科目間の連携による教育の構造
化です。私たちはこの点を重要なポイントだと
考えています。日本の高等教育はなぜ、小中学
校よりも国際的評価が低いのでしょうか。今日
の私の話では、ほとんど先に答えを言っている
のですが、週に１2科目を同時に履修したとする
と、 １ 科 目 のエフォート 率 は 8 ～ 9 % です。
ところが日本の小学校では、一人の教員がほと
んどの科目を教えています。小学校の教員免許
に教科がないからです。もちろん、音楽の苦手
な先生が得意な先生に代わってもらうことは
あったとしても、全体として科目間の繋がりを
一人の教員が担当していますから理解度が高
い。中学校になると教科担任制になっていきま
すが、それでも教わる先生の数は高校よりは少
ない。高校になると、高校の学習指導要領では
30% くらいしか必修科目がありません。残り
は選択科目ですから、学生たちはもうバラバラ
なバリエーションで学んでいるわけです。そう
すると、もうどうしようもありません。先ほど
お話しましたように、やはり教員が科目間連携
をしなければ、学生にとっては大いに迷惑とい
う現状です。それとグループワーク課題も先ほ
ど申し上げた通り、共同の機会を作れなくなり
ます。
　教育目標や学修目標も教員任せですと、偏り
が大きくなります。私も色々な大学に行って、
各大学のシラバスを拝見するのですが、このシ
ラバスは素晴らしいという大学はほとんどあり
ません。要するに相互のチェックをしていない
からです。授業の出席回数を重視すると書いて
いる先生がいる一方で、毎回レポートを出して
１0点刻みで採点しますと書いている先生もおら
れるような状況です。教員間連携の集約がカリ
キュラムマップになっているはずなのですが、
タテのつながりとヨコの繋がりをほとんど読み
取れない大学が多いのです。

ログラムをデザインしていく必要があります。
それとプログラムの開発と見直しにより、汎用
性のあるプログラム、私たちの連携共同授業で
は、来年あたりから海外プログラムの一部でも
色々な大学で共有して行こうという話をしてい
ます。そのようにして学生が主体的に考え、活
動できるようにしていこうというわけです。
　学内で私たちがどのようなことをしているの
かと言いますと、個々の科目の中で学修目標を
設定することや、学生自身がディスカッション
やプレゼンテーションの訓練ができるような機
会を充実させていかなければいけないと考えて
います。連携校も交えての FD とか、アクティ
ブラーニングの手法とか、授業デザインのやり
方をテレビ会議も使いながらやっています。そ
れからお恥ずかしいのですが、創価大学のよう
な立派な建物を建てられませんので、学内の
デッドスペースを 競 争 的 資 金 をもらうたびに
ラーニングコモンズに変えたり、図書館の中を
改造したりとか、そんなことをやっています。
いずれにせよ、学生が学修できる場を整備する
ことは、創価大学と同様の必要性を感じている
ところです。
　海外のプログラムについては現在、私たちの
大学ではグローバル・スタディと言っています
が、 3 年の終わりまでに必ず一度は海外プログ
ラムに行かなければならないことになっていま
す。ただし、看護は必修化できないので、看護
は選択にしています。私たちの学生も全員が決
してリッチではありませんので、航空運賃は大
学予算から出しています。最短で １ 週間、最長
で １ 年の交換留学まで、時期、内容、タイミン
グを自分で決めてアプライする形になっていま
す。調査型とインターンシップ型、サービス・
ラーニング型の 3 種類でやります。各連携校で
もやっておられますので、実施方法とか振り返
りの方法とか、評価方法の共通化を図り、イン
パクトのあるプログラムに発展させています。
そのほか、教室外プログラムのルーブリックの
開 発 もやっています。なかなか 難 しいのです
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目の場合であっても、これでしたらユニクロを
一生懸命調べればいいわけです。そういう繋が
りをもってやっていけば、現行のカリキュラム
でも何とかなると思います。
　私としては、究極的には科目数を減らすしか
答えはないと思っています。日本の大学教育を
悪くしたのは、１998年に設置基準の大綱化を決
めたときに、セメスター制 を 導 入 したことで
す。通年科目をセメスター制の導入によって、
１ 年のものを半分に折りたたんで週に複数回や
ることにしておけば、日本の大学教育はその段
階で改善されていたはずです。ところが、その
ような面倒臭い週複数回の授業だと、非常勤講
師の確保ができないとか言って、はさみで真ん
中をちょん切っただけで、 １ つの科目を １ と 2
に分けました。その結果、以前より科目数が増
えてしまいました。カリキュラムマップが大変
なのはそのせいですね。その状態をホッチキス
で止めれば、あるいはセロテープで止めれば一
番いいのですが、それを邪魔しているものがあ
ります。この点は中教審でも言っているのです
が、厚生労働省です。その他、文科省初中等教
育局の教員養成も同様です。 １ 単位でもいいか
ら教育課程に入れろとか言うので、科目が細分
化されてしまうわけです。
　一部の国家資格連動型の科目はまだ、コンテ
ンツベースです。どの科目を何時間やらなけれ
ばいけないということがありますので、科目を
くっつけられないわけです。 そのようなわけ

　ここに示しているのが、私たちの大学でやっ
ている「学びの仕組み」です【図 4 】。ベンチ
マーク、すなわち、科目の目標なのですが、そ
れぞれの科目が課外活動も含めて、どのような
ベンチマークを育成するのかを宣言してもらっ
ています。ところが共通教養科目の場合、私に
決める権限がありません。全体で決めますの
で、あなたにはこの科目を担当してもらいます
ということになります。しかし、放っておくと
例えば「知的好奇心」という項目があります
が、このベンチマークは育成できるだろうとい
うことで、この項目に集中したりします。他方、
「社会的貢献性」という項目ですと、自分の科
目でこのベンチマークを育成しますという先生
は少ないです。
　放っておくと、特定の項目に集中していくわ
けです。コミュニケーション 能 力？プレゼン
テーションをやると育成できるだろうというこ
とになります。問題解決能力？PBL をやれば
育成できるだろうと考えるわけです。自律性？
これは逆に少ないです。やはり調整をしていか
なければいけないわけです。これが １ つです。
　もう １ つは、もし科目が１2種類から１7種類あ
るとすると、テーマをできるだけ揃えようとい
うことです。経営学科の １ つの例ですが、「ユ
ニクロは、なぜ成功したのか？」という課題を
共通テーマとして取り上げました【図 ５ 】。今
学期を通してそれぞれの科目の中で、このテー
マに即した形で授業をやってもらえると、１7科

図 4 図 ５
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だとは思いません。本学では、次のような手順
でやっています。まず、成績表を学修成果とし
て学生に返却したら、その結果を e ポートフォ
リオに書かせます。次にリフレクション・デイ
で、ベンチマークの達成度を振り返ります。そ
れに対して、教員が振り返りにコメントし、面
談をやります。そうして何ができていたのか、
何ができていないのかを確認し、次の学期の目
標設定や履修計画に役立てて、自己評価能力を
高めていきます。
　シラバスに目標として書かれていたものを評
価の観点として学生たちは学び、授業や教育活
動を受けた結果、学期の終わりにベンチマーク
のチェックをやり、e ポートフォリオとリフレ
クションをして、ベンチマークはどれだけ改善
されたかという手順です。こういう設計で進め
ています。次の課題は、科目のシラバスを見て
学ぶという「学びの連環」の設計です【図 7 】。

面接依存型選考の特性
　次に「成績評価」というアンケートが入って
います。それでは皆さん、○を付けてください。
4 択です。それでは １ 番の「大学での成績評価
は社会で通用している」という質問ですが、 １
番の「そう思う」と 2 番の「どちらかといえば
そう思う」に○を付けた方は手を挙げてくださ
い。ありがとうございます。 3 番の「どちらか
といえばそう思わない」と 4 番の「そう思わな
い」に○を付けた方は手を挙げてください。圧
倒的多数ですね。次は「学生は成績評価を信頼

で、共通テーマだったら次善の策としてやれる
ということでやっています。それに加えて私の
大学でやったことが、学生たちに学修成果を実
感させるためにベンチマークを自己評価すると
いうことです。 ところが、 いくつかのベンチ
マークは伸びが悪いです。「知的好奇心」とか
「コミュニケーション能力」は上がっていきま
す。しかし、「自律性」や「社会的貢献性」な
どは、なかなか自己評価がよくなっていきませ
ん。

リフレクション・デイ（Reflection Day）
　そこで考えたのが、20１１年 3 月から始めたリ
フレクション・デイ、すなわち、省察・振り返
りの 日 でした【図 6 】。おそらくこのような 日
を作っているのは、本学だけではないかと思い
ます。学長は入学式と卒業式では学生に喋りま
すが、授業を担当することは大きい大学になる
と難しくなり、学長と話したことがない学生が
大部分ということになります。私がいくら学長
室でいきり立っても、それでは何の影響力も行
使 できないということで、このリフレクショ
ン・デイを学期の終わりの 9 月と 3 月に、つま
り前期の成績と後期の成績を返却する時に学生
を集めて、答案やテストの結果を返却しながら
話をするのです。学年ごとに分けて、振り返り
をする材料を20分くらいです。
　さらに最近、始めたのが学生と教員の面談で
す。私は学生の自己評価能力を高いとは思って
いません。最初から自己評価を任せるのは妥当

図 6

図 7
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できるだけ避けたい方が多いようです。そのた
めに評価に対する概念整理をするために作成し
たものです。タテが評価主体、ヨコが評価対象
です。教員が学生を対象に授業でのテストを
使ってやるのが成績評価です。大学がそれをや
ると単位認定ですし、単位取得状況をみてやる
のが学位授与です。
　問題は、授業科目に対する評価です。この評
価は、達成すべき学修成果に整合した教育活動
の実施状況をベースに評価します。このとき授
業評価のほか、ティーチング・ポートフォリオ
とシラバスをチェックします。そのほか、学生
の学修状況や到達度状況、単位認定状況の
チェックもベースにします。その上で、大学が
教員の教育力を評価してティーチング・アワー
ドや処遇に反映するという仕組みになっていき
ます。
　さらにそれらを自己点検・評価するという仕
組みがあり、最後には大学を評価する認証評価
という仕組みになります。こういう構造で評価
の位相が形成されています。そのうち、学生に
対する評価のやり方としては、科目や学生全体
を対象にする必要はありません。サンプリング
で構いません。そのような形でも評価を行なう
ことはできます。
　例えば、今日の SPACe の話ですと、利用者
と非利用者の数だけではなく、質も見ないとい
けないわけです。SPACe の利用者が、本当に
学修成果の上で向上しているのであれば、それ

している」という質問です。 １ 番と 2 番に○を
付けた方は？多数派ですね。 3 番と 4 番に○を
付けた方は？若干ですね。次は「自分の成績の
付け方に自信がある」という質問です。 １ 番と
2 番に○を付けた方は？多いですね。 3 番と 4
番に○を付けた方は？これは少ないですね。
　実際の就職の採用状況では、どうなのでしょ
うか【図 8 】。企業の新卒者の選考方法で一番
多く用いられたのは面接です。最も重視された
のは面接とエントリーシート・履歴書、次いで
適性検査、筆記試験です。その次に大学での成
績がきます。大学での成績と専攻、大学の推薦
状、大学名が大学関係です。大学での成績を重
視 する 比 率 は、0.6% でしかありません。その
ほか、大学での専攻が0.9%、推薦状も2.１% で
す。私たちの推薦状はゴミみたいなものです。
大 学 名 も2.2% でしかないわけです。つまり、
社会や企業は大学での成績、大学に入学して何
を専攻してきたのかはほとんど無視しているわ
けです。一昨日の中教審の合同部会でも言いま
したが、これは 大 学 に 対 する「負 のメッセー
ジ」です。産業界の皆さんには申し訳ないです
けれども、大学で学ぶことに対してリスペクト
していないわけです。これが社会や企業の大学
に対する評価なのです、

学修成果をめぐる評価の位相
　次は、中教審の「質的転換答申」から学修成
果をめぐる評価のチャートを抜粋したものです
【図 9 】。大学の教員には、評価されることを

図 8

図 9
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すが、それともう一つ重要な柱がアセスメント
ポリシーです。これは 3 つのポリシーとは質が
違います。今の状態のままですと、文科省の競
争的資金であろうと、ランキングであろうと、
要するに評価方法がしっかりできていない状態
の中でやっている評判にすぎません。日本は評
価観、評価尺度が共有されていない社会です。
大学関係者の間でも学内でも、評価観の認識の
共有が十分にできていない状態ですから、ここ
からやっていかなければいけません。
　直接的にアセスメントする方法としては外部
テスト、ルーブリック、ポートフォリオがあり
ますが、これらは直接的評価です。間接的にア
セスメントする方法としては、学生行動調査や
満足度調査がありますが、現在のアセスメント
で 主 流 をなしている 訳 ではありません。例 え
ば、教育再生推進会議で出てきているのが、今
日の新聞の一面を飾っていた英語テストです。
小学校 3 年生から授業外でやって、 ５ ・ 6 年生
でやって、高校 3 年段階では 2 級か準 １ 級レベ
ルに到達させるという目標で、これからやって
いくという話です。
　このような英語テストは簡単には実現できな
いとは思いますが、もし実現したとしたら、今
度は大学に入学して卒業するまで、どれだけ
TOEFL の成績が伸びたのかという話になると
思います。外部テストを使って学修成果を可視
化する方向にベクトルが向いていることは明ら
かです。創価大学でも、このような方向性をど
のように実現していくのかという問題に直面す
ることになると思います。そのときに求められ
る評価プランは大学レベル、学科レベル、科目
レベルという 3 次元で、それも科目担当者と学
生と連携する形で考えていかなければならない
と思います。
　その次に問題になるのは、形成的評価と総括
的評価です。中間評価が５0点で期末評価が５0点
である必要性は全くありません。中間評価は１0
点でも20点でもいいのです。何が出来ているの
か、出来ていないのかをフィードバックして期

は SPACe が機能し、貢献していることになり
ます。そのような質の向上をエビデンスベース
で見ないと、ここに出席されていない創価大学
の先生方に理解してもらうことができません。
大学の教員は物事を論理的に考えますから、エ
ビデンスがないと 納 得 しません。エビデンス
ベースで語っていくことで納得させることがで
きるわけですから、今後はそのような点が重要
になってくると思います。

学修成果のとらえ方
　学修成果のとらえ方や大学での成績は、社会
からは評価されていません。私が中教審の高大
接続部会で言っていることは、知識暗記型学力
は社会から不信感を持たれているということで
す。それを助長しているのが、昨日もテレビで
やっていたクイズ番組です。チャンピオンは東
大医学部の学生でした。東大医学部が暗記型学
力しか教育していないとは思いませんが、私は
クイズ番組の繁栄は大学教育にとってマイナス
でしかないと思っています。知識をどれだけ暗
記していても、それは社会が欲しい人材ではな
いのです。
　専門知識の重視から汎用的能力の重視へ変化
していることは明らかです。これは世界的な傾
向です。「アヘロ」、すなわち「高等教育におけ
る学習成果アセスメント」も、ラーニングアウ
トカムをテストで測定していこうというもので
す。そこで測定しようとしている点は、コンピ
テンシー、すなわち、汎用的能力であって、知
識の暗記ではありません。例えば、工学系のコ
ンピテンシー、経済学を学んだ学生のコンピテ
ンシーを測定できる国際比較に耐えられるテス
トを開発しなければならないということです。
そうすることで学修成果を可視化できるわけで
す。
　これが「質的転換答申」に出てくるアセスメ
ントポリシーという言葉の意味です。 3 つのポ
リシー、すなわち、ディプロマポリシー、カリ
キュラムポリシー、アドミッションポリシーで
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す【図１0】。タテに 基 準、ヨコにグレードが 書
かれています。タテは発音、イントネーション、
文法、ボキャブラリー、流暢さ、意思の疎通で
す。それが初心者レベルからネイティブレベル
まで ５ 段階にランクされています。これを使っ
てそれぞれの基準で、どういうレベルかを評価
します。これを学生たちに返却すると、学生た
ちは何が出来て、何が出来ていないからこの成
績になるのか、あるいは自分の課題は何なのか
を理解することができます。
　次の表は、私たちが使っているライティング
のルーブリックです【図１１】。下級生用です。
上級生用もあります。私たちは現在、 6 段階の
スキルベースのルーブリックを作っています。
上級生用は、下の方の欄を切り取って使ってい
ます。というのも、同じルーブリックを １ 年生
と 3 年生の両方に使うと、 １ 年生はだいたい悪
い評価しか付きません。それでは学生のモチ
ベーションを上げるうえで問題です。このルー
ブリックもタテに基準が書かれています。課題

末評価という総括的評価の段階で、学生たちが
改善すればよいわけです。そのような形にもっ
ていくためには、可視化するためのエビデンス
が必要になります。それは学生や社会を納得さ
せるものになりますし、教育改善にも有効に機
能していきます。このような評価方法とセット
でやらないと、アクティブラーニングもうまく
いきません。社会全体がアセスメントに対して
敏感になっていくとすると、アセスメントを強
化していくことを考えていかざるを得ないと思
います。
　私たちとしては、HIP 型の教育方法の充実に
よって学修成果を測定して蓄積し、さらにルー
ブリックと到達テストを開発して、これまで身
につけてきた知識や技能、これから身に付ける
ものについても学生自身が明確に認識できるよ
うにしたいと考えています。ルーブリックと到
達度テストについては、学生の評価に使用する
だけではなく、教育方法やプログラムの効果測
定にも活用していきたいと考えています。

関西国際大学版コモンルーブリック
　学生の振り返りを支援するツールとして、
ルーブリックを使っていこうということです。
ルーブリックについては、AAC ＆ U、すなわ
ち全米大学協会が「バリュー・ルーブリック」
というルーブリックをセットで作っています。
現在、１6種類あります。こういうものがすでに
活用可能な資源としてあります。
　私たちの場合、大学の課題を念頭に当初から
全学投入を意図して、ライティング、プレゼン
テーション、リサーチ、多様性理解、そして今、
グループワークを試行で使っています。そのあ
と色々なものをやっていますが、スキルベース
の方が使いやすいので、現在のところはそれを
使っています。大学全体の到達目標についても
チェックするルーブリックも作っています。
　ル－ブリックがどんなものか、親近感のない
方もおられると思います。この表はサンプルで
す。外国語会話のアセスメントをこれでやりま

図10
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いルーブリックを作っているところです。
　次は、到達度テストです。これはいろいろな
ものがあります。知識を暗記し、習得すること
も必要ですから、このような修得状況を測定す
るのに到達度テストは向いています。私たちが
現在、やっているのはそれぞれの学科の専門の
必修科目です。日常的な学修を促すために、 2
年終了時に必修科目を中心にテストし、どの程
度の達成度かを測定しています。それ以外には
日本語や英語の運用能力を測定するテストの開
発もやっています。入学した段階からどれくら
い伸びているかを見ています。あと大学入試セ
ンターが開発中の新テストも使っています。テ
スト結果の返却については、先ほど申し上げた
通りです。この新テストについては後でまたふ
れます。

学修目標を達成するための授業プラン
　次に学修目標を達成するための授業プランに
ついてお話します。これは学修目標に合った授
業内容と方法になっているか、１５週の授業にふ
さわしい目標とスケジュールになっているかと
いうことです。 ここがしっかりしていません
と、アクティブラーニングも始まりません。
　それから教室外学修を視野に入れているかで
す。私は今日 SPACe のお話を聞いたのですが、
私の意見としては新しいプログラムを作ること
よりも、色々な授業でグループ課題が適度に出
されていれば、利用者が増えると思います。
色々な学部で組織的な教育になっていけば、
SPACe はそんなに新しいことを考えなくても、
対応に追われる状態になっていくはずです。
　だから、教室外学修をそれぞれの先生方のシ
ラバスにフィードバックされている必要があり
ます。この点は中教審でもそれが望ましいと言
いましたが、答申にはそこまで書きませんでし
た。例えば金沢工大のシラバスを見ると教室外
学修でどれくらいの時間がかかるかが書いてあ
るわけです。私の大学でも徐々に書くようにし
ています。それと教員同士で連携することが、

に対する記述、論理的構成、リファレンス資料、
文章の体裁、表現の推敲という ５ 項目です。ヨ
コはグレードです。私の科目もそうですが、点
数などはそれぞれの科目で比重をつけたり、あ
るいはカスタマイズしても構わないことにして
います。ただ基本型をこういう形で作り、でき
るだけ多く使う方向でやっています。レポート
を提出するほとんどの科目は、このルーブリッ
クを参考にしながらやっていますので、学生た
ちは何が自分の課題であるのかを知ることがで
きます。
　ルーブリックの利点は、定性的な評価が可視
化できるという点です。先生に嫌われたとか、
ラッキーとかいう声が学生から出るのは、評価
が 信 頼 されていないからです。ルーブリック
は、いわゆるパフォーマンス評価の手法です。
学生たちには課題と一緒にルーブリックを提示
しますので、何に注意してレポートを書けばい
いのかを予め理解でき、到達目標を意識するこ
とが可能になります。さらに評価後のルーブ
リックを学生に返却することによって、自分の
レベルを理解できます。また、評価基準が明確
ですので、公平な評価が可能になります。ただ
し、複数の教員で同じルーブリックを使用する
場合には、評価基準を確認しておかないとばら
つきが出ます。せいぜい「 4 」と「 3 」や「 3 」
と「 2 」ならいいのですが、「 4 」と「 １ 」に
分かれるようでは、評価基準としては使えませ
ん。ですから、評価基準の確認をワークとして
やっていく必要があるわけです。
　FD を活用して全学的導入を図り、改善して
いこうということで、ルーブリックの必要性と共
通理解を深めてきました。また、ワークショッ
プもやっていますが、なかなか大変です。非常
勤講師説明会でもルーブリックの活用を勧奨
し、ワークショップをやっています。さらに連
携校との間でルーブリックを開発し、インター
ンシップとか、チームワークとか、多様性理解
とか、対象が質的なもので評価基準がシェアし
にくいものについて、チャレンジしながら新し
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科学年ごとに何週目にどんな課題を出すのかと
いうことをプロットさせています。まだ書式が
安定していませんので、私はもっと色々な情報
を入れないと学生には役立たないと言っていま
す。それをやっていきますと、自分の思いつき
で課題を出すわけにはいかなくなります。他の
科目のどのような課題と並行してやっているの
かという点を認識しないと動けないわけです。
各科目の内容理解が、表面的な理解であっては
やっていけないわけです。
　今後の改善策としては科目の統合とか、 １ 科
目あたりの学修時間を増やしていくことを考え
ていかなければならないと思います。そのため
には関連性のある科目やプログラムを同時期に
進行させていくことが必要になりますし、担当
者間で協力し、知識と経験を相互化しながら理
解を深めていくという仕組みを作っていかなけ
ればならないと思います。
　そこで目標として、私としては学修時間を伸
ばしたい、アクティブラーニングを導入する授
業を増やしたい、教室外体験プログラムへの学
生の参加を増やしたい、そして、原則として連
携の対象となる全ての教室外プログラムにルー
ブリックを導入したい、そのような目標を立て
ています。 3 年間が終了する時期は来年度です
ので、とにかくその状態までもっていこうと、
後半の 2 年間でそれを改善するという大望を抱
いてやっております。

学生支援型 IR
　次 に、もう １ つのパートである 学 生 支 援 型
IR について、簡単にお話したいと思います。
通常の IR は、大学経営のためのデータ収集と
分析のほか、教育や学修支援のためのデータ収
集と分析、政府関係諸機関への報告に使うデー
タベースの作成という 3 つですが、私はそのう
ちの 2 番目、教育や学修支援のためのデータ収
集と分析を一番重視しています。私の大学には
高等教育研究開発センターというのがあり、各
種のデータを各部局から集め、教務システムに

目的か手段かというと、これは手段ですね。教
員同士が繋がることは目的ではありません。学
生には科目の狙いは何か、狙いを達成するため
の教室外学修であることを伝えることが、教育
を改善していくことになります。
　ですから、ハイインパクト・プラクティスに
ついては「場」から学べることもありますが、

「問題設定」から学べることも多いのです。色々
な大学の現地調査に行くと、教育学部の場合、
教育実習が一番役に立ったという話を聞きま
す。それは教員の敗北だと私は思います。イン
ターンシップが一番思い出に残るというのは教
員の敗北です。次の学びに繋げることができる
のか、あるいは教育実習やインターンシップに
行く段階で、現場任せではなくて、先生たちが
課題設定をしているかどうかに力点を置かなけ
れば、本当の学修成果には繋がらないのではな
いかと思います。
　そこで教学マネジメントの確立が必要になっ
てきます。ここに書いてありますように、ディ
プロマポリシーやカリキュラムポリシ―を見直
す、体系的な教育課程を構築する、教員一人ひ
とりの教授スキルを向上する、教員間・科目間
の連携を図る、学修成果を可視化するための測
定方法を開発する、組織的な教育を実現する、
このようなことが必要です。以上がここまでの
ひとつのまとめです。このような教学マネジメ
ントは、それぞれの大学が掲げたディプロマポ
リシーの達成に向けた手段でしかありませんの
で、個別の大学でどのように展開していくかに
よって違いが出てくるのは当然だと思います。

教育課程の体系化及び科目間連携
　私はいずれ、教育課程の体系化と科目間連携
の問題解決を実現しなければならないと思って
います。アメリカと比較すると １ 学期に履修す
る科目が多いと思います。さらに課題レポート
の提出時期が調整されていないので、一時期に
集中します。
　私の大学では課題マップを作っています。学
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学時の調査書も選考以外に使っても問題ないよ
うになっていますので、使うことができます。
　新しいテストについては、先程申し上げまし
たが、言語運用能力と数理分析力については、
大学入試センターのモニターになって、新しい
テストを試行しています。そのテスト結果と入
学後の成績や様々なデータを比較して分析して
います。結 果 については 受 験 生 にもフィード
バックしています。大学入試センターを継続的
に利用できればいいのですが、入試センターの
方からすると、自分たちはたんに場を貸してい
るだけという認識もありますので、どこまでや
らしてもらえるのかはなかなか 難 しい 問 題 で
す。最終的には IR のデータとして、使ってい
きたいというふうに思っております。
　次に実施体制ですが、 １ 年目については私た
ちとしては信頼関係を醸成するために、 3 大学
の教員の担当者が私たちの大学に １ 年間出向し
ています。中期段階からは担当者が各大学に
戻って、大学の核になってもらうつもりです。
学修成果の測定などについては、Web 会議な
どでまとめたいと 考 えています。最 終 的 に 学
長・副学長クラスが出席する全体会で成果をこ
れからどのように活用していくのかという方針
を決めて、調整していきたいと考えています。

まとめ
　まとめですが、私は学部学科の目標を達成す
るためには、学位プログラムの目標を共有する
ことが第 １ だと思います。第 2 は自分が担当す
る科目の目標を確認すること、それと科目内容
に応じた内容、方法、評価の実践になっている
かどうかです。さらに協同・連携は絶対の必要
条件だと考えています。科目間連携はヨコの繋
がりを、ナンバリングやカリキュラムマップは
タテのつながりを作るための仕組みです。
　私たち教員は教育の専門家を自称しています
が、実は学修の専門家は学生ですよね。産業界
の方々と議論をしていて気づくのですが、あの
人たちは大学を自分が学んだ頃の大学をイメー

ドクターサムという集計ソフトを組み合わせる
形で分析し、データを学内に返していくという
形になっています。当然、学長と副学長にはサ
ポーティブな情報が入ってきます。
　どのようなことができるのかということです
が、ここに示しているのは 3 年生の進路に関す
る分析事例です【図１2】。上段は決まった学生、
下段は決まるのが遅い学生です。それぞれの学
生たちがどのような学修行動の状態であったの
かがわかります。それを見ると、就職のための
問題集をやっているとか、教員と進路や適性を
しっかり相談しているとか、エントリーシート
の書き方を練習しているとか、就職ガイダンス
に出ているとか、このようなことをやっている
学生は早く就職が決まります。自分の近辺だけ
であまり質の良くない情報に頼っているとなか
なか就職が決まらないという結果が出ていま
す。私たちとしてはこのような学生を特定し、
パネルデータで追跡しようとしています。学修
成果の評価は、ルーブリックと到達度テストを
使 います。その 他、ハイインパクト・プラク
ティスを導入した授業が、どういう影響を与え
ているのかということを調べて、多様化する学
生の特徴に合わせた支援を考えていこうとして
います。
　現 在、使っている 情 報 は 次 のようなもので
す。外部テスト、定期的に実施する学生調査、
ポートフォリオ、レポート・プレゼンのルーブ
リック評価、欠席状況、GPA です。その他、
担当のアドバイザーの助言、適応調査です。入
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　まず学内の FD で、自分の大学の現状はここ
はうまくいっているが、ここはうまくいってな
いという認識を共有してもらわないといけませ
んので、FD に出席してもらわないといけない
わけです。私の大学の FD には、常に教職員の
80％から90％が出席します。年に 3 回、合計 ５
日間やります。私の大学では休むと後がしんど
いです。全学の改革に付いて来れなくなるから
です。
　例えば、アメリカの FD が巧くいっているか
というと、決 して 巧 くいっていません。巧 く
いっているように言っているだけです。アメリ
カの FD では、出席したらお金をくれる大学が
いっぱいあります。どこへ行っても同じです。
アメリカの大学教員が熱心だから教育改革が進
んでいるのではなく、アメリカの大学教育も似
たりよったりです。しかし、アメリカの方が規
模の点で大きいですから、仕組みを先に考えて
いるということでしかないと思います。
　そこで現状認識を共有した上でやっていかな
ければならないのが、ガバナンスの問題です。
私は『教育学術新聞』にも書きましたが、学長
に権限を集中させれば問題が解決するというよ
うなことは絶対にないです。私がこれまで見て
きた大規模大学では、改革派の学長が選挙で負
けると、次に出てくる人は絶対に前学長のやり
方を否定します。そんなことをやるよりは錦の
御旗をちゃんと作った方がいい。全学でどうい
う 教 育 をやるのか、どういうディプロマポリ
シーを与えるのかという学部学科を貫くような
横串を作った方がいいです。
　そのため、目標達成を測るためのアセスメン
トポリシーが必要です。どのような状態で、ど
のような測り方をしたら、目標達成ができてい
るのかということを確認する必要があります。
そのように測定した成果を結実するためには、
ポジティブ 志 向 で 考 えていかないといけませ
ん。あり得る最高の状況づくりを共有し、能動
的に主体的に現状でうまくいっていない点を皆
さんの協力で問題発見し、問題解決することが

ジして語ります。フンボルト型大学という言葉
が平然と出てくるわけです。どこにそんな大学
があるのだと言いたいくらいの状況認識で平気
で語ります。しかし、私たちも同じかもしれま
せん。私たちが学んだ授業と、現在の学生の皆
さんが学んでいる授業とでは、すでに性格も変
わっています。そういうことを考えると、学生
の成長にとってインパクトがあることの確認を
して、深い学びを実現してどのようにして身に
つけてもらうのか、主体的な学び、つまり学生
たちが学び続けるような学修目標の達成を、私
たちは考えていかざるを得ないのではないかと
思います。

結びに代えて

　結びに変えてということで、余計なことでは
ありますが、思いつきとか断片的な改革では効
果 はないということを 言 いたいと 思 います。
GP 事業というのは、創価大学でも今日１0個ぐ
らい出ていましたが、創価大学はそんなことは
ないと思いますが、多くの大学、特に国立大学
を 見 ていますと、予 算 がなくなるとやめてし
まっているところがいっぱいあります。実 に
もったいないです。競争型資金の配分がうまく
いっているかというと、評価も怪しいと正直思
います。
　そのように見ていきますと、創価大学の改革
には一貫性を感じます。思いつきや断片的な改
革でやっておられない。そのような点でシンパ
シーを感じています。関田先生が私の大学の外
部評価に来られたり、私の大学の上村が創価大
学に来させていただいたり、というような交流
があります。今でも共同研究をやらしていただ
いているような関係です。
　思いつきや断片的でない改革をやっていこう
とすると、私は健康診断というものが絶対に必
要だと思います。教員を集めて健康診断を一緒
にやらなければならない。大学の現状はどうい
う状況なのかという認識の共有です。
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とを 積 み 重 ねていくということでやっていま
す。また、私たちの成果についても、もっと広
くご 報 告 できるような 状 態 ができましたら、
色々、情報を流さしていただきたいと思います
ので、よろしくお願いしたいと思います。
　最後までご清聴いただき、ありがとうござい
ました。以上で、私の講演を終わらせていただ
きたいと思います。

大切だと思います。
　次 は AI、すなわちアプリシエーティブ・イ
ンクアイリーです。PDCA は、 いくらやって
も楽しくならないですよね。ですから、なりた
い自分にどう近づけていくのかという発想で
やった方がいいのかなと思います。これは三重
大などで言われています。
　それから私が申し上げたいのは、アクティブ
ラーニングを導入することは目標ではないとい
うことです。大学としての学修成果をどう可視
化していくのかという方針を学内で共有し、自
分たちの大学に合った形で、今学期はこういう
アクティブラーニングを導入しよう、この学年
はこのようにしようといった具合に計画的に
やっていくことが大切だろうと思います。
　最後に蛇足ですが、私の授業でやっているこ
とをお話させていただきます。私の授業は輪講
授業でございまして、学長は ５ 週しか教えられ
ません。その代わりに全学年全学科を回ります
ので、全 員 に 授 業 をやっていることになりま
す。私が最初に学生に対して「君たちは私から
指名されて発言したいとは思っていないはずだ
から、 ５ 週間の間に １ 度でもいいから手を挙げ
て発言してほしい」と言います。「出来ない人
は？」と聞くと、「誰も手を挙げないですね。
ということは、全員が約束したよね」と言うわ
けです。そのノリでやっていくのですが、だい
たい百何十人で授業をやりますが、 7 ～ 8 割く
らいの学生は ５ 週間のうちに手を挙げて発言し
ます。私の大学の学生は、創価大学の学生より
特に優秀ということはありません。優秀な学生
はどこの大学にもいまして、手を挙げて発言し
ます。そのような 学 生 を 広 げていくためには
色々な仕組みを考え、教授法や学修方法を組織
的に導入する必要があります。その結果、学修
の成果が大学としての目標に近づいていくので
はないかと思います。
　是非、皆様方におかれましても、私たちの事
例が成功例とまでは到底申し上げられません
が、懲りずにコツコツとやっていく、小さいこ
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研究論文

The Implementation of Extra-Curricular
Programmes: TOEIC and TOEFL Intensives

in University Vacation Time

Abstract

　Recognizing the importance of responding 
to student needs, these frequently reflecting 
changes in the wider context of education and 
employment, this paper explores the need for 
extra-curricular courses, and details the expe-
rience of organizing and teaching TOEIC and 
TOEFL extra-curricular programmes for uni-
versity EFL students. In so doing, it is intend-
ed to illuminate an often-overlooked aspect of 
curriculum development at an institutional 
level; the implementation of extra-curricular 
courses, the development of which is often in-
tegral to the process of implementation, and to 
seek to identify factors influencing the suc-
cessful achievement or otherwise of the learn-
ing objectives set. Describing the processes of 
course proposal, approval, financing, student 
and teacher recruitment, student assessment 

and course evaluation, the paper then seeks to 
account for the programme’s success. Key fea-
tures that emerge as facilitating the organiza-
tional process are the devolving of responsibil-
ity to teachers, trust, and the making of 
minimal demands on the financial and human 
resources of an institution. Educational 
achievement is facilitated by a clear focus on 
student needs, a direct benefit to student moti-
vation, learning and the achievement of course 
objectives. Educational achievement is further 
facilitated by the commitment of teachers, by 
the use of technology and by the fostering of a 
purposeful and supportive environment.

Need and Instigation

　Extra-curricular programmes are common 
throughout the educational world, serving to 
supplement or make up for omissions in the 
regular curriculum of an institution. Demand 
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providing extra-curricular courses as they 
seek to comply with regulations and respond 
to environmental change. In addition, institu-
tions may be required to support extra-curric-
ular programmes initiated elsewhere, and in-
volve any or all of the following: planning and 
organization, administration, funding, and 
the provision of staff and facilities.
　Finally, teachers may also be instigators of 
extra-curricular programmes. It is one of the 
roles of a teacher to both respond to needs 
demonstrated by students and to anticipate 
needs. This perception, whether gained direct-
ly from the students or from familiarity with 
the wider world of education and employment, 
can be an important impetus to the develop-
ment and implementation of extra-curricular 
courses. Indeed, teachers are frequently the 
primary instigators and supporters of such 
courses, identifying needs, alerting the ad-
ministration, and making suggestions for cur-
ricular change.
　Despite the above noted widespread preva-
lence of extra-curricular offerings, literature 
dealing with the organizational processes in-
volved and seeking to identify features influ-
ential in programme success or otherwise is 
relatively scarce. This paper, therefore, seeks 
to address this shortcoming by examining the 
development and implementation of two extra-
curricular courses, summer and winter TOE-
FL and TOEIC intensives, provided by the 
World Language Center (WLC) at Soka Uni-
versity. In doing so, the paper also seeks to 
judge the programme through the eyes of its 
students, those stakeholders most engaged, 
and to determine whether they regard it as 
one meeting their needs. 

may exist but a course is not offered. A pro-
posed course may not meet the minimum quo-
ta set for enrolment. A course may exist. How-
ever, demand may exceed the places available 
or curriculum conflicts prevent students en-
rolling. Additionally, students may wish to en-
rol once again to further enhance their knowl-
edge or skills. Extra-curricular courses also 
provide an opportunity to circumvent the ri-
gidity of a fixed curriculum, often monitored 
by central government bureaucracies. In Ja-
pan, once a curricular cycle has been negoti-
ated between a university and the Ministry of 
Education, Culture, Sports, Science and Tech-
nology (MEXT), no changes are permitted un-
til the next curricular cycle—usually four to 
five years. On occasion, courses are acciden-
tally left out of a curriculum or national stand-
ards modified. In these cases, extra-curricular 
classes can be used to overcome deficiencies, 
fulfil requirements and meet changing needs. 
　In the instigation of extra-curricular pro-
grammes three primary stakeholders can be 
identified: the students, the institution, and 
the teachers. The students are the beneficiar-
ies of a course and often act as instigators. 
They may identify knowledge and skills need-
ed for the achievement of future goals, or sim-
ply of interest, and not available in the regular 
curriculum. They may then enquire through 
official and unofficial channels as to how these 
needs and interests can be met. By so doing, 
they create an impetus for course creation. 
　An institution, or a department, may also be 
an instigator. As plans for short- and long-
term goals are developed, courses may be test-
ed prior to implementation. Institutions are 
also influenced by external factors such as 
governmental ministries, economic conditions, 
employers, and other educational institutions, 
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nese government has responded with a series 
of initiatives to reform the teaching of English 
throughout the educational system from pri-
mary to tertiary levels. In an Action Plan to 
Cultivate Japanese with English Abilities, 
MEXT addresses English levels desirable in 
Japanese nationals to be attained in junior 
and senior high schools. Additionally, in order 
to achieve ʻEnglish levels desirable in person-
nel who work in an international community’ 
the Plan requires that ʻeach university should 
set achievement goals in order to cultivate per-
sonnel who can use English in their profession’ 
(MEXT, 2002).

Institutional
　In the mid- to late-1990s, within the above 
context, Soka University expanded its over-
seas exchange programme, a response to a 
rapidly changing international educational 
environment; a global knowledge economy of 
increasing student mobility (Gürüz, 2008) and 
academic globalization, a ʻfree trade in minds’ 
(Wildavsky, 2010) in which both Soka Univer-
sity and its students wished to participate. 
However, a stipulation for a student to be ac-
cepted for most exchanges was a score of 500 
or more on the paper-based TOEFL (PB TOE-
FL). As Soka University did not offer TOEFL 
preparation courses within the regular cur-
riculum, students were unfamiliar with the 
test and few were able to attain the scores re-
quired. In 2001 the opening, in California, of 
Soka University of America to which many 
students at Soka University in Japan wished 
to apply, compounded this situation. Accept-
ance also required a score of 500 PB TOEFL 
or 173 on the Computer-Based TOEFL (CBT).
　Of further concern were course offerings 
within the WLC, and restrictions on language 

Context and Response

　The summer and winter intensives at Soka 
University have been offered every year since 
summer 2000, a response to needs demon-
strated by the students and recognized by 
teachers and the university’s administration. 
The university, however, and its students, do 
not exist in a vacuum. It is then appropriate, 
briefly, to consider the wider context within 
which these initiatives arose. 

International
　Of the influences that can be identified, one 
stands out—that of globalization, a process 
that in recent years has affected cultures (Ap-
padurai, 2001), economies, commerce and 
competitiveness (Boudreaux, 2008), as well as 
the world of higher education (Suarez-Orozco, 
2001). It is a world in which business and gov-
ernments value ever more highly the role of 
tertiary education in an increasingly competi-
tive, technological, and knowledge-based in-
ternational economy (Stromquist, 2002). As a 
result, the world of higher education has itself 
become increasingly commercialized, competi-
tive and international, responding to the flow 
of capital and students, the needs of commerce 
and industry, and the calls of governments 
(Bok, 2004; Slaughter & Leslie, 1999; Slaugh-
ter & Rhoades, 2009). These developments 
have in turn been accompanied by the growth 
of English as an international language (Crys-
tal, 2003; Graddol, 1999, 2006), the use of 
English as a lingua franca (Jenkins, 2007) in 
business, commerce, politics, science, technol-
ogy, and in higher education. Consequently, in 
an effort to maintain the competitiveness of 
Japan on the international stage, the Japa-
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intensive TOEFL course during the summer 
break. Permission was granted by the univer-
sity with the stipulation that the course be 
self-financing, and that, beyond the provision 
of minimal administrative support, notably 
the collection of fees, the provision of facilities, 
and the payment of salaries, the course was to 
be administered and organized by the teach-
ers themselves. Successful conclusion of the 
summer intensive led to a winter intensive 
with a focus on the Test of Written English 
(TWE), newly introduced as part of TOEFL in 
autumn 2000. This dual format has evolved 
into a Winter Intensive offering iBT Writing 
and TOEIC tracks, and a Summer Intensive 
offering iBT (Listening/Reading/Speaking) 
and TOEIC tracks (Table 1). 

The Organizational Process

　The following describes the implementation 
of a typical summer intensive. The chronologi-
cal order, however, is the same for both sum-
mer and winter courses. The process opens 
early in the semester with preliminary discus-
sions between the intensive course coordinator 
and the WLC office. Contact between the WLC 
office and teachers who assist the course coor-
dinator is the only area in which the universi-
ty administration is involved. The preliminary 
discussions take place in late April or early 
May and deal with dates, classrooms, the 
times and locations for orientation sessions, 
estimation of enrolment, and availability of 
teachers. Provided the courses fall within the 
parameters previously agreed no permission 
is needed from the university. The main re-
quirements are that the courses be self-financ-
ing, and consist of 24 ninety-minute periods of 
instruction, inclusive of pre- and post-course 

study imposed by some academic departments. 
Within the WLC primary focus was given to 
general communication courses with writing 
only offered to advanced level students. No 
preparation classes for external examinations 
were provided, a significant handicap for stu-
dents wishing to study overseas. Additionally, 
some students were only able to take designat-
ed courses related to their major areas of 
study, for example, business English. For stu-
dents wishing to pursue personal goals, there 
was then a need for courses supplemental to 
those then on offer. The university adminis-
tration became aware of the need for TOEFL 
specific courses as students failed to qualify 
for the exchange programmes. Students una-
ble to meet the requirements also raised the 
issue, as did teachers providing out of hours 
assistance. Additionally, unofficial records 
comparing the TOEFL-ITP scores of incoming 
freshmen with scores at the end of their first 
year of study revealed no significant increase. 
That is, the English communication courses 
offered were ineffective in building skills re-
quired to achieve a satisfactory TOEFL score. 
However, due to a fixed curricular cycle, one 
monitored by MEXT, it would be three years 
before new courses could be initiated. 
　Students began to seek assistance to pre-
pare for TOEFL, teachers tutoring individu-
als in their offices. Additionally, in the spring 
of 2000, one teacher was allowed to offer TOE-
FL preparation in normal class time by chang-
ing the content of two sections of an existing 
course. However, the level (elementary), the 
year (freshmen), and the limited registration 
(a total of 48) did not include most students 
with a pressing need for TOEFL preparation. 
Consequently, that spring, two part-time 
teachers proposed to offer an extra-curricular 
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however, does not guarantee a teaching place. 
The number of classes cannot be finalized un-
til shortly before the intensive begins.
　To lighten the preparation and teaching 
load, teachers are usually asked to specialize 
in one skill area Consequently, a teacher can 
normally expect to teach one lesson a day to 
four different classes. As an example, in the 
summer of 2010, there were 122 students (96 
iBT, 26 TOEIC) in 7 classes: one TOEIC, two 
upper-level iBT, and two lower-level iBT (Ta-
ble 2). The four lower level classes had four 
teachers, each specializing in one skill area 
and teaching one lesson each day to all four 
classes. The TOEIC class had one teacher for 
both listening and reading. The two upper-

assessment.
　In late May, a written proposal is submitted 
to the WLC Coordinators’ Committee com-
prised of the WLC Director, Deputy Director, 
and teachers with administrative responsibili-
ties. The proposal details the time, location, 
general content, projected numbers, basic or-
ganization, and staffing of the intensive. Per-
mission to proceed has never been refused. 
Following receipt of permission, faculty are of-
ficially approached and asked if they wish to 
participate. In the past, recruiting staff for an 
in-vacation course was sometimes problemat-
ic. In recent years, however, a small core of 
faculty has formed. In late May, faculty are of-
fered a provisional teaching slot. The offer, 

Table 1. Soka University Summer and Winter Intensive Course Statistics 2000-2010
Intensive Year Type Students Credits* Teachers 
Summer 2000 PB TOEFL (TOEFL-ITP) 36 N/A 3
Winter 2001 TWE Writing 49 N/A 3
Summer 2001 PB TOEFL (TOEFL-ITP)  79* N/A *
Winter 2002 TWE Writing  53* N/A *
Summer 2002 PB TOEFL (TOEFL-ITP) 49 N/A 3
Winter 2003 TWE Writing 44 N/A 3
Summer 2003 PB TOEFL (TOEFL-ITP) 115 N/A 5
Winter 2004 TWE Writing 42 N/A 3
Summer 2004 TOEFL CBT 123 77 4
Winter 2005 TWE Writing 40 31 3
Summer 2005 TOEFL CBT 112 54 4
Winter 2006 TOEFL CBT 42 20 2
Summer 2006 TOEFL CBT 74 42 3
Winter 2007 iBT Writing / TOEFL-ITP 60 41 4

Summer 2007 iBT (Listening / Reading / Speaking) / TOEFL-
ITP 162 95 7

Winter 2008 iBT Writing / TOEFL-ITP 60 33 4

Summer 2008 iBT  (Listening / Reading / Speaking) /TOEFL-
ITP 156 98 7

Winter 2009 iBT Writing /TOEFL-ITP 61 59 4

Summer 2009 iBT (Listening / Reading / Speaking) / TOEFL-
ITP 150 90 7

Winter 2010 iBT Writing / TOEIC 67 49 4
Summer 2010 iBT (Listening / Reading / Speaking) / TOEIC 122 31 7

Totals 1658 720 63

* The option of a credit for the courses was introduced in 2004
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to subsidize a loss-making winter one.
　The final part of the organizational process 
involves the allocation of students and teach-
ers to classes. There are usually around 150 
students in summer and 60 in winter, but, as 
these figures cannot be guaranteed, planning 
is a fluid process. The two variables of number 
of students enrolled and the ratio of TOEIC to 
IBT students are wild cards. The final act is to 
update the intensive website by posting class 
lists, class schedules, classroom and teacher 
allocations, and information as to where and 
when the opening ceremony will be held.

Assessment and Evaluation

　Very early in a short course it is essential to 
form as comprehensive a picture as possible of 
student ability in order to present a course of 
instruction of an appropriate level, one mak-
ing use of suitable materials, instructional 
techniques and activities. Additionally, it is 
equally important that there exist means of 
continuous assessment informative of student 
learning and needs. Only by so doing can a 
programme adjust itself quickly to a student 
body and teachers refine their practice. Fur-
thermore, there should exist a means by which 
the effectiveness or otherwise of a programme 
might be evaluated and areas for improvement 

level iBT classes had two teachers, each spe-
cializing in two skills. 
　In the middle of June, posters are put up 
around the university and fliers distributed by 
WLC teachers in class. These give basic de-
tails such as dates, focus, cost, and the times 
and locations of orientation sessions. The 
course coordinator conducts two orientation 
sessions in early July. The two tracks, TOEIC 
and TOEFL, and their general content are de-
scribed, teachers named, conditions for entry 
detailed, and method of payment explained. 
For entry to the iBT course a minimum ITP or 
TOEIC score is set. The TOEIC course is open 
to everyone. Students are informed of the op-
tion to obtain a credit. 
　Although the courses are self-financing, stu-
dents paying for both tuition and textbooks, no 
profit is expected. Fees are collected electroni-
cally on a machine called Papyrus Mate with 
the deadline for payment kept as late as pos-
sible. Only when the deadline has passed can 
the coordinator determine how many students 
have enrolled and how many classes can be 
formed. To break even an average of fifteen or 
sixteen students per class is required. Often, 
in summer, this number is exceeded with the 
university absorbing any profit thus incurred. 
There is, however, an unwritten agreement 
that a profit-making summer course is allowed 

Table 2. 2010 Summer Intensive Class Organization

Teacher Course Skill area

Koike TOEIC Listening/Reading

Chirnside iBT (upper classes) Independent/Integrated Speaking

Hansford iBT (upper classes) Listening/Reading

Daugherty iBT (lower classes) Listening

Fearn iBT (lower classes) Reading

MacDonald iBT (lower classes) Integrated Speaking

Sasaki iBT (lower classes) Independent Speaking
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by two or more teachers with scores compared 
for consistency and inter-rater reliability. 
Marking is done immediately, one section of 
the test being marked while students complete 
another section. The aim is to get final grades 
to students with minimal delay.
　In addition to formal assessment proce-
dures, teachers and students benefit from in-
formal assessment that is a constant through-
out the course. Class sizes are relatively small 
permitting the teachers to gain an under-
standing of the abilities and needs of individu-
al students. Much time is spent with students 
working in pairs and groups, the teachers 
monitoring and assisting where appropriate. 
It is an approach that encourages students to 
support each other, the excellent working rela-
tionships formed visible during student-stu-
dent feedback sessions. This sharing of knowl-
edge and provision of support creates a positive 
learning atmosphere, each student another 
teacher in the class, allowing the teachers 
time to monitor and attend to individual 
needs. 

Homework
　All teachers assign homework daily. It is an 
essential element of the programme; vital to 
the achievement of course aims, continuous 
assessment, and as a tool informing classroom 
practice. It provides the teacher with a daily 
means to assess progress, for students to as-
sess their own progress, and is a valuable 
source of material for review and further 
learning. All homework is marked on the day 
handed in, frequently in the lesson. Feedback 
is provided promptly, during class, after class, 
or by email, and may take the form of individ-
ual guidance or all class feedback. 
　The amount of homework has to be balanced 

identified. 

Student Assessment
　Assessment begins at registration. Students 
are asked for their most recent or highest pro-
ficiency score on the TOEFL-ITP, TOEFL iBT, 
or TOEIC test. Scores are used to allocate stu-
dents to class. Additionally, on the first morn-
ing, students take a TOEFL or TOEIC style 
pre-test to verify placements. The results will 
also be used to make a comparison with end of 
course test scores to assess individual pro-
gress and to evaluate the course—the degree 
to which the intensive has achieved intended 
learning outcomes.
　Continuous assessment is based on daily at-
tendance and homework. Attendance is cru-
cial, one day of absence accounts for 6 hours of 
missed instruction, 16.6 per cent of total 
course time. Absence also means a student is 
unlikely to complete homework, assigned daily 
by each teacher and a core component of the 
programme. Attendance and marks for home-
work are reported to the course coordinator 
daily and entered that day onto Gradekeeper, 
a grade book programme available online. 
Students are then able to check their grades 
daily online. Quizzes may also be used but, 
with limited teaching time, are optional. 
　On the afternoon of the final day, students 
take an end-of-course test to assess their abil-
ity to utilize the knowledge and skills empha-
sized during the course. The final test for 
TOEIC is a complete test taken from a TOEIC 
textbook, grading facilitated by the use of scan 
cards. For the summer and winter TOEFL 
courses sections of a textbook TOEFL test are 
used together with original materials pre-
pared by the teachers. All tests are corrected 
by the teachers, essays and speeches graded 
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Nevertheless, it is excessive, as the students’ 
own perceptions reveal (Table 3) with 21.5% 
finding the amount ̒ Too much’ and 3.7% ̒ Much 
too much’. These were, in the main, less ad-
vanced students and call for the programme to 
give more thought to lower level classes, ad-
mission criteria, expectations held, demands 
made, materials used and teaching approach 
employed.

The Use of Technology
　Throughout the programme, technology 
plays an important role in facilitating assess-
ment, monitoring, guidance, and learning. 
Students have full use of the university’s 
CALL rooms. The facilities permit the teacher 
to access individual student’s screens and offer 
guidance as required. Additionally, the facili-
ties permit whole class instruction. Thus, the 
writing teacher is able to provide timely feed-
back on an individual and class basis, instruct 
students on particular items to be focused 
upon, and give instruction on how to provide 
each other with targeted and appropriate feed-
back. For teachers of speaking, a Soft Record-
er programme enables students to record their 
speeches and submit these directly to a teach-
er. Additionally, the teacher is able to listen to 

against the intensive nature of the course and 
students’ perceptions of value. According to 
feedback (Figure 1), the majority average 2-4 
hours of homework a day. Students in more ad-
vanced classes in general spend less time than 
students in lower level classes. Student per-
ceptions of the amount of homework during 
the Summer Intensive 2010 are presented in 
Table 3. Overall 57% felt the amount of home-
work was ʻAbout Right’, and 16.8% felt there 
was ʻToo Little’. That is, a majority (73.8%) did 
not find the homework demand excessive or 
unmanageable. The figure of 5 hours (Figure 
1) for some lower-level students is a reflection 
of a number of factors; the difficulty of the 
course, the expectations of the teachers, and 
the expectations students have of themselves. 

 

Figure 1.  Average Hours Spent on Homework Each 
Night (Summer Intensive 2010)

Table 3: Student Perceptions of Daily Homework (Summer Intensive 2010)

Much too 
much Too much About right Too little No h/w best

TOEIC Purple 2 9 7 1 0
iBT Red 0 0 2 11 0
iBT Blue 0 1 8 3 0
iBT Yellow 0 3 9 1 1
iBT Orange 1 4 9 1 0
iBT Pink 0 2 13 1 0
iBT Green 1 4 13 0 0
% of respondents 3.7% 21.5% 57% 16.8% 0.9%
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lessons taught on specific sections of the tests 
based on a 5-point Likert scale. Boxes are pro-
vided for additional comments, providing use-
ful feedback to individual teachers and per-
ceptions of the course in general. The second 
section deals with homework. Remaining sec-
tions ask students their reasons for taking the 
course, ways to improve the course, and sug-
gestions for new courses. In summary, the 
questionnaire provides evidence for continua-
tion and revision of the programme.
　Results from end of course surveys (Figure 
2) reveal a high level of student satisfaction. 
Throughout the years, significant numbers 
have stated that they were ʻextremely’ satis-
fied. When this number is combined with 
those who were ʻvery’ satisfied, the result is an 
overwhelming majority more than satisfied. 
That is, students do find the programme one of 
value, one meeting their expectations and 
needs. The survey results make a strong case 
for continuation of the programme. 

Accounting for Success
　The programme is successful. Self-financ-
ing, it has grown in size and receives high 
rates of approval. Primarily, however, success 
is to be measured by the increase in the TOE-

each individual student as he or she practises 
a speech. Once again, this permits direct and 
timely assistance. Above all, however, the fa-
cilities enable students to hear their own at-
tempts to answer TOEFL type questions. Such 
self-assessment, and the sharing of work with 
peers, is invaluable in raising student aware-
ness of the demands and difficulty of the 
speaking task, and their own weaknesses. In 
short, the CALL room system is an effective 
tool facilitating the teaching and learning ex-
perience, enabling the teacher to monitor, as-
sess and guide individual student develop-
ment, and enhancing student self-assessment 
and peer-to-peer assistance.
　A further advantage of technology is the ac-
cess this provides students to monitor their 
grade, and the effect of this on their engage-
ment. For each intensive a new website is cre-
ated and, each day, as previously noted, the 
course coordinator collects all attendance and 
homework scores, enters these into Grade-
keeper and uploads to the Internet. Conse-
quently, students are able to view their pro-
gress at any time. This many of them do. 
Additionally, access to grades is important at 
the end of the course. Students will need to 
decide whether or not to accept credit for the 
course.

Course Evaluation
　At the end of the course students complete a 
course evaluation questionnaire. This seeks to 
determine how successful the programme has 
been in achieving the learning goals set, fo-
cusing on whether the students themselves 
feel that the programme has increased their 
understanding of the TOEFL and TOEIC 
tests, and enhanced test specific skills. In the 
first section, students rate the usefulness of 

 

Figure 2. Programme Approval Ratings 200５-2010
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the programme’s success are the students. 
Self-selected from a student body of approxi-
mately six thousand, those taking the pro-
gramme are a small percentage. Furthermore, 
the students must pay, the courses are option-
al, and are held in vacation time. Consequent-
ly, it is reasonable to conclude the students are 
committed. The high level of attendance sub-
stantiates this, as does the high level of com-
pletion and standard of homework. Student 
motivation, widely acknowledged for its influ-
ence on learning (Dörnyei, 2001; Dörnyei & 
Schmidt, 2001; Pintrich & Schunk, 1996; Wil-
liams & Burden, 1997), is a significant factor.
　Influencing student choice as to whether to 
enrol are personal perceptions of need. Un-
doubtedly these have been influenced by a 
curricular move within the WLC to place 
greater emphasis on English for academic pur-
poses (EAP). Compounding this has been the 
expansion of the exchange programme and the 
requirement for a demanding TOEFL score. 
Many students wish to study and travel over-
seas. Consequently, their motivation to enrol 
is an extrinsic one, as it is for those with an 
eye to future employment. Many employers in 
Japan now ask for TOEFL and TOEIC scores. 
Additionally, many students enjoy learning 
languages, their motivation primarily intrin-
sic. Surprisingly, the offer of a credit does not 
appear to be an incentive. The number choos-
ing not to accept a credit (Table 1) is indicative 
here. 
　Whether for access to the university’s ex-
change programme, for graduate study over-
seas, travel, employment, or enjoyment, the 
programme serves the extrinsic and intrinsic 
needs of a large number of students who make 
full effort to avail themselves of the opportu-
nity provided. Undoubtedly, whatever the 

FL and TOEIC scores on pre- and post-course 
tests (Figure 3 & 4). 
　Across the skill areas the majority of stu-
dents show improvement, all the more impres-
sive given the short nature of the courses.  
Success is also to be measured by the results 
of students subsequently taking the actual 
tests themselves. Some have informed teach-
ers of their success, others have demonstrated 
it by admission to the university’s exchange 
programme and by study overseas on gradua-
tion.

Student Motivation
　Foremost among the factors accounting for 

 

Figure 3.  iBT Summer Programme Pre & Post Test 
Scores 2007-2010

Figure 4.  TOEIC Pre & Post Test Scores Summer 
2010
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implementation of the programme as it is to-
day. It is one for which they have a definite 
sense of ʻownership’. With the exception of sup-
port from the WLC’s office personnel, the pro-
gramme operates independent of the wider 
university administration whose involvement 
is primarily with finance–the receipt of course 
fees and payments to teachers. It is a situation 
in which trust has contributed much, permit-
ting teachers to exercise control over course 
organization, student recruitment, class-size, 
teacher-student ratio, materials, assessment 
and evaluation. This delegation of responsibil-
ity by the university has permitted the teach-
ers to make full use of their professional train-
ing and expertise to initiate and deliver a 
programme in direct response to needs dem-
onstrated by students and the university it-
self. It has also meant that administrative and 
educational issues can be addressed and re-
solved quickly within the small team. Above 
all, teachers have been able to focus upon the 
classroom: course content, instructional tech-
niques and learner outcomes. It is a pro-
gramme in which the teachers as stakeholders 
have invested themselves. 

The Teachers
　The knowledge, skills and commitment of 
teachers are essential ingredients in any pro-
gramme’s success. Here the programme has 
been fortunate. The teachers are committed—
the programme something they have chosen to 
do, have organized themselves, and have given 
up part of their vacation to teach. The hours 
are long, classroom contact daylong, the mark-
ing load heavy, and contact with the students 
out of class a part of the programme. The 
teachers are a small group, respect each oth-
er’s contributions and strengths, work well to-

source of motivation and commitment, the pro-
gramme has benefitted.

Organizational Factors
　Among organizational factors accounting 
for the programme’s success two primary fea-
tures stand out: the holding of courses in vaca-
tion time and the delegation of responsibility 
to the teachers. Because the courses are held 
in vacation time, there are no scheduling con-
cerns, no timetable conflicts. Neither teachers 
nor students have other academic commit-
ments. Isolated from the wider student body 
and the demands and influences of friends, 
clubs and major subjects of study, the students 
are free to concentrate on English in an envi-
ronment encouraging them to do so. Only Eng-
lish is used throughout the week: both in and 
out of class, for teaching, socializing and ad-
ministration. For the majority this is their 
first exposure to such immersion. It is de-
manding and exhausting, but it is a situation 
they respond to. Outside of the scheduled 
classes, facilities are available well into the 
evening. The students are to be found complet-
ing their homework, developing their skills, 
and working together in English. The teachers 
are equally engaged for, with few other com-
mitments, they are able to devote the time and 
energy required by such an intensive pro-
gramme. Each evening one or more teachers 
are scheduled to be available to assist and so-
cialize. This is all conducive to a cooperative, 
focused and supportive learning experience.
　The second feature identified above, the del-
egation of responsibility to the teachers, should 
not be underestimated. From the outset the 
teachers have been responsible for every as-
pect of the programme, from the initial pro-
posal to the development, organization and 
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bring their own respective strengths to the 
programme. It is this variety and breadth of 
expertise that is of importance. 

‘Market’ Focus
　Another reason for the programme’s success 
is its very specific focus: preparation for the 
TOEFL and TOEIC examinations. Students 
take the courses because success in these ex-
aminations meets a variety of their needs. 
That is, it is a programme with a ʻmarket’ fo-
cus, one that directly addresses the needs of 
its clientele. For the majority, the courses pro-
vide a focused introduction to the examina-
tions, to individual question types, and to ex-
amination specific skills and exercises. It is a 
focus the students wish for, are fully informed 
of, and commit themselves to. Additionally, 
the programme addresses needs insufficiently 
catered for within the WLC. To acquire a high 
level of speaking and writing skills in a second 
language requires considerable exposure and 
practise, something rarely achieved in one or 
two classes a week over a semester. Further-
more, in Japan there is little exposure to Eng-
lish outside the classroom, little opportunity 
to build and practise skills. Moreover, when 
exposure has to date been to the general Eng-
lish taught in high school, students may have 
had little or no exposure to the demanding and 
academic nature of the TOEFL iBt, to the 
skills required to write a logical discursive 5 
paragraph essay or to complete academic 
speaking tasks within tight time constraints. 
This is a situation compounded at Soka Uni-
versity where, for nearly all students, major 
areas of study are conducted entirely in Japa-
nese. The intensive courses directly address 
these shortcomings and student needs.

gether, and are willing to accommodate chang-
es necessitated by family and other 
circumstances. There is little doubt that the 
quality of teaching and smooth administration 
of the programme has benefitted substantially 
from the close working relationships and pro-
fessionalism the teachers have brought to the 
programme.
　One particular feature that has benefitted 
the quality of teaching has been the assign-
ment of teachers to teach one specific skill 
area. This has enabled the teachers to build 
expertise in that area, improve classroom 
practice as they benefit in one lesson from pre-
vious lessons, and focus their efforts in a way 
that would not be the case if preparing and 
teaching all skills. This benefit is passed on in 
the quality of teaching and by providing a 
source of authority to which the students can 
turn for assistance. As the classes are divided 
by ability, this also allows the teachers to ad-
just their teaching—their pace, explanations 
and activities— to the particular level of the 
individual class. As Littlejohn (2001) noted, 
how classes are organized can directly impact 
on student motivation and learning. By being 
ʻsensitive to the psychology of language learn-
ing’ (Littlejohn, 2001, p.7) in programme or-
ganization, and adjusting lesson content and 
demands to student abilities, weaker students 
are able to achieve a sense of success, able to 
build their competence, confidence, and com-
mitment. 
　An additional strength is the use of both na-
tive and non-native speaker teachers. Howev-
er, rather than whether a teacher is a native or 
non-native speaker, what is clearly of benefit is 
that, by rotating teachers through the classes, 
the students benefit from the teaching and lin-
guistic skills of a variety of teachers who all 
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when conducted at what may appear to be an 
unlikely time of year, university vacation time. 
The experience at Soka University indicates 
that where an institution has trust in its 
teachers, and is prepared to devolve responsi-
bility, this can facilitate the smooth running 
and organization of a programme. Such will-
ingness emerges as more likely where extra-
curricular courses make minimal demands on 
the financial and human resources of an insti-
tution, and where teachers have the requisite 
skills required to meet administrative de-
mands, most notably for record keeping, stu-
dent assessment, and course evaluation. The 
motivation of the students themselves, wheth-
er intrinsic or extrinsic, is also to the fore. 
Where students are self-selected, fully in-
formed of the nature of a programme, perceive 
that programme as having focus and meeting 
their particular needs, they are likely to be 
motivated and committed. Additionally, where 
this commitment is supported by a teaching 
staff willing to invest themselves and their 
time in a programme, to co-operate closely 
with each other and give time to the students, 
the programme is likely to achieve the learn-
ing goals set. This, we believe, has been so 
with the extra-curricular courses at Soka Uni-
versity.
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日本の学士課程における教育の一環としての研究
──卒業研究の特徴と課題──

Japanese Undergraduate Research and
How to Reform It

抄　録

　日本の大学では、伝統的に学士課程最終年次
に一年間の研究（卒業研究）を行うことが学生
に課されてきた。卒業研究は、学生が最先端の
研究に触れられる機会であると同時に、学生の
人格形成にも影響を及ぼすと教員の間で高く評
価されている。しかし学問の細分化と学生の大
衆化により、効果的な教育を行うことができな
くなっている。また学術的成果を重視する教員
の主導は、学生の自主性の成長を阻害する要因
になり、さらに個々の教員の方針に依存する評
価方式は、「質の保証」に問題がある。本稿で
は、これまで点検されていない卒業研究科目の

問題を整理し、改革の方針として次の三点を示
す。①「質の保証」のため、評価基準を明確に
する。②学生の自主性を育むため、低学年から
課題解決型科目を導入する。③研究室の枠にと
らわれず、学生が複数の分野に触れられる体制
を設ける。改革への取り組みは、大学側の教育
に対する姿勢を知る重要な指標になる。

Abstract

　Most Japanese university departments 
traditionally have required students to 
conduct one-year Sotsugyo-kenkyu （literary: 
research for graduation） in the senior year. 
Professors regard this research as a crucial 
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徴を解明する理論的研究である。
　大学制度は、文化的・歴史的背景に影響を受
けるが、日本に特徴的なものとして卒業研究科
目がある。文部科学省では、卒業研究を卒業の
要件として求めていないため、実施するか否か
は各大学の裁量に任されているものの、たとえ
ば理工学系では 9 割を超える学部が卒業研究を
実施している １ 。しかし、国際的にみれば、学
士課程での研究活動は一般的な制度ではない2。
　これまで卒業研究は、学士課程において未知
の知識を得る経験をする唯一の機会であるとし
て、教員の間では重要視されてきた。しかし、
実際の教育は個々の教員の力量に依存し、効果
は検討されず、改革の対象にもならない聖域で
あった。そのため、大学や学部などの組織的な
支援がない場合には放任になりかねず、一方で
日本では最終年次の学生を落第させる決断も下
しにくいことから、教育の質を保証するうえで
重大な問題がある3。とはいえ、単に学生を厳
しく指導すればよいというわけでもない。現在
の大学教育は高度に専門分化しているため、学
術レベルを高めようとすると、教員の指示をこ
なすだけの自主性を欠いた学生を生みだす恐れ
がある。
　これまでに卒業研究に関する学術的な面から
の検討はほとんどない。教員レベルでは個別に
卒業研究の改善に着手する例はみられるが 4 、
それらの報告は卒業研究科目の特徴を解明する
ものではなく、また改革への一貫した方針を打
ち出すものでもない。
　分野レベルでの卒業研究に関する現状の公開
と改革への取り組みは、産業界から常に実質的

part of higher education: an opportunity for 
students to conduct cutting-edge research 
overseen by a supervisor. Professors also 
believe that it contributes to the moral 
development of students’ character and to fit 
into  Japanese  society.  However,  several 
factors make the operation of this traditional 
research system difficult. Excessive subdivi-
sion of disciplines and universal access to 
higher education, professors’ insistence on 
academic accomplishments at the expense of 
students’ independence of mind, and the 
present grade evaluation system of under-
graduate research which depends on the 
decision of a single professor do not assure 
quality in education. This paper investigates 
the problems of undergraduate research and 
proposes three basic improvements: （i） to 
establish a clear criterion of evaluation, （ii） to 
introduce project-based learning to raise 
students’ independence of mind, and （iii） to 
give students opportunity to experience 
cross-disciplinary research. The successful 
implementation  of  this  reform  plan  will 
result  in  increasing  the  quality  of  educa-
tion.

1 ．はじめに――問題の所在

　本稿は、学士課程の最終年次に一年間にわ
たって課される研究活動（以下卒業研究とす
る）について、教育改革という観点からその特

1 　日本工学教育協会が行った調査では、93.5%の学部が卒業研究を行っていると回答している（工学における教
育プログラムに関する検討委員会、1999a、19頁）。また、卒業論文や卒業制作の実施状況は分野で大きく異な
り、吉田文の報告によれば、人文系で73.1％、社会系で32.7％、理工系で87.1％となっている（吉田、2007）。

2 　たとえばアメリカの大学では、後述するように、学士課程における研究活動は成績優秀な学生を対象とした課
程（Honors Program）に組み込まれており、学生全員を対象としていない。

3 　もちろん、当該科目が必須か選択かによって、事情は異なるであろう。また、内閣官房教育再生実行会議は、
2013年10月、国立大学法人運営費交付金や私学助成制度を見直して卒業認定評価を厳しくする提言を打ち出し
たように、単位の評価は実質化する傾向にある（教育再生実行会議、2013、4頁）。

4 　たとえば、竹田、沼本ら、1987；斎藤、2003；柳沢、2008。
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た明治初年に開始されている。帝国大学ならび
にその前身校における卒業論文の導入は工学系
が最も早かったとみられ、東京大学工学部の前
身である工部大学校において、１879（明治１2）
年に卒業した学生に卒業論文が課せられてい
た8。当時は卒業研究という言葉はなかったが、
この卒業論文を課する制度が日本における卒業
研究の嚆矢としてよかろう。それらは国内では
もちろんトップレベルにあったが、学術的なオ
リジナリティを意図したものではなく、様々な
資料を参考にしてまとめるものや作業報告が主
体であった。帝国大学では１886（明治１9）年の
創設時から、工科大学の各科で「卒業論文意匠
等」を課しているほか、理科大学でも「卒業論
文」を課していた9。
　明治後期になると、研究活動を教育に取り入
れる「フンボルトの理念」に基づいて、法学では
１900（明治33）年に京都帝国大学法科大学にお
いて、経済学では１903年に東京高等商業学校
（現一橋大学）においてゼミナールを主体とし
た教育が導入されたことが知られている１0。と
くに京都では、ドイツの博士論文提出者が論文
を自ら書籍として刊行する制度を参考にして、
優れた卒業論文を紀要『京都法学会雑誌』に収
録した１１。このことから、旧制大学では、ドイツ
の研究者に匹敵する人材を学部レベルで育てる
ことを少なからず意図していたことがわかる。
　学術的到達レベルについては、１930年頃が卒

な教育の実施が求められてきたために、工学系
が先行している５。しかしそこでの議論は、大
学全体を統括する教育の仕組みが弱い日本の大
学組織の中では学部内の議論にとどまってお
り、分野を越える広がりに欠ける。その一方で、
人文・社会系諸分野から卒業研究の現状を報告
する例はほとんどない6。表に出てこないので
問題がないという楽観的な見方もできようが、
教育の質の保証に対する教員の関心が低いとい
うのが現実であろう。
　学士課程の教育改革を行うためには、これま
での大局的な研究成果をふまえながら7、具体的
な方針を示す必要がある。このような問題意識
から、本稿では、これまで十分な点検が行われて
こなかった科目として卒業研究を改めて議論の
俎上にのせ、その特徴を明らかにするとともに、
課題に対しては改革への基本的な道すじを示す。
　以下、第 2 節で卒業研究の歴史的成立過程と
国際的動向を確認する。第 3 節で各種の質問票
調査結果をもとに卒業研究の意義を検討し、問
題点を整理する。第 4 節では、学士課程の教育
の質を向上させるため、卒業研究科目をめぐる
改革方針を提案する。

2 ．研究志向の日本の大学

卒業研究の導入過程
　卒業研究は、日本に高等教育制度が導入され

5 　 8 大学（北海道、東北、東京、東京工業、名古屋、京都、大阪、九州）の工学部長が集まる「工学における教
育プログラムに関する検討委員会」が、1996年に「工学教育において卒業研究は本当に必要か？」という話題
を取り上げたのをはじめ、工学教育協会が発行する会誌『工学教育』では2012年 9 月号で「卒業研究の現状と
課題」という特集を組んでいる。

6 　関西大学における「文学士を実質化する」という卒業論文の質を保証する取り組みが日本学術振興会の平成22
年度大学教育・学生支援推進事業に選定されたように、人文系における卒業研究の向上への取り組みは始まっ
たばかりである。ほかにも、「卒業論文マニュアル」等の作成要領や基準を公開している例がみられるが、必
ずしも質を保証する運用がなされているとは限らない。

7 　有本、2003；関、2006；天野、2013；舘、2013。とくに大学の機能に着目して研究と教育のジレンマを論じた
ものに喜多村（1988）がある。

8 　和田、2012、68頁。
9 　東京帝国大学、1932、1223頁、1357頁。
10　潮木、1997、102頁；菊池、1999、45頁。
11　潮木、2008、183-184頁。
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（MIT）における同科目の導入に求められて
いる１５。その後、アメリカを中心として研究体
験科目の制度が他の大学にも広がり、１998年に
は大学教育を検討するボイヤー委員会が、同科
目を制度化させるうえでマイルストーンとなる
報告書「学士課程教育の再創出」を出した１6。
以来、北米、ヨーロッパ、オーストラリアの大
学で、学士課程における研究体験を促進する
方策が進展しており、今日では「国際的潮流
（international movement）」と表現する推進者
もいる１7。
　しかしながら、ボイヤー委員会の報告が対象
にしているのは、たとえばアメリカでは32％の
学士号を授与する研究大学１2５校（全体の 3 ％）
に限られる１8。また、スタンフォード大学の例
では、研究体験科目を履修するのは、成績優秀
者を対象とした課程（Honors Program）に登
録する学生だけであり、全学生の約2５％であ
る１9。これらのことから、学士課程で研究体験
科目を履修するのは、多めにみても全学生の
１0％にすぎない。
　研究大学が研究体験科目を導入した直接的動
機は、教室における従来の講義を受けるだけで
は、大学院進学を目指す学生が教授に推薦状を
書いてもらうことが困難だという具体的で切実
な問題にあった20。さらに、研究大学では（リ
ベラル・アーツ・カレッジに比べれば）教育が
十分ではないという反省と、教員という資源を
有効に活用したいという大学管理側の目算がか

業研究に学術的オリジナリティを求める開始点
になったと考えられる。１932（昭和 7 ）年東京
帝国大学教授の大山松次郎は、同年に提出され
た電気工学科の卒業論文37編を通覧して、それ
までに主流であった調査報告形式が減り、実験
研究が多くなったことを記している１2。大山に
よれば、その年の論文のうち 6 つの成果はすで
に学会で指導教員と連名で発表しており、「学
生は指導者の助手の立場にあつたのであらう
が、よく指導者の意を体して良い成績を上げ
た」と大山が賞賛するまでになった。
　戦後の学制改革で、新設・昇格した大学の例
では、悉皆調査ではないものの、たとえば１9５9
（昭和34）年に新潟大学教育学部が必修の「卒
業研究」を設けている１3。また、福岡大学では
薬学部薬学科が１960年の学部設置時から「卒業
論文または卒業計画」を必修にしたのをはじ
め、工学部電子工学科でも１966年の学科設置時
に「卒業実験」を必修として学生に課した１4。
このように、新制大学においても１9５0年代後半
から卒業研究を必修にする例が見られはじめ、
その後、多くの大学・学部に広がっていったと
考えられる。
　一方、国際的には、日本の卒業研究に比較しう
る制度として、研究体験科目（Undergraduate 
Research Opportunities Program）がある。ア
メリカ合衆国に限ってもさまざまな制度がある
にせよ、教育学者の間では、現在に至る制度の
起 源 は１969 年 のマサチューセッツ 工 科 大 学

12　大山、1932。
13　新潟大学二十五年史編集委員会、1980、138頁。
14　福岡大学五十年史編集委員会、1987、811頁、1156頁。福岡大学では、1956年設置の法経学部経済学科や、

1962年設置の工学部機械工学科は、設置時に「演習及論文」、「卒業論文」といった科目を4年次の選択科目と
して設けているが、それぞれ1984年の時点でも選択のままという例もある。

15　Jenkins and Healey, 2010, p. 36. 八木（2012）の調査によれば、同様の科目には大学によってCapstone Project、
Independent Researchと呼ばれるものがある。

16　The Boyer Commission, 1998. ボイヤー委員会の正式名称は、研究大学における学部生教育に関するボイヤー
委員会（The Boyer Commission on Educating Undergraduates in the Research University）。

17　Alan and Healey, 2010, p. 41；中井、2011、172頁。
18　The Boyer Commission, 1998, p. 5.
19　中島、2008、181頁。
20　Kinkead, 2003, p. 8.
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から大学は研究を行う学府であった。帝国大学
の設立に主導的役割を果たした文部大臣森有礼
（１847‒１889）は、明治20（１887）年の演説にお
いて教育と学問の区別について述べ、「教育ト
ハ他人ノ誘導ニ由リ智育徳育体育ヲ施スモノ」
であるのに対して、「学問ニ至テハ自分選択ヲ
以テ学業ヲ専攻スルコトニシテ他人ハ唯其方法
ヲ与フルノミ」とし、それらの例として、機能に
よって小学・中学校を教育、高等学校を学問と
教育、帝国大学を学問の場と分類している24。
つまり、帝国大学では、学生は自分で専攻を決
め、教師は研究の方法を伝えるだけで教育には
関与しないというのである。ドイツの大学で誕
生した研究主義は、日本では、機能上は現在の
大学院でも制度上は学士課程に相当する帝国大
学に取り入れられた。そして戦後の改革を経
て、続々と設置された新制大学の学士課程に研
究主義が受け継がれることとなったのである2５。
　現代では、日本は世界の中でも大学教員の研
究志向が最も強い国として知られている。大学
の機能には教育、研究、社会的サービスがあり、
教員はそれらを担うことが期待されているが、
１992年から93年にかけてアメリカのカーネギー
教育振興財団が実施した大学教授職の国際比較
調査によれば、教育と研究については、調査対
象の平均５6％に対して、日本では72％の教員が
研究を重視している26。
　学士課程の教育に関して、大学の設置目的や
分野による差は当然あるだろうが、たとえば工
学分野においては、技術者を育てるのではな
く、研究者を育てるという意識が強いとされ
る27。また、卒業研究は学生を学界の最先端を
行く研究に触れさせる機会であると教員が意気

み合って、この制度が実現した。優秀者がさら
に能力を開発できるという宣伝がされるが、そ
れは後付けの理由にすぎない。いずれにせよ一
部の優秀者しか対象にしていないことは間違い
ない。ほかにも、学外の研究所で実施すること
を認めていたり、科目の履修に際して奨学金を
与えたり、実験室での労働作業に対して給料を
支払うといった特徴がみられる。
　この国際的取り組みに比べて、日本の大学が
卒業研究制度を導入して広がりを見せたのは、
世界の中でも特異的に早い。しかも必須にして
いる例が多いことから、学士課程で研究の実施
を求める傾向が異常なほど強いという日本の大
学の特徴が浮かび上がってくる。

研究志向の日本の教員
　歴史的に、大学は教育の場としてしか機能し
ておらず、１7世紀のヨーロッパにおいて科学革
命が起こったのも大学の外であった2１。その後、
一部の教員は大学外で進展する学問を取り入れ
つつあったが、彼らの研究内容と、学生に教え
る内容は、１8世紀末には著しく乖離していた。
そのような状況を打開するため、研究と教育の
統一を唱えたのが１8１0年にベルリン大学を創設
し た フ ン ボ ル ト（Wilhelm von Humboldt, 
１767–１83５）であり、彼は学生に対して知識を
得るだけではなく研究することを求めた22。１9
世紀を通して、ドイツの大学は学術の最先端で
あり世界中から留学生を集めたが、そこで彼ら
が学んだ研究主義は、たとえばアメリカでは伝
統的な大学の上に大学院を設置するきっかけと
なった23。
　一方日本では、明治に大学制度を導入した時

21　Ashby, 1958.
22　中山、1978、134-136頁；潮木、2008、18頁。
23　潮木、1993。
24　大久保、1972、539頁。
25　天野、1986、150頁；喜多村、1987、210–211頁；関、1995、12頁；金子、2007、109頁。
26　有本、江原、1996、104-105頁。カーネギー大学教授職国際調査研究の対象は次の14か国：米、英、ドイツ、

オランダ、ロシア、スウェーデン、メキシコ、ブラジル、チリ、オーストラリア、韓国、香港、イスラエル、日本。
27　大橋、1998；工学における教育プログラムに関する検討委員会、1999c、17頁。
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　企業では、その教育的効果をどのようにみて
いるか。日本工学教育協会が、大学と工業系企
業を対象として１99５年に実施した調査によれ
ば、通常型講義や演習といった教育手法の比較
において、大学側が卒業研究の教育的効果を最
も高く評価しているのに対して、企業側はその
意義をほとんど認めていない32。
　また、2５～39歳の大卒会社員を対象にした
20１2年の調査では、最も成長に影響を与えた教
育として、「教養の講義」がトップ（20.4％）で
あり、つづいて「卒業研究」（１7.9％）、「専門の
実 験・実 習」（１１.2％）となっている33。ここで
も、概して専門を重視する教員側の認識とは異
なるといってよかろう。
　学生の間でも大学院に進むか、技術職など専
門度が高い職業に就くほど卒業研究の意義を肯
定する傾向があると考えられ、実際に、修士課
程修了者を中心とした鉄鋼業界の若手技術職
（平 均 年 齢30歳、博 士 ５ ％・修 士77％・学 士
１8％）に対する大学教育に対する調査では、「入
社後、直接／間接に最も業務に役立っていると
思うこと」という質問に、卒論・修論・博論な
どの研究は専門科目講義とともに高い評価が与
えられている。しかし同時に、大学教育におい
て、課題把握力、実行力・決断力といった能力
は向上していないと回答している34。
　大学で向上できていない能力については、日
本経済団体連合会が2003年にとりまとめた質問
票調査で、産業界側も、新卒者は基礎学力が不
足していて専門領域が狭く、創造性が欠如し、

込む例もみられる28。こうした教員側の研究を
重視する姿勢が、日本では学士課程の学生に研
究を課す素地になってきたとみてよい。

3 ．変化する学生と学問

卒業研究の意義
　それでは、学士課程で研究を行わせる卒業研
究科目には、どれほどの教育的効果があるのか。
　教員の卒業研究に対する評価は総じて高い。
工学における教育プログラムに関する検討委員
会29は、１999年に、卒業研究に関する教員の意
見をまとめている。それによると、教員の側か
らみる卒業研究の意義は、次の二点に集約する
ことができる。一つ目は、長期間にわたり、少
人数を相手に丁寧な教育ができ、また成果発表
までの一連の作業を訓練できるなど、高度な学
問を教授できる機会であるとするものである。
もう一つは、学問にとどまらず人格形成の場で
もあり、研究室への所属で身内意識ができ、卒
業後まで関係を築く土台になるという人間関係
を意識したものである30。
　一部の大学では、１980年代になると専攻とは
関係ない進路に進む卒業生が多数を占めるよう
になり、従来通りの卒業研究の実施が困難に
なってきたという報告がでるようになる3１。し
かし、現在でも多くの大学・学部で卒業研究が
続けられていることからも、カリキュラム策定
者である教員の卒業研究に対する評価は一貫し
て高いとみてよい。

28　たとえば、竹田邦雄らは、卒業研究は学生に「研究者として望ましい態度と自覚を持たせる」機会であると述
べている（竹田、沼本ら、1987、350頁）。

29　注5参照。
30　工学における教育プログラムに関する検討委員会、1999b、60-61頁。この意見を出した教員は工学系分野に限

られており、理学、人文、社会系を含む全分野の大学教員の意見を代表したものではない。今後、未解明であ
る分野の実態調査が進めば、新たな議論が展開する可能性がある。とはいえ、長期間にわたって研究室への所
属を求める日本型の卒業研究を実施する限り、どの分野でも同様の意見に集約されるであろう。

31　榊原、1987。
32　日本工学教育協会工学教育評価委員会、1996、24頁。
33　2012年に京都大、東京大、電通育英会が実施（読売新聞2013年4月19日）。
34　小島、鈴木、2012。
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築して、細分化された科目を配置することがあ
るという38。つまり、研究志向が強い大学や学
部では、学士課程の教育が教員の都合と研究の
論理で進められる傾向があり、専門度の高い卒
業研究科目の存在が、学生の主体的な学習を主
眼にしたカリキュラムを構築することの阻害要
因になっている。
　さらに研究者を育成する方針にも踏み込んで
言及しておけば、日本の大学は専門的な知識の
伝達を重視するあまり、その方針に根本的な欠
陥を抱えているという批判がある39。そのため、
研究者を育成するのと同じ方針で卒業研究科目
が実施されているとすれば、教育上の重大な問
題がある。

学生の大衆化
　学士課程の教育を改善するうえで大きな壁
は、カリキュラムを策定する当事者である教員
自身が、教育システムを熟知しているとは限ら
ないことである40。中央教育審議会が200５年に
打ち出した「我が国の高等教育の将来像」で
は、「我が国の高等教育は危機に瀕している」
ことを明確に述べ、学生の量的・質的変化に対
応する必要があることを各大学に自覚させるた
めに大学を機能によって七類型に分けた4１。こ
れは端的にいえば、研究機能に偏った日本の大

問題設定能力が不足していると回答している3５。
つまり、卒業研究（および修士課程の研究活動）
はこれらの能力向上には全く役に立っていない
か、少なくとも大学外では教育の一環としての
研究の意義が理解されていない。さらに、専門
領域を狭める姿勢は、大学外では批判の対象に
なっている。
　また、最終年次における高度な研究の実施を
強調するほど、 3 年次までにそれに備えなけれ
ばならないため、知識の詰め込み型授業を助長
することになりかねない。国立有力大学工学系
卒業者（修士課程進学）に対する大学教育に関
する調査での自由回答には、「研究室に入って
からはそれなりに能力アップできたと思います
が、 １ 年～ 3 年は非常に無駄な時間を過ごすこ
とが多かったように思います」という感想があ
る36。この感想の意味するところは重大であり、
卒業研究の意義を認めつつも、それ以前の授業
に問題があることを示している。
　研究大学では、大学院への進学者を早期から
確保したいという教員の要求があるという37。
大学院生の数に応じて研究費が教員に（学生に
ではなく）配分される場合には、教員が学生を
囲い込む誘因になる。また教員は、卒業研究で
教員の専門分野に熟知した学生を呼び込むた
め、カリキュラムを自分の専門分野を中心に構

35　中央教育審議会、2005、基礎データ「産業界からの視点」。
36　濱中、2009、18頁。
37　金子、2007、159頁。また、日本の工学系では44%の学部が卒業研究の配属と大学院入学生の獲得は「強い」あ

るいは「かなり」関係があると回答している（工学における教育プログラムに関する検討委員会、1999a、20頁）。
38　工学における教育プログラムに関する検討委員会、1999c、5頁。この状況は、分野によって大きく異なるであ

ろう。
39　日本とアメリカで教鞭をとった物理学者の永宮正治は、両国の大学院教育を比較し、「大学院博士過程終了の

頃には、一般的に言って、米国の学生の方が日本の学生よりずっとしっかりとした研究者に成長している」（原
文ママ）、「日本の大学院生は、概して指導教官の提示した問題と取り組むのを好む」、「（日本では）知識以外
の側面を磨く教育の機会が存在しなかったためではないか」と日本の研究者育成法を批判している（永宮、
2007、39頁）。また、中央教育審議会（2011）は、修士課程において「研究テーマが早い時期に特定され、狭
い範囲の研究に陥る傾向」を問題視している。

40　教員の教育システムに対する姿勢に、次のような指摘がなされている。「各教員にしてみればそれぞれの『専
門領域』における研究能力に長けてはいても、『授業設計』や『授業評価』という、本来『教育学』の領域に
属する事柄に関しては、全くの門外漢と言うのが、本音でもある」（山本、2012、6頁）。

41　中央教育審議会、2005。七つの類型は次の通り：①世界的研究・教育拠点、②高度専門職業人養成、③幅広い
職業人養成、④総合的教養教育、⑤特定の専門的分野（芸術、体育等）の教育・研究、⑥地域の生涯学習機会
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う観点にある。
　このモデルによれば、研究を行うために特定
の大学に入学し、教師のもとに「入門」する、
「弟子入り」するといった考えは、現在の日本
の学部生には通用しない。研究室への所属も学
生にとっては一時的、流動的なものでしかない。
　日本の多くの学生は、小学校から高校に至る
まで、大学入試に受かるための内容と方法を学
ぶことはあっても、自発的に問題を見出して解
決していくという学びのスタイルを身に付けて
いない。大学に入学してからも、さらに 3 年次
まで知識が詰め込まれる。加えて、学習内容は
高度化して細分化が進み、学生は自分が受けて
いる授業が、学問体系や社会の中でどのような
位置付けにあるのか把握することが困難にな
り、受身で学ぶ学生が増える43。そのため、積
み重ね式の知識を得て、最終年次の卒業研究に
おいて統合を図るという従来の方式が、学習の
動機付けとして機能しにくくなっている。
　一方で一部の教員は、こうしたカリキュラム
の問題を把握したうえで、卒業研究は学生が主
体的に学問に取り組む「最後の歯止め」として
一定の役割を担ってきたという認識を示してい
る44。先に、日本の大学では卒業研究を重視す
る傾向が異常なほど強いことを述べたが、卒業

学群に教育機能を取り戻させる試みである。
　教員のほとんどは研究大学で育ち、研究能力
を買われて大学に就職するため、大学は研究を
する所であると思いがちだが、研究大学以外の
大学に就職すると、教師と学生の関係が自分の
経験とは非対称になる。そのため、自分が研究
者になるために受けた経験と、大学は研究をす
る所だという認識は、教育の現場では役に立た
ないことが多い。そして、卒業研究科目は個々の
教員がそれぞれの方針を発揮できる場所なの
で、自分の専門分野の研究を学生にもやらせるこ
とが教育にもなるという錯誤が最も生じやすい。
　その根本的な原因は学生の大衆化にあるが、
教育上の本質的な問題は、大学とは何かという
ことに対する教員の認識にある。大学の歴史で
学生の質の変化を語るとき、大学進学率に応じ
てエリート型からマス型、ユニバーサル型に進
むというトロウ（M. A. Trow）のモデル42 がこ
れまで引用されてきた。教育社会学者の島田博
司は、そこに消費化と情報化という現代社会の
キーワードを重ね合わせて、学生の学習スタイ
ルの 違 いを 表 す SLGE（Steal、Learn、Get、
Enjoy）モデルを 提 案 している（表 １ ）。島 田
の主張の特徴は、学生の変容を責めるのではな
く、教員の側がそこから学ぶことができるとい

　　の拠点、⑦社会貢献機能（地域貢献、産学官連携、国際交流等）。
42　Trow, 1976.
43　教育学者の金子元久は、大学が提供する教育の効果と、学生の意欲という二つの軸によって、学生を、高同調

型、限定同調型、受容型、疎外型の四つに類型化し、意欲に欠ける後者二つが増加していると指摘している（金
子、2007、16-24頁）。

44　小井土、1980、47頁。小井土は、教員養成学部では、各授業は教員免許取得と大学卒業のための必要単位でし
かないという錯覚を学生が起こしやすいと論じている。この傾向は、国家等が認定する資格と学問分野が密接

表 1 　SLGE モデル

高等教育制度の段階 エリート型 マス型 ユニバーサル型
教師像 教授、師匠 大学教師 友達教師（パートナー）

教師の役割 全人格的、道徳的、知性的 画一的、学問的、教育的 流動的、場面的、状況的、文脈的

権威的関係 敬意、権威関係、上下関係 尊重、権力関係、ルーズな
上下関係

対等、フレンドリー、契約関係、
ネットワーク関係

教師の選択 自己選択、入門、弟子入り 割り当て、入学、適格者選抜 自由選択、希望者登録

出典：島田、200１、229–23５頁の表から抜粋。
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うとすると、 3 年次までに高度に体系化された
カリキュラムを課さざるを得ず、その一方で研
究手法を身に付ける機会を与えなければ、結果
として、卒業研究で教員の指示をこなすだけの
自主性を欠いた学生を生み出す47。そういう構
造になっているのである。

学問の変化と専門の壁
　加えて現代では、個別の専門分野だけでは解
明できず、分野を超えたネットワークが必要な
課題が大学の内外で増加してきた。たとえば工
学では１980年代以降、領域の複合化、総合化が
急速に進み、従来の伝統的な専門の区分では対
応できない領域が現れている48。人文・社会系
の諸分野でも、他分野の知識が無視できないこ
とは言うまでもない。
　こうした知識生産の様式の変化は、科学社会
学では、モード １ からモード 2 への移行として
議論されている（表 2 ）。モード １ は、参加者
と成果が伝統的な学部の枠内にとどまる静的な
知識生産様式であるのに対して、モード 2 は、
参加者が流動的であり、研究の動機や成果が大

研究が実際に教育の質を維持する「歯止め」と
なっているのであれば、卒業研究科目を廃止す
ると教育の質の低下につながる恐れがある。し
かし、それならばむしろ卒業研究に頼らざるを
えないような学士課程全体のカリキュラムを抜
本的に見直すことが必要であろう。
　こうした学問の細分化をめぐる教員と学生の
すれ違いは現代の日本だけの問題ではなく、実
は１9世紀末にドイツの大学がすでに経験してい
ることである。教育と研究の統一というフンボ
ルトの理念が通用する程度の学問水準だったの
は１9世紀初めまでで、その一方でドイツの大学
は自由を標榜していたため教育の管理はせず、
研究主義の方針についていけなかった学生は
「フンボルトのすき間」と呼ばれる孤立状態に
陥った4５。科学史家の中山茂は、１9世紀後半以
降には、硬直した制度の中で、専門分化の深化
と、大学の大規模化、マス化に対応できなかっ
たことでドイツの大学教育は衰退したと考察し
ている46。
　すなわち、学生の大衆化が進む日本の大学で
も、卒業研究で学術的に高度な水準を維持しよ

表 2 　知識生産様式の変化
　　　モード 1 　　　　モード 2

領域、方法
研究の動機
組織、参加者
品質管理
発信場所

ディシプリナリ
学術的関心
均質、固定的、階層的
ピアレビュー
学術雑誌、会議

トランスディシプリナリ
社会的需要
多様、流動的、ネットワーク
社会への説明、自己言及
社会、市場

出典：Gibbons, et al., 1994 から抜粋。

　　に関連するいわゆる資格系学部において強いことが容易に推論できる。学問分野とカリキュラムの関係につい
ては、高等教育学者の山崎博敏が、「純粋科学モデル」、「応用科学・専門職モデル」、「人文学モデル」という
三つの類型に区分して、標準化されたカリキュラムの作りやすさの度合いを論じているので参照されたい（山
崎、1988、72-73頁）。

45　潮木、2008、41頁。
46　中山、1974、219頁。
47　ここで、卒業研究という科目名を掲げながら、研究に値する内容を学生に課さない場合はこの議論の対象でな

いことは言うまでもない。科目の実質的な運用がなされていないのであれば、第4節で述べる「基準の明示」
によってまずは教育の質の保証を図るか、科目の廃止を検討する必要があろう。「歯止めとして卒業研究がど
うしても必須」と考える教員がいる学部・学科では、繰り返しになるが、カリキュラム全体に改革の余地があ
ることを指摘しておく。

48　小笠原、2004、93頁。
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床となることを、大学関係者は自覚し、警戒し
なければならない。

4 ．改善策の提案

　ここまで、教育と研究をめぐる大学の歴史と
構造を検討し、学生の学びの点から卒業研究を
めぐる問題を洗い出した。本節では、日本で進
む大学改革の動向をふまえ、学士課程における
研究活動について最低限考慮するべき改善策と
して、次の三点を提唱する５2。①「質の保証」
のため、評価基準を明確にする。②学生の自主
性を育むため、低学年から課題解決型科目を導
入する。③研究室の枠にとらわれず、学生が複
数の専門分野に触れられる体制を設ける。

基準の明示
　まず、「質の保証」のため、卒業研究科目の成
績の基準を明確にし、公開することを提案する。
　現状では、卒業研究科目の成績の基準が公開
されている 例 はどの 大 学 でもほとんどないの
で、実態を把握することは困難だが、公開され
ていないことからもこれまで様々な基準と判断
によって運用されてきたといってよい５3。教員
や学科によっては厳しすぎる例や、逆に放任に
なっている例があると思われる。
　今日、大学はグローバル化する局面を迎え、
ヨーロッパでは単位や学位の互換を目的とした

学外の社会と強く関連し、より動的な知識生産
のプロセスを有する。二つのモードは対立的な
概念ではなく、新しいモードへの移行を推奨す
るものでもない。
　しかし、研究領域を細分化することで論文を
生産することを主眼としたモード １ の知識生産
様式の中に生きる大学の教員は、多様で流動的
な社会に生きることになる学生の将来的な要求
に対応できているだろうか。教育の現場におい
ては、学生を一つの伝統的な専門分野でしか学
ばせないことは、広い視野によって複雑な問題
に対処する方法を学ぶ機会を学生から奪う要因
になりかねない。
　このようなリベラル・アーツ的発想で教育を
行おうとしたとき、障害になるのは「タテ社会」49

に特有な、組織の強い枠組みである。日本の大
学の組織的特徴について、教育学者の金子元久
は次のようにまとめている。①学部の独立性が
高く、大学全体を統括する教育の仕組みが弱
い。②学部の中に学科、コース、研究室などの
小さい単位の組織がある。③学生は入学時に小
さい組織に応じた専門領域を選ぶことが要求さ
れる５0。そして、学生が所属する組織が、教育
の論理ではなく、ここでも研究の論理に則した
構造になっている。さらに、研究室という組織
はややもすれば、教育を逸脱して学生に雑用を
行わせたり５１、ハラスメントを引き起こしたり
するような閉鎖的で権威的な環境を作り出す温

49　中根、1967。
50　金子、2007、111-113頁。
51　篠原、中村、2007。また実験系では、卒業研究の存続について、「大きな声では言えないが、研究の手伝いを

して貰えるのでどうしても必要である。器具の洗浄、実験の準備、後始末、動物の飼育など、雑用が極めて多
いので、労働力がどうしても必要である」という、教員の率直な意見がある（工学における教育プログラムに
関する検討委員会、1999b、61頁）。

52　これらの提案は、それぞれが最新・最善の試みということを意味しない。ここでこれらの提案を行うのは、教
育を主体にした研究活動を課すうえで考慮されてしかるべき余地があるということが、日本の伝統的な卒業研
究の特徴を逆照射するからである。本稿は、学士課程における研究活動の実施も廃止も前提にしない。個々の
大学や学部が学生に研究活動を課すならば、それぞれの理念と事情に応じて改善を図ればよい、という立場を
とる。言うまでもないが、学生に研究活動を課す意図がない大学や学部を対象にした提案ではない。

53　当然、先駆的な事例はあるだろうが、一般的に日本では卒業研究科目の基準が公開されていないことを考慮す
れば、それらの事例は例外にすぎない。日本の大学を総体でみれば、卒業研究制度は、企業側から全く信頼さ
れていない。たとえば、就職活動で企業は学生の成績を見ないし、そもそも企業から内定が出るときに卒業研
究が始まってもいない場合が多い。要するに、卒業研究科目は、大学教育の「質の保証」に全く貢献していな
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依存する体制は成績インフレが起きやすく、質
の保証という点で望ましいものではない。たと
えば、教員の研究と関連が浅いテーマだと指導
に苦労するよりも評価を甘くして終わるという
報告がある５6。さらに、日本では大学の卒業が決
まる前に企業から就職の内定が出るので、卒業
研究の成績判定は科目だけの問題にとどまら
ず、その不合格は実質的に内定取り消しを意味
する。一人の教員の決断に依存すると、“ 温情的
配慮 ” を容認し、評価基準を形骸化させる恐れ
がある。そのため、複数教員で判定する体制が不
可欠である。他の分野からも教員が参加できれ
ば、評価の信頼性をさらに高めることができる。
　そして何よりも教育的観点から、学生に明確
な基準を示すことで、学生自身が目標を見定
め、成長の励みにすることができる。基準があ
いまいであれば、学生が研究に取り組む姿勢も
中途半端になりかねない。

課題解決型科目の導入
　次に、学生の自主性を育むため、課題解決型
科目を低学年から積極的に導入することを提案
する５7。
　課題解決型科目とは、いわば小型の卒業研究
であるが、学生の主体的参加による研究を行
わせることを目的としている。現在では、PBL
（Project-Based Learning）という呼称が定着
している５8。ここで重視するのは、研究内容の

カリキュラムの標準化が進んでおり、日本学術
会議もカリキュラムの連携を模索している５4。
そのため卒業研究科目を継続する場合には、ア
カウンタビリティの点でも、明確な基準を早急
に策定することが求められるであろう。
　この提案は、単に成績の基準を明示すればよ
いということではない。学生を研究に従事させ
ることにどのような意味があるのか、そもそも
卒業研究を実施する必要があるのかといった基
本的な点から問い直す。もしも実施するのであ
れば、たとえば実験系の研究室であれば学生を
労働力として使うといった、教育を逸脱する事
例が発生する余地がないかまで点検し５５、その
上で科目の目的を設定し、適切なシラバスを用
意するということである。そのため、各大学の
教育理念に立ち返りながら、カリキュラム全体
における卒業研究の基本的な位置付けを改めて
見直す必要がある。
　また、卒業研究科目を複数の学部や学科で実
施している大学においては、大学全体の質の保
証の観点から、個々の学部や学科がそれぞれ基
準を設けるだけでは十分ではない。悪貨は良貨
を駆逐するように、低いレベルの基準（ないし
は基準が無いこと）によって大学全体の科目の
運用状況が疑われる恐れがある。そのため、科
目の実質性を高めるためには、大学全体で統一
した方針や原則を設けておく必要がある。
　実際の評価に際して、指導教員一名の裁量に

　　いのが現状である。さらに本来であれば、ボイヤー委員会（注16参照）が方針を示しているように卒業研究科
目を提供した教員の側も評価を受けなければ（The Boyer Commission, 1998, pp. 31-34）、「質の保証」は完全
とはいえない。

54　有本、2010、191頁。分野ごとにカリキュラムの国際標準化を行う例として、工学系分野において、「技術士」
の認定にかかわる日本技術者教育認定機構（JABEE）の取り組みがあることを指摘しておく。この分野での
国際化の問題点と対応の詳細は大中（2009）を参照されたい。

55　注51参照。
56　上田、鮫島、2010。
57　この項目は、従来型の卒業研究科目の実施が学生の自主性の発揮を阻害しているという本稿が示した観察に対

して、現状を改善させる可能性があることを示す提案である。注52で強調したように、自主性を育むためには
課題解決型科目の導入しかないことを意味するわけではないし、ましてや学生に研究を課す意図がない大学や
学部を考慮した提案ではない。研究活動を課すこうしたより良い方法の存在を知ったうえで、それでも従来型
の卒業研究を続けるなら、明確な実施目的を示す必要があろう。

58　ほかにも、デザイン科目、創成科目、IBL（Inquiry-Based Learning、探求学習）と呼ばれることがある。課題
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することが報告されていることからも62、大学
側は、学習の集大成としてではなく、学習への
導入としての研究の役割に着目するべきである。
　また、 4 年間の課程において、やさしい課題
から複雑なものまで複数回の経験を重ねること
が望ましい。それにより、学生が毎回の活動を
反省し、次回にフィードバックすることができ
るようになり、研究の教育的効果が飛躍的に上
がることが期待できる。課題解決型科目は、一
つの課題に対して数か月間の期間で、問題の発
見から報告にいたるまで研究における一連の作
業を実践させることが可能である。
　さらに、グループで行わせることで、学生の
自主性やコミュニケーション力の向上を図るこ
とができる。一つのプロジェクトに対して、参
加するメンバーの役割を変えることもあるだろ
うし、そこに複数の学部から異なる専門をもつ
学生を集めることもありえよう。そこでは、課
題を解決するのは学生自身であり、教員は指導
者ではなく、助言者になる。

人材の流動化の促進
　そして、卒業研究科目を継続するのであれ
ば、学生が複数の専門分野に触れられる体制を
設けることを提案する。日本の大学において
は、学部や学科、研究室などのタテ割り組織の
枠を弱められるかがポイントになる63。
　日本では、研究者になるにしても、入学時に

到達度ではなく、正解のない課題を解決する過
程を体験させることにある。さらに、「社会人
基礎力」を身につけることができるという効果
があり、しかも学年や分野を問わずに行うこと
ができる５9。
　課題解決型科目はかなり実行に移され、実施
報告が蓄積されている。テーマの設定を教員が
行う卒業研究に比べて、学生自身がテーマを設
定する課題解決型科目は、課題発見・設定能力
の達成度が高いという学生の自己評価が得られ
ている60。つまり、これまで「歯止め」という役
割があった卒業研究への依存を軽減し、学生の
多様性に合わせて教育効果の高いカリキュラム
を構築することができる環境が整ってきたとい
えよう6１。
　課題解決型科目の成否は良いテーマを選ぶこ
とができるかどうかに左右されるが、制度上の
実施ポイントには、早期から、繰り返し、グ
ループで行わせるという三点が挙げられる。
　時期については、低学年から配置することが
望ましい。学生は、卒業の一年ほど前には進路
を決定しているので、最終年次になって初めて
行う研究活動（卒業研究）は、進路の選択に全
く影響を与えていない。とくに大学院に進学す
る場合には、研究とは何かを体験せずに研究す
る道を選ぶという矛盾がある。低学年からこの
科目を配置すれば、この矛盾を解消できる。ま
た、研究体験がその後の学業成績の向上に寄与

　　解決型科目は現在でも成長過程にあり、完成したモデルがあるとはいえない。
59　経済産業省、2010、554頁。経済産業省では「社会人基礎力」をキーワードとして平成19年度から推進した。

社会人基礎力とは、仕事の現場で求められている能力のことで、前に踏み出す力、考え抜く力、チームで働く
力という 3 つの力を軸に、主体性、課題発見力、発信力といった12の具体的な能力要素のことと定義している
（同、 2 頁）。

60　坂本、児玉ら、2005。
61　日本工学教育協会の調査では、企業は、卒業研究を討論、実験（改良型）、チームティーチング、実習等の

教育法で置き換えることが可能と考えていることが示されている（日本工学教育協会工学教育評価委員会、
1996、28頁）。また、京都大学工学部における調査では、卒業研究でしか身に付かない能力はないことが示唆
された（酒井、山田ら、2006）。「歯止め」については、注44を参照のこと。なお、本稿が課題外決型科目を提
案するのは、卒業研究の「代替」としてだけではなく、卒業研究への「準備」も考慮にある。個々の大学や学
部の理念と事情に沿って、柔軟に運用することが可能である。

62　Kinkel and Henke、2006；山川、2009。
63　参考までに、第 2 節で触れた国際的潮流とされる研究体験科目の例では、Honors Programとも関連するため、　
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傾向がみられる64。こうした分野では全体観を
失わせる動機が潜在しており、他分野との融合
を図る教育的配慮が欠かせない。

5 ．おわりに

　卒業研究の実態は学部や学科の外からは見え
にくい。それゆえ、質の基準があいまいになり
やすい。同時に、各大学の裁量で科目の実施を
決めているので、大学の理念が端的に反映され
るといえよう。
　大学は卒業研究の教育的意義を過大評価する
傾向にあるが、それがこれまで同科目の意義が
十分に点検されてこなかった原因であろう。し
かしながら、学生の大衆化が進む今日、質の保
証と実質的な教育という点で、伝統的な卒業研
究の制度には重大な問題がある。すなわち一方
では、卒業研究の評価基準が甘く、放任状態に
なっており、教育の質が低いまま見過ごされて
きた。他方では、日本の過度な研究主義が学生
の自主性の成長を妨げることになり、社会が求
める人材の育成に応えてこなかった。
　卒業研究科目の扱いは、大学の類型や、学問
分野によって異なることは当然である。本稿が
用いた資料の多くは工学系分野からの報告に
拠っており、そのために本稿が取り上げた内容
にも分野の偏りがある可能性は否定できない。
しかし、それは工学系分野だけに問題が多いと
いうことではない。むしろ、工学系分野では、
カリキュラム改革のための反省と努力が重ねら
れてきた結果、卒業研究に関しても本稿が指摘
したような問題が表面化したのである。それに
対して、人文・社会系の諸分野からの卒業研究
科目に関する報告がほとんど無いという現状
は、カリキュラム改革の努力が不十分であるこ
とを意味するのではないか。表面化していない

所属する学科を決めたあと学部・大学院を通じ
て、同じ分野にとどまることが常識となってい
る。大学や社会が、いくら学生に視野の広さや
教養が大切だと訴えても、入学時から専門を決
定している学生にとっては、領域を超える（ト
ランスディシプリン）機会がそもそもないのだ
から、彼らにはその真意は伝わらない。専門が
極度に細分化した現状において、従来型の卒業
研究科目を継続するのであれば、学生がモード
2 の知識生産様式に対応した手法を体験できる
よう、分野が異なる専門家（教員）にもアクセ
スする動機付けを行い、またそれを可能にする
環境を作ることが必要である。
　これは制度の問題ではなく、教員の発想の問
題である。たとえば、学生は一つの分野の中だ
けでは解決できない課題に着手することがある
だろう。その際、教員は、自分の専門分野の中
だけで解決させようとするのではなく、他分野
の教員にも積極的に意見を求めにいくことを促
し、逆に、他分野から来た学生に対しても、自
分の専門分野の視点から、必要に応じて指導を
すればよい。
　将来的に、学生は一つの研究室に所属するの
ではなく、学科に所属しながらも大学内で複数
の研究ゼミに参加し、新しい視点から自分の研
究課題を探求していく──そういう学生が出て
くるかもしれない。そのためにも、卒業研究の
実施においては明確な評価基準が必要である
し、大学内の学部・学科間でも均質化されてい
ることが望ましいのである。
　学生は専門が異なる複数の教員に接すること
で、個別の分野の視点から考えるという姿勢を
身に付けつつ、学問の全体観の中に自分の専門
分野を相対化して位置付けることができるよう
になる。とくに、職業との関連が強い学問分野
の場合には、早くから専門科目を履修したがる

　　学部や学科とは独立の部署がその科目を管理している。それゆえ、専門分野の論理にとらわれない全学で一貫
した運用が可能になっている。

64　農学系の学生を対象とした調査では、科学的、人文的アプローチがとられる環境学系に対して、林学系・獣医
学系では、専門科目の割合を増やし、また早い時期から学びたがるという意向を示す（下田、丹下ら、1981）。
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研究論文

Changes in Japanese university students’ 
metacognitive knowledge of writing skills 

and awareness as writers

Abstract

　In this qualitative research, Japanese uni-
versity students’ metacognitive knowledge of 
Japanese and English writing skills was 
examined through a questionnaire. In an Eng-
lish course for engineering students, a social 
networking site, Facebook, was introduced as 
an online learning platform. The participants 
were assigned to read news articles in both 
Japanese and English on the same topic and 
write summaries in either language over a 
semester. All the students were first-year stu-
dents enrolled in academic courses, and some 
students were also taking a Japanese composi-
tion class. In the English class, writing skills 
were not explicitly taught while writing in-
struction was provided in Japanese classes. 
This article discusses the results of question-
naire research which indicate learners’ devel-
opment as writers and reveal gaps in students’ 
metacognitive knowledge of English writing 

skills. 

Introduction

　Considering the current move to interna-
tionalize tertiary education in Japan, academ-
ic writing skills courses in English are increas-
ingly necessary for students at all levels of 
English language proficiency. In many cases, 
Japanese university students are not equipped 
with essential writing skills in English (Taka-
matsu, 2006). English for Academic Purposes 
(EAP) courses include academic writing skills; 
however, these courses often target students 
with intermediate or higher English language 
(L2) proficiency. Due to the increasing demand 
for high Test of English for International Com-
munication (TOEIC) scores from businesses, 
freshmen are often required to take TOEIC 
preparation courses. In addition to the TOEIC 
test preparation, freshmen should be encour-
aged to learn academic English as well. Fresh-
men possess enormous potential to achieve 

Eri Fukuda

Lecturer, Department of English Communication, Chugoku Junior College

Keywords: First and second language writing, first and second language reading, metacognitive 
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they have been exposed to is primarily from 
textbooks and preparatory materials for uni-
versity entrance exams. Therefore, along with 
English writing instruction, Japanese learn-
ers may benefit from more varied L2 sources 
to improve their L2 writing skills. 
　L2 language input required for students 
varies depending on their fields of study (Dud-
ley-Evans & St. John, 1998). For example, sci-
ence and technology students need to read the 
latest articles to keep up on current advances 
in their fields. However, field-specific L2 read-
ing would be too demanding for learners at the 
beginner level. Thus, L1 texts may be able to 
provide learners with background information 
so that students may better understand their 
L2 equivalents, as Cook (2001) claimed the 
use of L1 helps learners obtain knowledge 
shared across languages. 
　For English for Specific Purposes (ESP) 
courses, Marco and Pueyo (2006) suggested 
the use of the Internet in instruction because 
the Internet allows learners to access authen-
tic and updated information at the same time 
as it provides a platform for learners to pub-
lish their work. In addition, the creation of au-
dience of the writing (Godwin-Jones, 2003) 
and an increase in the learner’s awareness of 
an audience of the writing (Dippold, 2009) 
were often highlighted.
　Magnifico (2010) claimed that learner 
awareness of the audience could connect the 
sociocultural and cognitive perspectives of 
writing. The roles of the audience are twofold: 
to elicit background knowledge from the writ-
er to accommodate readers’ interest, and to 
provide feedback which helps writers to see 
whether their meaning is being communicated 
to the audience and if they are conforming to 
the writing norms in their community. In con-

success as language learners and should be 
provided with ample opportunities to explore 
possibilities for growth for both careers and 
studying overseas. Therefore, more chances to 
read and write academic texts should also be 
offered to lower-level L2 learners. The current 
research utilized a social networking site 
(SNS), Facebook, to facilitate reading and 
writing activities and observed how students’ 
metacognitive knowledge changed. 

Review of Literature

　Krashen (1984) argued that novice L1 writ-
ers are categorized into two types: blocked and 
remedial. Blocked writers have developed 
knowledge on how language should be written 
to make it comprehensible to the reader. This 
knowledge can be gained through pleasure 
reading; however, blocked writers cannot uti-
lize this knowledge because of a lack of organ-
ization skills in writing. Remedial writers do 
not possess either knowledge or skills. The de-
terioration of the overall level of Japanese stu-
dents’ L1 literacy skills has recently been seen 
as a serious problem (Takamatsu, 2006), 
which suggests learners have been receiving 
less L1 knowledge and skills to transfer to L2 
writing based on the schema theory (Fung, 
Wilkinson, & Moore, 2003). 
　When Krashen’s (1984) theory is applied to 
second language writing, many beginner level 
Japanese university students could be classi-
fied as remedial writers who have not absorbed 
adequate linguistic input to verbalize ideas 
nor become proficient in writing skills fostered 
by instruction given in L1. The Japanese and 
English writing instruction students receive is 
often limited in both secondary and tertiary 
education (Okabe, 2004), and the L2 input 
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search seeks to provide a possible way to im-
prove the metacognitive knowledge of writing 
skills of second language learners who receive 
only a narrow range of linguistic input and 
writing instruction.

Methods

Participants
　The study was conducted in a required fif-
teen-week English course at a private univer-
sity located in western Tokyo. The focuses of 
the course were English communication and 
presentation skills. In this class, writing skills 
were not explicitly taught, which means the 
instructor did not provide information such as 
the writing process, text organization, or writ-
ing topic and supporting sentences. The par-
ticipants were 22 freshmen, 2 females and 20 
males, who are majoring in engineering. Their 
English language proficiency was at the be-
ginner level at the time of the study. Their 
TOEIC scores are below 280, which corre-
spond to A1 to A2 in the CEFR levels. 

Procedure
　Questionnaires were administered at the 
beginning and the end of the spring semester. 
The students were told that agreeing or disa-
greeing to participate in the research would 
not affect their grades, and their responses to 
the questionnaires would be kept anonymous. 
The data was collected with the consent of all 
the participants. The time period to answer 
the questionnaire was 10 minutes. One par-
ticipant did not complete the post-assessment; 
thus, the number of respondents decreased to 
21.

trast to an individualistic view of writing 
where writers go through the writing process 
by themselves, through an online community, 
writers structure their thoughts based on 
their perceptions of readers’ preference, and 
attempt to gain membership in the community 
by following the writing practices shared in 
the group.
　A recent Internet tool used to create a vir-
tual community is SNS. According to Kabilan, 
Ahmad, and Abidin (2010), the most widely 
used SNS in general is Facebook. Also, Shih 
(2011) stated, ＂Among… social networking 
sites [such as MySpace, YouTube, Flickr and 
Twitter], the features, interface, and popular-
ity of Facebook make it an effective tool＂ (pp. 
830-831). 

Purpose of the Study

　The purpose of the current research was to 
observe whether and how Japanese students’ 
metacognitive knowledge would evolve when 
writing skills were not explicitly taught in an 
English communication class though frequent 
reading and writing tasks were assigned with 
the requirement of sharing the articles and 
writing on Facebook. The students were con-
currently enrolled in other academic courses, 
including, for some students, Japanese compo-
sition classes where they were explicitly taught 
L1 writing skills; therefore, another purpose 
of this research was to observe students’ over-
all change in their awareness as writers. 
　As mentioned earlier, L2 linguistic written 
input is limited in Japan’s English language 
classrooms, and writing instruction is not em-
phasized in many institutions in Japan. Ac-
cordingly, by employing Facebook to improve 
students’ L2 writing skills, the present re-
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ers were required to find articles from differ-
ent websites. 
　Once the students found their articles, they 
were asked to post the links of the articles on 
Facebook. Then they posted two types of texts: 
a summary of the two articles, which described 
main points of each, and another summary 
which pointed out the similarities and differ-
ences between them. Since the learners’ L2 
proficiency was limited, they were allowed to 
choose the language to write in (Mason & 
Krashen, 1997). If a summary was written in 
the L1, the participants had to write more 
than 150 characters, and if it was in the L2, 
50 words or more. The number of characters or 
words was minimal to avoid demotivating the 
students. These tasks were assigned six times 
in a semester, and the students completed 
them 4.58 times on average. One student 
wrote a summary in English once and another 
twice; the rest of the class wrote all summa-
ries in Japanese. The first and last weeks were 
excluded as they were used for the orientation 
and final assessment.
　The students were instructed on how to 
search for articles in detail at an orientation 
held in a CALL classroom, and several web-
sites were suggested, such as the Voice of 
America, the Japan Times, and National Geo-
graphic, Japan edition. A Facebook group was 
created for the particular course, and the stu-
dents were invited to the group to share infor-
mation. On Facebook, there is a function which 
shows who has clicked a post, and this func-
tion was used to monitor whether the students 
had read the articles their classmates posted. 
Also, in class, the students had to present 
their articles and summaries to their partners 
every time the tasks were assigned, and the 
partners made comments on them. 

Questionnaires
　To investigate L2 learners’ metacognitive 
knowledge of writing skills, Kasper’s (1997) 
questionnaire was employed: the combined 
questionnaire of Writing Autobiography (Ap-
pendix A), originally devised by Sandman 
(1993), and Cognitive Style Questionnaire 
(Appendix B), originally designed by Devine, 
Railey, and Boshoff (1993). In addition, three 
questions were added from Victori (1999) to 
inquire about essay organization, parts of par-
agraphs, and learners’ revising process (Ap-
pendix C). These questionnaires were inte-
grated, consisting of open-ended items and a 
ranking chart. The combined questionnaire 
was administered during class time. The re-
sponses were coded and analyzed by the com-
parison of the pre- and post-assessments.  

Reading and Writing Activities
　As assignments, the students were asked to 
read one online article written in Japanese 
and another in English on the same topic of 
their choice though limited to science-related 
topics. Since each student was interested in 
different topics, the freedom of choosing their 
own topic within their field of academic spe-
cialization was allowed to maintain students’ 
motivation. The number of characters was 
specified to be 1,000 or more in Japanese and 
the number of words was 400 or more in Eng-
lish. Because the students were assigned to 
write about both the similarities and differ-
ences of two articles, articles needed to con-
tain a certain number of characters or words. 
Articles with 1,000 characters in Japanese 
and 400 words in English would provide 
enough concrete information to compare and 
contrast the texts. The articles were not to be 
a translation of one or the other, and the learn-

136



　As the students went through the first 
semester at university, some changes occurred 
in their responses between the pre- and post-
assessments. Essay writing was the most com-
mon positive writing experience in the pre-
assessment; however, in the post-assessment, 
report writing received the most responses. 
Letter writing and lack of positive writing 
experiences were not found in the post-assess-
ment. During this first semester, the students 
were assigned reports in academic courses 
and some were enrolled in a Japanese writing 
class. At this research site, compared to their 
counterparts in other departments, engineer-
ing students are assigned a significantly larg-
er number of reports since they have lab re-
ports. The main reason for the favorable 
response to college report writing was that 
they had learned how to write reports and saw 
the improvements in their writing skills as the 
following comments illustrate: ＂I write essays 
in engineering classes every time, and I feel 
my writing skills have improved since the first 
class.＂ ＂University’s composition class [was a 
positive experience] because I learned how to 
write in ways I had never learned before such 
as using rules [of writing].＂ A few students 
reported English writing activities associated 

Results and Discussion

The Questionnaire on Metacognitive 
Knowledge of Writing Skills
　The questionnaires had 10 items in total, 
and the responses gained from the pre- and 
post-assessments were compared.
　Item 1:  Previous positive experiences of writ-

ing in English
　As Table 1 shows, five types of responses 
were found in the pre-assessment, namely, 
book reports assigned in secondary school, 
personal writing, letters, essays, and having 
no positive writing experience. Essays were 
perceived positively when the students gained 
the opportunities to reflect on their ideas and 
experience. The respondents seemed to like 
the aspect of writing which helps the writer to 
structure and synthesize unorganized ideas. 
One student noted, ＂With the assignment 
called “Story, words, and books that changed 
my life” I was able to reflect on my life, and 
think about my life’s turning point.＂ Another 
reported, ＂When I write an essay about my 
thoughts, by writing, my ideas gradually be-
come clearer, and at the end of the essay, I can 
clearly identify my goal [for writing].＂

Table 1 
Responses from Item 1 : Describing previous positive writing experiences

Codes Pre （n = 22） Post （n = 21）
Book report 3 1
Personal writing 3 1
Letters 2 0
Essays 8 5
No positive experience 2 0
Miscellaneous 1 4
No response 3 1
College report - 6
Non-report assignments - 3
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of English. In addition to limited L2 linguistic 
knowledge, four other codes emerged: writing 
on an uninteresting topic, writing a response 
to someone’s opinion, compulsory writing, and 
dislike of writing itself. Compulsory writing 
includes tests, assignments, and penalties. 
The students reacted negatively when they felt 
they were being forced to write. 
　Although the responses in the post-assess-
ment for three categories dropped significant-
ly to almost none, compulsory writing actually 
slightly increased. All of these responses fo-
cused on Japanese writing. Throughout the 
first semester, they experienced much more 
involved Japanese writing tasks, and in the 
post-assessment, many students expressed the 
negative feelings they had when completing 
writing assignments in Japanese. Many of the 
students wrote that they were good at express-
ing themselves freely, and they did not like 
having a topic, time limit, or word or character 
limit imposed on them. A student reported: ＂I 
was so frustrated when no explanations were 
given for why I had to write it and I was forced 
to write. Without a plausible explanation, I do 
not want to write.＂ Six out of 21 valid respons-
es referred to the respondents’ struggle in 

with writing in the researcher’s English class 
were also positive experiences for them. For 
example, one student specified that reading 
Japanese and English articles on the same 
topic was helpful, and self-introduction and 
communicative writing assignments were en-
joyable for another. The final presentation was 
rewarding for one student because he unex-
pectedly found it fun to write about what he 
was interested in in English.  
　Item 2:  Previous negative writing experiences
　Interesting changes were observed in com-
paring the two assessments (Table 2). Initial-
ly, when the participants were asked about 
their negative writing experiences, the major-
ity described English language tasks. A major 
obstacle for the students at the beginning of 
the semester was their limited L2 linguistic 
knowledge. They described difficulties in ver-
balizing their thoughts due to inadequate L2 
linguistic ability: ＂Because I don’t have a big 
vocabulary and grammatical knowledge, I 
cannot write to my satisfaction. I cannot write 
in English if I am not allowed to use a diction-
ary.＂ Their insufficient linguistic knowledge 
frustrated the students and reconfirmed the 
insecurity they felt regarding their command 

Table 2
Responses from Item 2 : Previous negative writing experiences

Codes Pre （n = 22） Post （n = 21）
Uninteresting topic 3 0

Inadequate linguistic knowledge 7 1

Responding to opinions of others’ 2 2
Compulsory writing 3 0
Dislike of writing 2 4
Miscellaneous 2 3
No response 3 1
Difficulty in verbalizing ideas - 5
Not knowing how to write - 2
Task difficulty - 4
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When I had to express my thoughts in writing. 
Fears of making mistakes such as whether my 
sentences are really correct or word use is cor-
rect.＂
　Item 3: Strengths and weaknesses as a writer
　The students’ sense of their inexperience or 
weaknesses in writing also appeared in this 
item as indicated in the responses to the pre-
assessment in Table 3. Only one code of 
strength arose and the other four codes are all 
about weaknesses. Their only strength was 
their ability to express their thoughts, and the 
same expression was used by several students: 
＂omotteiru koto wo kakeru＂, which means, 
＂can write what I am thinking.＂ While eight 
respondents specified this ability as their 
strength in Japanese writing, when it came to 
weaknesses, limited English language ability 
was reported by four students. 

writing college reports. Three other codes 
emerged: task difficulty, trouble verbalizing 
ideas, and trouble organizing ideas. One stu-
dent described his struggle: ＂For reports, I 
have to write 2,000 to 3,000 characters. I 
didn’t know how to write, so I was lost.＂ Un-
certainty or not knowing what is expected 
seemed to cause frustration. Also, the inabili-
ty to express ideas students have emerged as 
this respondent stated: ＂When writing a col-
lege report, I could not make a conclusion as I 
had planned.＂ 
　In the descriptions about English writing, 
the participants remained concerned about 
linguistic issues. Their L2 proficiency level 
results in insecurity in L2 language use and 
frustration caused by the inability to express 
thoughts. One of the five students who men-
tioned English writing said, ＂English writing. 

Table 3
Responses from Item 3: Strengths and weaknesses as a writer

Codes Pre （n = 22） Post （n = 21）
Pre-assessment

Strength
　Able to write what I think (in Japanese) 8 5
Weaknesses
　Influenced by level of interest 2 2
　Limited linguistic knowledge 4 4
　Limited writing skills 2 2
　Unable to think of organization 2 1
　Unsure 1 0
　Miscellaneous 3 2
　No response 3 4

Post-assessment
Strength
　Able to think of the reader’s perspective - 3
　Good at development of ideas - 5
　Able to organize ideas - 2
Weakness
　Unable to think of the reader’s perspective - 2
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themselves as writers and how they 
have improved their writing skills

　This question was used only in the post as-
sessment and indicated the participants were 
greatly influenced by the increased amount of 
writing assignments at university. There were 
two notable categories of responses which are 
key components of academic writing at the ter-
tiary level as Table 4 displays: text organiza-
tion and the reader’s perspective. 
　Norms of Japanese academic writing to 
organize their ideas were taught in the stu-
dents’ other classes. Therefore, they may have 
become aware of the gap between the academic 
norms and their own organization. A comment 
from a student was, ＂[In Japanese writing 
class,] I think I have acquired a skill to think 
from another’s perspective. I can now think 
about how I should explain things in order to 
be understood by others.＂ Another student 
stated, ＂I learned how to systematically write 
what I want to say. I want to improve my writ-
ing skills to express exactly what I want to 
communicate.＂ 
　In addition, although writing skills were not 
explicitly taught in this researcher’s English 
class, a large amount of reading in both Eng-
lish and Japanese were assigned. Through the 

　Although the number of responses indicat-
ing limited L2 language ability remained the 
same in the post-assessment, a significant 
change seemed to occur in the students’ minds. 
Fifteen out of 18 valid responses included their 
strengths as writers. Each student mentioned 
one strength in their responses. Moreover, 
three more codes for strengths were added. 
The reader’s perspective emerged as a key 
word for the post-assessment as some partici-
pants realized that their strength is the abili-
ty to think in someone else’s shoes while oth-
ers noticed that they struggle to do the same. 
The introduction of Facebook as a learning 
platform in the current class might have 
played a role in the increased awareness. On 
Facebook, the students posted links to news 
articles as well as their summaries; thus, they 
were aware that their classmates would read 
their summaries. They read their classmates’ 
summaries as well. Therefore, as Dippold 
(2009) maintained, the learners became more 
conscious of their readers. On the other hand, 
some still considered their strength as being 
able to express their thoughts in Japanese, 
and an equal number mentioned developing 
their ideas as a new strength. 
　Item 4:  What students have learned about 

Table 4
Responses from Item 4: What students have learned about themselves 
as writers and how they have improved their writing skills

Codes Post （n = 21）
Areas learned

Text organization 7
Reader’s perspective 7
Miscellaneous 5
Areas students desire to improve
Ease of understanding 2
Linguistic knowledge 4
Text organization 1
Writing speed 1
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dent wrote, ＂Easy to read, easy to understand, 
and [a kind of] writing which [the reader] can 
sympathize with.＂ 
　The participants’ concern about lucid writ-
ing is considered a reader’s perspective. Pre-
sumably, the readers’ perspective was their 
own perspective as readers of texts written by 
others. As previously noted, the participants’ 
awareness of the readers of their writing sur-
faced for the first time in the post-assessment 
responses. At that point, they had gained some 
experience as writers while receiving feedback 
from instructors and sharing their writing on 
Facebook: they had readers of their writing. 
　Text lucidity continued to be the most com-
mon response in the post-assessment; howev-
er, the importance of text organization ap-
peared again as seen in other questions. This 
response is surprisingly similar to the previ-
ous comment but written by a different stu-
dent, and it illustrates the change that 
occurred in students’ awareness: ＂Easy to 
read, easy to understand, and [a kind of] writ-
ing in which the reader can see how the text is 
organized.＂ Admittedly, the description of 
good writing is still overly general, but six stu-
dents referred to text organization in the lat-
ter assessment, which did not manifest itself 
before in this questionnaire item. 
　Item 6: Ways of coping with trouble writing
　In contrast to other questions, the change 

news articles, many of the participants should 
have been exposed to more linguistic input in 
both languages than they had been before, 
which would offer them various models of 
expressions which are understandable not 
only to the writer but also to the readers. 
　As mentioned earlier, novice writers are 
either blocked writers who have not received 
writing instruction but may have received lin-
guistic input from reading, or remedial writ-
ers who lack both factors (Krashen, 1984). As 
the students were exposed to L1 and L2 
linguistic input they might have become 
blocked writers in both languages. Since some 
students learned Japanese writing in class, 
some might no longer be novice writers, but 
the effects of the Japanese writing instruction 
is unknown.
　Item 5: Defining good writing
　In the pre-assessment, the majority of stu-
dents (15 out of 22) pointed out that good writ-
ing should be easy to understand. However, 
their definition of ease of understanding is un-
clear; there are various qualities of lucidity 
such as language, text organization, difficulty 
of logic and ideas, and degree of expertise. The 
most frequently appearing description was 
that understandable writing is a kind of writ-
ing everyone can comprehend. ＂Simple and 
easy to understand＂ was a common answer 
obtained in the pre-assessment. Here one stu-

Table ５
Responses from Item 5: Definitions of good writing

Codes Pre （n = 22） Post（n = 21）
Ease of understanding 15 12
Informative 2 0
Miscellaneous 2 3
No response 3 0
Logical - 1
Good organization - 6
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raising about how composing proceeds needs 
to be included in addition to the writing pro-
cess.
　Question 7: Ranking of writing components
　Tables D (Appendix D) and E (Appendix E) 
show how the students rank elements of writ-
ing (clarity, originality, grammar, organiza-
tion, exploration, fluency, and content) in 
terms of their own perspectives and their ideas 
of a teacher’s perspective. As the tables indi-
cate, the highest ranked item, which was 
determined by the mean score, was content in 
the students’ and pseudo-teacher’s rankings in 
both the pre- and post-assessments. Clarity 
was ranked second in the students and third 
in pseudo-teacher’s rankings in the post-as-
sessment. In a previous question inquiring 
about the students’ definition of good writing, 
ease of understanding was the most common 
necessary factor reported by the participants; 
nevertheless, clarity was not considered the 
primary issue in the rankings. Clarity is 
defined as ＂the quality of being easily under-
stood＂ in Merriam-Webster, (＂Clarity,＂ n.d.) 
which is comparable to the students’ definition 
of good writing. It is unclear whether this dis-
crepancy was caused by the students differen-
tiating clarity and lucidity or their lack of 

observed here is not necessarily about the im-
provement of writing skills. Initially, the re-
spondents mostly agreed that their strategy 
against writer’s block was to brainstorm ideas, 
as one student said; ＂I write whatever comes 
to my mind and then compose in my own way.” 
Others would refer to websites and dictionar-
ies or give up, and only one student mentioned 
taking a break. 
　However, in the post-assessment, brain-
storming was replaced by taking a break. In 
fact, none of the respondents mentioned brain-
storming. In most cases, writing is a cogni-
tively challenging task, and as mentioned in 
other question responses, some of the partici-
pants are not fond of writing itself, so they 
may need to withdraw from the task to regain 
concentration. A common strategy to cope with 
writing problems was to ask older students 
and friends for help; this strategy newly 
appeared at the end of the semester. Another 
emerging response was to look back and reflect 
on what was written. A student commented, ＂I 
reread what I have written up to that point.＂ 
Although some progress was seen among stu-
dents as this comment demonstrates, their 
metacognitive knowledge of writing skills is 
still underdeveloped; thus, more awareness 

Table 6
Responses from Item 6: Ways of coping with trouble writing.

Codes Pre（n = 22） Post （n = 21）
Use the Internet 4 4
Use a dictionary 4 3
Give up 2 0
Take a break 1 7
Brainstorm 7 0
Miscellaneous 3 1
No response 2 2
Ask others - 5
Self-reflection - 3

142



what can be said from the facts.＂ Another said, 
＂I mention the problems and definitions, and I 
present my ideas by including examples. 
[Then] I write a summary at the end.” A few 
students also touched upon the reader’s per-
spective at this time; in addition, no student 
named ease of understanding. 
　Question 9: Paragraph components
　Even though the concept ＂paragraph＂ is 
taught in Japanese in junior high and high 
school, its components might not be taught ex-
plicitly, as Okabe (2004) reported limited writ-
ing instruction in Japan’s secondary schools. 
In the pre-assessment, nine students stated 
that they should write their opinion in the con-
clusion although the question asks what should 
be included in each paragraph (Table 8). This 
comment clearly exemplifies their limited 
metacognitive knowledge about this question: 
＂There is nothing specific that should be in-
cluded in a paragraph. Impact and originality 
etc. in the introduction, and clear sentences in 
the conclusion.＂
　In the post-assessment, no student detailed 
paragraph components; nonetheless, the 
responses show some improvement from the 
beginning of the semester. Again, the reader’s 
perspective appeared in the responses 
although the students who mentioned this 
element did not demonstrate much develop-

awareness of the similarity between the ele-
ment in the current question and the question 
asking a definition of good writing. 
　In open ended questions, some students re-
ported their desire to improve their language 
skills and this trend is reflected in the stu-
dents’ ranking. In the pre-assessment, gram-
mar was placed the last; whereas, in the post-
assessment, grammar moved up to fifth. Also, 
grammar remained within the fourth most 
important elements in both pre- and post-
pseudo-teacher assessments. 
　Question 8: Writing organization
　When the participants were first asked 
about L1 essay organization, their responses 
were general. The most common answer was 
clarity. A student said, ＂A report which is easy 
to understand, simple, and [has a] clear text.＂ 
Some mentioned ki-sho-ten-ketsu, a Japanese-
style text organization, which means ＂begin-
ning＂, ＂development＂, ＂turn＂, and ＂ending＂. 
Others wrote ＂introduction, body, and conclu-
sion＂. 
　Although four out of 22 respondents referred 
to an introduction, body, and conclusion in the 
pre-assessment, the number increased to 10 in 
the post-assessment. Some responses included 
explanations. One stated, ＂At the beginning, I 
describe my idea first, and then analyze the 
facts I actually collected. At the end, I discuss 

Table 7
Responses from Question 8: Writing organization

Codes Pre（n = 22） Post（n = 21）
Introduction, body, conclusion 4 10
Ki-sho-ten-ketsu 3 2
State my opinion 2 0
Clarity 6 0
Miscellaneous 3 3
No response 4 3
Reader’s perspective - 3
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　Question 10: A revising process
　In this question, the most common response 
was the same for the two assessments, as 
Table 9 shows: students would modify the 
parts of their writing that ＂felt awkward.＂ No 
specific information was provided in the 
students’ comments in both assessments. One 
additional code mentioned by these students in 
the post-assessment was proofreading by 
others. One student said, ＂I read [my work] 
several times, and rewrite the parts that seem 
awkward and strange, and I specifically focus 
on the areas pointed out by others and rewrite 
them to make them better.＂ 
　At the beginning of the semester, three par-
ticipants reported they would work on text or-
ganization when revising; however, the num-
ber dropped to zero at the end of the term. 

ment in their descriptions. For example, one 
wrote, ＂Catch the reader’s mind at the begin-
ning.＂ Furthermore, whereas no one men-
tioned including their idea in the conclusion, 
new information was added to their responses, 
which was to present their argument in each 
paragraph. Moreover, the words ＂keyword＂ 
and ＂topic＂ emerged in the responses, and 
some students stated that an argument should 
be stated for each topic. The most precise 
response was as follows:
　 Divide [a paragraph] into three, and state 

what you want to say at the beginning. Then 
explain why you decided to write about it, 
add details for what you want to say the 
most, present evidence connected to the ar-
gument. Finally, write a summary, what 
you think, what you think should be done, 
something like that to briefly summarize. 

Table 8
Responses from Question 9: Components of a paragraph.

Codes Pre（n = 22） Post（n = 21）
Opinion in the conclusion 9 0
Examples 2 1
Miscellaneous 8 3
No response 3 6
Opinion for individual topics - 7
Evidence - 2
Background - 2
Reader’s perspective - 4

Table 9
Responses from Question 10: A revising process.

Codes Pre（n = 22） Post（n = 21）
Reread 1 4
Modify text organization 3 0
Make modifications (No specification of items) 9 5
Do not revise 5 3
Miscellaneous 1 4
No response 3 5
Have others proofread - 3
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from English classes where these skills are ac-
tually taught. Also, the content of Japanese 
writing courses should be investigated in or-
der to examine its influence on L2 writing 
skills. 
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位を書き、その隣の行には、あなたに成績をつけ
る教員の立場に立って順位を書いて下さい。

     Importance to:            You            Teachers
     1. Clarity　　明瞭さ
     2. Originality　独創性
     3. Grammar　文法
     4. Organization　構成
     5. Exploration　内容発展
     6. Fluency　表現力の流暢さ
     7. Content 　内容

Appendix C Questions adapted from 
Victori (1999)

Item 8. How do you think a text (report) should 
be organized?
文章（レポートなど）はどの様に構成されるべきだ
と思いますか？

Item 9. What should each paragraph have? 
and the introduction? and the conclusion ? 
それぞれの段落は何を含むべきだと思いますか。
導入と結論部分には何を含めるべきですか？

Item 10. How do you usually revise your es-
says?
いつもどの様に文章を書き直しますか？

く書いてください。どのような条件によって、あなた
にとって文章を書くことが難しくなりますか？

Item 3. What are your strengths and weak-
nesses as a writer? What experiences have led 
you to believe that you have these strengths 
and weaknesses?
あなたの文章の書き手としての強みと弱みはなん
ですか？どの様な経験によってこの様な強みや弱
みを持っていると思いましたか？

Item 4. What have you learned this semester 
about your ability as a writer? How, specifi-
cally, do you think your writing has improved? 
What areas of your writing do you think still 
need work?
今学期、自身の文章の書き手としての能力につい
て何を学びましたか？具体的に、どの様に自身の
文章能力が向上したと思いますか？文章能力に関
して、どの部分をもっと伸ばす必要があると思いま
すか？

Appendix B Cognitive Style Questionnaire

Item 5. Define good writing.　
よい文章とは何か定義してください。

Item 6. What do you do when you have trouble 
writing?
文章を書くことが難しいときあなたは何をします
か？

Item 7. Rank the following in order of impor-
tance--in the first column rank their impor-
tance to you, personally; in the other column, 
rank their importance to the teachers who 
grade your papers.  Use #1 for most important 
through #7 for least important.
次の項目を重要度によってランク付けしてくださ
い。一行目にはあなた個人の立場から各項目の順
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Appendix D
Table D

Response from Item 7: Ranking of writing components

Percentage of responses ranking
from 1（highest） to 7（lowest）

Pre-Assessment 1 2 3 4 5 6 7 Mean
Student’s perspective（n = 21）

Clarity .19 .05 .29 .19 .00 .19 .10 4.29
Originality .24 .14 .00 .00 .19 .10 .33 3.62
Grammar .14 .10 .14 .14 .0 .05 .43 3.38
Organization .10 .24 .10 .14 .19 .19 .05 4.14
Exploration .05 .00 .14 .43 .14 .24 .00 3.67
Fluency .00 .24 .19 .05 .29 .14 .10 3.81
Content .29 .24 .14 .05 .19 .10 .00 5.1

Pseudo-teacher’s perspective（n = 20）
Clarity .05 .15 .15 .15 .1 .25 .15 3.55
Originality .1 .1 .1 .1 .15 .15 .3 3.25
Grammar .2 .1 .2 .15 .1 .1 .15 4.25
Organization .1 .4 .15 .2 .0 .15 .0 4.95
Exploration .0 .1 .15 .1 .35 .15 .15 3.25
Fluency .05 .05 .2 .15 .25 .15 .15 3.45
Content .5 .1 .05 .15 .05 .05 .10 5.3

Appendix E
Table E

Response from Item 7: Ranking of components of writing

Percentage of responses ranking
from 1（highest） to 7（lowest）

Post-Assessment 1 2 3 4 5 6 7 Mean
Student’s perspective（n = 18）

Clarity .33 .0 .17 .22 .17 .06 .06 4.72
Originality .22 .11 .11 .06 .28 .11 .11 4.17
Grammar .06 .17 .17 .17 .06 .17 .22 3.61
Organization .11 .28 .22 .11 .06 .22 .0 4.61
Exploration .0 .11 .17 .11 .17 .22 .22 3.11
Fluency .06 .0 .11 .17 .11 .22 .33 2.72
Content .22 .33 .06 .17 .17 .0 .06 5.06

Pseudo-teacher’s perspective（n = 18）
Clarity .06 .22 .22 .33 .11 .06 .0 4.61
Originality .17 .06 .11 .11 .11 .17 .28 3.44
Grammar .27 .06 .17 .06 .17 .17 .11 4.28
Organization .11 .44 .17 .17 .11 .0 .0 5.28
Exploration .06 .0 .17 .11 .28 .28 .11 3.17
Fluency .0 .0 .0 .06 .11 .33 .50 1.72
Content .33 .22 .17 .17 .11 .0 .0 5.5

148



研究論文

Learners’ Evaluation of Student-Prepared 
Grammar Activities:

The Effect on Intrinsic Motivation

Abstract

　In an English as foreign language (EFL) 
learning and teaching context, where sources 
of stimulation for learning English are limit-
ed, creating an interesting language class is 
imperative in raising the learners’ intrinsic 
motivation (Dörnyei & Csizer, 1998). Unfortu-
nately, as previous studies have reported, Jap-
anese EFL learners tend to lose interest in 
learning English as these students proceed to 
the next grade level (Falout, Murphey, Elwood, 
& Hood, 2008). Among the many possible rea-
sons for this situation, traditional teacher-cen-
tered classrooms, where students are rarely 
offered opportunities to use the language crea-
tively, seem to reduce Japanese EFL learners’ 
motivation. 
　In this study, an alternative approach was 
tested in a university EFL class. Unlike the 
traditional teacher-centered method, univer-
sity students in this study were required to 
create their own grammar activity. The stu-

dents’ motivational reaction to this new at-
tempt was examined through a modified ver-
sion of Ryan’s (1982) Intrinsic Motivation 
Inventory (IMI) and open-ended question-
naire. The result of this study will likely help 
language teachers to gain a better under-
standing on how to develop students’ intrinsic 
motivation in an EFL situation. 

Introduction

　How grammar should be taught in language 
classes has been under discussion for the last 
few decades. Up to the late 1960’s, the focus of 
second language (L2) education was primarily 
on grammatical aspect of the target language 
(Richards, 2006). This traditional approach 
was gradually replaced with a more communi-
cative approach. This shift from a form-based, 
or focus on forms, to a meaning-based ap-
proach helped L2 learners practice authentic 
language skills required in their real life 
(Richards, 2006). However, L2 learners do 
need to gain accuracy to some extent. As a 
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has considerable control over the activity in 
class, is likely to encourage “little motivation 
to go beyond grammar analogies, translations 
and rote exercises.” (Brown, 2007, p.19). 
　It must be noted here that the form-focused 
approach itself is not necessarily linked with 
the traditional teacher-centered class. Focus 
on grammatical structures could also be incor-
porated into a learner-centered class (Celce-
Murcia et al., 1997). For instance, Loewen 
(2004) argues that a student-initiated focus on 
form can happen when the learners “seek in-
formation about linguistic items as the need 
arises during meaning-focused activities” 
(p.86). Long (1991) also emphasized the im-
portance of activities that learners could rec-
ognize and acquire linguistic features sponta-
neously. As Long (1991) claims, a clear line 
should be drawn between such activities and 
other tasks that focus on forms.
　Along with the benefit of a more meaningful 
grammar learning, the learner-centered ap-
proach could also enhance the learners’ intrin-
sic motivation. Intrinsic motivation is a type of 
motivation that is enhanced by enjoyable, in-
teresting and self-rewarding tasks. Numerous 
studies have already found a relationship be-
tween intrinsic motivation and the student-
centered approach (Celce-Murcia et al., 1997). 
However, few of these studies have targeted 
low-level learners. A closer examination on 
how the learners react to different types of ac-
tivities would provide useful insights on how 
EFL teachers could motivate such students.
　The purpose of this study is to investigate 
whether an attempt to task the learners to cre-
ate and implement their own grammar activi-
ties in an EFL class could enhance their in-
trinsic motivation. The present study focused 
on the following questions: 

possible solution, L2 educators have now most-
ly agreed “on the importance of some form-fo-
cused instruction within the communicative 
framework” (Brown, 2007, p.421). Celce-Mur-
cia, Dörnyei and Thurrell (1997) refer to this 
new trend as “a turning point” (p. 141) in com-
municative language teaching. By combining 
the two different approaches, “explicit, direct 
elements are gaining significance in teaching 
communicative abilities and skills” (p. 147).
　Despite the contemporary trend to integrate 
form-focused teaching into the communicative 
approach, typically, Japanese EFL classes 
have placed primary emphasis on the tradi-
tional grammar translation method (Matsun-
aga, 2007). In fact, according to a national 
survey conducted by the Ministry of Educa-
tion, Culture, Sports, Science and Technology 
(MEXT, 2008), in the high school English I 
courses that focus on basic grammar and its 
usage, only 4.8% of the classes opportune stu-
dents to interact with peers in English. As one 
of the reasons why form-focused instruction is 
still dominant in the Japanese EFL education, 
Underwood (2012) pointed out the effect of en-
trance examination. Through interviews with 
16 Japanese English teachers, Underwood 
(2012) found out that the importance of inter-
active class was accepted among the teachers. 
However, the preparation for the highly-com-
petitive university entrance exam has long im-
peded the implementation of a more communi-
cative approach (Underwood, 2012). To be 
more precise, because oral communication 
skills are not tested in the entrance exam, 
most Japanese EFL classes concentrate on 
English grammar translation and end up 
choosing a teacher-centered approach (Sakui, 
2004). As scholars have claimed over the 
years, such an approach, where the teacher 
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Data Collection Instrument
　The data for this current study was collect-
ed through a questionnaire consisting of two 
parts. The first section of the questionnaire 
employed a modified version of Ryan’s (1982) 
Intrinsic Motivation Inventory (IMI), which is 
a seven-point Likert scale questionnaire aimed 
to assess learner’s motivational variables re-
lated to a certain activity. Out of the six vari-
ables that 45 questions in the IMI measures, 
the following four are the major variables in 
this study:
　1.  Enjoyment subscale measures the degree 

of intrinsic motivation the learners expe-
rience through the target activity. Seven 
items such as “I enjoyed doing this activi-
ty very much” are included in this sub-
scale.

　2.  Competence is measured by six items to 
show learners’ belief in their capability to 
accomplish the target activity. 

　3.  Value/Usefulness indicates how meaning-
ful the target activity was to the learners. 
In this study, six items were marked to 
indicate how helpful the activity was to 
understand a certain grammar point.

　4.  Relatedness informs the sense of intimacy 
and connection the learners find through 
the target activity. Six items, such as “I’d 
like to have a chance to interact with this 
person more often,” are included.

　The second section of the questionnaire con-
sisted of open-ended items. These items asked 
about the advantages, disadvantages, and im-
pressions of the two activities. Since the Eng-
lish proficiency level of the current study’s par-
ticipants is at the basic level, both of the 
sections were explained and answered in Jap-
anese, in order to gain a more informative de-
scription.

　1)  Are learners more intrinsically motivated 
to learn in the student- prepared activity 
than teacher-prepared grammar activity? 

　2)  In student-prepared activities, what moti-
vational variables are strongly correlated 
with students’ intrinsic motivation? Are 
those variables different from those of 
teacher-prepared grammar activity? If so, 
how and why are they different?

The results and implications of this grammar 
project will be discussed below.

Methodology

Participants
　The current study examined 44 Japanese 
EFL learners in Soka University of Japan. 
These learners were grouped and enrolled in a 
beginner-level class, according to their Test of 
English as a Foreign Language (TOEFL)/ Test 
of English for International Communication 
(TOEIC) scores. This 90-minute class was 
held for twice a week for 15 weeks. More than 
half of the participants were freshmen (68.9%), 
but some sophomores (2.2%), juniors (26.7%), 
and seniors (2.2%) were also enrolled. While 
all the freshmen participants were law ma-
jors, those students who were in their sopho-
more, junior, and senior years were either eco-
nomics or literature majors. Out of the 44 
participants, 35.6% were female learners and 
64.4% were male learners. Before these learn-
ers participated in this current research, a 
written informed consent statement was dis-
tributed, signed and collected together with 
the questionnaire, in order to ensure the pur-
pose of the study, as well as to secure respond-
ents’ confidentiality.
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　Quantitative data of both questionnaires 
were analyzed through t-test, in order to ex-
amine whether the students reacted different-
ly to the two activities. Furthermore, for each 
questionnaire, the correlation between Enjoy-
ment and other IMI variables were examined. 
After these statistical analyses, the open-end-
ed questions were coded and divided in accord-
ance to the six IMI variables. By combining 
this qualitative data, the result from quantita-
tive data was further analyzed and interpret-
ed. 

Result

Comparison of IMI Variables
　In order to determine whether the students’ 
reaction to the teacher-prepared and student-
prepared activity was significantly different, a 
t-test was carried out. Table 1 shows the mean, 
standard deviation, and result of t-test for 
each IMI variables. The average score of En-
joyment, or intrinsic motivation, in student-
prepared activity (M = 39.1, SD = 7.3) was 
higher than that of teacher-prepared activities 
(M = 38.9, SD = 8.1). However, the result of t-
test indicates that this difference was not sig-
nificant, t(80) = -0.10, p > .92. In other words, 
the students in this study did not regard stu-
dent-prepared activity as a more intrinsically 
engaging activity than the teacher-prepared 
activity, or vice versa. 
　The results from other t-tests also revealed 
that the students gained a somewhat similar 
perception from the two activities. As shown 
in Table 1, the means of three motivational 
variables, namely, Competence, Relatedness, 
and Value/ Usefulness, were all higher in the 
student-prepared activity (M = 30.1, SD = 6.3; 
M = 33.3, SD = 5.4; M = 33.6, SD = 5.6, respec-

Procedure and Data Analysis
　In the present study, two questionnaires 
were distributed to compare the teacher-pre-
pared and student-prepared grammar activi-
ties. In regards to the teacher-prepared activ-
ity, the questionnaire was distributed and 
collected in week five. The questionnaires 
were filled out and collected during the class 
time. This week seemed the best possible time, 
since the students had ample experience to 
fully form impressions about teacher-prepared 
activities. Most of the activities were designed 
for communicative practice. For instance, stu-
dents were often given information-gap activi-
ties that required the use of target grammar 
point. Students had to interview each other to 
fill in the gap. Each of these activities was sup-
plemented with a brief grammatical explana-
tion by the teacher. 
　A questionnaire asking about the student-
prepared activity was administered three 
weeks after the first questionnaire. During 
these three weeks, the students were given 
several hours to create a grammar activity 
during class time. Students formed a team of 
three to five and decided a particular gram-
mar point to focus on. The grammar points 
were limited to those covered in the course. If 
more than one group wanted to be in charge of 
a certain grammar point, the students negoti-
ated with each other. These grammar activi-
ties were shared in class on week eight. Vari-
ous activities were developed by the students. 
For instance, one of the groups made an Eng-
lish picture book that contained blanks in the 
sentence. Readers needed to fill in the blank 
using the correct grammar to read through 
this book. The questionnaire concerning the 
student-prepared activity were distributed 
and collected in the following class. 
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cidates the students’ confidence level in their 
capability to accomplish the activity. Perhaps, 
students felt a profound sense of accomplish-
ment by completing a somewhat challenging 
task offered by the teacher. This feeling of re-
ward may have led students to gain confidence 
in their competence, and as a consequence, en-
hance their intrinsic motivation toward learn-
ing English. Following Competence, Value/ 
Usefulness (r=.82, p<0.001) and Relatedness 
(r=.81, p<0.001) correlated strongly with En-
joyment. Apparently, the relationship between 
these three variables and intrinsic motivation 
was over all significantly high. 
　On the other hand, the IMI variables that 
most correlated with the intrinsic motivation 
were Competence, Value/ Usefulness and Re-
latedness for the student-prepared activities 
as well. However, the order of the higher-
correlated variables was different from the 
teacher-prepared activity. The most highly 
correlated IMI variable, in case of student-pre-
pared activity, was Value/ Usefulness, at the 
specified .0001 level, r(43)=.87. This IMI vari-
able indicates the learners’ perception of the 
target activity’s practicality to learn and un-
derstand a certain grammar point. Enhanced 
learning and understanding through peer-
teaching is also reported in Bradford-Watts’s 
(2011) study. As described in Bradford-Watt’s 
(2011) study, by planning and discovering 

tively) than the teacher- prepared activity (M 
= 29.5, SD = 6.7; M =32.6, SD = 6.3; M = 32.7, 
SD = 7.8, respectively). Nonetheless, the result 
of t-test comparison indicates that there were 
no significant differences between these 
means, t(80)= -0.44, -0.54 and 0.56, respec-
tively (See Table 1 for p). In other words, 
although a more positive attitude was shown 
toward the student-prepared activity, students 
found similar level of competitiveness, related-
ness and usefulness in the two activities. 

Relation of Intrinsic Motivation and
other IMI Variables
　In the second set of analysis, the correlation 
between Enjoyment, which represents the de-
gree of intrinsic motivation, and other five IMI 
variables was tested. By analyzing these cor-
relations, the IMI variables that strongly cor-
related with the students’ intrinsic motivation 
were identified (Table 2). From the data in Ta-
ble 2, it is apparent that three variables, Com-
petence, Value/Usefulness, and Relatedness 
are strongly correlated with Enjoyment, or in-
trinsic motivation. However, interestingly, the 
strength of the correlation differed between 
the two activities.
　As shown in Table 2, in case of the teacher-
prepared activity, Competence marked the 
strongest correlation with Enjoyment, signifi-
cant at .0001 level, r (43)=.83. Competence elu-

Table 1
 Mean Scores and t-test result

Number 
of items

Teacher-prepared Student-prepared
t pM SD M SD

Enjoyment 7 38.9 8.1 39.1 7.3 －0.10 0.92 
Competence 6 29.5 6.7 30.1 6.3 －0.44 0.66 
Relatedness 6 32.6 6.3 33.3 5.4 －0.54 0.59 
Value/ Usefulness 6 32.7 7.8 33.6 5.6 　0.56 0.29 

Note: Significant at p<.05 level
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(Table 3). 
　Just like the quantitative questionnaire, the 
number of open-ended comments which ex-
pressed enjoyment, such as “The activity was 
fun”, was higher for the student-prepared ac-
tivity. Overall, the student-prepared activity 
received more positive feedbacks than the 
teacher-prepared activity. Interestingly, how-
ever, comments related to Relatedness, such as 
“I was able to make new friends”, “I was able to 
become better friends with my classmates” 
were more found in the teacher-prepared ac-
tivity. Out of many possible reasons for such a 
result, when the activities were implemented 
might have been the cause of this gap. The 
teacher-prepared activity was implemented 
from the first week of class. Until the student-
prepared activity project had started, students 
had participated in multiple types of pair and 
group activities. Through these teacher-pre-
pared activities, students might have already 
built strong friendship with one another. In 
fact, comments like “I was able to make new 
friends” were written in the teacher-prepared 
activity, but not in the student-prepared activ-
ity.
　As seen in Table 3, there was no major dif-
ference between the number of comments re-
lated to Competence between the two activi-
ties. In spite of this identical result, however, 
the type of competence that the learners ob-
tained from the activity seemed to differ. On 

ways to teach a grammar point, students seem 
to have developed confidence in their knowl-
edge. In fact, several students reflected on this 
point in the open-ended survey of this study, 
such as, “Since we were responsible to “ex-
plain” the grammar, we were naturally deep-
ening our understanding.” and “By teaching 
each other within the group, I was able to con-
firm my comprehension.”.  As these comments 
reveal, students in this study appear to have 
found some benefits from the student-prepared 
activity.
　In addition to the Value/Usefulness, two 
IMI variables, Relatedness and Competence, 
correlated most significantly with intrinsic 
motivation at .001 level, r(43)=.84, 74, 
respectively. Surprisingly, Competence, which 
showed the highest correlation for the teacher-
prepared activity, was the least in terms of 
student-prepared activity. What is more, Com-
petence was the only IMI variable that did not 
reach a. 80 correlation.
 
Analysis of Open-ended Questionnaire
　After analyzing the statistical data, the 
open-ended part of the questionnaire was cod-
ed and analyzed in order to develop a concrete 
view of students’ perception. The question-
naire asked, “How did you feel about the stu-
dent-prepared activity, in which the students 
took the teacher’s role?”. The analyzed com-
ments for this question are summarized below 

Table 2
IMI variables ordered according to the strength of correlation with Enjoyment

Teacher-prepared Student-prepared
Variable r Variable r
Competence 0.83 Value/ Usefulness 0.87
Value/ Usefulness 0.82 Relatedness 0.84
Relatedness 0.81 Competence 0.74

Note: All significant at p<.001 level
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pared and student-prepared activities. In ad-
dition, the correlation of Enjoyment with other 
IMI variables was identified. Surprisingly, al-
though Competence, Value/Usefulness, and 
Relatedness were the three most strongly cor-
relating variables in both of the activities, the 
order of strength differed. To be specific, Com-
petence was the most highly correlated for the 
teacher-prepared activity, but Value/ Useful-
ness was the strongest for the student-pre-
pared activity. Lastly, the comments from 
open-ended questionnaire revealed that learn-
ers developed different competencies from the 
two activities. 

Different Way of Promoting Intrinsic
Motivation
　Although the present study aimed to identi-
fy a gap between the motivational influences 
of student- and teacher-prepared activity, 
there was only slight difference between the 
two activities. Such a result seems to imply 
that both activities promote intrinsic motiva-
tion, but in a unique way. In case of teacher-
prepared activity, students were able to 
reconfirm and apply their basic grammatical 
knowledge. In the open-ended questionnaire, 
students commented that these activities were 
useful to check their comprehension. By prac-
ticing the grammar through teacher-con-
trolled, but communicative activity, learners 
were able to increase their linguistic compe-

one hand, the teacher-prepared activity of-
fered learners broad grammatical knowledge 
and skills. Although the participants of this 
study were beginner level EFL students, these 
grammar points were not new. Students wrote 
comments such as “I was able to refresh my 
knowledge and skill, but my knowledge is still 
shallow.” On the other hand, students were 
able to acquire a profound knowledge about 
the grammar point they were responsible to 
teach. To be concise, while the students had 
explored a certain grammar point in detail, 
other grammar points remained somewhat 
ambiguous. Comments such as “I couldn’t re-
ally learn new things from other groups” was 
revealed by several students. This is in con-
trast with Bradford-Watts’s (2011) study, in 
which most of the students had appreciated 
the comprehensive explanation from peer-
teaching.

Summary and Discussion

　Through an analysis of closed- and open-
ended questionnaire, this study examined the 
effectiveness of student-prepared activity on 
learners’ intrinsic motivation. First, the result 
of t-test indicated that there was no signifi-
cant difference between the impacts of two ac-
tivities on students’ intrinsic motivation. In 
other words, learners in this study found simi-
lar level of intrinsic rewards from teacher-pre-

Table 3
Comments described in the open-ended questionnaire

Number of respondents
Teacher-prepared Student-prepared

Enjoyment 20 26
Relatedness 18 13
Competence 6 8

Note: Number of total respondents for teacher-prepared activity was 43. As for  
student-prepared activity, the number was 39.
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teacher-prepared and student-prepared activi-
ties seem to benefit beginner-level university 
EFL students differently. The teacher-pre-
pared activity promotes learners’ intrinsic mo-
tivation by fulfilling their basic grammar 
needs. Meanwhile, the student-prepared activ-
ity motivated learners by encouraging a crea-
tive use of this basic knowledge. Thus, the 
combination of these two approaches would 
holistically influence learners’ intrinsic moti-
vation.
　As Brown (2007) clearly points out, to EFL 
learners who are at the beginning level, “a 
teacher should be the presentation of material 
in simple segments that don’t overwhelm” 
(p.112) the learners. The result from the pre-
sent study also found teacher-prepared activi-
ty effective in terms of reconfirming and 
broadening basic grammatical knowledge. 
However, university EFL beginners seem to 
find this approach not that challenging. Al-
though these EFL learners lack basic gram-
matical skills, these false beginners have 
practiced numerous grammar points during 
junior and senior high school. Reconfirmation 
of the knowledge seems unsatisfactory to in-
trinsically motivate these students. By imple-
menting a student-prepared activity project, 
therefore, learners could find their own value 
in using that grammar. Such an enhancement 
of creativity is likely to increase learners’ in-
trinsic motivation (Brown, 2007).

Conclusion

　On the whole, students in this study cooper-
ated closely to create unique and interactive 
activities for their class. Although their intrin-
sic motivation did not significantly increase 
through this peer-teaching project statistical-

tence. Such linguistic competence plays a sig-
nificant role in promoting intrinsic motivation 
(Ryan & Deci, 2000). In brief, teacher-pre-
pared activity reconfirmed and reinforced the 
students’ grammatical competence, and there-
fore, encouraged learners’ intrinsic motiva-
tion.
　In contrast, the student-prepared activity 
seems to promote learners’ awareness of how 
interesting an individual can use the learnt 
grammar. From the statistical view, when 
learners participated in the student-prepared 
activity, their intrinsic motivation best corre-
lated with Value/ Usefulness. The open-ended 
questionnaire further added descriptive expla-
nation to this finding. In the questionnaire, 
the learners emphasized the excitement of 
constructing a grammatical activity by them-
selves. For instance, one of the students noted, 
“We learnt and practiced using grammar in 
regular classes, but this activity was a totally 
different experience. I discovered new ways to 
utilize my English”. This excitement may have 
derived from learners’ enjoyment in learning 
the target grammar aspect. 
　The deficiency of this student-prepared task 
was the lack of experiencing such an excite-
ment through other grammatical points. In 
case of beginner learners, focusing on multiple 
grammar aspect could be too confusing 
(Brown, 2007). Therefore, the student-pre-
pared activity project in this study tasked the 
learners to focus on one single grammar fac-
tor. This deficiency might have been the rea-
son why Competence did not correlate that 
much with the Enjoyment statistically. 

Implication

　Based on the results from the present study, 
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ly, students found benefits to deepen and share 
their knowledge with their classmates. The 
analysis of both quantitative and qualitative 
data implied that the combination of both 
teacher-prepared and student-prepared activ-
ity is helpful for beginner-level students. 
　The present study attempted to closely ex-
amine the beginner level EFL’s peer-teaching, 
which had not been carried out thoroughly in 
the past studies. However, there are certain 
limitations. The current study was relatively 
small in scale, and therefore, the result might 
be difficult to generalize. Participation of larg-
er and diverse EFL learners may lead to a dif-
ferent conclusion. In addition, the student-pre-
pared activity was implemented after the 
students had acquired and practiced the Eng-
lish grammar points through a teacher-pre-
pared activity. Students might have reacted 
differently if this process was reversed. Fu-
ture studies with a larger population size 
could be conducted to examine the effective-
ness of student-prepared activity within dif-
ferent syllabi and contexts. It is hoped that 
further studies will investigate the reasons for 
the findings in this study, and improve lower-
proficient EFL learners’ intrinsic motivation.

Reference

Bradford-Watts, K. (2011). Students teaching 
students? Peer teaching in the EFL class-
room in Japan. The Language Teacher, 
35(5), 31―  36. 

Brown, H. D. (2007). Teaching by principles: 
An interactive approach to language peda-
gogy (3rd ed.). NY: Pearson Education.

Celce-Murcia, M., Dörnyei, Z., & Thurrell, S. 
(1997). Direct approaches in L2 instruction: 
A turning point in communicative language 

157研究論文



cognitive evaluation theory. Journal of Per-
sonality and Social Psychology, 43, 450―461.

Ryan, R. M., & Deci, E. L. (2000). Intrinsic 
and extrinsic motivations: Classic defini-
tions and new directions. Contemporary 
Educational Psychology, 25, 54―67.

Sakui, K. (2004). Wearing two pairs of shoes: 
Language teaching in Japan. ELT Journal, 
58, 155―163.

Underwood, P. R. (2012). Teacher beliefs and 
intentions regarding the instruction of Eng-
lish grammar under national curriculum 
reforms: A theory of planned behavior per-
spective. Teaching and Teacher Education, 
28, 911―925.

158



事例研究

英語学習相談室における
リピーターに関する事例研究

Language Learning Advising:
A Case Study of Repeated Visitors

1 ．はじめに

　創価大学ワールドランゲージセンターのセル
フアクセス施設の一つである英語学習相談室で
は、英語の自主学習全般に関する相談に応える
語学アドバイジングを提供している。相談を行
う上でアドバイザーは、学生の長期的な語学学
習の目標達成を支援するために、利用者には長
期的な相談室の継続利用を推奨している。2006
年度に開室して以降、2007年度から20１2年度の
6 年間のデータを調査し、利用動向を調べた。
調査結果によると、継続利用者と １ 度きりの利
用とで全体的にばらつきがあるが、なかでも継
続利用者のうち、特にごく頻繁に利用する利用

者がいることが分かった。本稿ではそういった
高頻度利用者に着目する。実際の事例を検証す
る中で、彼らのなかには、高い動機づけがあり
援助の機会を上手く活用するスキルを持ち合わ
せた場合と、自己決定力が乏しく依存性のある
場合の二つのタイプがあることがわかった。本
稿では、このような事例の分析を通し、継続し
た学習支援を行う上で、学習者の自己効力感を
高めるアドバイジングとはどのようなものかを
検証し、提案する。

2 ．研究の背景と目的

語学アドバイジングとは
　語 学 アドバイジング（Language Learning 

※松本　香織　ⅰ石川　由紀子

※Kaori Matsumoto, ⅰYukiko Ishikawa

ⅰ創価女子短期大学　現代ビジネス学科　講師

ⅰLecturer, Department of Contemporary Business Management, Soka Women’s College

キーワード：語学アドバイジング、自主学習、自己効力感
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視聴覚教材を配置した AV Library、英語以外
の１0言語を留学生と学ぶ Global Village、英語
ディスカッションを練習する English Forum、
英 語 ラ イ テ ィ ン グ の 指 導 を 行 う Writing 
Center など学生のニーズに合わせてプログラ
ムを拡大してきた。このように多種多様な課外
プログラムや、多岐にわたる語学科目を効果的
に 活 用 できるようナビゲートするコンシェル
ジュ的な役割を期待されて2006年に設置された
のが英語学習相談室である。設置以来、徐々に
利用者が増加するにしたがって、このような第
一義的な意味合いが次第に薄れ、留学に必要な
TOEFL や就職活動で活用される TOEIC など
の資格試験に向けての自主学習についてのアド
バイスや、スピーキングやリスニングスキルと
いった各スキルの伸ばし方についてのアドバイ
スを 求 められるケースが 大 多 数 となった（参
考：石 川 , 20１2）。アドバイザーの 形 態 は、各
学校等によって専任のアドバイザーが常駐して
いたり、語学科目担当教員が分担してアドバイ
ジングを 担っていたりと 様々な 形 があるが
（Gardner & Miller, １999）、本学では20１2年度
まで専任のメインアドバイザーが １ 名、英語科
目以外の時間で分担してアドバイジングの時間
を担当する助教が 3 名、さらに学部生の学生ア
ド バ イ ザ ー を 2 名 配 置 し て い る（参 考：
Ishikawa, 20１2）。

アドバイジングのリピーターについて
　英語学習相談室では、利用者の質問の多くが
資格試験のスコアを伸ばすことや、スピーキン
グ力の向上をすることなど長期間の学習が必要
である内容が多いため、 １ 回30分だけの相談と
いうよりは、継続して利用することを推奨して
いる。アドバイザーは初回の相談では、長期・
中期目標の設定に時間をかけ、学習者と一緒に
課題（タスク）を設定し、次回以降の面談でそ
の課題の進捗を報告することを利用者に勧め
る。 2 回目以降の面談では、その進捗状況をも
とに、タスクの見直しや時間の使い方の見直し

Advising）とは、学習者の語学に関する目標
達成のために主に １ 対 １ で支援をし、学習者の
オートノミー（自律性）を育てることを目的と
する（Carson & Mynard, 20１2）。語 学 アドバ
イジングが生まれた背景として、Rubin（2007）
によると、最近20年ほどでセルフアクセス施設
が世界の各所（主にヨーロッパやアジア）に設
置され始めたことによるという。セルフアクセ
ス施設は、「教える」という概念に対して、学
習者が「自分からアクセス」して学習を進める
というコンセプトのもと、さまざまな学校や学
習施設で、コンピューターを始めとした自主学
習教材を配置したり、会話の練習機会を提供し
たりした。しかし、単に学習教材を配置するだ
けでは、「自主学習」は自然的に起こらないケー
スが多く、「言語を教える」という視点ではな
く、「学び方を教える」という存在の必要性が
注目され始め、語学アドバイザーの研究が始
ま っ た（Rubin, 2007; Gardner & Miller, 
１999）。その代表的な例として Kelly（１996）は、
アドバイジングにはマクロスキルとミクロスキ
ルがあるとし、マクロスキルの例として目標を
設定する、フィードバックを与える、評価する
などを、ミクロスキルの例として言い換える、
質問する、共感するなどを挙げている。このよ
うなスキルの例に見られるように、語学アドバ
イザーとは、「教 師 teacher」というあり 方 か
らは一線を画し、カウンセリングと言語教育を
核に、コーチングや一般的な学習アドバイジン
グといった様々な分野からの手法を融合した、
新たな役割としてその在り方についての模索が
始まっている（Carson & Mynard, 20１2）。

創価大学の語学アドバイジング（英語学習相談室）
　創価大学ワールドランゲージセンターは、語
学科目を提供するとともに、幾つかのプログラ
ムから成るセルフアクセス施設を運営してい
る。最初の自主学習施設として１996年に Chit 
Chat Club（チッチャットクラブ・初 級 英 会 話
の練習プログラム）をオープンして以来、語学
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3 . 調査方法

3 . 1 　ケーススタディ（事例研究）
　言語教育において Case Study、すなわち事
例研究はしばしば個人や少人数のグループの言
語能力の発達を含んだ表現に用いられる。
　多くのケーススタディは事例研究と同様に発
展的研究である。つまり、ケーススタディー（case 
study）は社会的に構成された単位、すなわち
個人、グループ、施設または団体の背景、現状、
そして環境要因の集中的調査によって構成され
る。一方発展的研究（developmental studies）
は成長のパターンや過程、または時間的な変化
における調査によって構成される。
　本研究はこのケーススタディ、そして発展的
研究の形式を用いて 4 人の英語学習相談室利用
者の個人の成長及び変化について調査を行った。

3 . 2 　対象者
　本研究では2007年に入学した2007年度生から
20１2年度生までの過去 6 年間に渡って英語学習
相談室を利用した学生を対象に調査を行った。
利用者は大学 １ 年生から ５ 年生までの学部生
で、学部は様々である。利用者の中から特に 2
回以上英語学習相談室を利用したリピーター、
さらに１0回以上利用した高頻度利用者を抽出
し、統計を行った。
　また高頻度利用者の中からセッションを通し
て特徴的な変化が見られた 4 つの事例を取り出
し、ケーススタディとして質的調査を行った。
4 つの事例の利用者はいずれも学部生の間に英
語学習相談室を１0回以上継続して利用した学生
である。所属学部は文系学部、利用時期、利用
頻度は2007年から20１2年の間で各利用者によっ
て異なる。

3 . 3 　調査手順
　記述統計では、2007年から20１2年度生の英語
学習相談室利用の動向を集団分析（cohort 

など、改善点について相談する。最終的には、
利用者が当面の目標を達成した時点で面談は終
了するか、もしくはアドバイザーの助けがなく
ても自身で課題を設定できるようになるように
なるまで到達することを目標としている。その
ため、利用者によっては、数か月間、または数
年にわたって相談室を利用するケースがある。
このリピーターについて、学生がなぜアドバイ
ジングを継続して利用するのか／しないのか、
という研究は語学アドバイジングについてはあ
まりされていない。（語学に特化していない）
学習アドバイジングの利用者についての研究で
Henning（2009）は、アドバイザーに頻繁に会
いにくる学生は、成績の良し悪しに関わらず、
学習に対するモチベーションが非常に高い傾向
があるとしている。また、Zimmerman（2004）
によると、自身の学習を上手くコントロールす
る自己調整能力に優れた学生は、援助要請スキ
ル（help-seeking skills）を 持 ち 合 わせ、教 員
やクラスメート、利用可能な学内のサービス資
源 を 上 手 く 活 用 することができるという
（Zimmerman & Martines Ponz,  １986 ; 
Newman, 2002）。一方で、Jordan（2007）は、
アドバイザーにあまりにも頻繁に会いにくる学
生は、依存気味になっていることがあり、その
原因として低い自己効力感が挙げられるではな
いかとしている。自 己 効 力 感 とは、Bandura
が提唱した、自分が達成したい物事に対して働
きかける力が自身にあると信じるビリーフのこ
とをいい、この信念が学習の継続や達成に深く
関 わ っ て い る と さ れ て い る（Schunk & 
Pajares, 2004）。
　本稿では、本学の英語学習相談室で、特に顕
著に頻繁にアドバイジングを利用した事例をも
とに、彼らにどのような特徴がみられるのかを
検証する。
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新入生の時から卒業まで 4 年または ５ 年にかけ
て利用したのが3.7%（20名）いたことがわかっ
た（表 １ ）。
　リピーターの中で、ごく頻繁に（１0回以上）
利用したのは、全体の3.2%（39名）だった。そ
のうち、（データを収集した）20１2年度末まで
に卒業している2007年度生は、在学 4 ～ ５ 年間
で１0回以上利用したのが 8 名で、平均22回利用
している。同じく2008年度生の１0回以上のリ
ピーターは 9 名で、平均１8.6回、2009年度生は
8 名で平均１6.５回利用している。データ収集時
3 年次を終了した20１0年度生で１0回以上利用し
たのは 9 名で、平均１4.3回の利用だった。 2 年
次を終了した20１１年度生は 3 名、 １ 年次を終了
した20１2年度生は 2 名だった。
　この利用頻度の高いリピーターの中から 4 つ
の事例を取り出し、ケーススタディとして検証
する。

analysis）を用いて調査した。英語学習相談室
で利用しているオンラインの予約システム及び
紙媒体の予約表から利用者数をカウントした。
また利用者別の利用回数を計測し、その頻度を
測定した。
　事例研究では、１0回以上継続して英語学習相
談室を利用した高頻度利用者の中から 4 つの事
例を取り出して検証を行った。英語学習相談室
でセッションの内容を記録したレポートを用い
て、利用者の特徴と英語学習における変化を調
査し、事例的・発展的研究の形式を用いて分析
を行った。

4 . 結果

4 . 1 　利用者の動向について
　ここでは、年度生ごとに分析する集団分析
（cohort analysis）を用いて、英語学習相談室
が開室されてから 2 年目にあたる2007年に入学
した2007年度生を始めとして20１2年度生まで
の、過去 6 年間の利用動向を記述する。
　2007年～20１2年度生の過去 6 年間の総利用者
数は１233名で、そのうち 2 回以上相談室を利用
したのは全体の43.4％（５3５名）だった（図 １ ）。
このリピーターの利用動向を詳しく見てみる
と、利用した学年に関わらず、その年度内で繰
り返し利用したのが46.５％（249名）で、 2 年
越しに利用したのが28.6%（１５3名）、 3 年越し
で 利 用 したのが１0.3%（５５名）だった。さらに

表 1 　リピーターの内訳（人数）

07年度生 08年度生 09年度生 10年度生 11年度生 12年度生

リピーター数
（全利用者数）

92
（166）

86
（177）

92
（173）

117
（265）

90
（242）

210
（58）

（繰り返し利用が）
1 年間のみ 49 51 56 43 50 58

2 年間 25 15 19 54 40 NA

3 年間 14 11 10 20 NA NA

4 年以上 4 9 7 NA NA NA

計10回以上利用人数 8 9 8 9 3 2

図 1 　リピーターの割合
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い現状が １ 年程度続いたため、交換留学の先の
キャリア目標を真剣に考える必要が出てきたた
めである。何のために交換留学をしたいのか、
という点が揺らぎ、TOEFL iBT スコアを上げ
るために必要な学習時間を集中して確保するこ
とができない、という点に気が付いたため、学
習内容をより到達可能と思われる TOEFL ITP
と TOEIC に向けての内容に変更することにし
た。
　第 3 期（セッション37‒５6）では、利 用 者 に
大きな変化が見られるようになった。利用者は
自分で考えた末、目標を就職に切り替え、留学
は断念することとした。その後、英語を使って
できるような仕事に就くという目標に切り替
え、学習内容を TOEIC に絞ることにした。第
１ 期・第 2 期の経験を踏まえ、第 3 期では、自
分で教材と学習内容を決め、細かいタスク目標
も自分で設定できるようになり、面談に訪れる
のはこれらの設定した内容を報告するのが主な
目的となった。また、この頃には、学習へのモ
チベーションを維持するために自ら決めて、達
成した課題内容を毎日アドバイザーにメールで
報告するようになった。こうした工夫から、目
標の TOEIC スコアを取得し、希望していた語
学を活かせる企業に就職を果たした。

4 . 2 　事例研究
　英語学習相談室を利用した学生の中から、継
続して１0回以上利用した高頻度利用者を抽出
し、分析を行った。その結果、セッションを通
して特徴的な変化が見られた 4 人の利用者の事
例を取り上げ、ケーススタディを行った。セッ
ションの内容を記録したレポートから各利用者
の特徴的な部分を抜粋した。表 １ から 4 では各
事例における利用者の特徴を軸に利用時期を段
階に分けて記述したものである。 4 人の利用者
はいずれも大学の文系学部に所属し、学部生の
間に継続して英語学習相談室を利用している。

ケース 1
　ケース １ の利用者は、TOEFL iBT の学習方
法を相談するために英語学習相談室を訪れた。
１ 年次の前期に学部主催の英語集中プログラム
を履修していたが、基準のスコアをクリアでき
なかったため、継続履修を果たすことができな
かった。そのため、自主学習で英語力を伸ばし、
自力で交換留学プログラムへの選考合格を獲得
するという高いモチベーションを持っていた。
交換留学生の枠は限られていて非常に競争率が
高いため、必須条件である高い TOEFL iBT ス
コアを取得することを目標としていた。第 １ 期
（セッション １ ‒１7）では、この 高 いモチベー
ションは維持しているものの、課外活動に時間
を取られ、十分な勉強時間を確保することに困
難を抱えていた。また、この時点ではアドバイ
ザーから細かい課題（タスク）を指示されなけ
れば、自分では学習を計画できない傾向にあっ
た。
　第 2 期（セッション１8‒36）では、引 き 続 き
TOEFL iBT の学習を続けていたものの、スコ
アの伸びにつながらない状況にあった。原因と
して、十分な学習時間を確保できないこと、そ
してそれは長期目標の設定に問題があるのでは
ないかということが面談を重ねるうちに浮き彫
りになっていった。当初は交換留学へ参加する
ことが目標であったが、目標スコアに到達しな

表 2 　セッションにおける学生の変化：ケース 1

第 1 期（セッション 1 –17）

iBT の学習
交換留学プログラムへの参加希望
十分な勉強時間確保に対する困難
強い劣等感─ 1 年時に英語集中プログラム落選

第 2 期（セッション18–36）

iBT 学習の継続（スコアの伸びなし）
長期目標へ疑いを持ち始める
学習内容を iBT から ITP 及び TOEIC に変更

第 3 期（セッション37–56）

TOEIC の学習と就職活動に焦点を当てる
自身で課題を見つけ始める
毎日の学習成果を報告するようになる
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るという行動に移すことができず、タスクの内
容を変更したり、量を減らしたりというアドバ
イスを繰り返しても結局達成できないまま卒業
となった。

ケース 3
　ケース 3 の利用者は TOEFL iBT の学習方
法を相談しに英語学習室に来た学生である。
デュアルディグリーコース（ 4 年間で 2 つの学
位を獲得するプログラム）への参加を希望して
おり、そのコースに参加する条件として必須の
英語力を身に付けることを目標としていた。第
１ 期（セッション １ ‒ 4 ）では TOEFL の 学 習
方法を中心に英語力を総合的に上げる事を希望
していた。しかし授業準備と大学生活で時間を
費やしてしまい、英語学習の時間が確保出来
ず、タイムマネジメントの困難を抱えていた。
この段階では自身で課題を解決する案は出せ
ず、アドバイザーに「何 を」「いつまでに」「ど
うやって」「どのくらい」行 えば 良 いか、詳 細
なアドバイスを求める傾向にあった。
　第 2 期（セッション ５ ‒ 6 ）では 引 き 続 き
iBT に対する学習を継続するが、大目標をデュ
アルディグリーコースから交換留学への参加へ

ケース 2
　ケース 2 の利用者は、学部主催の短期語学研
修 へ 参 加 することを 目 指 し、選 考 に 必 要 な
TOEFL ITP の学習方法を相談するために英語
学 習 相 談 室 を 訪 れた。第 １ 期（セッション
１ ‒ 3 ）では、教員になるという長期目標を持
ち、そのために短期語学研修に参加したいとい
う明確な目標を持っていた。そのために必要な
ITP スコアの目標も明確であった。しかし、複
数のアドバイザーと面談し各々が薦める学習法
やテキストに不信感があり、 １ つの学習法に絞
れない傾向があった。
　第 2 期（セッション 4 ‒ ５ ）では、無 事 に 短
期語学研修に参加することができたという報告
から始まった。この研修の際に、他の参加学生
と自身の英語力の比較をし、劣等感を抱くよう
になった。スピーキング力と基本文法の復習が
必要だとの認識が強まり、また、次の目標とし
て TOEIC スコアの高得点取得に目標を切り替
えた。
　第 3 期（セッション 6 ‒ 7 ）では、クラブ 活
動に忙しくなり、英語学習の時間が取れないと
いう相談に訪れた。第 2 期以降長い期間をおい
ての相談であり、このままでは英語力を身につ
ける（スピーキング力と基礎文法の復習）こと
ができないのではないかとの強い危機感を持っ
ていた。教員採用試験のために英語の学習が必
要という認識はあるものの、そのための時間を
取るということができないまま、またしばらく
訪れなくなった。
　第 4 期（セッション 8 ‒20）では、教 員 採 用
試験が目前となり、再びアドバイスを求めて頻
繁 に 訪 れるようになった。しかし 依 然 として
「なにを」「どのくらい」学 習 したらいいかと
いう具体的な計画を自身で設定することができ
ず、アドバイザーに指示を求めていた。さらに
自分の意志と反してまとまった学習時間を取る
ことができず、教員採用試験にも不合格となっ
た。基礎文法を復習しなければいけない、とい
う気持ちが非常に強い反面、その復習を完遂す

表 3 　セッションにおける学生の変化：ケース 2

第 1 期（セッション  1 – 3 ）

ITP の学習を行う
短期語学研修への参加希望と教員志望
アドバイスに対する疑いを持つ（テキストの妥当性
に対する不信）

第 2 期（セッション 4 – 5 ）

TOEIC の学習に変更
夏季語学研修に参加─他の学生との比較
スピーキング力と基本文法の知識不足

第 3 期（セッション 6 ‒ 7 ）

クラブ活動に忙しくなり始める―タイムマネジメン
トに問題が生じ始める
英語学習に対する強い動機が失われる

第 4 期（セッション 8 ‒20）

教員採用試験に不合格となる
基礎文法の学習に固執する─学習への動機の低下
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後も英語学習を継続している。

ケース 4
　ケース 4 の利用者は交換留学への参加を目指
し、その必須条件である TOEFL の学習方法を
相談しに学習相談室を訪れた。第 １ 期（セッ
ション １ ‒ 2 ）では学生は自身の英語力を考慮
して TOEFL ITP の学習を選択したが、学生
生活との両立でタイムマネジメントへの困難を
抱えていた。また留学への参加という大目標は
明確であるが英語学習の目標が上手くイメージ
出来ず、学習動機の維持が難しい様子であった。
　第 2 期では引き続き交換留学への参加を希望
していたが、学習内容を TOEFL ITP から iBT
へ切り替えを行った。これは ITP の目標は達
成していないが、留学への焦りと他の学生から
iBT の学習を勧められて変更したものである。
この時期では、学生は未だ英語学習の目標を明
確に定める事が出来ずにいた。また英語学習相
談室以外でも多くの友人や教員にアドバイスを
求め、様々な目標や勉強法を取り入れてみるも
のの、明確な結果が出せないままであった。
　第 3 期（セッション 8 ‒１0）では iBT のスコ
アが伸び悩み、再び ITP の学習に切り替えを
行った。また大目標を交換留学から実現性を考
慮して私費留学に変更した。この頃から学生は
クラブ活動に時間をかけるようになり、英語の
学習時間の確保が再び難しくなっていた。また
この時期において学生は依然として詳細なアド
バイスをアドバイザーに求める傾向にあり、自
身で課題を設定することは困難な状態であっ
た。１0回目のセッション以降も学生は英語の学
習を継続したが、明確な結果を出せないまま学
習相談室を利用しなくなっていった。

と実現性を考慮の末変更を行った。この時期に
おいて学生は英語学習の長期目標を自身で設定
し始めるようになった。具体的には iBT 試験
の受験日を交換留学の出願締め切りから逆算し
て設定し、「いつまでに」「どのくらい」の結果
を出せば良いかを考えるようになっていた。
　第 3 期（セッション 8 ‒１0）では学習内容を
iBT から TOEFL ITP に 変 更 した。これは 学
生が交換留学参加という大目標を達成するため
に、自身の現状を踏まえてより実現性の高い選
択肢を選び決定したものである。またこの時期
では学生が長期目標だけでなく、学習教材とタ
スクを自身で選択し、学習計画を立てるように
なった。セッションでは学生が持参した計画表
にアドバイザーがフィードバックをし、その進
捗状況を確認する程度であった。
　第 4 期（セッション 9 以 降）では、学 生 は
ITP において交換留学に必要なスコアを取得
し、より高いスコアの取得を目指して再び iBT
の学習を開始した。この時期には長期目標の設
定から学習プランまで一通り自身で出来るよう
になり、英語学習相談室の利用頻度は徐々に減
少していった。学生は交換留学に参加し、留学

表 4 　セッションにおける学生の変化：ケース 3

第 1 期 （セッション 1 ‒ 4 ）

iBT の学習を行う
デュアルディグリー（DD）プログラムへの参加希望
タイムマネジメントへの困難
詳細なアドバイスを求める

第 2 期（セッション 5 ‒ 6 ）

iBT への学習の継続
交換留学への参加に目標を変更 （実現性を考慮）
長期目標を考え始める

第 3 期 （セッション  7 ‒ 9 ）

ITP への学習に変更
学習教材とタスクを自身で決定し始める

第 4 期（セッション 9 以降）

ITP 目標スコア取得
より高いスコア取得に向けて iBT の勉強を開始
学習プランを自身で立て始める（ECR 利用頻度は
徐々に減少）

表 ５ 　セッションにおける学生の変化：ケース 4

第 1 期（セッション  1 – 2 ）

ITP への学習
交換留学へ参加希望
タイムマネジメントへの困難
英語学習への動機維持への困難
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ケースとも、はじめは自身で課題を解決する案
を出すことができず、「何を」「いつまでに」「ど
うやって」「どのくらい」学習したらいいのか、
という詳細なアドバイスを求める傾向にあっ
た。しかし、タイムマネジメントが上手くいか
ず、スコア上昇の結果に結びつかないという状
況を繰り返す中で、徐々に自身のできる範囲を
認識し、より実現可能な目標を設定できるよう
になった。さらに、第 4 期では、自身の学習傾
向を把握し、自分で課題の設定や計画を立てる
ことができるようになった。両ケースとも、こ
の段階では、この自身の立てた学習計画に
フィードバックを求めるだけ、というのが面談
に訪れる目的となった。ケース １ は学習動機の
維持のためにアドバイザーに成果報告を毎日
メールするという 工 夫 を 行 う。ケース 3 は、
徐々にアドバイザーに面談しなくても、自身で
目標設定、課題遂行を成し遂げることができる
ようになる。
　一方で、ケース 2 と 4 には、以下のような特
徴がみられた。ケース 2 は当初の短期語学研修
という目標は達成したものの、最初からの教員
採用試験の合格という長期目標に向けての、第
2 期から掲げたスピーキング力の向上と文法基
礎の確立という中目標をなかなか達成できずに
いた。また、ケース 4 でも、当初の交換留学合
格という長期目標達成のために、自身の英語力
からハードルの低い TOEFL ITP の学習を始
めるものの、第 2 期でより難しい TOEFL iBT
の学習に切り替え、第 3 期で再び ITP の目標
に戻るが、学習時間の確保をできない、という
問題を抱えた。両ケースとも、長期目標の達成
に対する、中目標である具体的な英語学習の内
容をイメージすることができず、実現が難しい
と思われる目標に固執する傾向がみられた。ま
た、両ケースとも他人との比較からくる自信の
欠落に影響されているようであった。ケース 2
では、第 2 期に達成した短期語学留学中に、他
の学生との英語力の差を目の当たりにし、それ
から強い劣等感を抱くようになった。ケース 4

5 ．考察

　上述 4 つの事例をもとに、ここでは語学アド
バイジングの高頻度利用者の特徴について検証
する。
　まず 4 ケースとも、留学のためなどという具
体的な長期目標があり、英語学習に対する高い
動機があって英語学習相談室に訪れていること
がわかる。英語学習相談室の利用は、授業の課
題とは関連がなく、学生が自主的に利用する施
設なので、この 4 ケースとも「英語をなんとか
したい」という強い意識を維持して長期にわた
り相談室の利用をしている。これは、先行研究
で見た Henning（2009）と一致する。しかし、
結果についてはケース １ と 3 、ケース 2 と 4 と
で大きく分かれることになった。
　ケース １ と 3 にみられる特徴について、最初
に、両ケースとも当初留学を目指して TOEFL 
iBT の学習を始めるが、タイムマネジメントの
困難を抱え、スコアの伸びに至らない。ケース
１ では、第 3 期に入ってから時間をかけて自身
の長期目標のあり方を見直し、第 4 期に入り、
より実現可能な目標への切り替えをした。ケー
ス 3 も、第 2 期で非常に競争率の高いデュアル
コースディグリーから交換留学へと目標をシフ
トし、第 3 期ではさらに交換留学の中でも選考
基準のスコアがやや低い大学を狙うことにし、
TOEFL iBT からより目標達成が可能と思われ
る TOEFL ITP に学習内容を切り替えた。両

第 2 期 （セッション  3 – 7 ）

iBT の学習に変更
引き続き交換留学への参加希望
英語学習の目標が定まらない
多くの友人や教員にアドバイスを求める

第 3 期 （セッション  8 –10）

再びＩ TP の学習に変更
私費留学に目標を変更
クラブ活動に忙しくなり始める
引き続き詳細なアドバイスを求める傾向 （自身で課
題を設定することが困難）
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アドバイジングで帰属意識を変革させるような
工夫を、と提唱している。すなわち、自律性を
確立できない学習者の傾向として、成果の要因
を能力に帰属する傾向がある（「自分が目標達
成に至らないのは、自分に英語力が欠けている
せいだ」など）が、能力帰属から努力帰属に意
識変革する必要性があるとしている。努力帰属
とは、「自分が努力した・学習した分、成果を
出すことができた」という意識である。語学ア
ドバイザーは、Kelly（１996）が 挙 げているア
ドバイジングスキルを用いて、例えばフィード
バックを与えるときは、能力を褒めるのではな
くその努力を褒める、など工夫することによっ
て、学習者の意識を少しずつ変えていくことが
できる。特に長期間にわたって英語学習相談室
を利用する高頻度利用者には、こうした努力帰
属を意識させる工夫を長期にわたってすること
が有効かつ可能であり、また、必要であるので
はないかと考える。

6 ．まとめ

　本稿では、創価大学ワールドランゲージセン
ターの英語学習相談室を特に頻繁に利用した学
習者の事例研究を行った。これらの利用者はい
ずれも英語学習に対する高いモチベーションか
ら英語学習相談室を訪れており、当初は自分で
具体的な学習計画を立てることができず、アド
バイザーに詳細なアドバイスを求めていた。し
かし一方では、次第に自身の学習習慣を認識
し、目標設定の調整やより実現可能な学習計画
を立てることができるようになり、アドバイジ
ングの機会をより効果的に活用できるように
なった。他方では、実現が難しいと思われる目
標に固執し、他人との比較からの自信の欠落か
ら、いつまでもアドバイザーに指示を求めて依
存してしまう傾向が見られた。こうしたことを
踏まえ、語学アドバイザーは、より学習者の自
己効力感を高められるような支援を心掛け、学
習者の能力帰属意識を努力帰属意識へと変換で

も、留学への焦りや他の学生からのアドバイス
で中目標を変えてしまうという傾向があり、他
人との比較から自信のなさがうかがえる。さら
に両ケースとも、最後まで自身でタスクを設定
することができず、アドバイザーに対して過度
に具体的なアドバイスを求める傾向にあった。
しかし、そのアドバイスを信頼せず、他の学生
や教員、アドバイザーに意見を求め、様々な学
習法を取り入れてみるものの、上手く学習に集
中できず結果に結びつかないというサイクルを
繰り返してしまった。
　ケース １ と 3 では、常にアドバイザーに詳細
なアドバイスを求めるのではなく、最終的に自
身 で 計 画 を 立 て、アドバイザーには 確 認 や
フィードバックのみを求めるようになったが、
これは Zimmerman（2004）の挙げた自己調整
能力に優れた学生の特徴のように、援助要請ス
キル（help–seeking skills）を上手く身につけ
ることができたといえる。一方で、常に他人と
比較し、アドバイザーなどに具体的な指示を求
める態度から脱することができなかったケース
2 と 4 は、Jordan（2007）が指摘したように、
依存傾向があり、それは自信のなさ、自己効力
感の低さから来ているのではないかといえる。
　自己効力感を高める指導について、Grabe
（2009）は英語のリーディング指導についての
実践を提唱しているが、ここではさらにその提
案を語学アドバイジングにも応用してみる。そ
れは、以下のことを学生ができるようになるよ
うに、アドバイザーは 手 助 けをすることであ
る：（a）より限られた範囲で実現可能な目標を
設 定 することができるようになる、（b）自 身
の学習傾向を正しく認識することができる、
（c）有意義なフィードバックを求めることが
できる、（d）自身の学習状況を自分でチェッ
クし、進めるための工夫ができる。これらの特
徴は、すべてケース １ と 3 が最終的にできるよ
うになった点であり、アドバイザーはこれらの
点を学習者に伸ばしていけるような面談を心掛
けたい。 また、McLoughlin（20１2） は、 語 学
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きるようなフィードバックを意識することが有
効かつ必要ではないかと考えられる。では具体
的にどのような語学アドバイジングを実践する
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TOEIC スコア 280 以下の学生達による
プレゼンテーションへの取り組み

Motivating Lower Level Students （Below 
TOEIC 280） to Give Classroom Presentations

1 ．はじめに

　創価大学では、グローバル人材育成に主眼を
置き、学生達の英語力増強に力を注いで来てい
る。しかし、そういった流れの中で、入学時の
TOEIC スコアが280に満たない学生も多くい
ることを 忘 れてはならない。本 稿 では、そう
いった学生達にモチベーションを持たせ、自分
の意見を英語で発信していけるようにさせるた
めに、日々の授業で行ってきた活動を紹介した
い。文部科学省の掲げている「学士力」の中に
も、汎用的技能の一つとしてコミュニケーショ
ンスキルが挙げられており（文部科学省ホーム
ページ、「学士課程教育の構築に向けて」中央
教育審議会答申の概要、http://www.mext.go. 
jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/siryo/

attach/１2472１１.htm）、本稿で取り上げた実践
（プレゼンテーション）は、基礎力の足りない
学生のコミュニケーション力を高め、学士力向
上に貢献しうると言えよう。更に、本稿では、
期末のプレゼンテーションを目標に、学生達が
「英語で伝える」ことができるように、教師側
が着目すべき点などにも触れたい。
　TOEIC 280 に 満 たないようなリメディアル
レベルの学生達に、プレゼンテーション指導を
行うには何が必要だろうか。プレゼンテーショ
ンという形態で、クラス全体の前で英語を話す
こと自体、彼らにとっては脅威であろうし、教
師側も最初から不可能だと決めがちである。こ
のレベルの学生にビジネスプレゼンテーション
を求めることは、学習目的から考えても適当で
はない。自分の伝えたいことを、まとまった形
で他者（比較的多数の人間）に披露することと
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際に不安感を持ち緊張するという人は多くいる
と考えられる。Krashen（１98５）のAffective Filter 
Hypothesis の考え方がよく知られており、こ
れは Affective Filter （情 意 フィルター）が 不
安や緊張で高くなると、それが壁になり脳の中
に情報が入りにくくなるという説である。最近
では、外国語を使う時の不安の研究が増えてき
ており、コミュニケーションを 中 心 に 授 業 を
行っていく場合、学習者の不安をいかに軽減し
ていくかが大きな鍵になってくると言えよう。
このような外国語不安（language anxiety）を、
Gardner & MacIntyre（１993）は、“fear or 
apprehension occurring when a learner is 
expected to perform in a second or foreign 
language”と定義している（八島，2004, p. １7）。
つまり、学習者が第二言語や外国語を使うこと
を期待された時に抱く不安感や懸念を指してい
る。八島（2004）は、外国語学習の中で最も不
安をかきたてるのは、「話 すこと」である（Horwitz, 
Horwitz, & Cope, １986）と 解 説 している。こ
のことからも、授業内で英語でのコミュニケー
ションの場を設定する際には、学生達が自信を
失うような体験をしないように配慮することが
必要となってくる。一度そういう苦い経験をし
てしまうと、その後、そういった学生は、英語
を話す時に更に不安を感じるようになってしま
うだろう。八 島（2004, pp. 38-39）は、Oxford
（１999）の「学習者が不安を感じにくい教室づ
くりのヒント」を提示しており、その中から筆
者が共感するいくつか紹介してみたい。
・ 教室内で成功体験を作りだし、自信を回復さ

せる。
・ 心地よい、恐怖感のない環境で、適度なリス

クを伴う活動に参加させる。
・学習者同士の競争心を下げる。
・ 授業の目標を明確にし、その目標を達成する

ためのストラテジーを磨かせる。
・ 完璧でなくてもどんどん発表してよいという

ことを共通理解とする。
・ 音楽、笑い、ゲームなどでリラックスさせる。

してプレゼンテーションを捉えると、プレゼン
テーションは、教室内でのアウトプット活動の
集大成と考えられる。また、このプレゼンテー
ションを成功させることにより、次のステップ
として、リメディアルレベルの学生達にも本格
的にプレゼンテーション指導をすることも可能
になるかもしれない。本稿では、ビジネスプレ
ゼンテーション用にいろいろ必要とされる様々
なテクニックの指導の報告ではなく、プレゼン
テーションを、コミュニケーション力を高める
ための指導と考えて、教室内で行った指導過程
を報告する（20１2年度後期実施）。

2 ．TOEIC スコア280以下の学生達

　本学の英語の授業は、主に TOEIC のスコア
別に提供され、学生達は各自のスコアによっ
て、自分の希望するコースを取ることができ
る。しかし TOEIC 280 以下の学生達は、一律、
英語Ａを受講することになる。そういった学生
達は、一般に、英語を話すことに慣れていず、
自分は英語が得意ではないと思っていることが
多い。学期初めに行ったアンケートでも、英語
があまり好きではない、苦手だと述べる学生が
多かった。ただ、筆者の経験から、英語のレベ
ルの高くない学生達は「英語で話す」アクティ
ビティが 嫌 いだとは 言 い 切 れない。むしろ、
accuracy （正確さ）より fluency （流暢さ）に重
きを置く speaking activity の方を好むと言え
るだろう。文法問題や長文を読むことの方が彼
らにとっては苦痛であるようだ。

3 ．Language Anxiety （外国語不安）

　筆 者 は、教 室 内 では Communicative Lan-
guage Teaching を 柱 に、学 生 達 が 英 語 でコ
ミュニケーションをとることによって授業を進
めるようにしている。そういった際に妨げとな
るのが、学生達が抱く不安感である。これはリ
メディアルレベルの学生に限らず、英語を話す
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合う要因をよく表しているものと言えよう。こ
の図を見ても、最終目標の L2 Use を支える一
番の原動力は、Willingness to Communicate で
ある。つまり、他者とコミュニケーションを取
りたいという 強 い 意 思 がなければ、コミュニ
ケーションは成立しない。いかに英語力があっ
ても Layer Ⅲ-Desire to Communicate with a 
Specific Person に提示されているように、特定
の人物とコミュニケーションを取りたいという
気持ちがなければ第二言語使用までには結びつ
かない。また、その場面でコミュニケーション
が取れるという自信も必要である。そしてそれ
ら を 支 え て い る の が、Layer IV-Self-Confi-
dence, Layer V-Communicative Competence, 
Layer VI-Personalityと考えるとわかりやすい。
モデルの左側部分－動機・態度・グループ間の
雰囲気－などがそれらに様々な影響を与えてい
ると考えられる。八島（2003）は、このモデルに
ついて、第二言語を使ってのコミュニケーショ
ンは、これらの層の構成要素が複雑に絡み合っ
て起こり、第 2 層の行動の意思（Willingness to 
Communicate）がコミュニケーション 行 動 に
直接的な影響を与えるものだと説明している。
　八 島（2003）はこのモデルを 教 室 内 でのコ

・ 学習者に自分のパーフォーマンスを現実的に
評価させる。

・ 学習者に意味のある役に立つ肯定的フィード
バックを与える。

・ 肯定的な自己との対話で自分を激励し、否定
的で不条理な考えを意識して変えるように指
導する。

 4 ．Willingness to Communicate （WTC）

　リメディアルレベルの学生達に人前で英語を
話 すことをためらわせている 要 因 は 何 だろう
か。もちろん英語力の低さが大きな原因と考え
られるが、それ以上に「うまく話せない」とい
う不安感が彼らを支配しているのではないだ
ろうか。そういった学習者の心理的要因につい
て 考 える 上 で 大 きなヒントとなるものに、
MacIntyre, Clément, Dörnyei, & Noels （１998）
の ”Willingness to Communicate（WTC）” 「他
者と対話する意思」という概念モデルがある
（図 １ ）。このモデルは、態度・動機・不安な
どの個人差が異文化接触にどのように影響する
か 表 したものであるが、教 室 内 でのコミュニ
ケーション活動を説明する上でも、様々に絡み

図 1 　WTC モデル
出所） MacIntyre, Clément, Dörnyei, & Noels（１998）著、Modern Language Journal 82、 

p. ５47、FIGURE １. Heuristic Model of Variables Influencing WTC より転載
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う欲求につながっていくと思われる。良好な雰
囲気作りの具体例は数々あるが、筆者の場合、
まずネームプレートを作成し、それらを各人の
机の上に毎回置き、教師ばかりでなくクラス全
員がクラスメートの名前を覚えられるように配
慮している。これは当たり前のことで特筆すべ
きことではないかもしれないが、学生達にとっ
て自分の名前を覚えてもらえるということは、
コミュニケーション意欲に繋がる大きな要素で
ある。
　最終目標は英語でプレゼンテーションを行う
ことであるが、それに向かって、毎回の授業で
「話す・伝える」ことに慣れるためのスピーキ
ング練習を多く行った。学生を話させるために
は、学生が話せるようになる工夫を行うことが
必要である。それでは一体どんな工夫をしたら
いいのだろうか。ここでは「足 場 掛 け」（Scaf-
folding） について 考 えてみたい。Scaffolding 
とは、学習者が目的を達成できるように適切な
補助（足場）を与えてやることであり、それら
の足場は、学習者が自分の力だけで、できるよ
うになった時には、徐々に外されるべきもので
ある。しかも、それらの足場は、最近接発達領
域（Zone of Proximal Development, ZPD）で
掛けられることが一番効果的だと考えられてい
る。最近接発達領域（ZPD）とは、Vygotsky 
（１978） が提唱したもので、学習者が自力でで
きる現在の発達段階の一段階上の領域で、他者
の援助があれば問題を解決できる領域のことを
意味している。学習者の ZPD をよく見極め、
その段階にそった教材や助言を与えることによ
り、それらの援助は「足場」（scaffolds） となり、
学習者は課題を解決できる。その後、その足場
を外していくことにより、学習者の自力ででき
る領域は伸びていくことが考えられる。これら
のことを考えると、話すための工夫で適切な
scaffolding を 行 うには、学 生 のレベルにあっ
た教材を使用し、会話練習用のハンドアウトに
は、レベルにふさわしい会話例や単語説明など
が提供されるべきである。

ミュニケーション活動と関連して考え、コミュ
ニカティブな英語の授業実践に関わる心理的側
面について、教室という社会的な場でコミュニ
ケーション活動を行うためには、性格要因・対
人不安などの個人要因に加えて、教室の友好的
な雰囲気や周囲の人との良好な人間関係が大き
な意味を持つと説明している。筆者のこれまで
の教授経験からも、学生達から人前で英語を話
すことの恐怖を取り除いてやるには、まずクラ
スの雰囲気をリラックスしたものに作りあげる
ということが 先 決 だと 考 えられる。特 にリメ
ディアルレベルの学生達は、英語が嫌い、英語
がつまらない、話すことなど更に好きでない、
といった学生も多い。そういった学生から「英
語ができないという劣等感」を少しでも軽減さ
せるために、間違えてもいいから自分の言いた
いことを相手に伝えることの重要性を認識させ
ることが大事である。八島（2003）も、いかに
学習者が自分の英語力を肯定的に認知し、知っ
ている知識を活用できるような学習環境を創設
できるかが鍵であると述べている。

５ ．指導プロセス

　上記のような考えを踏まえて、学期初めか
ら、人前で英語を話すことに慣れさせるため
に、グループワークを活用し、少人数の中で不
安感の少ない状態で英語を話せるような環境を
作った。 4 人から ５ 人のグループで、共同作業
のタスクを多く与え、グループの仲間と良い人
間関係が作れるように気を配った。リメディア
ルレベルの学生達の場合、英語を学ぶことへの
不安感が高いため、学期最初のこの話しやすい
環境作りは非常に大事である。英語で話す前
に、まず、グループ内での人間同士の結び付き
を強めることが、英語でのコミュニケーション
活動を成功させる一歩である。WTC モデルに
提 示 されているように、まず 基 盤 となるのは
Intergroup Climate であり、 そこからそのグ
ループのメンバーに自分のことを伝えたいとい
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回パートナーを変えながら時間を短縮しながら
伝えていく練習である。トピックを決めて、ペ
アで最初の 4 分間一人の話者が相手に話し続
け、次に同じトピックで別の聞き手に 3 分間、
最後にまた違う聞き手に 2 分間話し続けるとい
うものである。この作業をすることにより、最
初の 4 分間で大量の英語を話すことが要求さ
れ、更に話の内容を伝えることに重きが置かれ
る。また、時間を短縮していくことにより、話
し慣れたトピックを、すばやく、考える時間な
しに話していくことが要求される。最初のペア
の時には、言いよどんでいた話者が、 2 回目・
3 回目となるにつれて、言葉も慣れ、内容もま
とまって話し続けることができるようになって
いく。筆者は、この練習を、4 分間ではリメディ
アルレベルの学生には長すぎるので、最初を 3
分間とし、3 / 2 / １  Activity として実施した。
ここでは、学生達の話に関しては、英語の間違
いに対しては一切修正を行わず話し続けさせる
ようにした。学生達を話させるためには、こう
いった練習が大事なことだと考える。一般に、
学生達を見ていると、正確な英語でなければな
らないという気持ちが強く、英語を発すること
を臆している場合が多い。そういったことを取
り除くためにも、彼らが中間言語（第二言語学
習途上の学習者の言語システム）を用いて話し
続け、それでも内容を理解してもらえるという
ことを体験することは、教育的効果は大きいと
考えられる。
　Fluency （流暢さ）は、どのような状況下で
伸 びるのだろうか。Nation & Newton （2009）
は、以下のような条件を提示している。
１ ．The activity is meaning-focused.
2 ． The learners take part in activities where 

all the language items are within their 
previous experience.（Experience task）

3 ． There is support and encouragement for 
the learner to perform at a higher level 
than normal level.

　上記の条件を4/3/2 Activity と照らし合わせ

　授業内では、正確でなくても「話す・伝え
る」ことの重要性を学生達に理解させることを
主眼においた練習も多く行った。その一例とし
て次に詳しく述べる Nation & Newton（2009）
の4/3/2 Activity なども含まれる。また、ペア
での会話練習の後には、フィードバックとして
パートナーの話をクラス全体に英語で伝えさせ
るようにした。 更 に、 学 期 中 に Extensive 
reading（多読練習）として、Graded readers の
やさしいレベル（Easy starters, Level １） など
を最低 3 冊は読ませ、一冊ごとに一枚の Book 
report を 記 入 させた。この Book report は 日
本語でも記入を可とし、あくまでも内容理解を
することを求め、自分の意見を相手に伝える練
習として、それをグループ内で、日本語で発表
させ、更には有志にクラス全員の前で発表させ
た。
　このように、「グループ又はペアで英語で話
す→クラス全体に伝える」といったプロセスを
日頃の授業で繰り返し行いながら、学生達が自
分の話したいことをクラス全体に伝えることに
徐々に慣れていくようにした。学生達はグルー
プ内で話すことにより、間違えることをあまり
心配しなくなり、ペアからグループへ、そして
全体へ、といった流れを行ううちに、次第にク
ラス全員の前で話すことに慣れていったように
見えた。更に、正確ではなくても伝えようとし
ているクラスメートの姿に刺激を受け、その学
生のことを知ることにより、教室が一つになっ
ていった。また、そこから「意味が伝わる」こ
との重要性を実感していったように見えた。そ
ういった体験を通して、学期の最後に全員が 2
分間のプレゼンテーションを行う心構えを養っ
ていった。

6 ．Fluency を伸ばすための練習

　Fluency を伸ばすための練習として、Nation 
& Newton（2009）の4/3/2 Activity というもの
がある。これは簡単に言えば、自分の話を、毎
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7 ．プレゼンテーションの実施

　実 際 にプレゼンテーションを 行ったクラス
は、冒頭で説明した TOEIC 280 以下の英語 A
クラスで、週に 2 回の授業を行い、人数は34名
であった。その中に１0名の 4 年生が含まれてお
り、その中には TOEIC 28５ 以上の学生も半数
以上いた。トピックは、筆者が与えたプレゼン
テーションのトピックリスト（表 １ ）の 中 か
ら、自分が発表したいものを選ばせた。それら
のトピックは、学期内で学習したトピックや使
用教科書のユニットに関連したトピックを選ん
だものである。学生達には自分が選んだトピッ
クについて 2 分間のプレゼンテーションを行う
ように指示し、その際、写真・実物など補助と
なる物を持ってくることを奨励した。ただし、
教室の設備や発表人数の多さから、パワーポイ
ント等の使用は認めなかった。プレゼンテー
ション指導には特別の時間を割かなかったが、
簡単なアウトラインを書けるようなシート（表
2 ）を用意し、それを埋めていくことによって、
大まかなプレゼンテーションの流れができるよ
うにした。また、アイコンタクトを取りながら
大きな声で聴衆にメッセージを伝え、原稿は読
み上げたりしないように指導した。

てみると、まず、自分の話を伝えるという点で、
このアクティビティは meaning-focused （メッ
セージを伝える）である。ペアで聞き手が変
わっていくわけなので、毎回、自分のメッセー
ジをいかに伝えるかということに焦点をあてて
いくことになる。更に、自分の体験した事を話
し、また回を重ねるごとに同じ内容を話してい
くため、語句や単語の繰り返しとなり、これも
Experience task となる。また、このアクティ
ビティは、 4 分間で大量の英語を話し続けるこ
とを要求され、更に教師のコントロールで時間
の制限も受け、現在の自分の力量より高いレベ
ルを目指すことも要求される。このように分析
していくと、この4/3/2 Activity は、fluency を
伸ばすために効果的なものであると考えられ
る。筆者は、このアクティビティを、“How was 
your weekend?” といったようなトピックで 話
させるようにして授業でよく使用したが、最初
の 3 分間では、なかなか文章が出てこなかった
学生も、毎回同じ内容を話すので、ペアが変わ
るたびにかなりスムーズに話せるようになって
いった。このアクティビティの仕上げとして、
何人かの学生にクラスで自分の話を一分間させ
るようにした。これも、学期末のプレゼンテー
ションで自分の話をクラスで伝える事に繋がる
練習の一つとなったと言えよう。

表 1 　プレゼンテーショントピック

Presentation Topics

Introduce yourself

- About your name （Who named it?  The meaning of Kanji… ）
- About your hometown
- About your hobby
- About your club

Food - Your favorite food
- Food you do not like

Music - Your favorite music genre
- Your favorite group/singer

Travel - The place that you have traveled
- Your favorite sightseeing spots

Sports - Your favorite sports
- Your favorite sport player
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てもらえてうれしかった。
・ 私は自身の部活動に関して話しました。自分

で書き出した文書を、苦手とする英語で訳す
る作業は非常に苦労しましたが、その分、自
身のスピーチを終え、皆の感想を読んだ時、
大きな充実感を得ることができました。

・ 良かったのは、最後のプレゼンです。ただ英
語の知識を身に付けるのではなく、人の前で
発表することで表現力が身に着くと思うの
で、全体とはいかなくても、グループ内で発
言できる機会が増えると生きた英語力が自然
と身に着くと思いました。

・ 自分のことを話すからやりやすかった。他の
人たちのもすごく面白かったです。

　プレゼンテーションについての上記のコメン
トを読んでいると、発表トピックをリストの中
から自分で選ばせたことも、学生達の「伝えた
い」という意識を強めたということがわかる。
また、クラスメートのコメントを見て、自分の
話が他者に伝わったのだと実感している学生も
多かった。全体的にどの学生も、このプレゼン
テーションに真剣に向かい、また聞いている学
生達も好奇心をもって、発表者の英語に一生懸
命耳を傾けていた。聞き手がいるということで

　プレゼンテーションの評価方法は、① accuracy 
② fluency ③ performance ④ content ⑤
organization で、各項目 ５ 点満点で合計2５点満
点で筆者が評価した。また、プレゼンテーショ
ンを聞いている学生達には用紙を渡し、各々コ
メントを書かせプレゼンテーション終了後、発
表者に渡すようにした。このコメントは日本語
で書いてもいいこととし、ポジティブなコメン
トを書くように指示した。

8 ．考察（学生のコメントから）

　学期末に、学生達に学期全体を振り返って感
想を書いてもらった。その中から、筆者が目的
とした「自分の話を英語で伝えることができ
る」という観点からみて、参考となるものを紹
介したい。
プレゼンテーションについて
・ 最後には、自分のことを伝えるプレゼンテー

ションを行い、家族のこと、故郷のこと、練
習していることを聞くのは、とても楽しかっ
たです。自分の好きなことを発表するので、
その心が聞いている人にも伝わったのだと思
います。

・ 英語でのプレゼンで、自分の英語を聞き取っ

表 2 　アウトラインシート

Presentation Outline Sheet

Introduction
　　　Good morning / afternoon.
　　　My name is 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.
　　　Today, I’m going to talk about 　　　　　　　　　　　　　　　.

Body
　　　Main point  1

　　　Main point  2

Conclusion （summarize what you said）
　　　Today, I told you 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.
　　　First, 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  .
　　　Second, 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 .
　　　Thank you.
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・ 最初は嫌々だったけど少しずつ楽しくなっ
た。みんなのフォローもありよかったです。

・ 授業開始後すぐの数分に English Only Time 
や Final Presentation で英語を使って話す機
会があったから、入学前に比べると、積極的
に英語を使う機会が増えたから本当によかっ
た。先生がすごくよかったからクラス全体の
雰囲気も良くて、楽しく授業に参加でき、嫌
だった英語も TOEIC も苦痛ではなくなった。

　学期中を通して行った会話練習について、学
生達からは肯定的な意見が数多く出た。ペアや
グループの人間とコミュニケーションを取り、
相手のことを多く知りたいという意識が、彼ら
の英語へのモチベーションを高める要因になっ
たことがわかる。毎回、授業の初めに話しやす
い雰囲気作りの一環として行っていた会話練習
は、彼らの Affective filter（情意フィルター） を
下げることにも大きな役割を担っていたよう
だ。もともと英語が苦手で、嫌々、会話練習に
参加しているような学生もいたが、そういった
学生のペアには、教師が側に付いてファシリ
テーターのような役割をすることが大事だと言
えよう。

グループワークについて
・ グループワークの授業がメインだったので、

そこでわからなかったら教えてもらったり、
友情ができたりと一人の力で限界があるとこ
ろを協力して何か一つの問題に挑戦するとい
うところが一番力がつきました。こんな僕た
ちにもとてもよくわかる授業で、雰囲気がい
つもよく明るかったので、いつでもだれでも
発言できる環境が良かったです。

・ ペアワークでの活動は、いろんな人と話せる
し、友達の輪が広がるのでよかったと思いま
す。

・ 基本的にグループでやるから、だんだんと仲
よくなって友達が増えました。

・ 一人ではなく、グループ全員で考えたり意見

更に相手にうまく伝えたいという意識が高まっ
たと思われる。しかしながら、中には、準備し
てきたメモを読み上げるだけで、アイコンタク
トが 全 くできない 学 生 もいた。プレゼンテー
ションスキルの 訓 練 クラスではないといって
も、プレゼンテーションという形態を取るから
には、発表時の姿勢やアイコンタクトの仕方な
ど基本的な指導にも、もう少し時間を割く必要
がありそうだ。

スピーキング練習について
・ What did you do last week? の会話から、相

手のことを発表するということが良いと思い
ます。これによってクラス内の友情関係を私
自身築くことができました。

・ How have you been? のやりとりは楽しい。
話が弾んでくると、日本語で話してしまうこ
ともあるけど、仲よくなれるし、嫌でも多少
英語で伝えようと考えるんで前よりは英語脳
になったと思う。

・ 先生が言っている、文法とかわからなくても
とにかくしゃべろう、ということを実践して
みようと思い、Chit Chatでもマジックをやっ
て、そのマジックもセリフを自分で一から考
えて、これが本当の英語の勉強なんだと実感
しました。英語は人とコミュニケーションを
とることが一番大事なんだと思いました。

・ 授業の中で一番よかったのは、ほとんどの時
間に行われた How have you been? です。一
緒に勉強する仲間のことを知れることはとて
も楽しかったし、何より英語はやはりコミュ
ニケーションツールなんだということを実感
しました。「相手のことを知りたい」「相手と
もっとつながりたい」という思いから英語を
勉強しようという意欲につながるのかなと、
4 年目にして知ることができました。

・ 最初に相手が一週間何をやっていたか等を聞
いて、会話するのが照れ臭かったけれど、他
の人とコミュニケーションがとれるきっかけ
となって、楽しかった。
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も わ か る よ う に、Communicative Language 
Teaching を成功させるには、まず、学生が不
安感を持たずに英語を話せる環境を作ることが
先決である。良好な人間関係が築きあげられて
初めてWillingness to Communicate のモデル
で説明されているように、コミュニケーション
が成り立つのである。また、文法の間違いに捉
われずに、自分の英語力でコミュニケーション
を取れることを認識させ、自信を持たせること
も大事である。教室内でコミュニケーションの
場を多く提供し、正確でなくても伝えることの
達成感を味あわせ、更にはペアからグループ、
クラス全体へと、人前で英語を披露することに
慣れさせることも有効な手段であると考えられ
る。このような地道な活動を教師がリメディア
ルレベルの学生に提供していくことにより、彼
らが少しでも英語への自信を取り戻し、英語を
学習していきたいというモチベーションを持つ
ようになるのではないだろうか。
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を出したりするのは本当に良いことだと感じ
ました。

・ グループで問題を解いたりすることで、みん
なの前で先生が教えるよりも、自分のレベル
に割と近い人たちの考えなどを聞けたり、自
分的にもグループで解いていた方が考えてい
たなと思いました。正直何を言っているか、
先 生 の 説 明 がわからないときもありました
が、グループなので、友達に聞きやすい状況
だったりしてよかったと思います。

　学生を教室内で孤立させないためには、グ
ループワークはかなり有効である。授業内の活
動（宿題の答え合わせや簡単なディスカッショ
ンなど）は、ほとんどグループで話し合い、そ
れをクラスで発表するという形態をとってきた
が、多くの学生がグループワークの利点につい
て書いていた。これも前述の Vygotsky （１978）
の社会文化理論で説明されるように、人間の学
習は他者とのインタラクションによって多く起
こるということを 示 していると 思 われる。グ
ループワークの場合、中心となる学生ばかりが
発言し、積極的でない学生の参加が危惧された
が、和やかな雰囲気の中で自由に意見を交換し
あう姿が観察された。ただし、緊張感がなさす
ぎて私語が多く出る場合は、教師の厳しい態度
と注意が必要である。

9 ．まとめ

　プレゼンテーションを自分のメッセージを他
者に伝えることと捉え、それを学期最後の最終
目標として指導を行ってきたが、最後の学生達
のプレゼンテーションを聞いて、確かな手ごた
えを感じた。考察でも触れたように、学生の中
にはアイコンタクトが難しく原稿を読み上げる
だけになってしまった者もいたが、今まで英語
で発表などしたことがなかった学生達からすれ
ば、それでも達成感を得ることはできたのでは
ないかと 考 えられる。学 生 達 のコメントから
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高等教育におけるサービス・ラーニングの
教育的意義の再考

─国際基督教大学主催サービス・ラーニング・
シンポジウム参加報告書─

創価大学　教職大学院　講師

　本稿は、20１3年１2月 7 日（土）に国際基督教
大学（以下、ICU）に於いて開催されたサービ
ス・ラーニング・シンポジウム（以下、シンポ
ジウム）の概略とそこに参加した報告者の学び
や気づきを記した覚書に近い報告書である。シ
ンポジウムは、ICU 献学60周年及び同大学サー
ビス・ラーニング・センター設立１0周年を記念
しての合同事業の一環として開催された。内外
の関係者約１00名が集ったシンポジウムは、二
部形式の計 3 時間半（１3：30～１7：00）で構成
されており、第一部（90分）は、アメリカ合衆
国（以下、米国）におけるサービス・ラーニン
グの理論的基礎の形成において重要な役割を果
たしたとされるアパラチア州立大学ロバード・
ブリングル 博 士（Dr. Robert G. Bringle）によ
る基調講演「Reflections on Service Learning 
in Higher Education（高等教育におけるサービ
ス・ラーニングについての考察）」、第二部（90
分）は、日本の高等教育の現場でサービス・
ラーニングの実践に従事している計 4 名の有識
者にブリングル博士を交え、「日本の教育的文
脈におけるサービス・ラーニングの意義とこれ
からの展望」と題したパネル・ディスカッショ
ンとその後の一般質疑応答という内容構成と
なった。

　本 稿 は、 まず ICU のサービス・ ラーニン
グ・プログラムの特徴について概説し、ブリン
グル博士の基調講演及びパネル・ディスカッ
ションの要旨を記述する。続いて、シンポジウ
ム後半部の質疑応答の際に、参加者よりなされ
た発問の幾つかに対して報告者が考えるところ
を記述する形式を取る。

１ ． ICU のサービス・ラーニング・プログ
ラムの特徴

　ICU のサービス・ ラーニング・ プログラム
の特徴としては、次の 2 点が挙げられる。第一
に、「コミュニティ・サービス・ラーニング」
（ 3 単位）と「国際サービス・ラーニング」（ 3
単 位）という 2 種 のサービス・ラーニングの
コースを 用 意 している 点 である。 コミュニ
ティ・サービス・ラーニングでは、主に国内の
NGO・NPO 団体および公共団体での奉仕活動
を体験する。実習先の例としては、三鷹市役所、
アジア学院、日本ユニセフ協会、WWF ジャパ
ン、広島原爆養護ホーム等がある。他方、国際
サービス・ラーニングでは、ICU と 海 外 パー
トナーシップ交流を結ぶ大学に一定期間学生を
送り、その交流大学を通じて、現地の学校・病
院・児童養護施設・貧困地区・農村等において

調査レポート
※ CETL では、本学の教育改善・FD推進に資する情報を広く調査・収集する目的で、年間を通じてCETL センター
員など教職員の学外調査派遣を行っている。そうした調査に関する報告の中から適宜、本学関係者の理解に役立
つと思われるものを選び、本誌に掲載することにした。

三津村　正和
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の責任意識の涵養を志向しながら、「奉仕
活動への参画」から「振り返り学習」まで
の一連の過程を包括する単位付与型の教育
経験を指す（報告者訳）。

ブリングル博士によると、上述の定義は、サー
ビス・ラーニングをボランティアや体験学習と
差別化する上で有用な 4 つの要素を内包してい
る。以下に、その 4 つの要素を順次記述する。
　①まず一つ目は単位付与型の教育経験である
ことが挙げられる。単位が付与される科目であ
るということは、そこには明確なラーニングア
ウトカム及び評価基準が設定されていなければ
ならない。しかし、これら（特に評価基準）に
ついては、現在のサービス・ラーニング教育の
中でも脆弱な部分の一つとして捉えられてお
り、評価基準の可視化は、サービス・ラーニン
グ教育に携わる者の今後の課題として認識され
ている。
　②次にサービス・ラーニングは、地域社会及
び大学教育の双方を利する学習活動であるとい
うことである。優れたサービス・ラーニング・
プログラムは、地 域 社 会 を 利 するだけではな
く、大学教育に変革をもたらす可能性を秘めて
いる。従来の大学教育に欠落していた市民参画
活動を導入することにより、学生が民主主義の
価値である社会的公正・包摂参加の理念を体験
的に学習することができる。
　③三点目に挙げられるのは、サービス・ラー
ニングはリフレクション（振り返り学習）を重
要な教育活動として認識している点である。
Clayton による批判的リフレクション・モデル
は、①経験の詳細な叙述、②学習目標に応じた
経験の精査、③同一の範疇間または異なる範疇
間における学びの関連づけの 3 つの段階的プロ
セスを明示している。そこでは、「何を学んだ
のか？」「どのように 学 んだのか？」「なぜその
学びは重要なのか？」「今後どのようにその学
びを活用するのか？」などの自己省察的でメタ
認知的な発問を思考するように促される。
　④最後に、サービス・ラーニングは「個人の

原則30日間の奉仕活動に従事する。特に、アジ
アを中心とする大学や機関と強固なサービス・
ラーニング・ネットワークを 形 成 し、それは
ICU 用語では SLAN（サービス・ラーニング・
アジア・ネットワーク）と 呼 称 される。また
ICU は、SLAN を通して毎年 2 名のサービス・
ラーニング交換留学生を受け入れることによ
り、交流大学・機関との間にサービス・ラーニ
ングという実践的学問領域での往還的な学びの
枠組みを形成している。
　第二に、上記の 2 つのサービス・ラーニング
実習コースの前後にサービス・ラーニングの概
念理解と振り返りのためのコースをそれぞれ配
置 している 点 である。これは、ICU において
サービス・ラーニング教育に携わる教員が、
「理論・実践・振り返り」という一連の学習経
験過程を重視していることに由来する。具体的
には、下記のような段階的なサービス・ラーニ
ング・プログラムが組まれている。

２ ． 基調講演の要約（サービス・ラーニン
グの学問的意義の探求）

　サービス・ラーニングは、コミュニティ基盤
型の体験学習として位置づけられるが、ボラン
ティア、フィールドワーク、インターンシップ
実習、臨床実習のような体験活動とは一線を画
する。ブリングル博士は、サービス・ラーニン
グを以下のように定義する。

サービス・ラーニングは、学習者が地域社
会及び大学教育の双方を利する構造化され
た奉仕活動に参加し、科目内容への更なる
理解、学問領域への深い洞察、市民として

表 1 ． 国際基督教大学のサービス・ラーニング段階的
コース配置

段階 科　目　名 単位
理論構築・
事前研修

サービス・ラーニング入門 2
サービス・ラーニングの実践準備 1

実地体験 コミュニティ・サービス・ラーニング 3
国際サービス ･ ラーニング 3

振り返り・
追研究

サービス経験の共有と評価 1
サービス・ラーニング特別研究Ⅰ,Ⅱ 2
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学びを啓発するカリキュラムデザイン」を
目 指 していかなければなりません。最 後
に、サービス・ラーニングを体験学習の言
説の中において述べることに異論はありま
せんが、ボランティアやインターンシップ
との差別化を図る必要があります。即ち、
「サービス・ラーニングのサービス・ラー
ニングたる所以」を明示することが求めら
れます。
長沼：１990年代後半よりボランティア教育
（日本）、サービス・ラーニング（米国）、
Civic Education（イギリス）という「社会
との関わりの中で学ぶ」教科が台頭してき
ました。サービス・ラーニングは、単なる
サービス（奉仕活動）として捉えられるべ
きではなく、「民主主義の主体的な形成者」
を育てるという意義にこそ着目されるべき
です。サービス・ラーニングでは、①アカ
デミックな学び、②サービス活動、③地域
の利益のそれぞれが相補完的な関係にある
べきです。 またサービス・ ラーニングで
は、リフレクションのフェーズが重要です
が、リフレクションは単なる感想文を書く
ようなレベルのものであってはなりませ
ん。学生間のシェアによる学び合いの場が
確保されるべきです。この学び合いの場に
おいて、学生は、個々に気づく視点が多様
であることを 学 びます。またサービス・
ラーニングは、 2 つの学びの側面を持って
いると言えます。一つは、外向きのベクト
ル（他者に対する眼差し）であり、もう一
つは、内向きのベクトル（学生自身が学び
を内向きに投影する）です。この 2 つの側
面を同時に学べるのがサービス・ラーニン
グの大きな特徴です。最後に、サービス・
ラーニングは、「互恵性の中で起こる学び」
を重要視していますので、リフレクション
の次には、セレブレーション（学生⇔地域
間の認め合い＝感謝）のフェーズが確保さ
れることが望ましいと思います。

価値観」と「市民としての責任」の融和的な向
上の達成を目指している点である。学習者は、
サービス・ラーニングの経験を通して、倫理観
の高い社会的責任感に優れた市民性の涵養を期
待される。

３ ．パネル・ディスカッションの要約 
　　（サービス・ラーニングの意義と展望）

　第 二 部 のパネル・ディスカッションは、「日
本の教育的文脈におけるサービス・ラーニング
の意義とこれからの展望」と題し、下記のパネ
リストによって執り行われた。

① Dr. Robert G. Bringle（Appalachian 
State University） 

② 川島啓二（国立教育政策研究所高等教育
研究部長）

③長沼豊（学習院大学文学部教育学科教授）
④野原健治（社会福祉法人興望館常務理事）
⑤西尾隆（国際基督教大学教養学部教授）

パネル・ディスカッションは 対 話 形 式 ではな
く、 ５ 人のパネリストが順次、サービス・ラー
ニングの意義とこれからの展望に対する個人の
所見を述べる形式で進行した。彼らの所見の中
から特に重要であると思われる発言についての
み取り上げ、その要旨を下記に記述する。

川島：サービス・ラーニングは、大学教育
改革における質保証の徹底推進という文脈
に位置づけて考える必要があります。その
文脈下では、ラーニングアウトカム及び学
生がどういうコンピテンスを体得するのか
を明確にするよう要求されていますが、コ
ンピテンスでは、それらの効果を測定する
アセスメントツールの開発が十分であると
は言えません。高等教育は、シラバスやナ
ンバリングなどの学習管理によって「学ば
ざるを得ない」システムの構築に苦慮して
きましたが、今後は、「より深い学習モチ
ベーションを 獲 得 することのできるカリ
キュラムデザイン」また「学生の主体的な

181調査レポート



であった。開発途上国での国際サービス ･ ラー
ニングを経験して ICU へと戻ってきた彼は、
サービス ･ ラーニングへの参加を通して、資本
主義社会の構図において散見される「富める国
（先進国）」から「飢える国（途上国）」へとい
う非対称（asymmetry）の図式が、サービス ･
ラーニング活動の中にも縮図として存在するこ
とを実感する。彼の言葉は、パウロ・フレイレ
著『被 抑 圧 者 の 教 育 学（Pedagogy of the 
Oppressed）』（１968年刊）の中の次の言葉を想
起させる。

教育は、教師―生徒という矛盾の解決から
始めなければならない。その矛盾の両極を
一致させることによって、両者が同時に教
師であり生徒となりうる（報告者訳）（p.72）

フレイレのこの言葉を彼の思索に充当させて考
えるならば、今後目指すべきサービス・ラーニ
ングにおいては、従 来 のサービスに 従 事 する
側・される側という二極構造を再考察・再構築
し、地域及び国際社会が直面する課題に対し
て、持続可能な解決策を協同的に探求する過程
が重要視される。そして、互いに学び合い（双
方向の学び）、自他ともの繁栄を目指す共生社
会の枠組みを創造していくところにその社会的
意義を見出すことができるのではないか。これ
は本学創立者の池田大作先生が本年 １ 月26日の
第39回「SGI の日」記念提言『地球革命へ　価
値創造の万波を』において論及された「連帯し
て問題解決にあたる価値創造」の理念とも符号
し、特に「連帯」を解釈する上での重要な示唆
となるものと考える。
　 若 槻（2002）は、Kahne & Westheimer

（１996）のサービス・ラーニング学習理論を概
説 し、 サービス・ ラーニングを（ １ ）「施 し
（giving）」の「慈善（charity）型」と（ 2 ）「関わ
り（caring）」を重視する「変化（change）型」
に分類している。彼（上述の ICU の学生）は、
自らの内発的な意識変容によって「慈善型」

野原：（現在の高等教育の文脈では、）地域
における「学生参加のモデル」が少ないよ
うに思います。これは今後の高齢化社会に
向けて重要な問題提起であると言えます。
また学生が、「感謝をされる経験」を得る
ことはその後の人生に有意な経験となるで
しょう。地方自治の時代に入ると、福祉な
ど地域づくりを自らの手で行うことが求め
られますが、大学生・大学関係者の果たす
役割は非常に大きいのではないでしょうか。
川島：大学の教育改革を遂行するにあたっ
ては、大学の中の価値観に留まるべきでは
なく、地域・社会の価値観との融合を積極
的に図っていくべきです。またサービス・
ラーニングの枠組みでは、学生・地域だけ
が変わるのではなく、「教師も変わってい
くべき」であると考えています。
長沼：教育における「大人から子どもへ」
というパラダイムが未だ残存しているため
に、子どもは「参加」の仕方を知らずに育
ちました。これからの地域主権の時代にお
いては、若者の住民参加に住民主体の原理
の 成 否 がかかっています。これらの 点 か
ら、学生の社会参加を促す高等教育におけ
るサービス・ラーニングの普及は大変重要
な作業です。

４ ． 所見：高等教育におけるサービス・ 
ラーニングの教育的意義の再考

　ここでは、パネル・ディスカッションに続い
ておこなわれた一般質疑応答において発語され
た項目の中から、報告者自身が学ぶべきところ
の多かったもの、また本学への還元が有価値で
あると考えられるものを取り上げ、それらへの
所見を下記に整理する。

4 - 1 ． 非対称（asymmetry）構図の転換を志
向するサービス・ラーニング

　シンポジウムに参加して、報告者が最も感銘
を受けたのは、質疑応答の際のある学生の発問
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このような 学 生 を 育 て 上 げる ICU のサービ
ス・ラーニング・プログラムと教授陣に本学が
学ぶところは大きい。

4 - 2 ． 「知の脱中心化」と「知の創造」を志向
するサービス・ラーニング

　「サービス・ラーニングは、大学を変える」。
シンポジウムに参加する者の多くが、サービ
ス・ラーニングが地域の活性化のみならず、大
学改革に連動することを強調していた。サービ
ス・ラーニングを通して大学がどう変わるのか
という本質論の議論が（時間の関係上）なかっ
たことは、大変に残念なことではあるが、質疑
応答の中にあったこの言葉を再考察してみる
と、次の 2 点が整理される。
　第一に、サービス・ラーニングは、「知識の
脱中心化を可能にする」という点である。ICU
の教授より、サービス・ラーニングは、「教師
が 教 えられないこと（beyond our teaching 
capacity）を学ばせることができる点において
優れている」といった発話があったが、学習と
は本来、付与されるものではなく、学習者が自
発的に獲得するものである。サービス・ラーニ
ングの文脈において、人や地域との関連性から
学びや気づきが発生し、他者・生命・環境との
相関性またその相関性の中に介在する知恵を学
習する。これらは決して教室の中の講義におい
て、また教科書の通読から得られるものではな
い。学習者が、自らの肌で感じ、自らの頭脳で
考え、自らの意志によって勝ち取る経験であ
る。この経験から紡ぎ出す理論構築の過程を
「知の創造」と定義したい。要約すると、一つ
の絶対的な答えを教えることに腐心した従来の
一方向的な知識付与また知識集権化の従来型教
育法から脱却し、協同の文脈を援用して学習者
が自律能動的な学習態度を涵養する過程の中
で、新たな「知の創造」が可能となる。
　また、上 述 の ICU の 学 生 は、「国 際 サービ
ス・ ラーニングを 経 験 した 後 に、 コミュニ
ティ・サービス・ラーニングを 履 修 すること

から「変化型」への転換を成し遂げ、「変化
型」サービス・ラーニング学習に内在する学び
のエッセンスを 獲 得 したと 言 える。Purpel & 
McLaurin（2004）は、現代教育が学習者に対
して「自らの感情にのみ責任を持つ」ように奨
励し、他者への「優しさ、思いやり（caring）」
を特段の価値のないものとして植え付けている
と批判する。シンポジウムの一般質疑の中で、
「『人に奉仕する』とは、誰かの人生に『関わ
る』ということで、これは重大な倫理的問題領
域である」といった意見があった。現代社会に
おいては、自らが直接的に関わることをせずた
だ無責任な同情を示したり、自らの地位が安泰
であるとの確証がある場合にのみ他者への持続
性のない思いやりを示したりすることが多いの
は事実であろう。このような現代社会が生む弊
害への対峙的なアプローチとして作用するサー
ビス・ラーニングの教育的意義は大きいのでは
ないか
　また上述の ICU の学生は、リフレクション
の学習段階を自己省察の領域に留めず、サービ
ス・ラーニングの文脈を社会構図との関係性の
中から批判的に考察しようと試みた。サービ
ス・ラーニングのリフレクションは、単なる感
想 を 羅 列 するようなものではあってはならな
い。サービス・ラーニングの個別の文脈に介在
する構造を批判的に読み解き、またそこでの人
間的な交流の中から共感的にその文脈を眺める
複眼的視座を獲得することにその学問的な重要
性が確認できよう。確かにサービス・ラーニン
グは、デューイの経験学習にその理論的淵源を
探ることが多いが、その他にも協同教育、文脈
的教授・学習（contextual teaching & learning）、 
構成主義学習理論といった多様な教育理論を確
認することもできる。と同時に、報告者は、フ
レイレの批判的教育学（Critical Pedagogy）の
視点からも、サービス・ラーニングの概念また
教育的価値・効用を再構成・再概念化する必要
があると考えている。一人の学生の発問は、報
告者に大きな学びと気づきを与えてくれたが、
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で、国際的な視野で地域を眺め、また国際サー
ビス・ラーニングで培った経験を地域に戻す
（＝活かす）ことができる」とも語ったが、ま
さにこの国際・地域貢献の相補完的融合は、日
本において傑出した海外交流実績を誇る創価大
学においてこそ、その実現可能性が期待でき
る。この「地域」と「国際」が連動した「貢献」
という枠組みでの professional 集団を形成して
いくことが、本学がサービス ･ ラーニングを本
格導入する意義（少なくとも、導入を具体的に
検討している理由）でもあり、そこで蓄積され
た「知の創造」から派生する理論の確立と実践
の成果を世界に問うていく責務も伴うものと考
える。サービス ･ ラーニング導入は、本学の特
色を更に活性化させるとともに、大学教育の本
来的意義を今一度再考するにあたって、重要な
契機となることは間違いない。
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載する。研究論文（和文）の場合は「抄録」（400字程度）と「Abstract」（200語程度）、研
究論文（英文）の場合は「Abstract」のみ記載すること。事例報告・研究ノートには「抄録」、
「Abstract」はつけなくてもよい。

　⑷　見出しレベルは節・項・目の 3 つまでにとどめ、それぞれゴシック体にする。
　⑸　和文は常用漢字・現代仮名遣いを用い、句読点には「、」「。」を用いる。
　⑹　図と表は必要最小限にとどめ、それぞれ連番を付し、簡潔な見出しをつける。
　⑺　注は、脚注形式とする。
　⑻　本文中での注の指示は、論文全体で通し番号を付し、文中の該当するところに上付き文字で

示す。
　⑼　本文中で引用された文献は、注のセクションの後ろに「参考文献」というセクションを設け、

アルファベット順にすべて漏れなく記載すること。
　⑽　本文中での引用文献の指示は、著者名・刊行年を小括弧に入れ、カンマで区切って示す。そ

の際、外国人名は原語で表記する。
　⑾　同じ著者で同一刊行年の文献を複数引用する場合は、それぞれ刊行年の後ろにアルファベッ

トを付して区別すること。例：2004 a、2004 b、…
　⑿　英文原稿は、APA スタイルに準ずる。

6 ．査読
　⑴　査読は投稿された原稿の種別に応じて適切に行う。
　⑵　原則として研究論文、事例報告にはそれぞれ 2 名、研究ノートには １ 名の査読者をつける。
　⑶　査読料は原則として出さない。
　⑷　査読に対して異議が出されたときは、編集委員会の合議のもとで調整する。
　⑸　査読者の選定は編集委員会の合議のもとで定める。但し、専門分野の査読候補者の提示を著

者に求めることがあり、著者は可能な限りそれに応じなければならない。

7 ．校正
　⑴　校正は、編集委員会を通して行い、著者校正を原則とする。
　⑵　校正は、編集委員が投稿原稿を pdf に変換したものを著者に送付後、著者自身が確認する。
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Submission Guidelines for The Journal of Learner-Centered Higher Education

1. Eligibility

Authors must be full-time or part-time faculty, staff members, or students of Soka University, or 
a research partner of such.

2. Article Content 

The Editorial Committee of the Journal welcomes the electronic submission of original works, in-
cluding field research, research reports, educational methodologies, FD/SD activity reports, and 
educational addresses, which are primarily related to higher education reform.

3. Article Types

The Journal publishes three types of articles :

１) Original Research : original and sophisticated insights into challenging issues related to higher 
education reform, based on significant findings from high quality practical research, well-
supported by academic references
2) Research Report : the process and outcomes of educational practices and projects based on 
field research
3) Research Note : original and sophisticated insights based on practical research; less in-depth 
than Original Research

The maximum length of each type of article, including title, author(s) names, references, and fig-
ures, is:

１) Original Research : 20,000 characters in Japanese or 8,000 words in English
2) Research Report : 20,000 characters in Japanese or 8,000 words in English
3) Research Note : １0,000 characters in Japanese or 4,000 words in English   

4. Submission and Publication Process

Only articles that are electronically submitted by the due date to seededit@soka.ac.jp are consid-
ered for publication. Articles will be published after being peer‐reviewed, accepted, and proofread.
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５. Formatting

１) Use A4 page size, with 2５mm margins on all sides.
2) On the first page, write the title in both Japanese and English for Japanese written articles, and 
only in English for English written articles. Also, write the full name of each author, the institution 
and departmental names, home address, phone and fax number, and email address on the first 
page.
3) On the second page, write the title and 3 to ５ keywords in both Japanese and English for Japa-
nese written articles, and only in English for English written articles. For Original Research writ-
ten in Japanese, write the abstract in both Japanese (apporox.400 characters) and English (ap-
prox.200 words), and only English abstract is necessary for Original Research written in English. 
The abstract is not necessary for Research Reports and Research Notes.
4) Follow APA‐style formatting. 

6. Peer Review

１) Peer review is conducted according to the type of article : Two peer reviewers are assigned for 
original research and research reports, and one peer reviewer for research notes.
2) Peer reviewers do not receive any type of compensation.
3) In the case of an objection to the peer‐review outcome, the Editorial Committee will make the 
final decision.
4) Peer reviewers are selected by the Editorial Committee. The Editorial Committee may alterna-
tively request the author to select peer reviewers.

7. Proofreading and Revision

１) Proofreading is conducted by the author with advice from the peer reviewer(s) and the Edito-
rial Committee.
2) After submission of the proofread article, the Editorial Committee will return the article to the 
author as a PDF file. It is the responsibility of the author to check the submission for possible er-
rors and provide feedback to the Editorial Committee by the specified deadline.  
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